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一 原子力発電所に対する地震を起因とした

確率論的リスク評価に関する実施基準：2015
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I まえがき

原子力発電所の地漉を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準:2015は，日本

原子力学会が標準委員会・リスク専門部会の下に地震PRA分科会を設けて改定を検討し，
リスク専門部会，標準委員会での審議を経て策定・発行したものですb原子力発電所の出

力運転状態における地震を起因として発生する事故に閲する確率論的リスク評価aRA)の

有すべき要件及びそれを満たす具体的方法を,PRA実施の手順を踏まえて実施基準として
規定したものです。

今回の改定は,2007年に発行した“原子力発電所の地震を起因とした確率論的リスク評

価実施基準：2007”が発行後5年を経過したことから改定するものでありますが，改定に
当たっては,最新知見を踏まえた地震PRA技術の向上を反映させるとともに,品質や透明

性の確保がより適切に行われるよう，要求事項の見直しを行いました。特に，2011年3月

11日に発生した東北地方太平洋沖地渡とそのおよそ40分後に相次いで襲来した津波によ

り，福島第一原子力発電所の炉心溶融，放射性物質の放出に至った事故からの教訓や知見
は重要なものです。

標準委員会並びにリスク専門部会では，このような深刻な事故を踏まえ,地震PRA分科
会，並びに傘下の3作業会（地震ハザード評価作業会，建屋・椴器フラジリティ評価作業
会，事故シーケンス評価作業会）を再開し改定作業を開始しました。改定に当たっては，
まず地震PRA改定に必要な課題を抽出し,それらを実施基準として規定することが短期に
可能なものと，技術開発なども伴い規格化を中長期に進めていくものとに仕分けし，前者
は本実施基準の規定に記載することとしました。中長期的な課題についても，関連する研

究，技術開発の動向などを附属書参考に記載することで，利用者との情報共有を図りまし
た｡さらに,改定のもう一つの特徴は,地霞に随伴する様々 な事象のPRAが可能なように，
本実施基準において担うべき点は規定したことです。地震により誘起される事象は内部火

災，内部溢水，そして津波との重畳と，多岐多様な事故様態を示します。これらについて

は,ハザード評価は地鯉PRA実施基準から提供され，シーケンス評価は，当該の地震随伴
事象に対するPRA実施基準において展開されます。フラジリテイについては,対象となる

機器･構造物のフラジリテイ評価の方法を地震PRA実施基準のフラジリテイの箇条にて提
供できるようにしておく，という分担を考えました。例えば,地震と津波の重畳のPRAを

行う場合には，本実施基準で，津波対策の機器（防潮堤，水密扉など）のフラジリティ評
価の方法を規定しています。これらの改定点については，各分野の項目毎に，解説1制
改定の趣旨及び主要な改定点に記載しました。

以上の改定を行った地震PRA実施基準を用いて地震あるいは地霞随伴の事象による
PRAを行うことにより，より広い範囲の事象に対して原子力発電所の安全性を向上させる
ことができるリスク情報を獲得することが可能です。
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FOREWORD

AstandardfbTProcedureofSeismicProbabilisticRiskAssessment(PRA)mrnuclearpower

plants:2015hasbeenestablishedandissuedbytheAtomicEnergySocielyofJapan(AESJ)

throughthediscussionsattheSeismicPRASUbcommitteeundertheRiskTechnicalCommitteeof

theStandardsCommittee.AsanenmrcementstandardbasedonthePRAprocedure,thestm1dard

SpecifiestherequirementswhichshouldhavethePRAdealingwithincidents正suldnghom

earthquakesatnuclearpowerplantsduxingpoweroperation,andtheconcretemethodsofmeeting

it・

This2015veIsionstandardisregularrevision.Inrevisingthe2007versionstandard,weupdated

vanousrequirementstoreflectadvancementsinSeismicPRAteclmiqUesbasedonnew

【echnologicalfIndingsafterUlepublicationofthepreviousstandardandtcimprovethcqualiq'and

transparencyofthisstandard.Inparticularithelessonsleamedandnewfindmgs分Dmtheseverc

accidentsofFUkuShimaDai-ichinuclearpowerplants,whiChoccurredonMarchllOf2011,were

si即禰cant,'I11ereasonwasillatthreecoresweremelteddownandlargeamountsofFPwere

releasedintheaccidents.

TheStandardsConmitteeandtheRiskTechnicalCommitteereOpencdtheSeismicPRA

SubcommitteeandthreeWo"ngGroups;SeismicHazardEvaluationWG,Buildmgand

ComponentFragiliWEvaluationWG,AccidentSequenceEvaluationWG,andresumedthe

discussionoftheSeismicPRA.Standard.hthefilrstplacetheSubcommitteefbundessentialtopics

fbrrevisionoftheSeismicPRAStandardandclassinedthemtoshorttermones,wllichwereable

tobeprovidedasimplemcntationrequirementsatanearlydate,andmedium-andlongtermones,

whichwereconsideredtorequiremediumtolong-teImresear℃hinitiatives.Theamendment

reflectedsolutionstoshorttenntopicsasreqUirements・Thisstandardshowedinfbnnationabout

reseamhandにcimicaldcvclopmcntfbrmedium-andlong-tenntopicsasrefbrentialattachments,

too・Theseattachmentsareusenllibrinfbrmationsharingwithusers・Therevisedsmnfimdhas

severalremarkablepoints･FirstofaU,thisstandardcovelSthealiareasonseismicPRAand

includesnotonlyseismiceventsbutalsoseismicinducedeventS,e・gseismicinducedfIre,seis"c

inducedintemalflooding,andseismiceventcombinedwithtsunami..IbbeSpccifYc,seismichazard

evaluationmelhodcomesftomthisstandard,accidentsequenceevaluationmethodisbasedonthe

eachPRAstandard,andnagiliWevaluationmethodofSSCs(smlcmres,systemsandcomponents)

fbrseismicinducedeventPRAisbasedonthe廿agilib'chapterofihisstandard・Forexample,

ftagilityevaluationmelhodofequipmentsfbrtsunami(aseawall,awatertightdoorandothers)is

stipulatedinthisslandardincaseofseismiceventPRAcombinedwithtsunami.

SeismicPRAorseismicinducedeVentPRAcanprovideriskinmmlaliontoimprovesaftyleve1

ofnuclcarpoWerplantSbyusingthisxeviSedSeismicPRAStal1dard,whichincludestheimportant

andusehllpointsstatedabove.
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制定:2015年6月12日

この標準についての意見又は質問は,一般社団法人日本原子力学会事務局標準委員会担
当（〒105-0004束京都港区新橘2･3-7TELO3-3508-1263)にご連絡ください。
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原子力標準の位置付けについて

日本原子力学会における原子力標準の策定について
“卵子力発斌所に対-#-る地震を起因とした砿率麓的リスク解価に関する実施韮準:2015"は，
19”竿9月22Bに設殴された日本原子力学会聴準羨員会(StnndnidsCommillccOfAESJ)が
原子力施股の安全朧と信頼性を確保してその技術水準の維持・向上を図る観点から，原子力施
披の設計・迩設・運転・廃止措睡などの活馳において実現すべき技術のあり方を、原子力技術
の拠供者，利用者，専門軍の有する飛燕の知見を踏菫え，影鮮を受ける可徳性のある閥係者の
懲見を（プリックコメンI､をも通じて蕊駁するなど公平．公正，公朋の原則を遵守しながら審
雛し，合窓したところを文護化した原子力標準”一つです。
標準委興会は‘専{墹憲築団の果たすべきこのような役割と愛任を愈獄しながら．ボランティ
ア輔神を避盤に．原子力姥股におけるニーズに対応する標鎚簸定活動を構うために，公平，公
正，公WWの原則に則って定めた運犠蕊約に従い．リスク専門部会でこの穂迦の原案を作成しま
した。この稀率が糠準委風会殻砥の違旨を踏まえて各方面で活用されることを期待します．な
お，この内溶については原則としてs竿ごとに改定することとしておりますので，本婆員会ば
この標準の利用に際してのご質問や改定に向けてのご提案をいつでも歓迎します。

標準委員会は，原子力安全の確保を目指して公平，公正，公開の原則の遵守のもとに活

動を進めています。産業界と学界及び国に広く所属する各分野の専門家が共同して我が国

の経済的，社会的凍境，国民性，産業構造技術の発達等を十分勘案し，原子力発電所な

ど原子力に係る製品やシステム，仕組みが健全であると識別する基準を，上述のステーク

ホールダのみならず広く国民に提供することを目指して，合意できるところを原子力標準

として随時制定し，それを最新の知見を反映して改定していくことを使命としています。

これにより，国民が当該技術についての最新の知見を迅速に利用することが可能になる一

方，市場競争を行いながら原子力安全を最優先としている産業界は，当該技術が標準化さ

れたことを前提として，比較優位性を生み出す技術領域の開発に努力することが可能にな

り，ひいては原子力安全をより確実にすることにも注力することが容易となります。

また，我が国においてはこれまで，国民の生活の質を確保し，経済社会の安定な発展を

支えるため，国が規制行政活動の一部として所要の標準を国家標準として制定し，行政判

断に使用してきました。この姿勢は，ここ数年来，機能性化として標準策定の活動を学会

に委ねる方向に進むこととしたものの,その体系化は整わず,技術革新のスピードが速く，

新技術の利用範囲が連続的に拡大していく今日にあり，技術の変化に合わせて国家標準を

適正化していく作業が追いつかないため，国としての原子力安全の確保の観点で陳腐化が

進んでしまいました。結果,2011年3月11日の福島第一原子力発電所の津波被災が史上

稀に見る原子力事故にまで展開する事態となった要因の一つと考えます。このような状況

を鑑み，新たに発足した原子力規制委員会の原子力安全を担う独立した行政機関を補足す

べく,学会が中心となって原子力安全に係る適正な判断基準を策定する役割を担うことが，

重要な教訓の一つと考えます｡

このような精神に則り，標準委員会は構成する委員一人ひとりが学会の倫理規程を遵守

し，先に示した公正，公平，公開の原則のもとに原子力標準を策定し，国民の合意を得て

制定されたいわゆるコンセンサス標準を国の行政ニーズに応じて利用していくことになれ

ば，新しい技術的知見を迅速に，また国民の利用に供することになります。さらに，これ

を国際標準化していく努力を行うことも学会でこそ可能であり，これの実現は我が国の国

際技術戦略上重要な貢献となると考えます。
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リスク専門部会の活動について だくことも可能です。

標準は，新技術の開発状況や新たに得られた知見に基づいて適切に改定されていくことによ
って，その利用価値が維持できるものです。そのため，少なくとも年に一度は本専門部会で改
定の必要性について検討を行い，原則として5年ごとに改定版を作成していくこととしてその

リスク専門部会（以下，本専門部会）は，標準委員会の専門部会構成の見直しに伴いリス

ク情報活用のための考え方，各原子力施設におけるPRA(ProbabilisticRiskAssessment)の手法

及びそれから得られるリスク情報を各分野において活用するための具体的方法などに関連した

標準の整備を行う専門部会として,2008年】2月以来，活動を行っていますb

PRAは1960年代に米国において研究開発が進められ,1975年のWASH-1400,さらに1”1

年のNUREG-1150に至り，その後のPRAの礎が築かれました。PRAには，原子力施設のリス

ク抑制の程度に加え，リスクに寄与する要因やその帯与の程度などを把握できるという利点が

ありますbこのことを踏まえて,欧米ではPRAから得られるこれらのリスク情報の活用が進ん

でいます。我が国においても,1970年代にPRA手法の導入を行い．その後，安全評価として

の利用を経て'1990年代には，アクシデントマネジメント整備の取り組みが具体化し，さらに

2000年代にはリスク購報を規制や安全確保活動に活用する勅きとなり，当時の原子力安全委員

会及び原子力安全・保安院からリスク情報を安全規制に活用する基本的考え方などが示され，

安全目標，性能目標や規制資源の適正配分の雛論も行われてきました。標準委員会は，これら

に先駆け，2002年に“原子力発篭所の停止状態を対象とした確率論的安全評価手順鰯を制定し

て以来,内的事象のレベルIPRA#外的事象の地震PRAなどの実施基準策定を行ってきました。

2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地獲とそれに伴う津波により，東日本の太平

洋沿岸に大きな被害がもたらされ，福島第一原子力発電所では‘設計想定を超える地震と津波

のため，全交流電源喪失事象となり，3基の原子炉が炉心損傷に至り，聚境へ大量の放射性物

質が放出される事態となりました。鰻源地に近い宮城，福島，茨城各県のその他の原子力発電

所も大きな設備被害を受けましたが，アクシデントマネジメントが功を奏し原子炉停止を達成

することができました。これらの事故をPRAの観点から見ると，自然災害のハザード解析,外

的嘉象に対するリスクの把握からのアクシデントマネジメント整備，高影響率象に対する柔軟

な対応策整術などの,PRAが貢献できる多くの点があったことが見出せます。

本専門部会としては,シビアアクシデントと公衆や環境への重大な影響の阻止にPRAの活用

が不十分かつ不適切であったことを反省し，実効性のある対策につながるリスク情報を与える

とともにPRAの活用促進を働きかけることが最重要蝶題であると考えていますも既に整備して

きた標準について，福島第一原子力発電所本故の教訓を踏まえた上で,PRA技術の進歩，活用

事例の増加に伴う評価経験の蓄積などに基づき，より実効的で使いやすいものに見直していく

とともに!PRAをはじめとするリスク評価の拡充及び活用分野の拡大に努力していくことが必

要と考えています。そのため，傘下にタスクを股け，リスク評価の拡充を図るための整備計画

及びリスク情報を意思決定に活用する際に必要な事項について，標準策定の視点からの意見交

換を行い,時宜を得て必要なPRA標準を策定することにより，原子力の安全に役立つリスク評

価手法を提供していきますも

本専門部会は公開で行われていますので,事前に連絡いただければ傍聴することができます。

また審議過程は議事録として残し，ホームページにも掲載されますので，活動状況を碓認いた
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東京大学

名古屋大学

関西電力僻）

三菱原子燃料(株）

鮮勵テプコシステムズ

東京大学

鯨)三菱総合研究所

(一”電力中央研究所

鱗>原子力エンジニアリング

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

東京大学

日本原子力発篭(株）

日立GEニュークリア・

＝ナジー(株）

委員長

副委員長

幹事

委員
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有冨正憲

山口彰

青柳春樹

#制II尚史

井口哲夫

伊藤裕之

大鳥靖樹

岡野久弥

岡本太志

岡本孝司

小原微

喜多尾憲助

東京大学

東京工業大学

東京大学

日本原燃(株）

東京電力(株）

名古屋大学

←社)原子力安全推進協会

(一鋤電力中央研究所

九州電力僻）

富士電機鮮）

東京大学

東京工業大学

ISOﾉTC85･IEC/TC45

国内委員会

催社)原子力安全推進協会

日本原子力保険プール

山口

山本

成宮

宵木

阿部

岡本

北村

桐本

倉本

栗坂

部会長

副部会長

幹事

委員

委貝

委貝

婆員

委員

委員

委員

商田毅士東京大学

武部和巳日本原燃〈株）

竹山弘恭中部電力(株）

中田耕太郎朧)東芝

松本糖二日本エヌ・ユー・エス憐）

丸山結国立研究開発法人

日本原子力研究開発鱗鳶

村田尚之（一社)原子力安全推進協会

山岸誠三菱重工業(株）

山中康慎東京電力妹）

吉田一雄国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

StevenWoodyEpstein

ScandpowerInc.
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三菱マテリアルq朱）

(ー御日本遮気工業会

中部砿力(株）

東京大学

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

原子燃料工業(株）

(株)東芝

日立GEニュークリア・

エナジー<株）

国立研究開発法人

日本原子力研究開発樹隊

関西芯力(株）

日揮(株）
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旧委員（所属は委員退任時）

上田吉徳（“)原子力安全基盤機栂)，梶本光廣（鯉)原子力安全基盛機構)，

喜多利亘（(株)テプーシステムズ)，鈴木嘉章（三菱原子燃料〈株))，関根啓二（日本原燃(株)）
野中信之（(独)日本原子力研究開発磯構)，擶本和典（(一社)原子力安全推進協会)‘

福山智（日本原子力発電(株))，藤井正彦（(株)東芝)．山下正弘（(鋤原子力安全基盤雛構）

旧委員（所属は委員退任時）

岩田修一（事業擢想大学院大学)，梅澤成光（三菱重工業(株))，笠野博之（九州電力幟))，

川崎邦裕（鯉)原子力安全基整機構)，三枝利有（(一”電力中央研究所)．

谷川尚司（日立GEニユークリア・エナジー《朱)),千種直樹（関西電力(I*)),

常松陸生（ウェスチングハウス・エレクトリツク・ジャパン鱗9)，西岡周二（日本原子力保険プール)，

西脇由弘（東京工業大学）
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地農PRA作業会外的事象PRA分科会
（噸不同敬称略）
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(一財)電力中央研究所

東京大学

関西電力幟）

大成建設(株）

(一帥電力中央研究所

←節電力中央研究所

〔一”電力中央研究所

日立GEニユークリア・

エナジー朧）

(一財)電力中央研究所

(株)原子力エンジニアリング

平野光將
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(一社)原子力安全推進協会
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(一鋤原子力安全繼隆協会

国立研究開発法人

日本原子力研究開発擬構
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菊池和彦（四国睡力(株))，菅原淳（関西電力㈱)，根岸孝行（原趣エンジニアリング(株))．

野村治宏（関西砥力僻))，前田佳祐(0勅テプコシステムズ),村田尚之((一社)原子力安全推進協会）

常時参加者

岩谷泰広（中部電力(株))，黒岩

高橘容之（鹿島建般(銅)．竹内

林健太郎（関西電力(銅)，森山

克也（三菱亜工業㈱>，鈴木義和（(－御原子力安全推進協会)，

秋利（四国砥力㈱)，投岸孝行（原電傭郭システム(株))・

健一（大成建設Q*))
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地屡ハザード評価作業会
(2015-3月外的事象PRA分科会発足に伴い，改組｡）地震PRA分科会

(2015¥3月外的事象ERA分科会発足に伴い，改組.）

〈噸不同，敬称略）

(2013年12月9日現在）（順不同，敬称略）

(2014年9月10日現在）

“)原子力安全基盤機構

京都大学

東電設計(銅

(銅大林纏

蝕)原子力安全基盤磯構

大成建設妹）

鯉)原子力安全基盤機権

広島大学

清水建餓(株）

中部電力朧〉

姥澤勝三

釜江克宏

安中正

足立高雄

岩渕洋子

宇賀田健

呉長江

奥村晃史

奥村俊彦

尾之内厚志

卜財)電力中央研究所

東京大学

関西廼力(株）

大成建設(株）

(一”電力中央研究所

卜”電力中央研究所

←財)睡力中央研究所

東京大学

名古屋大学

(一財)睡力中央研究所

日本大学

岐阜大学

三菱亜工業僻）

妹)東芝

主査

副主査

幹事

委員

委員

婆員
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委員

委員

委員
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平野光將

高田毅士

成宮祥介

内山泰生

姥掃勝三

小倉克規

尾之内厚志

越塚誠－

武村雅之

堤英明

中村晋

能島暢呂

原口龍将

樋口智一

岡山大学

東京大学

鯉)原子力安全基壁擬構

岐阜大学

東電股計僻〉

関西唾力<掬

馳)防災科学技術研究所

東京電力(株）

鹿島建設(株）

隈元崇

高田毅士

堤英明

能島暢呂

福島載一郎

伏見実

藤原広行

水谷浩之

薮内耕一

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員久持康平 日立GEニュークリア・

エナジー(株）

に社)原子力安全推進協会

東京亀機大学

東京都市大学

埼玉工業大学

鹿島建設幟）

東京都市大学

大阪大学

←御原子力安全推進協会

東京電力㈱

(株)大林組
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旧委員（所属は委員退任時）

木下智之（旧経済産業省原子力安全・保安院）

1

ｌ
↓

轍 時参加者，

尾崎隆司（中部電力僻))，藤田雅俊（鯉)原子力安全基鍵磯構)．松浦旅人（“)原子力安全装盤機構）旧發員（所属は委員退任時）

木下智之（旧経済産業省原子力安全・保安院)，中村隆夫（大阪大学）

！

Ｉ
Ｉ

常時参加者

岩谷泰広（中部砿力(株))，黒岩克也（三菱重工業(株))，小林卓（(鯛テプコシメテムズ)‘

鈴木義和（(－御原子力安全推進協会)，豊嶋誰介（(株)原子力エンジニアリング)，

菊池和彦（四国近力(株))，根岸孝行(原電情報システム鰐))，橋本和典(←社)原子力安全推進協会)．

林健太郎（関西愈力(株))‘森山健一（大成建設朧)）
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事故シーケンス評価作業会
(2015年3月外的事象PRA分科会発足に伴い．改拠）

建屋・機器フラジリティ評価作業会
(2015年3月外的事象PRA分科会発足に伴い，改組｡）

（頤不同，敬称略）

(2014年6月25日現在）
（順不同‘敬称略）

(2013年12月10日現在）
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東京都市大学

(－剛電力中央研究所

中部砿力(株）

q斜シー・エス・エー

ジャパン

(一財)篭力中央研究所

三菱髄工業(株）

q朱)テプコシステムズ

日本原子力発錨(銅

主壷

励|聿舂

幹事

幹事

山口彰

中村晋

堤喜隆

飯島唯司

規
広
曜

健
克
泰
智

大阪大学

日本大学

中部趣力<株）

日立GEニュークリア

エナジーQ朱）

鹿島建股(株〉

(独)原子力安全茶麹幾構

大成建設(株）

(独)原子力安全基盤樅構

(一財)飯力中央研究所

清水建設雌）

関西地力僻）

日本原子力研究開発維構

村松

小倉

岩谷

内山

主衣

副主査

幹事

委員

日本原子力研究開発機構

日立GEニュークリア・

エナジー催伺

F財>電力中央研究所

妹)原子力エンジニアリング

日本大学

(株)東芝

関西電力(株〉

素都益武

谷口大輔

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

篠田昌弘

堤英明

羽鰯崎淳

原口沌将

樋口智一

福島賊一郎

藤本滋

村松他

山崎英一

山崎宏晃

吉田郁政

吉田伸一

(公財)鉄道総合技術研究所

(独)原子力安全茎鍵擬構

(株)竹中工務店

三菱重工業鯨）

(株)東芝

東電設計〈株）

東京都市大学

東京都市大学

東京電力<株）

融)原子力安全茎盤機構

東京都市大学

(株)大林組

堤英明

豊鳩謙介

中村晋

藤井正諺

菅原禅

窪
率
霊
塞
霊

大島靖樹

黒岩克也

小林卓

悶智矢

癖
窪
率
窪
霊
翠
率
霊

美原義徳

石田暢生

宇賀田健

姥樺勝三

大鳥蛸樹

小川幸雄

小江秀保

北村鍼司

委員

委員

委員

委員

１
１

旧委員（所属は委員退任時）

木下智之（旧経済産業省原子力安全・保安院)，近藤敬介（“)原子力安全基盤機構)‘

齋藤桂一郎（東京趣力(株))，前原啓吾（関西電力鯰)）

旧委員（所餌は委員退任時）

木下智之（旧経済産業省原子力安全・保安院)，綿引喜徳（東京電力(株)）

常時参加者

蛯澤勝三（(-財)電力中央研究所)，杉原－洋（原電情報システム鱗))，成宮祥介（関西電力(株))、
橋田憲尚（関西電力㈱)，橋本和典（(一社)原子力安全推進協会)．藤田進作（東北電力(銅）

１
１

常時参加者

井上博登（(独)原子力安全基鯉概構)．栗林俊之（中部趣力(株))，商橘容之（鹿島建設(株))‘

田村正（清水建設(株))，成宮祥介（関西電力(株))，李銀生（“順子力安全茶盤椴構）
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目次

1適用範囲

2引用規格

3用語及び定義，略語≦ゞ -－

4評価手順

4.1地窪PRAの評価手順

4.2地霞PRAの品質の確保

5サイト・プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析.…....…..“

5.1サイト・プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析の流れ

5.2サイト・プラント情報の収集・分析

5.2.1一般事項一一一一=_‐

5.2.2地震ハザード評価関連情報の収集・分析..,___・-

5.23フラジリティ評価関連情報の収集・分析.’．…………..…..….‘.….‘“

5.2.4事故シーケンス評価関連憎報の収集・分析.….､≦-～‐_－－

53サイト・プラントウオークダウンの実施

5.3.1一般事項－－－－

53．2実施計画害の作成一一…壷．

5.3.3実施チームの縄成

5.3.4実施範囲の設定．.……......….”

5.3.5対象構築物・機器の選定一≦---

5.3.6実施における着眼点一=‐＝－－ゞ …‘－＝

5.4事故シナリオの概括的な分析及び設定一-－－－－

5．4．1事故シナリオの広範な分析及び選定….…..…一‐

5.4.1.1炉心損傷シナリオの広範な分析及び選定．

5.4.1.2燃料プール内燃料の損協シナリオの広範な分析及び選定……...........…．

5.4.2広施な事故シナリオのスクリーニング...､….…‐…_.",‘..‘

5.4.2.1炉心損侮に対する広範な事故シナリオのスクリーニング…‘…,.."".",.“

5.4.2.2燃料プール内燃料の損傷に対する広施な事故シナリオのスクリーニI
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5.4.2.2燃料プール内燃料の損傷に対する広施な事故シナリオのスクリーニング・

5.5事故シナリオの明確化と起因事象の分析

5.5.1事故シナリオの明確化一_".…_--

5.5.1.1一般事項……__‐
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5.5.2起因事象の分析_‐

5.5.2.1一般事項-－一二

5.5.2.2留意事項一－－
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1適用範囲

この標準は，出力運転状態にある軽水型原子力発電所を対象とする碓率論的リスク評価
(ProbabilisticRiskASsessment:PRA)のうち，地震に起因して炉心の重大な損傷に至る事

故シーケンスに着目し，それらの発生頻度を求めるレベル1PRA,使用済燃料プール内の燃
料の重大な損傷に至る事故シーケンスの発生頻度並びに地震に起因して格納容器機能喪失
に至る事故シーケンスを同定する方法の有すべき要件及びそれを満たす具体的方法を，実
施手順を踏まえて実施基準として規定する。加えて，この標準は，地震により発生する火
災,溢水及び津波に起因する事象の'PRAを実施する際に必要な地震ハザード評価は本漂準の
方法を用いるよう規定し，また，それらのPRAで対象とする建屋･機器フラジリテイ評価に
係わる規定も含んでいる。

z引用規格

次に示す規格は，この標準に引用されることによって，この標準の規定の一部を構成す
る。引用規格とこの標準の規定に相違がある場合は，この標準の規定を優先する。これら
の引用規格は，その最新版(追補を含む)を適用する。

AESJSC-RKOO3原子力発電所の確率論的リスク評価標準で共通に使用される用語の

定義

AESJ-SC-RKOO1原子力発電所の確率論的安全評価用のパラメータ推定に関する実施

基準

AESJ-SCBPOO8原子力発篭所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する

実施基準(レベル1PSA編）
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I3用語及び定義，略語

この実施基準で用いる主な用語の定義は,Z引用規格に示した規格によるほか，次によ

る。また，略語の定義を表1に示す。

3.1

一様ハザードスペクトル
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トツリーとは，階層化処理の結果を樹形状に表現したイベントツリー。

3.6

概能損傷

ポンプ類などの動作に関する機能（機械的励的機能）又は電気盤類などの電気的なシス

テムの機能（電気的動的機能）などに対して’地震時又は地藤後に機器が勤作（起動）し

ない,動作しても要求される性能を発揮できない’動作していたものが停止してしまう，

あるいは誤動作する，などの原因によって’所定の機能を果たすことが出来ない状鰻
3.6.1

機能損侮モード

損傷の形態。

3.6.2

機能限界

外的作用によって機能損傷を生じる限界。

3．7

構造損傷

地震動が作用することによって，建屋●機器などの構成部材●部品が大変形．破断など

を生じ，構造体としての支持機能に関する機能の喪失した状態。

3．8

地屡動強さ

対象地震によってもたらされる地腰勁の大きさ。

注記加速度’速度’変位'応答スペクトルなどの指標で表され,地鯉PRAでは一般に

最大加速度が用いられることが多い。

3．9

地躍動伝播モデル

地震ハザードの評価において’距離減衰式及び断層モデルを用いて，地震動の幾何減衰

などを考慮して，任意地点における地震動強さを求めるモデル｡

3．10

地屡地体構造

地震規模,震源深さ発震機構，地震発生頻度に着目するとき，地鯉の発生の仕方に共

通の性質をもっているある拡がりをもった一定の地域の地質構造。

3．11

地醒ハザード

ある任意地点において将来の一定期間中に襲来するであろう任意の地震動強さと，その

強さを超過する頻度又は確率との関係。

3.11.1

フラクタイル地震ハザード

地腰ハザードの1つであり，応答スペクトルを地震動強さの指標とし，応答スペクトル

距離減衰式等によって求めた周期毎の地腱ハザード曲線を用いて，任意の超過頻度又は超

過確率に対する応答スペクトル値を連ねて表わしたもの。

3.2

応答

地震勤が作用することによって建屋・機器に生じる加速度，変位，応力など

3.2.1

現実的応答

入力地震勤及び物性値などの不確実さを考慮して求められた，確率量で表される建屋・

機器の地震時応答。

注記応答のばらつきを含む確率量として評価されることから，応答の確率分布として

対数正規分布を仮定し，中央値と対数標準偏差を用いて応答を表すことがある。

現実的応答の評価手法については，現実的な建屋・機器などの諸元を用いた地震

応答解析を実施する応答解析に基づく方法と，設計応答値などに応答係数を乗じ

て評価する応答係数に基づく方法の2種類がある。

3.3

応答係数

現実的応答を求めるために，設計応答の保守性を係数で表したもの。

3.3.1

サブ応答係数

応答係数をさらに詳細に係数化したもの。

注記現実的応答が対数正規分布に従うと仮定した場合，中央値及び対数標準偏差で表

し，設計応答を応答係数E除ウることで現実的応答を求める。サブ応答係数は中

央値と対数標準偏差で表される。

3.4

応答の相関性

複数の建屋又は機器が地震動を受けた場合に，振動特性及び減衰特性の似た複数の建屋

又は機器間において，似たような応答を示すこと。

3.4.1

耐力の相関性

複数の建屋又は機器間において，似たような耐力を有すること。

3.5

階層化処理ﾉ階層イペントツリー

階層化処理とは,地震発生時に複数の構築物，系統及び機器(SSCs)の故障が同時発生

する可能性があるので，様々な単一故障起因事象及び多重故障起因事象のうちプラントへ

の影響のもっとも厳しい起因事象で代表させ，それらをグループ化する処理。階層イベン
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拠を評価し，統合できる者。

3.17

専門家活用水準

地震ハザード評価におけるロジックツリーの作成において，専門家判断を活用するため
に設定した技術的難易度のレベルb

3.18

専門家判断

特定の技術問題において，理論，モデル，又は経験の評価を含む論証に基づく解説又は

意見を基にした専門家による判断に基づき提供される情報。
3．19

損傷

建屋，構造物，機器などが所定の機能を失うことで，地震動に対するこれらの現実的応
答が現実的耐力を超えた状態。

3.19.1

損協部位

建屋構造物，機器などの損傷する場所。

3.19.2

損傷モード

その部位での損傷を起こす様態。

3．20

損傷確率

作動要求があったときや，定められた基準期間内に，建屋・機器が所定の機能を果たせ
ない確率。

3.20.1

条件付損傷確率

ある特定の条件を前提とした場合の損傷確率。

3．21

耐屡クラス

施設の耐震設計を合理的に行うため，安全上分類したもの。

注記この分類は，原子力発電所耐震設計技術指針（電気協会）（以下‘耐震設計技術
指針という）による重要度分類を示す。

3．22

耐力

地震動が作用した時に建屋・機器が耐えうる応力，変形の限界，又は所定の機能が保持

される限界。

地震ハザードの不確実さ評価結果の1つで，信頼度別の地震ハザード曲線群の総称を指

す｡

3.11.2

アグリケート地震ハザード

ロジックツリーを用いて評価した複数の地震ハザード曲線が極端に偏りをもった分布の

場合を対象として求めた信頼度別のハザード曲線群をいう。

注記地震ハザード評価においては，地震の発生位置，規模，発生頻度/確率，地震動

伝播に関わる不確実さを考慮する。例えば,信頼度95％のフラクタイル地震ハザ

ード曲線というようにいう。アグリゲート地震ハザードも地震ハザードの不確実

さ評価結果の1つ。

3.12

地農ハザード適合マグニチュード。震央距離

3.13地歴ハザードの再分解によるマグニチュード・距離を参照のこと。

3.13

地屡ハザードの再分解によるマグニチュード・距離

地罐動ハザード曲線上の任意の年超過確率の地震動に寄与する地震のマグニチュードと

距離で表すもの。

注記池田・石川が提案したモデル（土木学会論文集,1989年）である。提案当初は，

これらのマグニチュードと距離を,ハザード適合マグニチュード(Hazard-consistent

magnitude)とハザード適合震央距離(HazardgconsiStentdistance)と定蕊していた

が,1990年後半から，地震ハザードの再分解によるマグニチュード・距離と改訂

している。

3.14

震源モデル

地震ハザードの評価において，地震の発生位置，規模，頻度を求めるモデル。

3.15

設計裕度

対象とする構築物，系統，及び渡器(SSC9の設計で考慮する荷重（又は歪など）に対し

て，その許容限界値が何倍の大きさであるかを示す指標。

3.15.1

安全裕度

対象とする建屋・機器，又は系統に作用する荷重（又は歪など）に対して，構造損傷又

は機能損傷に関する限界荷重（又は歪など）が何倍の大きさであるかを表す指標。

3.16

専門家

特定の技術問題において，自分自身の判断を提供できる者，又は複数の専門家判断の根
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3.25.1

断層パラメータ

断層の形状，地震規模，アスペリテイの大きさ，応力降下量等の震源特性に関するパラ
メータ。

注記断層モデルにより，断層の破壊過程を考慮して地震動を評価することが可能とな
る。

3.26

超過頻度

ある事象の特性をよく反映する指標の大きさに着目した場合に，評価対象事象がその大
きさを超える頻度。

3.26.1

超過確率

評価対象事象がその大きさを超えて発生する確率。

注記炉心損傷頻度を求める場合は年超過頻度を，フラジリティ評価用地震動を求める
場合は年超過確率を用いる。

3．27

二次的影響

地震動による建屋。機器の損傷評価において，機能的に従属関係にある他の建屋．機器

の機能の阻害，又は落下・倒壊などに伴う他の建屋・機器の機能阻害による影響。

注記波及的影響ともいう。

3，28

不確実さ(uncertainW)

評価の過程に含まれる物理量，モデル，専門家判断などにおける確実さの度合いの裏返
し・ばらつき。

3.28.1

偶然的不確実さ

材料特性などに見られるように対象物が本来持っているばらつく特性による不確実さ。
3．28．2

認識論的不確実さ

知識及び認識の不足に関係する不確実さ。

注記PRAでは不確実さをもたらす要因を,物理現象のランダム性に係わる偶然的不確

実さ色lcatoryuncertain切と知識及び認識の不足に係わる認識論的不確実さ
(epistemicunceftainty)に大別する。偶然的不確実さは，ばらつきをそれ以上減じる
ことができなく，不確実さ評価における対象要因とはならない。認議論的不確実

さは，評価に用いるデータの不足，モデルの詳細度，複数の専門家の解釈の相違
などを要因とする。これは，将来，知識の増加又は科学の進展によってそのばら

3.22.1

現実的耐力

保守性を含まない耐力。

注肥現実的耐力は現実的応答と同様に確率量として評価される。

3.22.2

現実的耐力と応答係数による方法

設計応答値又は応答係数を用いて現実的応答を求め‘得られた現実的応答と現実的耐力

からフラジリテイ曲線を求める手法。

注記代表的な手法として原研法がある。

3.22.3

現実的耐力と現実的応答による方法

現実的なデータ諸元に基づき，地震応答解析を実施して，現実的応答を評価し，得られ

た現実的応答と現実的耐力からフラジリティ曲線を求める方法。

注記応答解析に基づく方法ともいう。

3.23

耐力係数

安全係数法において現実的耐力を求めるための係鑿

注記設計評価における応答に対する現実的耐力の裕度で表される。設計耐力に対する

現実的耐力の裕度とは異なることに注意する必要がある。

3.23.1

耐力係数と応答係数による方法

設計で用いられた耐震性評価結果などに基づき，これらの耐力評価及び応答評価に含ま

れる保守性及び不確実さを定量化し，それを係数表現することで現実的耐力及び現実的応

答を評価してフラジリティ曲線を求める手法。

注記安全係数法と同意。米国で1970年代に開発された手法であり，米国イリノイ州

にあるZion原子力発電所に始めて適用されたことから，ザイオン(Zion)法とも呼

ばれる。

3ユ4

建屋・掻器リスト

地震PRAで対象とする原子力発電プラントの炉容器，ポンプ,配管，弁又は電気盤,及

びこれらが設置される建屋，土木構造物などを含めた建屋・機器のリスト。

3.25

断層モデル

地震波を生じる断層面におけるせん断破壊がある破壊伝播速度で有限な断層面上を伝わ

るという震源断層の破壊過程に関するモデル。
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つきを減じることが期待できる。この要因を対象として，不確実さ評価を行う。

3．29

不確実さ評価

求める物理量（例えば，地震ハザード，フラジリティ，炉心損傷確率，炉心損傷頻度な

ど）に影響を及ぼす認識論的不確実さの要因のうちの重要な要因を対象として，要因ごと

に不確実さの範囲(例えば,不確実さの表現としての確率分布形状など)を設定した上で，

不確実さ伝播評価を行い物理量の信頼度を確率分布として求めること。

3．30

フラジリティ

地震動の作用に対して建屋・機器が損傷する度合い。

3.30.1

フラジリティ曲線

地震動強さのレベルごとに計算される条件付損傷確率を連ねたもの。

3.30.2

フラジリティ評価

建屋・機器の現実的耐力及び現実的応答を用いて，確率輪的にそれらの条件付損傷確率

を求めること。

3.30.3

プラントフラジリティ

地震動強さの関数として表現された条件付き炉心損傷確率。

331

ロジックツリー

地震ハザード評価における認識論的不確実さの要因の取扱いに関し，専門家間で意見の

違いがある場合に，可能性のある考え方を合理的に取り上げ》それらの考え方の組合せを

樹状（ツリー状）に表妻し，可能性の度合いに応じて重みを設定したもの。

3.31.1

ロジックツリー手法

ロジックツリーを用いて評価された地震ハザード曲線群の確率分布を求める手法。

PSPreVentionSystem異常発生防止系
SSCsSmlctures,SySにms,andCompOnents構築物，系統及び機器
THERPTEcImiquefbrHumaDEITorRatePredictionTHERP(手法）
UHSUnifblmH"ardSPectmm一様ハザードスペクトル

4評価手順

4.1地屡PRAの評価手順

地震PRAは，図4.1に示す評価手順に従い，サイト・プラント情報の収集・分析，事故

シナリオの概括的分析，地霞ハザード評価，建屋・機器フラジリテイ評価及び事故シーケ

ンス評価を実施する。

各箇条に求める調査・評価の結果は，フィードバックすることが必要である。

澗査及び評価の内容及び結果については文書化を行う。

"ge1サイト・プラント情報の収集・分析では，サイト・プラント関連情報の収集・分

析を行う。また，チームを編成し，範囲を明確にし，着眼点を整理した上でサ

イト・プラントウォークダウンを行う。

注記2事故シナリオの概括的な分析では,事故シナリオの広範な分析を行った上で，轆

故シナリオをスクリーニングし，評価対象とする事故シナリオを明らかにする。

また，起因事象の分析及び事故シーケンス評価に必要な建屋・機器リストを作

成する。

注記3地震ハザード評価では，地震ハザード評価における不確実さの要因の分析,地震

発生モデルの設定，地震発生・伝播モデルの設定を行う。地震ハザードはロジ

ックツリーを作成した上で，地震動強さをパラメータとして，年超過発生頻度

（又は確率）の形で求める。また，フラジリテイ評価用の地震動を作成する。

注記4建屋･機器フラジリティ評価では，建屋･機器と損傷モードの設定，耐力と応答

の評価手法の選択及び現実的な耐力・応答の評価を実施し，フラジリティ曲線

を求める。

注記5事故シーケンス評価では，起因事象の設定，事故シーケンスのモデル化，システ

ムのモデル化を行い，事故シーケンスを定量化する。
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英語
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Fini(eElementMethod

JapanEIcctricAssociationGuide

LatinHypercUbcSampling
MonteCarloSimulation

略語

BPT

FEM

JEAG

LHS

MCS

日本語

BPT分布（更新過程）

有限要素法

館気技術指針
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サイト．プラント情報の収集･分析と事故シナリオの概括的分析は,図5．1に示す手順で

実施する。

a)サイト・プラント情報の収築･分析情報収集の範囲及び詳細さを-1-分吟味する。次い
で,情報収集の範囲に沿って，最新のプラント状態及び運転経験など関連情報を収集・
分析する。

b)サイト･プラントウオークダウンの実施机上で行うプラント情報だけでは十分に得ら
れない情報の収集を実施する。また，安全機能を有する構築物及び機器などの損傷に

伴う炉心損傷へ至る広範な事故シナリオの分析のためにも実施する｡a)及びb)の情報は，
箇条6，箇条7の有用惜報となる。

c)事故シナリオの概括的な分析・設定上記サイト・プラント関連情報及びサイト・プラ
ントウオークダウン情報を用いて，地震動による重要な機器の直接的損傷及び斜面崩

壊の土塊による間接的な機器損傷も含めた広範な事故シナリオを概括的に分析・設定

する。次いで，設定した広箱な事故シナリオのスクリーニングを行う。

d)事故シナリオの明確化と起因事象の分析スクリーニングで残った事故シナリオを対
象として，事故シナリオを明確化する。また，重大な燃料の損傷に至る起因事象を分

析し事象進展の緩和に有効な緩和系を明確にする。明確化された事故シナリオと起因

事象の分析結果は，箇条8の有用情報となる。

e)建屋･機器リストの作成事故シナリオの明確化と起因事象の分析結果に基づき，箇条
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亙

附国警八〈規定)地鮭PRAの品質を躍保するための方策

図4.1-地霊PRAの評価手順

[55】【a4］

ﾛ c)亭故シナリオの種括的な

分祈及び段定【認】

①事故ｼﾅﾘｵの広範な分析
及び墨宝【54.1】

②広範な卒故シナリオのスク
リーニング【認2】

の不故シナリオの明磁化と

遷因事象の分析【a5】

①事故シナリオの明弦化
【顕,1】

②妃因事象の分析【顕2】
リーニング【認.2】

4.2地震PRAの品質の確保

地震PRAの品質を確保するため，専門家判断の活用，ピアレビュー及び品質保証活動を

実施する｡専門家判断の活用は,地鰻PRAの実施の各段階において,附属書A(規定)A.1a)

のいずれかの項目に該当する場合に実施する。ピアレビュー及び品質保証活動は，それぞ

れ附属霧A(規定)A.2及びA.3の要領で，地震PRAの目的に応じて実施する。【附属書A

（規定）参照】【附属番B(参考）参照】

【5.5】

j随厘･擾饗ﾘｽﾄの

作成〔a6】

①一段亭項【5β』】
②囲迂事項【5.62】

j随厘･橿

作成〔a6】

①一段亭】

②圃迂事1
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竃故シーケンス解価建屋･樫姪フラジリティ爵個地歴バザード騨匝

5サイト・プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析
◆

5．1サイト・プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析の流れ
1図5.1-プラント情報の収集。分析と事故シナリオの概括的分析のフロー図

｛

陳〕、 、

5‘4事故シナリオの概括的な分析及び股定

5.5事故シナリ如唾項砿』gと起因事象の分析

5.6疏腫・狼屡リストの作庇

5,2サイト・プラント慨細の収縦・分析

5.3サイト・プラントウォークダウンの実施

6.1地震PRA実龍基串策定役の地震からの

里と地涯ハザード詳信の蓋れへの反映

ユ

6"2粟北地方太平浮沖地震等巨大地屋か

らの知見の反曉不建実さの取扱い蕊び

地震ハザードの妥当性齪哩

6.7フラジリティ酵衝用地震動

の作膜

6,8複数プラントにおけるハザー

ド扉遥の釘霊事項

6‘直配元=51房び地殻吏動のハザード呼値

6,10複合ハザード碍儀撰び埋璽隠偲車魚FRA

に厩いる姑識ハード

7口2房侭対象と損傷モードの設定

Z3博握孝曇の選択

7.4羽実的耐力の詳届 …

6,3霊源モデルの設定 7"6フラジリティの肝画

9.文書化6.‘鍵孟動置悟モデルの設宝 7．7損侭の相関及1

殴侭のフミ

露調原子力施殴。

リティ醇伍

6‘5ロジックツリーの仰癖

6.6地逹勤ハザードの酵侭

魚Z壼面蚕孟の禰走

3.3室飲シーケンスの＝デル化

84シスチムのモデル化

a5事故シーケンスの窒旬化

8.6裕納容器提能疑失シナリオの分析
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れた場合には，情報の再収集の一環として，各種調査を実施し最新情報を入手するこ
とが望ましい。【附属誉E(参考）参照】【附属害F(参考）参照】【附属携G(参考）
参照】

b)情報の分析5.4,5.5,及び箇条6を行う上で,5.2.2a)で収集した情報が必要十分であ
るかについて分析する。不足が認められる場合には，追加の情報を収集する。
震源モデルの設定にかかる項目（対象地震の分類,特定震源モデル及び領域震源モデ
ルのパラメータの設定，震源モデルにおける不確実さ要因）について，対象サイト固
有の震源特性に着目して分析する。
地震動伝播モデルの設定にかかる項目（距離減衰式モデル及び断層モデルの選定，
地霞動の確率分布の設定,地震動伝播モデルにおける不確実さ要因の分類）について，
対象サイト固有の地震動伝播特性に着目して分析する。

5.2.3フラジリテイ評価関連情報の収集・分析

a)傭報の収集プラント固有の建屋機器の耐力及び応答評価に関連する傭報を収集する。
関連情報としては，許認可関連，技術規準関連などが挙げられる。許認可関連では，
原子炉設置許可申請書，工事計画認可申請書などを，技術指針関連では，日本機械学
会編発電用原子力設備規格設計・建設規格（2012年改訂版）＜第1編軽水炉規格
＞，日本電気協会編原子力発電所耐震設計技術規程，同技術指針，日本機械学会日本
建築学会土木学会の関連指針を参照する。これら以外に耐震設計データ，既往の耐震
関連試験結果，震害事例なども参照することが望ましい。

b)情報の分析5.4,5.5,並びに箇条7を行う上で,5.2.3a)で収集した情報が必要十分で
あるかについて分析する。不足が認められる場合には，追加の情報を収集する。
1）耐力評価にかかる摘報の分析5.2.3a)で収集した許認可関連情報,技術指針関連情報
などに加え，追加調査・試験情報も用いて，対象とする建物・構築物，機器・配管
系，地盤･斜面などの耐力評価にかかる項目（損傷部位･損傷モード及び損傷指標，
これらの不確実さ要因など）について，対象プラント固有の情報に着目して分析す
る。特に，耐力評価における不確実さ要因の分析については，不確実さ要因(耐力評
価式における地盤物性値及び材料定数などのパラメータに含まれる不確実さ)，及び
認識論的不確実さ（耐力評価式の不確実さ）に着目して，重要な要因の選定及び不
確実さの定量評価に必要な情報を分析する。

2）応答評価にかかる梢報の分析5.2.3秘)で収集した情報を対象として,応答評価にかか
る項目（減衰特性及び振動特性，これらの不確実さ要因熊ど）について，プラント
固有の情報に着目して分析する。特に，建物，屋外土木構造物，地錠，斜面などの
応答評価における不確実さ要因の分析については，不確実さ要因(応答解析モデル作
成のための地盤物性値及び材料定数などのパラメータに含まれる不確実さ)，及び認
職論的不確実さ要因(応答解析手法及びモデル化に係る不確実さ)に着目して，重要な
要因の選定及び不確実さの定量評価に必要な情報を分析する。

5.2サイト・プラント情報の収集・分析

5.2.1一般事項

地震PRAを実施するにあたり必要となる表5.1に示すようなサイI､の最新の状況,設計，

運転管理などプラント及びサイト関連の固有の情報を幅広く収集する。【附属書C(参考）

参照】

それらに加え，既存の地震PRAに関する情報，東北地方太平洋沖地震をはじめとする原

子力プラント以外を含めた国内外の震害事例，ならびに，地震・津波の重畳,AM設備・

緊急対策設備，同一サイト内複数プラントの影響，余震の影響等に関連する文献などの情

報も収集する。ただし，プラント固有でない情報を評価に用いる場合には，当該プラント

との類似点及び相違点を分析し，それらのPRAから得られる情報が当該プラントに適用で

きることを説明する。【附属書D(参考）参照】

表5.1-地農PRAの評価作業で必要な情報
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の設定にかかる地震動伝播特性に閲する情報

地疲ハザード詳価2

プラント固有の建屋･擬器の耐力評価ならびに応答評
価に関連する惰報

延歴・椴器ブラジリティ評価３
’
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事故ｼー ｹﾝｽla)事故ｼﾅﾘｵの分析と起因事象の分類
評価IL藍圭,一人.､,ザ,γ､心,厚

大規模地展時に想定されるプラント状態

･安全系などのシステム使用条件

･システムの現実的な性能

･運転員による緩和操作

,対象プラントに則した機馨故障モード,運伝形態な
ど

b)奉故シーケンスの分析

・成功基準の設定

・イベントツリーの作成

c)システムのモデル化

d)事故シーケンスの定盆化

e)格納容器健全性に関する解価 格納容器の隔催椴捷に閲する冊報

5.2.2地震ハザード評価関連精報の収集・分析、

a)怖報の収集広範な地震ハザード評価関連情報を対象として,対象サイト周辺地域での

地震発生様式を考慮し，震源モデルの般定にかかる震源特性，及び地鯉動伝播モデル

の設定にかかる地震動伝播特性に関する情報を幅広く収集する。これらのモデル化で

は，専門家の意見の相違をロジックツリーとして表すために，異なる見解を持つ複数

の専門家から情報を収集する。収集に当たっては，対象サイトへの影響が小さいと想

定される震源特性及び地震動伝播特性の情報についても，対象サイト周辺の震源モデ

ル及び地震動伝播モデルの設定に参考になる場合もあるので，併せて収集しておくこ

とが望ましい。

地震ハザード評価に非常に大きな影響を及ぼす可能性のある最新知見などが公開さ
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5.2.4事故シーケンス評価関連楕報の収集・分析

a)情報の収集事故シーケンス評価関連情報として,原子炉設置許可申請書,配管計装線

図，電気系統図，プラント機器配置図，保安規定，運転手順書，地震後の点検手順な

どプラントの設計及び運転管理に関する情報を収集する。また，内的事象PRA,既往

の地震PRAに関する報告書などから,地震PRA評価対象プラントへの適用情報として

収集し，評価上の留意点として整理することも推奨する。

b)精報の分析5.405.5,並びに箇条8を行う上で,5.2.4a)で収集した情報が必要十分

であるかについて分析する。不足が認められる場合には，追加の情報を収集する。

5.3サイト。プラントウオークダウンの実施

5.3.1一般事項

サイト・プラントウォークダウンでは，机上で行うプラント情報（設計情報又は設計，

建設，運転時の検査，評価に関する情報の調査など）の収集からは十分に得られない情報

の収集を実施する。サイト・プラントウオークダウンは，必要に応じ複数回実施してもよ

いが，実効的な実施のために，それぞれのサイト・プラントウォークダウンの相互の位憧

づけ及び関係を明確にする。

5.3.2実施計画繕の作成

サイト・プラントウォークダウンの実施に当たっては，実施計画書を作成する。実施計

画書には，実施チームの編成，実施範囲，対象構築物・機器，具体的な実施手順，実施に

おける着眼点を定める。なお，部分的あるいは追加のサイト・プラントウオークダウンを

実施する場合には，サイト・プラントウオークダウンの目的に応じた対象に限定した実施

計画番とする。

5.3.3実施チームの繕成

品質確保の観点から，専門的知職及び技術を有する者からなるサイト・プラントウオー

クダウンチームを編成する。チーム構成員に求められる能力，知見，経験の内容を次に示

す。ただし，－人が次の要件全てを満足する必要はない。

・対象プラントのシステム，安全設計，運転操作，耐震設計，配置設計に関する専門的な

知議・技術及び経験。特に事故時のシステム挙動あるいは対応操作等に関するものを含

む。

・地震動下での設備の挙動及び損傷部位・損傷モードに係わる振動試験及び震害調査に関

する専門的な知識・技術及び経験

・地渡PRAにおける地震ハザード評価，フラジリティ評価（建物・構築物，機器),事故シ

ーケンス評価に関する専門的知識・技術及び経験

5.3.4実施範囲の設定

実効的なサイト･プラントウオークダウンの実施の観点から,地震PRAの目的を考慮し，

次の事項に留意して実施範囲を設定する。

・5.2で収集した対象プラント固有情報（地震ハザード，機器の耐力及びプラントシステム

の配腫など）では十分ではないと判断した構築物・機器を対象範囲に含める。

､対象プラントの暫定的地震PRA結果,既往地震PRAの結果がある場合にはこれらを参照

して設定する。

、他の設備に比べ明らかに損傷確率が大きく，評価上クレジットなしとした設備は，サイ

ト・プラントウオークダウンの対象から除外してもよい。

、プラント全体のリスクレベルの把握を目的とした場合には，安全上重要な設備などに焦

点を合わせる。

、プラント全体のリスクに影響を及ぼすような個別設備の脆弱性の確認を目的とした場合

には，対象範囲として影響が大きいと判断される設備に焦点を合わせる。

、シビアアクシデント対策として整備した設備（東北地方太平洋沖地震の経験を踏まえ配

備した設備を含む)，耐震BCクラス設備等を地震PRAで考慮する場合は，当該設備を対

象範囲に含める。

・同一サイト内の複数のプラントで共用，融通する設備を対象に含める。

・津波PRAで対象とする構築物・機器の地震フラジリティ解析を実施する場合は，津波影

響に関与する設備（津波防護施設・設備等，津波により漂流物となる可能性のある設備

等）を対象に含める。

5.3.5対象椛築物・機器の選定

5.3.4に従いリストを作成する。リストには，種類,m番号，設置位置などの情報ととも

に，必要に応じて材質，設置方法などに関するデータも集約する。既往地艇PRAで対象外

とした構築物・機器（例えば，耐震性を確認されていなかっため対象外とされたシビアア

クシデント対策設備，配管及び運転員による復旧操作に関連する機器）も実施範囲に含ま

れる場合はリストに加える。

5.3.6実施における着眼点

a)一般事項次のb)から句に示す着眼点を持って，サイト・プラントウォークダウンを

実施する。ただし，地震起因の溢水，火災，及び津波による影響を同時に確認・調査

することの有効性を考慮し，建屋開口部の高さ・大きさ，対象設備の高さ等の確認を

中心とした津波影響の確認，津波・溢水時における水の伝播経路の確認，溢水・火災

源となる設備の調査確認，溢水・火災の区画境界及び区画内の設備の空間的配置の確

謡，などの着眼点を追加することが望ましい。なお，次の項目のように，対象構築物・

機器にアクセスすることが困難な場合には，写真などの情報による確認で代替しても

よい。

・高線量エリア，汚染の程度が著しいエリアにある構築物・機器

・確認する場合に通電部位へ接触するおそれがある構築物・機器

・高所・狭陰部にある構築物・機器

【附属誉H(参考）参照】【附属書J(参考）参照】

b)耐鰹安全性の確認椛造上設計図書から十分に得られない情報について確認する｡さら
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具体的には，次の視点で確認する。
・周辺斜面のすべりによる土砂の流れ込みや近傍の設備の倒壊によりアクセスルート
及びAM機器の搬入路が塞がれる可能性はないか
・対象機器の職別が可能であるか
・周辺斜面及び周辺設備からの被害を受けないか
・可動部分のある器具は存在しないか
・現場での操作が可能であり，且つ操作のための場所が確保できるか
・機器の作動状態が確認できるか

5.4事故シナリオの概括的な分析及び設定
5.4.1事故シナリオの広範な分析及び選定
5.4.1.1炉心損慨シナリオの広範な分析及び選定
我）一般事項事故シう-リオの広鮠な分析及び選定では,次のような地震時特有の率故シナ
リオを見落としなく抽出及び運定する。
1）地震時には，複数のSSCsが，地震動という共通要因によって同時損傷し，複数の異
常発生防止系PS及び／又は異常影響緩和系MSの安全機能が喪失する可能性がある。
PRAの観点からは,PSの機能喪失は主に起因事象を生じ,MSの機能喪失は主に緩和
機能を喪失する。地震時には，同一地震動によって複数のPS及び／又は複数のMS
が機能喪失し，複雑な事故シナリオが発生する可龍性がある。
2）また,設計地鰻動を大きく超える地震動に対しては,重要なSSCs(例:原子炉建屋，
原子炉圧力容器など）の損傷によって炉心損傷に直結する事故シナリオが生じる可能
性がある。

事故シナリオの選定に当たっては，地震起因の直接的な損傷による事故シナリオだけで
なく，間接的な影響（地膜勵による二次的影響（斜面崩壊，クレーン落下)，水素爆発Iこよ
ま敷鐸の影鵜複個儒業の腿書無ど)‘…徴ｼﾅﾘｵについても考慮する｡評緬
の目的に応じて，上記主要因による事故シナリオを対象として分析及び選定する。

1）本腰による炉心損慨事故に直接繋がりうる事故シナリオの分析及び逮定安封臘能
に従属する設備の損傷に伴う波及的な機能喪失を伴う事故シナリオを分析及び選定
する。

安全機能に直接従属するSSCsの損傷による事故シナリオだけでなく，周辺股備の損
傷などについても,1.1),1.2)の事故シナリオに留意して広範に分析及び逮定する｡【附
属書K(参考）参照】

1.1）炉心損傷に至るまでの事象進展が必ずしも十分に同定し得ない事故シナリオ
1．Z)評価技術が必ずしも十分でないため，炉心損傷頻度の評価の不確実さが大きくなる
ことが想定される事故シナリオ

2）本震による炉心損侮事故に間接的に繋がりうる事故シナリオの分析及び選定

に情報を付け加える必要があると判断した場合には，次に示すように評価対象構築
物・機器の鯛査・確認を行う。
、評価対象プラントの設計書（システム配置図，計装・配管系統図，単線結線接続
線図など）と，実際のプラント状態とを比較し，机上の情報では不十分と判断し
た点について確認する。特に対象設備の基礎部分の調査・確認を重点的に実施す
る。

、損傷確率が他の構築物・機器よりも相対的に小さい場合には’それらの脆弱性の
有無を確認し，評価の対象とするかどうかを判断する。
具体的には，吹の視点で確認する。
、対象設備．アンカーボルトの形状が図面と外見上の相違がないか
．対象股備．配管接合部．アンカーボルト・対象設備と支持榊造物との接合部に外
見上の異常(腐食,亀裂等jはないか
、アンカーボルトの締め付け強度は適切に管理されているか（ゆるみ止め対策がさ
れているか等）

・アンカーボルト付近のコンクリート部に外見上亀裂がないか
c)地震動による設備間の相互干渉の確認プラント設計書の分析において'フォールトツ
リー，イベントツリーの作成で考慮すべき対象とするかどうか判断できなかった機器
間の相互干渉，システム間の相互干渉，システム間の従属性などプラント固有の特徴
を確認する。

d)地震による二次的影響の確認大地震時に対象設備(そのサポート系も含む)の周辺の
設備等の変形，離脱，移動などに起因して生じる干渉や衝突などの二次的影騨を中心
に次の視点で確認する。

、周辺の耐震クラスが低い機器,構築物等が倒壊又は損傷することで二次的影響を及
ぼすことがないか

、クレーン,燃料交換機他の落下や部材のコンクリート剥落等’建屋の付帯物（照明
等）の落下により安全上重要な機器あるいは燃料に影響を及ぼすことがないか
、股計図書に示される構築物間の間隔が適切に与えられているか否か
、安全上重要な機器周辺の固縛されていない重量物の有無
・機器に接続されているケーブルが損傷しない程度の柔軟性を持っているか
e)地震後のアクセス性の確認現場での起動が必要な設備'現場での復旧作業において機
能回復が見込める設備にクレジットをとる場合には，地震後の状況下で，次に示すよ
うな評価対象設備への操作又は作業が可能かどうかなどのアクセスの可能性を確認す
る。【附属害J(参考）参照1
．起動．停止を設備の近傍で行う，又は行える設計となっている設備
・地震による一時的な機能喪失に対して，設備の回復,隔離操作'予備品の使用又は
応急的な修繕措置によって機能回復を期待する設備
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への影響を考慮して，炉心損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定
する。I附属書K(参考）参照】

9）地震起因における火災,溢水,津波にかかる事故シナリオの分析及び選定地震起因
によって火災，溢水，津波が引き起こされ炉心損傷に繋がる可能性のあるような事
故シナリオを分析及び選定する。

5.4.1.2燃料プール内燃料の損慨シナリオの広範な分析及び選定
a)一殻事項事故シナリオの広範な分析･選定では,地震時特有の事故シナリオを見落と
しなく抽出・選定する。

このために少なくとも次の事故シナリオを考腫する。

一燃料プールが燃料プール内の燃料の冷却形状を維持できなくなる事故シナリオ
ー燃料プールの冷却機能が喪失し燃料損傷となる事故シナリオ

ー燃料プール内の大量の燃料が機械的に損傷する事故シナリオ

燃料プール自体が燃料プール内の燃料の冷却形状を維持できなくなる事故シナリオ
については，燃料プール自体が損壊しプール水が喪失するシナリオ，プールへの注水
配管を介してプール水がサイフォン効果現象で逆流し燃料が露出するシナリオなどを
考慮する。

燃料プール冷却機能喪失によって燃料損傷となる事故シナリオについては，燃料プ
ール水を循環冷却（除熱）する機能及び燃料プールへ注水する機能の両方の機能が喪
失した場合に燃料プール冷却機能が喪失すると評価する。この際，地震の直後に両方
の機能が喪失しても燃料プール内燃料が重大な損傷に至る前に復旧する措腫が施され
ている場合には，この復旧措置も失敗した場合に燃料プール冷却機能が喪失すると評

価する。復旧措置に対する許容時間の評価にあたっては燃料プールからのスロッシン
グによる保有水の喪失分を考慮する。

燃料プール内の大量の燃料が機械的に損傷する辮故シナリオについては，燃料ラッ
クの損傷以外に，上部からの落下物（天井クレーン，燃料交換機など）による損傷を
考慮する。

これらのシナリオの選定に当たっては，炉心損傷の場合と同様に，地藤起因の直接
的な損傷による事故シナリオだけでなく，間接的な影響(地溌動による二次的影響(斜
面崩壊)，水素爆発による複数基への影響，復旧作業の阻害など）によるシナリオに
ついても考慮する。さらに，炉心損傷の場合と同様に，経年変化の有無，地震動の形

態，事故進展の形態などの主要因を考慮する。

b)留意事項

1）本震による燃料プール内燃料損侮事故に直接繋がりうる事故シナリオの分析及び選
定安全機能に従属する設備の損傷に伴う波及的な磯能喪失を伴う事故シナリオを
広範に分析及び選定する。【附属書K(参考）参照】

1.1）安全機能に直接従属するSSCsの損傷による率故シナリオ

2.1）安全機能を有するSSCs以外の屋内設備の損侮炉心損傷に直接繋がらないものの，
それらの損傷が安全上重要なSSCsの損傷に直接影響を及ぼし，炉心損傷に間接的

に繋がる可能性のある二次的な事故シナリオを分析及び選定する。この事故シナリ

オには，安全上重要度の低い複数の機器の損傷に伴い，上位の機器への波及的影響

を含める。また，設備間の空間的相互作用による炉心損傷シナリオへの影響も含め

る．

2.2）安全機能を有するSSCs以外の屋外設備の損傷上記2.1)と同様の分析を行い，炉

心損傷に間接的に繋がる可能性のある二次的な事故シナリオを選定する。この事故

シナリオには，原子炉施股周辺斜面の崩壊による炉心損傷への二次的影響も含める。

【附属書L(規定）参照】

2.3）運転員の操作を阻害する地震時の要因による波及的な機能喪失地震後の運転員

による操作において，地震による高ストレスを受けた条件下で引き起こされる操作

失敗，又は作業環境にかかる設備の支障に伴う運転員の回復操作の遅延によって，

炉心損傷に間接的に繋がる可能性のあるような事故シナリオを分折及び選定する。

【附属書K(参考）参照】

3）余震にかかわる事故シナリオの分析及び選定本震の地震勤を受けた直後に,余震群
による地霞動を受けた場合のSSCsの損傷に伴う炉心損傷に繋がる可能性のあるよう

な事故シナリオを分析及び選定する。

4）経年変化にかかわる事故シナリオの分析及び選定経年変化の有無では,新設時のよ
うなSSCsの経年変化事象が生じていない状態か,又は長期運転時における経年変化

事象が生じている状態であるかを考慮することとなるが，後者では定期検査及び予

防保全計画を踏まえて経年変化の影響を考慮する。経年変化事象を考慮した場合の

SSCsの損傷に伴う炉心損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定する。

5)複数基が立地するサイトにかかわる事故シナリオの分析及び選定複数基が立地する

サイトにおいては，ユニット間の相互依存関係を考慮し，炉心損傷に繋がる可能性

のある事故シナリオを分析及び選定する。【附属番K(参考）参照1

6）緊急時対策所における緊急時の復旧対応にかかる事故シナリオの分析及び選定緊
急時対策所は技術助言組織，応急復旧対応（瓦礫の撤去，代替手段の繋ぎ込みも含

む）などで中心的な役割を果たすことになるが，劣悪な環境などによって緊急時対

策所の機能が低下することを考慮し，炉心損傷に繋がる可能性のある事故シナリオ

を分析及び選定する。

7）事故シナリオの分析及び選定にかかるシビアアクシデント対策の考瞳地震に起因

して炉心損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定し，必要に応じて

整備されたシビアアクシデント対策（ハード面，ソフト面の対策）を考慮する。

8）地穀変動及び断層変位に起因する地盤変状の影響地殻変勁及び断層変位に起因す

る地盤変状において，地盤変状堂から建屋間（建屋内も含む）にまたがる安全設備
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む）などで中心的な役割を果たすことになるが，劣悪な環境などによって緊急時対
策所の機能が低下することを考慮し，燃料プール内燃料損傷に繋がる可能性のある
事故シナリオを分析及び選定する。

7）事故シナリオの分析及び選定にかかるシビアアクシデント対策の考願地震に起因
して燃料プール内燃料損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定し，
必要に応じて整備されたシビアアクシデント対策（ハード面，ソフト面の対策）を
考慮する。

8）地殻変動及び断層変位に起因する地整変状の影響地殻変動及び断層変位に起因す
る地盤変状において，地盤変状量から建屋間（建屋内も含む）にまたがる安全設備
への影響を考慮して，燃料プール内燃料損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを
分析及び選定する。【附属蚕K(参考）参照】
9）地震起因における火災,溢水,津波にかかる事故シナリオの分析及び選定地震起因
によって火災，溢水，津波が引き起こされ燃料プール内燃料損傷に繋がる可能性の
あるような事故シナリオを分析及び選定する。

5.4.2広施な事故シナリオのスクリーニング
乱4.2.1炉心損侮に対する広範な事故シナリオのスクリーニング
a)一級事項5.4.1.1b)で選定した事故シナリオを対象として，スクリーニングを行う。
炉心損傷に至るまでの事象進展が不明確，又は評価技術が十分でないと判断される
事故シナリオについては，定性的なスクリーニングに比重をおいて判断せざるを得な
いことに留意する。スクリーニングで除外されない事故シナリオを，箇条8の対象と
するか,留意零項として報告書に記載するなど,評価技術の成熟度を考慮して取扱う。
b)留意事項5.4.1.1b)1)～4)の項目についてのスクリーニングの方法を次に示す6
1）炉心損傷に繋がる可能性の定量的判断事故シナリオの発生及び炉心損傷に繋がる
可能性を次の手順で判断する。【附属書M(参考）参照1
1.1）対象設備の損傷確率などを用いて，評価対象となる事故シナリオの発生の可能性を
評価し，波及的な影響を及ぼす可能性があるSSCsの損傷確率又は炉心損傷確率な
どと比べて，スクリーニングで除外できるか否かを判断する。
1.2）スクリーニングで除外されない事故シナリオについては，炉心損傷頻度の評価まで
可能かどうかに着目し，次の取扱いとする。
1.2.1)炉心損傷頻度評価まで可能な場合には，事故シーケンス評価の対象とする。
1.2.2）炉心損傷頻度評価まで難しい場合には，感度解析で影響の度合いを確認し，評価
対象事象がリスク要因となり得ることを報告書に留意事項として記載する。
2）炉心損傷に繋がる可能性の工学的判断炉心損傷に繋がる可能性を次の手順で工学
的に判断する．【附属書M鯵考）参照】

2.1）決定論的に評価した情報に基づき判断する。
2.2）運用面での対策及び対応に関する情報に基づき判断する。

I

1.2）周辺設備の損傷など燃料プール内燃料損傷に至るまでの事象進展が必ずしも十分
に同定し得ない事故シナリオ

1.3）評価技術が必ずしも十分でないため，燃料プール内燃料損傷頻度の評価の不確実さ
が大きくなることが想定される事故シナリオ

2）本歴による燃料プール内燃料損傷事故に間接的に繋がりうる事故シナリオの分析及
び選定

2.1）安全機能を有するSSCs以外の屋内設備の損侮炉心損傷の場合と同様に，燃料プ
ール内燃料損傷に直接繋がらないものの，それらの損傷が安全上重要なSSCsの損

傷に直接影響を及ぼし，燃料プール内燃料損傷に間接的に繋がる可能性のある二次

的な事故シナリオを分析及び選定する。この事故シナリオには，安全上重要度の低

い複数の機器の損傷に伴い，上位の機器への波及的影響を含める。また，設備間の
空間的相互作用による燃料プール内燃料損傷シナリオへの影響も含める。

2.2）安全機能を有するSSCs以外の屋外設備の損侮炉心損傷の場合と同様に,上記2.1)
と同様の分析を行い，燃料プール内燃料損傷に間接的に繋がる可能性のある二次的

な事故シナリオを選定する。この事故シナリオには，原子炉施設周辺斜面の崩壊に

よる燃料プール内燃料損傷への二次的影縛も含める。【附属響L(規定）参照】

2.3）運転員の操作を阻害する地震時の要因による波及的な機能喪失炉心損傷の場合
と同様に，地震後の運転員による操作において，地震による高ストレスを受けた条

件下で引き起こされる操作失敗，又は作業環境にかかる設備の支障に伴う運転員の

回復操作の遅延によって，燃料プール内燃料損傷に間接的に繋がる可能性のあるよ

うな事故シナリオを分析及び選定する。

【附属裳K(参考）参照】

3）余震にかかわる事故シナリオの分析及び選定炉心損傷の場合と同様に,本震の地震
動を受けた直後に,余震群による地鰻動を受けた場合のSSCsの損傷に伴う燃料プー

ル内燃料損傷に繋がる可能性のあるような事故シナリオを分析及び選定する。

4）経年変化にかかわる事故シナリオの分析及び選定経年変化の有無では,新設時のよ
うなSSCsの経年変化事象が生じていない状態か,又は長期運転時における経年変化

事象が生じている状態であるかを考慮することとなるが，後者では定期検査及び予

防保全計画を踏まえて経年変化の影響を考応する。炉心損傷の場合と同様に，経年
変化事象を考慮した場合のSSCsの損傷に伴う燃料プール内燃料損傷に繋がる可能性

のある事故シナリオを分析及び選定する。

5)複数基が立地するサイトにかかわる事故シナリオの分析及び選定複数基が立地する
サイトにおいては，ユニット間の相互依存関係を考慮し，燃料プール内燃料損傷に

繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定する。【附属書K(参考）参照】

6）緊急時対策所における緊急時の復旧対応にかかる事故シナリオの分析及び選定緊
急時対策所は技術助言組織，応急復旧対応（瓦礫の撤去，代替手段の繋ぎ込みも含
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2）燃料プール内燃料損憾に繋がる可能性の工学的判断炉心損傷の場合と同様に,燃料
プール内燃料損傷に繋がる可能性を次の詞順で工学的に判断する。【附属書T(参考）
参照】

2.1）決定論的に評価した情報に基づき判断する。
2.2）運用面での対策及び対応に関する情報に基づき判断する。
2.3）サイト・フ?ラントウオークダウンによって得た情報に基づき判断する。
2.4）燃料プール内燃料損傷頻度の定量評価が現行技術では難しいものの，工学的判断に
よって除外できない事故シナリオについては，リスク要因となり得ることを報告書
に記載する。

3）余震にかかわる事故シナリオのスクリーニングの考え方炉心損傷の場合と同様に，
本震の地震動を受けた直後に，余震群による地震動を受けたSSCsの損傷に伴う燃料
プール内燃料損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定し，附属書O

（規定）の影響評価に基づき除外できるか否かを判断する。【附属書0(規定）参照】

【附属書P(参考）参照】【附属誉Q(参考）参照】

4）経年変化にかかわる事故シナリオのスクリーニングの考え方炉心損傷の場合と同
様に,経年変化事象を考慮した場合のSSCsの損傷に伴う燃料プール内燃料損傷に繋
がる可能性のある事故シナリオを分析及び選定し，附属鍵R(規定）の影響評価に

基づき除外できるか否かを判断する。【附属書R(規定）参照】［附属書S(参考）参

照】

5.5事故シナリオの明確化と起因事象の分析

5.5.1事故シナリオの明確化

5.5.1.1一般事項

5.4において，地鯉時特有の事故シナリオを見落としなく抽出及び選定し，スクリーニン

グを行った結果，事故シーケンス評価が必要と判断された事故シナリオを対象に，次の三
項目に着目して整理し明確にする。なお，内的事象PRAが実施済みの場合は，地震PRAで

考慮している事故シナリオとの関係を整理し，事故シナリオに重複がないように留意する。

一地震時には有意な確率で発生し，重大な燃料の損傷に至る事象（以下，地震時特有

の事故シナリオという）の明確化

一地震時特有の事故シナリオと内的事象PRAで考慮している事故シナリオとの調整

一地震PRAで対象とする地震動強さの下限範囲の設定

5.5.1,2留意事項

a)地震時特有の事故シナリオの明確化5.4.2で残された広範な事故シナリオにかかわる
SSCsの損傷を，起因事象及び緩和系のそれぞれにかかわるモデルへ反映するために，

地震時特有の事象として次の損傷によって引き起こされる事故シナリオを明確化する。

1）地震動による安全上重要な大型静的SSCsの損侭大型静的SSCsの損傷として，原
子炉建屋の損傷原子炉圧力容器損傷，一次系配管の大規模な破断（例えば,ECCS

2.3)サイト・プラン1､ウオークダウンによって得た情報に基づき判断する。

2.4)炉心損傷頻度の定壌平価が現行技術では難しいものの，工学的判断によって除外で
きない事故シナリオについては，リスク要因となり得ることを報告書に記載する。

【附属書N(参考）参照】

3）余震にかかわる事故シナリオのスクリーニングの考え方本震の地震動を受けた直
後に,余震群による地震動を受けたSSCsの損傷に伴う炉心損傷に繋がる可能性のあ
る事故シナリオを分析及び選定し，附属番0(規定）の影響評価に基づき除外でき

るか否かを判断する。【附属樽O(規定）参照］【附属番P(参考）参照】【附属醤Q

（参考）参照】

4）経年変化にかかわる事故シナリオのスクリーニングの考え方経年変化事象を考慮
した場合のSSCsの損傷に伴う炉心損傷に繋がる可能性のある事故シナリオを分析及

び選定し，附属書R(規定）の影響評価に基づき除外できるか否かを判断する。【附

属饗R(規定）参照】【附属饗S(参考）参照1

5.4.2.2燃料プール内燃料の損憾に対する広範な事故シナリオのスクリーニング

a)－般事項炉心損傷の場合と同犠に,5.4.1.2b)で選定した事故シナリオを対象として，
スクリーニングを行う。スクリーニングは燃料プール内燃料損傷の他の事故シナリオ

に対して除外できるかを判断する。

燃料プール内燃料損傷に至るまでの事象進展が不明確，又は評価技術が十分でない

と判断される事故シナリオについては，定性的なスクリーニングに比重をおいて判断
せざるを得ないことに留意する。スクリーニングで除外されない事故シナリオを，箇

条8の対象とするか，留意事項として報告書に記載するなど，評価技術の成熟度を考
慮して取扱う。

b)留意事項5.4.1.2b)1)～4)の項目についてのスクリーニングの方法を次に示す。
1）燃料プール内燃料損憾に繋がる可能性の定量的判断炉心損傷の場合と同様に,事故
シナリオの発生及び燃料プール内燃料損傷に繋がる可龍性を次の手順で判断する。

【附属饗T(参考）参照］

1．1）対象設備の損傷確率などを用いて，評価対象となる事故シナリオの発生の可能性を
評価し，波及的な影響を及ぼす可能性があるSSCsの損傷確率又燃料プール内燃料

損傷確率などと比べて，スクリーニングで除外できるか否かを判断する。

1．2）スクリーニングで除外されない事故シナリオについては，燃料ブール内燃料損傷頻
度の評価まで可能かどうか着目し，次の取扱いとする。

1.2.1）燃料プール内燃料損傷頻度評価まで可能な場合には，事故シーケンス評価の対象
とする。

1．2．2）燃料プール内燃料損傷頻度評価まで難しい場合には，感度解析で影響の度合いを
確認し，評価対象事象がリスク要因となり得ることを報告書に留意事項として記
載する。
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I
性能を上回る一次冷却材の流出を生じるLOCA(Excessive-LOCA:E-LOCA)),燃料プ

ールの損傷などを考慮する。緩和設備によって事象の進展を抑制することができず

に重大な燃料の損傷に至る可能性があると判断する場合には，これらのSSCSの損傷

を重大な燃料の損傷に直結する起因事象としてモデル化してもよい。［附属書U(参

考）参照】

2）地震動による安全機能への重大で広範な影響を及ぼすSSCsの損傷安全機能への重

大で広範な影稗を及ぼすSSCsの損傷として，計装及び制御系，非常用電源系，原子

炉補機冷却水系の損傷などを考慰する。これらの損傷は，起因事象又は緩和設備と

して箇条8でモデル化するが，どちらでモデル化した場合においても，起因事象と

緩和設備，及び緩和設備間の従属性を適切に考慮する。

3）安全機能に影響する二次的な影響安全機能に影鑿する二次的な影響の有無につい

て，サイト・プラントウォークダウンによって得られた情報などを参考に，評価す

べきと判断された事故シナリオを明確化する。

b)地震時特有の事故シナリオと内的事象PRAで考慮している事故シナリオとの調整内

的事象PRAが実施済みでそれらの事故シナリオを参考とする場合は，地震にかかるも

のを地震PRAでも考慮する。ただし，内的事象PRAで考慮しているランダムな要因に

よる故障の組合せのみによる事故シナリオは,地震動によるSSCsの損傷が生じていな

いため，含めてはならない。【附属饗V(参考）参照】

c)地霞PRAで対象とする地震動強さの下限範囲の設定事故シナリオを適切に評価する

ために‘地震PRAで対象とする地震動強さの範囲の下限は,地震動を地震動感知計で

感知して原子炉が自励停止となる信号の設定点を目安として設定する。また，これ以

外の手法を用いる場合には，対象とすべき事故シナリオが適切に評価されていること

を感度解析などで示すb評価対象とする地震動強さ以上で耐震クラスの低いSSCsが損

傷しているものとして，保守的に評価する場合には，その他の保守性とあいまって過

剰に保守的な評価とならないよう留意する。【附属塗V(参考）参照】

5.5.2起因事象の分析

5.5.2.1一般事項

地震時特有の事故シナリオを対象に，地震を起因として重大な燃料の損傷に至る可能性

のある起因事象を分析する。また，地震時特有の事故シナリオの特性を考慮して，起因事

象を分類するとともに，起因事象にかかるSSCs及び緩和設備を分析する。なお，内的事象

PRAを実施済みの場合は，そこで分析された起因事象が参考となる場合がある。

5.5.2.2留意事項

a)起因事象の分類事象の進展が類似している複数の起因事象を一つの起因事象として

分類する。起因事象の分類は次の観点から行う。【附属書W(参考）参照】

1）事象の展開が類似しており，複数の起因事象を詳細に区別したとしても評価結果に有

意な違いが生じないと判断できる場合には，同様な緩和設備を必要とする複数の起

因事象を一つの起因事象に分類してもよい。

2）起因事象の発生による事故シナリオを厳密に分析することが困難な場合には,この起
因事象に対する緩和設備には期待しない，又はより厳しい条件となる起因事象に包

含させるなど，保守的に簡略化してもよい。

3)SSCsの損傷の可能性が非常に小さく，起因事象の発生確率として無視できると判断
する場合には起因事象から除外してもよい。

4）起因事象の原因が複数あって,起因事象の発生確率への寄与が他の原因に比べ非常に
小さく，無視できると判断する場合には，当該原因は除外してもよい。

5）内的事象PRAが既に行われており，起因事象の従属性が考慮されている場合は，地
震PRAにおける起因事象の分析でも留意する。

6）地震動によって直接的な格納容器の損傷を伴うような事象は,早期の放射性物質の放
出に至る起因事象となる場合が多いので，その他の事象と明確に区別する。また，

捕略化又はスクリーニングを行う場合には，プラント損傷状態の定義又は分類との

対応に留意し，異なる定義又は分類の事故シーケンスを代表又は包含しないように

する。

b)起因事象にかかるSSCsと緩和設術の分析起因事象の要因となるSSCs損傷の分類の
考え方，及び起因事象が発生した場合の緩和設備又は格納容器などの状態を分析し，

事故シーケンス評価に必要なSSCsを明確にする。

分析の結果，起因事象の要因となるSSCs損傷，緩和設備，格納容器などの状態を保守

的に簡略化した場合，又はスクリーニングによって評価から除外した場合には，その

考え方を建屋．機器リストを利用するなどによって明確にする。【附属書U(参考）参

照】

5.6建屋・擬器リストの作成

5.6.1一般事項

5．5に基づき，箇条8に必要な建屋・機器リストを作成する。このリストの作成に当たっ

ては，図5.2に示す地震PRAの一連の作業【箇条5,箇条7,箇条8】の中で調整する。

スクリーニングで残った事故シナリオを対象として，事故シナリオの明確化及び起因率

象の分析を行った結果に基づき，地震PRAで対象とする建屋･機器リストを作成する。【附

属書X(参考）参照】

建屋．機器フラジリテイ評価と事故シーケンス評価の問で相互に調整を実施し，必要に

応じて建屋・機器リストの見直しを実施する。

建屋．機器ブラジリティ評価では，評価対象の設定における機器及び配管系のカテゴリ

化，損傷モードの分析に基づく評価対象の構造損傷又は機能損傷のスクリーニングを行い，

これらの情報を上記建屋・機器リストの調整に反映する。

事故シーケンス評価では，事故シーケンスのモデル化を行うが，この際にモデル化すべ

く選定したSSCsの情報に基づき，上記建屋・機器リストを調整する。
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１

さらに，地震随伴事象（火災，溢水及び津波）も合わせて評価する場合は，評価に必要

な機器などを建屋・機器リストに追加する。

なお,津波が地震随伴事象であることを踏まえると，津波PRAで対象とする建屋や設備・

機器について,地震に対して健全であることが津波PRA評価の前提条件となる場合がある。

しかし，防潮堤のような津波特有の対策設備は，上記で作成する地溌PRAの建屋・機器リ

ストとしては抽出されないことから,将来的に地震随伴事象の評価を行うために,地震PRA

の観点からだけではなく，地震随伴事象を含めた観点から建屋・機器リストの作成を行っ

ておく必要がある。

往PRAから準用されるデータ又は代表機器のデータが非保守側の結果を与えないよう
留意するとともに，後段の評価で必要な修正ができるように暫定的な評価であること
を明記する。

建屋.機器リストは,サイト・プラントウオークダウンにおj,て活用することも可能で
あるので，サイト・プラントウオークダウンの反映事項及び留意事項を明記すること

１
１
１
１

c)

が望ましい。

1｛ 5.2ｻｲﾄ･プラント情報の収築･分析及び5.3サイト･プラントウオークダウンの実施
！

、〆

5.4事故シナリオの概括的な分析及び股定

5‘4.1事故シナリオの広範な分析及び選定

5.4.2広範な事故シナリオのスクリーニング
〆、

！
1

轡ﾄ’
5.5事故シナリオの明確化と起因事象の分析

卜｛ 8蕊故シーケンス評価7建屋･機肇フラジリティ評価
旧竪

5.6建屋･機器ﾘｽﾄの作成 (雇菌軍致の設定【”】‐、
2)率故シーケンスのモデル化
【8‘3】
・ｲぺﾝﾄﾂﾘー の作成
3)ｼｽﾃﾑのモデル化【“】
・フォールトツリーの作成
・対象達物,構築物‘檀蕃･尼
管系の選定

《噛一ｹﾝｽの定量化ノ

、
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！ 図5．2－地震PRAの流れにおけ為建屋・機器リストの位置付け
■

5.6.2留意事項

a)重大な燃料の損侮の防止のために必要なSSCsの選定重大な燃料の損傷の防止に必要

な機能を摘出し，この機能を達成するために必要なSSCsを選定する際に，システム構

成の特徴などを考慮して，次に示すように暫定的に－部を評価から除外してもよい。

1）従属関係にある複数のSSCsで，直列的な構成となっているシステムでの耐力が強い

SSCsは除外する。

2）冗長性を有する複数のSSCsで，並列的な構成となっているシステムでの耐力の弱い

SSCsは除外する。

b)SSCs間の相対的な重要性の把握上記5.6.2a)1)の場合で,SSCsを耐力の弱い椛成部

位で代表させ，既往PRAで用いているデータ，又は代表機器のデータなどに基づいて

評価対象部位を暫定的に評価することでSSCs間の相対的な重要性を把握する場合,既
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6地農ハザード評価

6.1地震PRA実施基準策定後の地歴からの知見と地歴ハザード評価の流れへの反映

6.1.1一般事項

地震PRA実施基準策定後の地震からの知見の把握と地震動ハザード評価の流れへの反映

としては，次の項目について，手順に従い実施する。

①地腰PRA実施基準策定後の地震からの知見の把握(6.1.2に記述）

②地溌ハザード評価の流れへの反映（6.1.3に記述）

6.1,2地震PRA実施基準策定後の地震からの知見の把握

の中越沖地農から東北地方太平洋沖地農までの知見の把握耐震設計に影響を及ぼした

最近起こった地震について，得られた知見を整理して地震ハザード評価に反映する。

それらの地震の中で,2007年7月16日新潟県中越沖地震及び2011年3月11日東北地

方太平洋沖地震(M9級巨大地震）は，地震・地震動に対するハザード評価の枠組みに

大きな影響を及ぼしていることから，特に以下の点に留意する。

①新潟県中越沖地震（中越沖地溌）では，サイト周辺の深部地下構造が地震勤に大

きく影響を及ぼすことやひずみ集中袷等の影響が指摘され，複数基立地の取扱い

に関する知見が得られた。

②東北地方太平洋沖地震では，巨大地震に伴う大きな余震や誘発地震地殻変動，

地震動と津波の重畳の取扱い等の知見が得られた。また,M9級巨大地震では，複

数の破壊域の連動が指摘され，地震動と津波の重畳において，両ハザード評価に

用いる震源モデルが整合することが必要との指摘がある。

③東北地方太平洋沖地震以後，旧原子力安全・保安院の耐震バックチェックの審議で

は，断層破砕帯に関する議論も行われ，敷地内及び敷地極近傍に位置する断層が活

断層か否かの判断と活断層であった場合の断層変位の議論が行われ，断層変位の重

要性が認識されている。

b)地震ハザード評価に係る反映内容上記6.12a)から，地震ハザード評価への反映内容

としては，次のものを考慮する。

①ひずみ集中帯，巨大地震，大規模余震，誘発地震，複数の破壊域の連動

地震勤以外の地霞に起因する複合ハザードとしては，次のものを考慮する。

①断層変位ハザードと地殻変動ハザード

②地震と地震起因の津波

地震動ハザードのフラジリテイヘの影響としては，次のものを考慮する。

①地震起因の周辺斜面崩壊による建屋・構造物・機器のフラジリティヘの影響

②地震起因の火災源の発火確率への影騨

③地震起因の内部溢水の構造物・機器への影響

これらの内容は，6.1.3で地震ハザード評価の流れに反映する。

6.1.3地農ハザード評価の流れへの反映

a)一般事項地震ハザード評価は，評価の対象を地震動ハザードとする場合と，複合ハ
ザードとする場合に大別される。地震動ハザードは，加速度及び速度等の地震動に対す
るハザードを対象とし，複合ハザードは，地震起因による複数の事象のハザードを扱う
（地震動と地震起因の津波等)。

地腰PRA実施基準(2007年版)では,地震動ハザードに対する単一プラントにおける複
数の構造物・機器の同時損傷を対象とした。これに対し，改訂されたこの標準では，福
島第一原子力発電所の事故を踏まえて，複合ハザードに対する複数プラントにおける複
数の構造物・機器の同時損傷を対象とする。地震ハザード評価の流れは，図6．1に示す
ように，地震動ハザード関連と，複合ハザードを含む場合に分けられる。前者の内容は
基本的に地震PRA実施基準(2007年版)の内容の高度化を意図している。後者は，東北地
方太平洋沖地震の教訓や知見の反映を図るものである。

以下，これらの具体的内容を示す。

b)地屡動ハザード評価の流れ地震動ハザード評価は05.1で収集・分析した地霞ハザー
ド評価関連情報及び東北地方太平洋沖地震からの知見に基づき，図6.1中に示す手順に
従って実施する。

地震動ハザード評価では，長期間の平均的なハザードと，現時点から原子力発電所供
用期間のハザードの両方を求める｡前者では,長期間の平均的な年超過頻度を評価する。
後者では,評価対象時点から，原子力発電所供用期間での超過確率を評価する。前者の
溌源モデルで求めた地溌発生確率(頻度）の情報が後者の評価のための基礎となる。前
者の評価では，地溌発生確率において，平均活動間隔（発生頻度）のデータを用いて，
定常過程（例えば，ポアソン過程）によって供用期間の地震発生確率を求める。一方，
後者の評価では平均活動間隔に加えて最新活動時期（ラストイベント）のデータを用い
て，更新過程（例えば,BzownianPassageTime分布(BPT分布))によって，原子力発
電所の供用期間での発生碓率を評価する。

1）東北地方太平洋沖地霞からの知見の反映と不確実さの取扱い東北地方太平洋沖地
嬢からの知見の反映では，同地震のようなプレート境界におけるM9級巨大地震の
可能性と，内陸及び日本海東縁部で考えられる連動型大地震(長大断層による地腰）
の可能性の両方を地震動ハザード評価で考慮する。【附属書E(:参考）参照】
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'1；
Z)震源モデルの設定地震動ハザード評価では，対象サイトに将来影響を及ぼす
可能性のある地震の発生を確率モデルで表し，評価対象地震の震源モデルを設
定する。

震源モデルの設定では,まず,5.2.2で分析した震源モデルに関する情報を用いて，
対象とする領域の範囲を設定する。特に，5.2.2の関連情報としては，原子力安全委
員会2006年耐震設計審査指針改訂に伴う原子力発電所に係わる耐震安全罐平価(耐
震バックチェック）や地震調査研究推進本部・地震調査委員会等の新たな知見や情
報に留意する。【附属識F(参考）参照】【附属饗G(参考）参照】
次し･､で，対象とする地溌について地震発生様式を考慮して分類するとともに，震
源モデルを特定震源モデルと領域震源モデルに大別して震源モデルを対応づける
（6.3.3参照)。また，特定震源モデルと領域震源モデルにおける不確実さ要因を偶然
的要因と認識論的要因に分ける(6.2.3参照)。特に，地震規模や発生領域のモデル化
では，既往最大に囚われずに，物理現象や物理探査等に基づく科学的想像力を働か
せて設定する。

震源モデルの設定において地震カタログを用いる場合には，従来，大地震の余震
と思われる地震は対象外として取り除いてモデル化していた。しかし，この実施標
準改訂では,M9級巨大地震への対応を踏まえて巨大本震(M9級)と大規模余蔭(M8
級），並びに誘発地震の発生を考慮した地震動ハザードを評価することとする。
3）地震動伝播モデルの設定地震動伝播モデルの設定では，まず，5.2.2の地震動伝播
モデルに関する情報を用いて，パラメータ設定のために必要な情報を選定する。次
いで，対象サイト周辺地域の震源特性や地震動伝播特性を考慮して，特定位置で特
定規模の地震が発生した場合に評価対象サイトで生じる地震動強さの確率分布を評
価するためのモデルを設定する。これらの地震動強さ及び確率分布のモデル化は，
水平動及び上下動の両方に対して行う。

地震動伝播モデルにおける偶然的不確実さは，特定規模の地震による地震動強さ
の確率分布（例えば距離減衰式のばらつき分布）として表現する。一方，評価モデ
ルの選択や確率分布のパラメータ等に関する認歌論的不確実さ要因をロジックツリ

ーの分岐として選定する。

4）ロジックツリーの作成ロジックツリーの作成では，まず，上記Z)霞源モデルの設
定及び3）地渡動伝播モデルの設定において，選定した認識論的不確実さ要因から地
震動ハザード評価に大きく寄与する要因を選定する。次いで，選定した要因を対象
として技術的な難易度を判断し，作業手順の異なる3段階の専門家活用水準のいず
れかを設定する。それぞれの専門家活用水準における作成手順に従い，ロジックツ
リーを作成する。

選定した要因に係る情報の質や堂が乏しいと判断される場合には，たとえ発生す
る可能性が極度に低い事象であっても，物理現象や物理探査等に基づく科学的知見
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|‘型璽勤必溺=-謄解価の流れ’＝

地璽PRA巽歯埜率鷺定後の地震からの知見と地護ﾊザー I:醇衝の流れへの反豪
6.1.1-紐事項

6.1‘2地震PRA突晦韮澤策定銭の地凌からの知見の把握
6.1.3給痩バザード醇煽の壷れへの反銭

[6‘2】～戯8］凸

歴源モデルの設定

6.3.2震諏モデルで対象とする領域の設定
6.3,3対象地屡の分類と醒諏モデルの設定
6.3.4特定震源モデルのバﾗﾒー ﾀの段定
“､5領域涯源モデルのバﾗﾒｰﾀの殴定東北地方太平洋沖地震等巨大地霊からの

知見の反映､不確実さの取り扱い及び
地霞動ハザードの妥当性確麗

6.2.2東北地方太平洋沖地霞等巨大地護
からの知見の反映

62●3地震動ハザード評価における不確実さ
要因の取り扱い

624地愛動ハザード評価の妥当性硴浬

ロジックツリー(Er)の作成

6.5.2ロジツクツリー.層零塵すべき不確実さ要因の選定
6.5.3専門家活用水霞の饅走

6.“専門家活用水準ごとの町作成手顛
6.5.5.m下L専門家の選定基準

6.5.6ロジツクツリー作成におけるT1』、,専門家の麦任の範囲

地重勘伝播モデルの設定
“2.ｻｨﾄ刷辺及び対象号鍾悶辺の地厩動伝播特住
の把握

6．“地鰹動伝播モデルの選択

6.4.4重職讓表式書用いる方法におけるバﾗﾒー ﾀの設定
6.4.5断腫モデルを漏いる方浅におけるバﾗﾒー ﾀの設定
“､8ロジツクツリーの分蛙とし置毒霞する項巨の駿定

津
波
ハ
ザ
ー
ド
評
価

屏汝遮重(工学謎墜･地霞悲盤)における地麓勁ハザード
“2地鼓励ハf岸ドの概儲評侭及び内択表示とスクリーニング
“､3炉心掻際銅座藤価のための地婁勧ハザード簾園
”‘4フラジリテイ辞儀厨地蕊動作俄的ための麹圃勤ﾊｨー ド涛侭
6,8.5”扱巨大地震の余霞の地震勘ハザード歸僑

事故シーケンス評価

フラジリヂf評価用地塞動の作成

6.7‘2地歴動強さの設定

6.7.3地掻動作成手法の選択
6.7.4目標スペクトルの設定
6.7‘5時刻歴波形の作成

6.7.6免震型構造物,排気筒等を対象とする鳩合の留惹雅項

複数プラントにおIﾅるハザード評価の囲意事項

･建屋･挫器フラジリティ評価
用地璽鼬レベル補報

･建屋･機器フラジリティ評価
用地極勘

断膀変位及び地殻変動のハザード評価
２
３
９
９
６
ａ
断層変位ハザードの酔価
地葱変動のハザード評価 ’織鮭鴻職蹴辮雛鰯いる』狸竺二E」6.102地霊起因の潔茨ハザードとの重委屡侭

6‘1噸地鰻髄伴率余PRAに用いるﾌﾗジﾘﾃｲ蒔面用地戻勤ﾊザード

1

.=斬鷹変位弛殴変動ﾉ鯵一ド､･樺合パザニド
及び地渡圏俸蕊鎮pRAに用いる廼霞動八鍔-とド
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に基づく想像力を働かせ，できる限り考え得る事象を分岐として設定したロジック

ツリーを椛築する。

5）地震動ハザードの評価地震動ハザードの評価は，次の活用目的に応じて実施する。

①炉心損傷頻度(CDF(回／年))評価のための地嬢動強さとその年超過発生頻度(回

／年)の関係を示す地震動ハザード

②構造物･機器のフラジリティ評価における地震応答解析用入力地震動の応答スペ

クトルを設定するための地震動強さと超過確率の関係を示す地震動ハザード

③M9級巨大地震の余震による地震動ハザード

①では,上記4)のロジックツリーを用いて,図6,2に示すようなフラクタイル地震

動ハザード曲線群を求める。この地震動ハザード曲線群内の1つの曲線は，着目す

る解放基盤表面での地鰻動強さ（最大加速度,最大速度,応答スペクトルなど）と，

ある期間(n年)にそれを超える地震動が発生する確率，すなわち，n年超過確率又は

年超過頻度（回/n年）の関係を評価し，基本的に図6．3に示すような地震動ハザー

ド曲線として表現する。評価した地震動ハザード曲線群は箇条8の事故シーケンス

評価で用いる。

地震動ハザード評価では，まず，概略のハザード評価を行い，特定震源及び領域

震源の各震源の内訳を図6.4に示すように明示する。次いで，これらの内訳からトー

タルのハザードに寄与する震源としない震源に大別し，スクリーニングを行う。そ

して，ハザードに寄与する震源を対象として，鯉源モデル及び地震動伝播モデルの

設定を詳細化する。

②では，上記地震勤ハザード曲線群の任意の信頼度の曲線に対応した一様ハザー

ドスペクトル及び地震動ハザードの再分解による想定地震のマグニチュードと距離

を求める。【附属書AA(参考）参照】【附属書AB(参考）参照】

③では，東北地方太平洋沖地震における大規模余震の知見を考慮して行う。【附属

"Ac(参考）参照】

6）フラジリティ評価用地農動の作成フラジリテイ評価用地渡動の作成では,まず,箇

条7から与えられた情報を用いて，フラジリティ評価に必要な地震動強さを設定す

る。次いで,設定した地震動強さごとに,地震勤作成用目標スペクトルを設定する。

さらに，フラジリテイ評価における現実的応答を応答解析に基づき評価する場合に

は，設定した目標スペクトルに適合した時刻歴波形を作成する。免震施設のための

地震動ハザード評価では，地震動の長周期成分の評価に留意する。作成した時刻歴

波形を箇条7に示すフラジリテイ評価に用いる。【附属毎AD(参考）参照】

7）複数プラントにおけるハザード評価の留意事項複数のプラントにおける複数の建

物・構築物を対象とする場合の地震動ハザード評価においては，地震動強さの相関

として,震源特性,伝播特性,サイト増幅特性のそれぞれにおける不確実性の分離，

地点間の距離による相関の定量化など適切に評価する。

§ 僻
樫
嘱
瑠
）

幽
鰹
唄
製

河、

う
地震動強さ

■
臼
む
づ
“
Ｉ
■
沓
；
１
・
り
・
Ｂ
Ｌ
ｑ
Ｃ
や
心
涯
記
醒
ユ
ー
川
１
１
１
刈
叫
川
‐
州
訓
‐
Ｉ
Ｉ
Ｊ
副
判
卯
加
訓
Ⅷ
川
０
Ｍ
０
川
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c)断層変位ハザード，複合ハザード及びフラジリテイヘの影響

1）断層変位及び地殻変動のハザード評価断層変位のハザード評価では，まず'対象と

する活断層の定義を明確にする。対象活断届としては,主断層に加え副断層も考慮

する。次いで，断層変位ハザードの活用先と定義位置を認識する｡そして，断層変

位ハザード評価手順に従って，ハザードを評価する○同評価手順は’地震勤ハザー

ド評価手順と同様な考え方とする。

地殻変動ハザード評価は，サイトで大きな地殻変動（鉛直変位’水平変位，傾斜）

が生じる可能性があるサイト近傍の活断層による地震，プレート境界での巨大地震

を対象として実施する。地殻変動の評価には’一般に地殻変動データとの整合性が

よいと考えられることから，津波ハザード評価用の断層モデル（波源モデル）と同

様の考え方に基づくモデルを用いることを基本とする（6.9.3参照)。

2）複合ハザード評価地震と津波との重畳評価では'地震動と津波との影響を独立に扱

わずに，両者の組み合わせが重要となる。その場合’地震後に津波が来襲するとの観

点から，最初に地震動による影響を評価し，その結果を反映し，津波による影響を付

け加えるのが合理的である。

ハザード評価は，地震動強さと津波高さの2次元確率分布（結合確率）を求める。

結合確率は，津波高さを条件とした地震動強さの確率分布，又は地震動強さを条件と

した津波高さの確率分布で表現し得る。同確率は，同一地震に対する地震動強さと津

波高さのばらつきに相関がないとして求めても良い。

3）地霞勤ハザードのブラジリティヘの影響

3.1）地震起因の周辺斜面崩壊による建屋●構造物・機器のフラジリテイヘの影響

サイト周辺斜面は，地煙動によって崩壊し’屋外構造物●機器や建屋の損傷に影響

を及ぼす。これらのフラジリティは，地震動ハザードに対応して評価する。

3.2）地震起因の火災源の発火確率への影霧

地震起因の建屋内外構造物●機器の火災源としては，電気機器，変圧器内絶縁油

ケーブル等が挙げられる。火災源の発火確率は’地震動で損傷する確率と，損傷し

た場合に発火するかどうかの条件付き確率を求め’両者を掛け合わせて求められる。

地震動による火災源のフラジリテイは’地震動ハザードに対応して評価する。

3.3）地震起因の内部溢水の構造物●機器のフラジリテイヘの影響

溢水源及び損傷モードとしては,B,Cクラスの配管及びタンクの損傷及び燃料プー

ルのスロッシング等が挙げられる。これらの溢水源が損傷し，他の構造物や機器の

機能喪失に及ぼす影響を評価する。溢水源のフラジリティは，地震動ハザードに対

応して評価する。

6.z東北地方太平洋沖地涯等巨大地涯からの知見の反映，不確実さの取扱い及び地震動ハ
ザードの妥当性確認

6.2.1一般事項次の項目について,手順に従い実施する。
①東北地方太平洋沖地震等巨大地震からの知見の反映（6.2.2に記述）

②地震動ハザード評価における不確実さ要因の取扱い（6.2.3に記述）
③地震動ハザード評価の妥当性確認（6.2.4に記述）
地震動ハザード評価では，東北地方太平洋沖地霞等巨大地震からの知見に十分留

意し，評価に反映する。評価に当っては，不確実さの取扱いを考慮する。また，地
震動ハザード評価の妥当性の検証にも留意する。

6.2.2東北地方太平洋沖地溌等巨大地屡からの知見の反映

a)一般事項東北地方太平洋沖地震等巨大地震の知見としては，次の項目について分析・
検討する。

①プレート境界におけるM9級の巨大地震(6.2.2b)に記述）

②内陸地殻内地震及び日本海東縁部で考えられる連動型大地震（6.2.2c)に記述）

③活断層が認知されていない地域における地震活動の知見（6.2.2d)に記述）

東北地方太平洋沖地震のようなプレート境界におけるM9級巨大地震，中国・四川地

震のような内陸地殻内地震日本海東縁部で発生する地震において想定される連動型大

地震（長大断層による地震）の可能性を地震動ハザード評価において考慮する。また，

活断層が認知されていない地域における地震活動の知見も考慮する。

以下，これらの取扱いについて示す。

b)プレート境界におけるM9級巨大地震M9級巨大地震の場合には，本震による強震動
だけでなく，地殻変動が生じる可能性がある。その後，余震・誘発地震による地震動等

が断続的に続く可能性もある。

特に，海域の地震の場合には，本震による津波がプラントに繰返し来襲し，浸水や波

力の繰り返し作用により，巨大本震発生時の炉心損傷頻度を増加させる可能性もあるこ

とから，本震による津波の継続的作用や，余震及び誘発地震による津波も考慮する。【附
属霧G(参考）参照】

1）巨大地謹による強震勤評価のための濫源モデル

1.1）巨大地震の発生領域

1.1.1）プレート境界における巨大地震の発生領域及び規模の設定では，科学的知見
を踏まえて，従来想定されていたものを考慮し，さらに物理現象や物理探査等に
基づき知見科学的想像力を働かせる。その場合，地震調査研究推進本部や中央防

災会議の知見等を参考とし，日本列島のプレート構造やその形状等を考慮して，

単独で発生する地震の震源域と，連動して発生する地震の震源域の範囲を設定す

る。
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1.1.2）太平洋側では，例えば，千島海瀧（千島列島から十勝沖までの領域）から日本海

溝（三陸沖から房総沖までの領域）まで，南海トラフ（東海から日向灘までの領
域）から南西諸島海溝まで，適切に震源域を想定する。

1.2）巨大地震の地屡規模

1.2.1）巨大地震を想定する場合には，断層面積及び平均応力降下量に基づき地震モーメ

ント（モーメントマグニチュード）を設定する。

1.2.2)東北地方太平洋沖地震の平均応力降下量は3ﾊ煙程度であり,M8クラス以下の地震
とほぼ同程度であったことに留意する。

2)M9級巨大地震による余震の取扱い【附属客AC(参考）参照】

2.1）地震PRA実施基準(2007年版)では,M8.6程度以下の本震による余震の炉心損傷頻
度への影響は小さいとして,地震動ハザード評価では余震を取り除いていたことに
留意する(6.3.5.2.a)3)参照)。

2.2）一方,M9級巨大地震の東北地方太平洋沖地震では,M7.7の最大余震が観測された。
このような余震は，過去の歴史地震の記録や観測記録にもなく，初めての経験であ

る。そこで,M9級巨大地震による余震の地震動ハザード評価を行い，炉心損傷頻度
への影響を定量的に示すb

2.3)M9級巨大地震による余震の地震動ハザード評価は，本震の地震動ハザード評価と
独立に評価する（後述6.6.5参照)。

2.4）東北地方太平洋沖地震による余震活動を今後十年程度注視し，余震特性を把握し，
上記評価に反映する。

3)M9級巨大地屡による誘発地重の取扱い【附属書AE惨考）参照】

3.1）誘発地震は，巨大地震によって誘発されて，巨大地震の震源域から離れた場所で

発生すること，及び地震PRA実施基準(2007年版)では，取り扱われていないこと

に留意する。また，東北地方太平洋沖地震では，同地震の発生に伴い長野・新潟県

境付近の地震(2011年3月12日,M6.7),秋田沖の地震(2011年3月12日,M6.4),

静岡県東部の地震（2011年3月15日,M6.4),福島県浜通りの地震(2011¥4月

11日,M7.0)等の大きな誘発地震が発生していることに留意する。

3.2）評価対象サイト周辺の誘発地震は，サイト周辺の領域震源の活動度を高く設罎ニー

ることや，サイト周辺の活断層（特定震源）がクーロン破壊応力などで動きやす

くなると想定される場合には，発生確率を高めに設定する等により対応する。
4）地設変動

4.1）東北地方太平洋沖地震では，岩手県沿岸から福島県沿岸部の地盤が約0.8m～1.2m

沈下した。このような沈下の主要因は，地殻変動と想定される。

4.2）対象サイト周辺の地殻変動を考慮する（6.9参照)。

5）屡源モデルと波源モデルの整合性

5.1）震源モデルと波源モデルの整合性の観点としては，両者のパラメータの設定におい

て整合性に留意する。

5．2)整合を図る具体的パラメータの例としては，破壊領域，連動，破壊開始位置の取り
扱い等が挙げられるので留意する。

c)内陸地殻内地鰹及び日本海東縁部で考えられる連動型大地歴
1）内陸地殻内地歴及び日本海東緑部における断層の連動断層連動の可能性をロジッ
クツリーの分岐の中で考慰する場合，その根拠を明示する。その際，断層連動の可

能性について，以下の事項に留意する

1-1）長さ250km以上の長大断層として，中国・四川地震（モーメントマグニチュード
7.9）が2008年5月に発生しており，日本でも，内陸の活断層が連動することに

より，従来よりも長い断層が同時に活動する可能性が否定できない。

1-2）日本海束縁部において，地方自治体の津波想定で長さ2201dnの断層（島根県など）
や長さ3501dnの断層（秋田県）が想定されている。

Z)長大断層による地屡の涯源モデル長大断層の霞源モデルの区分・区間においては，

以下に示すような知見に留意して，連動モデルの長さ・範囲を設定する。また，日

本海東縁部の地震については，設定した区分・区間の関係が当てはまるかを検討す

ると共に，スケーリング則について複数の可能性をロジックツリーの分岐として考

職する。

2-1）長大な活断層で発生する地震の規模については,「活断層の長期評価手法報告書(暫
定版)」（地霞本部，2010)（1）において，長さ100kmを超えるような長大活断

層における活動時のずれの盆が飽和する可能性が指摘されている。同報告書では，

断層長さが断層幅の4倍に満たない場合には松田式(1975)(2)|に基づき地震規模を

設定し，それを超える場合には長さが幅の4倍を超えないように区分した区間が

連動するようなモデルを設定している。

2-2）断層が長くなると地震モーメントが断層面積に比例すること，即ちすべり量が一定
になることは,Murotanietal.(2010)(3)などにより指摘され，内陸地殻内地震に対し

て3段階に折れ曲がるスケーリング則が提案されている。

d)活断層が霊知されていない地域における地涯活動の知見地震PRA実施基準(2007年

版)以降の内陸地殻内地渡としては，2008年岩手・宮城内陸地震，2010年ダーフィール
ド地涯および201】年クライストチヤーチ地震（ニュージーランド）が挙げられ，地震

動ハザード評価における領域震源モデル設定の観点から留意する。【附属書AF(参考）

参照】

従来活断層が認知されていない地域において,新たに（短い）活断層が認定された場

合の取扱いとしては，平成22年12月旧原子力安全委員会「発電用原子炉施設の耐震

安全性に関する安全審査の手引き」(4)で示されている。

同手引きにおける孤立した短い活断層の取扱いとしては，地表で認められる活断層

の長さが震源断届の長さを示さないことから，対象地域での地震発生層の厚さ，重力
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異常や地質断層を参考とした地下構造，地衝構造を十分に考職して，断層の長さを設

定することに留意する。

6.2.3地霞動ハザード評価における不確実さ要因の取扱い

a)不確実さ要因の分類地震動ハザード評価においては,震源モデルや地震動伝播モデ

ルに存在する偶然的不確実さ要因と認識論的不確実さ要因を考慰する。

b)不確実さ要因の取扱い偶然的不確実さ要因は，図6.5に示すように，一本の地震

動ハザード曲線中で考慮する。認職論的不確実さ要因は，ロジックツリーの分岐とし

て考慮し，複数の地震動ハザード曲線で表現する。

実際には,震源モデルや地震動伝播モデルといった地震.地震動に関する不確実さ

を科学的な根拠に基づき，厳密に｢偶然的不確実さ要因」と「認識論的不確実さ要因」

に分類することが難しい場合も想定される。しかし，上記の取扱いを基本とし，対象

サイトにおける地震関連情報の内容に応じて不確実さの扱いを決定する。

また，考慮する不確実さ要因は，感度解析などによって地震勤ハザード評価に大き

な影響を及ぼすと判断されたものを対象とする。【附属嘗AG(参考）参照】

1）偶然的不確実さ要因の取扱い偶然的不確実さ要因の取扱いは,図6.6に示すように，
震源モデル内の各種パラメータ評価上の不確実さを地震動強さの不確実さとして表

し，それらを組み合わせて一本の曲線に反映する。

同様に,地震動伝播モデル内の地震動評価のばらつきを表わす対数標準偏差等のパ

ラメータも，地震動強さの不確実さとして表し，一本の曲線に反映する。具体的なパ

ラメータの取扱いは，6.3.4.3特定震源モデルのパラメータの設定手順と，6.3.5.3領

域屡源モデルのパラメータの設定手順，6.4.4距離減衰式を用いる手法におけるパラ

メータの設定，6.4.5断層モデルを用いる方法におけるパラメータの設定における記

述内容に従う。

2）認識誌的不確実さ要因の取扱い認識論的不確実さ要因の取扱いとしては,震源モデル

や地震動伝播モデルにおける各種パラメータで偶然的不確実さ要因としては取り扱え

ないもの，例えば専門家問で意見の違いが生じる場合がある。これらはロジックツリ

ーの分岐として考慮する。具体的なパラメータの取扱いは，6.3.4.3特定震源モデルの

パラメータの詮定手順と，6.3.5.3領域震源モデルのパラメータの設定手順，6.4.6ロジ

ックツリーの分岐として考慮する項目の設定における記述内容に従う。
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Ｌ 6.2.4地涯動ハザード評価の妥当性確認

地震動ハザード評価は，対象サイトで将来発生する地震動の大きさとその超過頻度の関

係として求められるが，現状では観測期間は長くても30年から40年程度である。そのた
め，評価結果の妥当性確認の仕方としては，時間軸を過去に遡って評価した地震動ハザー
ドを，対応する期間内に実際に発生した地震による地震動と対比して確認する手法を用い

る等，確認方法に留意する。なお，確認例と問題点も挙げられているので参考とする。【附
属書AH(参考）参照】
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燭 6.3震源モデルの設定

6.3.1一般事項震源モデルの設定は，次の項目について，手順に従い実施する。

①震源モデルで対象とする領域の設定（6.3.2に記述）

②対象地震の分類と震源モデルの設定（6.3.3に記述）

③特定震源モデルのパラメータの設定（6.3.4に記述）

④領域震源モデルのパラメータの設定（6.3.5に記述）

地震動ハザード評価では，対象サイトに将来影響を及ぼす可能性のある地震の発生を確

率モデルで表す。

震源モデルの設定では，5.2.2で収集・分析した情報を用いて，まず，対象とする領域の

範囲を設定する。次いで，対象とする地震を分類するとともに，震源モデルを特定震源モ

デルと領域震源モデルに大別し，両震源モデルと分類した地震との対応付けを行う。

特定震源モデルの設定においては，活断層データ，過去に発生した地震のデータなどを

用いて，震源の位置・断層形状，地震規模地震発生頻度のパラメータを設定する。同時

に偶然的不確実さ要因と認識論的不確実さ要因を分離・分析し，選定評価する。領域震源

モデルについても同様の作業を行う。

震源モデルに係るパラメータの選定においては，地震動評価で必要となるパラメータと

の関連に留意する。

6.3.2震源モデルで対象とする領域の設定

震源モデルの設定で対象とする領域については，サイトへの影響を考慮して．平面的な

範囲と深さの範囲の両方を適切に設定する。

平面的な範囲としては，一般的に，地震動ハザードの観点から評価サイトに影響を及ぼ

す地震動のレベルと地震動の距離減衰特性を考慮し，サイ|､から半径100km～1501m程度

までを対象とする。

対象とする深さの範囲は，沈み込む海洋プレート内で発生するやや深発地震を考慮する

場合，深さ150km程度までを対象とする。陸域地殻内の地震については，サイト周辺の地

震発生層に関する知見や地震発生状況に応じて適切に深さの範囲を設定する。

■

6.3.3対象地謹の分類と溌源モデルの設定

a)一般事項震源モデルの設定においては，まず，地震発生機式を考慮して，対象地震
を分類する。次いで，対象とする個々の地震の位匿，規模，頻度が事前にどの程度特定
して設定できるかに応じて,それぞれの地震を,特定震源モデル又は領域震源モデルの
いずれかでモデル化する。

b)対象地震の分類対象とする地震の分類は，次の通りとする。
①内陸の活断層で発生する固有地震（活断層で発生する地震）
②プレート境界で発生する固有地震（プレート境界での大地震）
③活断層が知られていないところで発生する内陸の地殻内地震
④プレート境界やプレート内で発生する固有地震以外の地震
⑤プレート境界で発生するM9級巨大地震による余震

⑥プレート境界で発生するM9級巨大地震に伴う誘発地震
c)特定震源モデル又は領域霊源モデルと対象地震との対応付け上記対象震源を特定震
源モデルと領域震源モデルで取り扱う。特定震源モデルは，一つの地震に対して，震
源の位置，地震の規模及び発生頻度を特定して扱うモデルとする。また，領域震源モ
デルは，個々の地震の震源を個別に扱わずに，ある拡がりを持った領域の中で発生す
る地震群として取扱うモデルでとする（図6.7参照)。【附属書AI(参考）参照】
①上記b)の①及び②は，特定震源モデルとして取り扱う(6.3.4に記述）
②上記Ijの③及び④は，領域震源モデルとして取り扱う(6.3.5に記述）
③上記b)の⑤は，領域震源モデルとして取り扱う(6,6.5に記述）
④上記b)の⑥は，特定震源モデル及び領域震源モデルとして取り扱う(6.3.4.2b)2)か
ら3)，6.3.4.49),6.3.5.2b)3)に記述）
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“､4特定霊源モデルのパラメータの設定

6.3.4.1一般事項

特定震源モデルの設定は，次の項目について，手順に従い実施する。

①特定震源モデル設定のための地霞関連情報の選定（6.3.4.2に記述）

②特定震源モデルのパラメータの設定手順（“､4.3に記述）

③特定震源モデルの設定における留意零項（“､4.4に記述）

④特定震源モデルにおけるロジックツリーの分岐として考慮する項目の設定

（6.3.4.5に記述）

特定震源モデルのパラメータの設定では，まず,502.2で整理・分析した情報の中から，

特定震源モデル設定のための地震関連情報を選定する。次いで，選定した情報を用いて，

偶然的不確実さ要因として，震源断層の位腫・形状，地震規模地震発生頻度のパラメー

タを設定する。さらに，認識論的不確実さ要因を対象として，ロジックツリーで考慮する

項目を選定する。

以下に，これらにおけるパラメータの具体的な股定手順を示す。

b)地盤PRA実施基準(2007年版)後の地震関連情報
1）能登半島地震（2007年,MJ6.9)及び新潟県中越沖地震(2007年,M6.8)は，震源断
層の位置，長さ，傾斜等の全体像が事前に把握されていないことから，伏在断層の
特性に留意する。これらの地震は，いずれも原子力発電所の近傍の沿岸海域で発生
した地震で，能登半島地震は，断層の横ずれ変位を含み，新潟県中越沖地震は地震
発生時に広域的な変形を生じた錠ずれ断層であった。
1.1）溌源断層付近の地下構造・海底地形と陸域における変動地形との連続性の評価にお
いては，専門家間で解釈について議論があり，活断層の長さの設定で異なる評価が
されており，地震規模の不確実さの評価において留意する。

2）東北地方太平洋沖地震のような海溌型巨大地震の震源域の設定では,地溌鯛査研究推
進本部や中央防災会議の知見等を参考とし，日本列島のプレート柵造やその形状等
を考慮して，単独で発生する地震の震源域の範囲と，連動を考慮した鰹源域の施囲
を般定することが望ましい。

，』)燕洋側でば,例えば,千島海溝(千島列島から十勝沖震”領域),碓雌隻
陸沖から房総沖までの領域)，南海トラフ（駿河湾から日向灘までの領域)，南西諸
島海瀧で発生する地震に対して適切に震源域を設定する。
2.2）日本海側では，日本海東縁部（北海道北西部から佐渡島までの領域)での地鯉の賎
源域を適切に設定する。

2.3）東北地方太平洋沖地震に伴う福島県浜通りの地震は，誘発地震と考えられ，正断
層型として発生した｡対象サイト周辺の特定震源でM9級巨大地震の誘発地霞とな
る可能性がある場合は発生確率を高めに設定するなどして可能性を適切に考慮す

。
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6.3.4.2特定屡源モデル設定のための地震関連情報の選定

a)地霞PRA実施基準(2007年版)策定前の地涯関連情報特定震源モデルのパラメータの

設定では,①活断層で発生する地腫と②プレート境界での大地震を対象とする。そのた

めに，5．2．2で整理・分析した情報を用いて，特定震源パラメータ設定のために必要な

情報を選定する。

'）活断層で発生する地農関連梢報の選定活断層で発生する地震のモデル化では,地震活

動特性を評価するために，原子炉設置許可申舗書および“2006年耐震設計審査指針の

改訂に伴う原子力発電所に係わる耐震安全性評価（耐震バックチェック)”の他，“新

編日本の活断層”伯)，“活断層詳細デジタルマップ"，〈⑳‘‘都市圏活断層図”(7)など

の活断層分布図に加えて，地震調査研究推進本部地震調査委員会による活断層の長期

評価，及び個々の活断層に関する調査研究成果などの資料を対象として，特定震源パ

ラメータ設定のために必要な傭報を選定する。【附属書AJ(参考）参照】

活断層データには，活断層の存在の砿からしさが，確実度としてI～皿の段階で示さ

れているものがあるので，それらのモデル化への取扱いや，各種分布図の判読の定義な

どに留意する。【附属番AK(参考）参照】

2）プレート境界での大地雛関連傭報の選定プレート境界の大地震のモデル化では,地震

活動特性を過去に発生した地震情報に基づいて設定するために，日本被害地震総覧(8)，

日本の地震断層パラメター・ハンドブックm)などとともに，地震調査研究推進本部地震

調査委員会による海購型地震の長期評価，及び個別の地震に関する調査研究成果などの

資料を対象として，特定震源パラメータ設定のために必要な情報を選定する。
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“､4.3特定農源モデルのパラメータの設定手順

a)震源断層の位置・形状の設定

1）活断層で発生する地霞のモデル化の場合活断層で発生する地震のモデル化では，ま

ず，評価対象地震ごとに，“､4.2で選定した活断層データを用いて，断層線位置及び

長さを設定する。活断層データには，分布が複数の線分や複雑な折線や曲線として記

載されているものもあるが，モデル化においては地震本部などでの取扱いを参考に直

線に儲略化してもよい。海域の活断層に関しては，詳細な断層線位置及び長さを得る

場合には)DigitalElevafionModel(DE"を活用することが望ましい。

次いで，断層面の深さ，幅，傾斜角などの幾何学的パラメータ（図6．8参照）を設

定する。設定に際しては，当該活断層に関する調査結果，断層周辺で観測された地震

の震源分布及び震源メカニズム，当該地域の地震地体構造や地震発生層に基づくこと

が望ましい。

…

b)地霞規模(マグニチュード）の設定特定震源の地震活動特性は,図6.9(b)に示すよう
に，ほぼ同じ規模･間隔で繰り返すと考える固有地震モデルに基づき評価する。この場
合，必要に応じて固有地震の規模（図中Mmax)の確率分布を考慮する。ただし，ここ
でのマグニチュードは，特に注記が無い限り気象庁マグニチュードを指す6

。

N

頻
度
（
対
数
）

ふ

卜 頻
度
（
対
倣
）

地震
固有地鯉

’
１
１

』ん血“”r”』金加jMbjl妬刀唾”

(a)b値モデル(G-R式)(b)固有地涯モデル
（注＆』ぬ以下は省略可）

図6.9-地震のマグニチュード一頻度関係モデル（模式図）
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ｗ 1）活断層で発生する地震のモデル化の堀合地震規模は,対象とする活断層で過去に

発生した地震の規模がわかっている場合には，それを参照して設定する。また，

当咳活断層で発生した地震についての情報が得られていない場合が多いことから，

その場合には，活断層の長さや面積などと地震規模との経験的な関係式を用いて，

活断層で発生する地震の規模を設定する。

例えば,活断層からの地震の規模は,断層長さが長い程大きくなることが知られ

ており,断届長さとマグニチュードとの関係を定めた種々 の経験式が提案されてい

る。日本における活断層の長さと地震規模の関係式としては，松田(1975)(21や武
村(1990)('2)等の経験式が用いられている。

一方，地麓調査研究推進本部による震源断層を特定した地震の強震動予測手法

「レシピ」にも取り入れられている地震モーメントと断層面積のスケーリング則

に関する式(SomeWilleetal.(1999)('31及び入倉･三宅(2002)('4))も提案されてい
る。

これらの式の選択においては，式の違いによる影響を感度解析で示すと共に，ロ

ジックツリーを用いて不確実さを考慮することが望ましい。

2）プレート範界の大地震のモデル化の場合対象とする地痩の過去に発生した規模
のデータを用いて，地震規模を設定する。なお，近年歴史地震データによるもの

以外に，液状化の痕跡や津波堆積物の検討など地質学的成果もあるので留意する。

過去に明確な記録がないような巨大地震を想定する場合は，平均応力降下量と断

層面穣に基づき地膜モーメント（モーメントマグニチュード）を想定する手法を
用いることができる。

ｄ
ｇ
が

上
走

5

L

図6.8-断層面形状パラメータ（模式図）

長大な活断層のセグメンテーションや近接する複数の活断層の連動については，現

状では確定的に設定することが困難であり，複数のケースを想定するのが多いことに

留意する。【附属書AJ(参考）参照】

その場合には,松田(199｡(1dの「5kmルール｣,Wesnousky(200a(m等のセグメン

ト区分やその連動に関する評価の考え方及び文献を参考にしつつ’地表の活断層分布

図と地下構造を示すデータを総合的に判断して，連動の有無や不確実さに対するロジ

ックツリーの分岐を設定すると良い。

横ずれ断層は，地表に現れている複数のセグメントの離隔距離，分布(ステップ'オ

ーバーラップ等）や断層末端の分岐形状等に留意する。逆断層は，周辺のセグメント

の傾斜角や走向，変動地形の表れ方等に留意する。

2)プレート境界の大地霊のモデル化の場合プレート境界の大地震のモデル化では'過

去に発生した地震の震源断層や当該地域のプレート形状などを参照し，断層形状を設

定する。隣接する震源域が連動してより大きな地愛を発生させる可能性があると判断

される場合には，それを表現できるモデルとする。東北地方太平洋沖地震のようなプ

レート境界におけるM9級巨大地震発生の可能性を充分考慮する。
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6.3.4.4特定歴源モデルの設定における留意事項
a）活断屑か否かの判断活断層の確実度が低い場合には,地表調査等の結果に基づき特定
震源として考慮するか否かの判断が分かれることに留意する。
b)断層位置の設定断層位渥の設定においては，以下の事項に留意する。
’）活断層の両端位置の設定，傾斜角の設定などに不確実さが含まれる。
2）活断層の地震規模の設定は，震源断層の長さに基づくことが基本となる。
3）観測地霞動によると，地表に現れた変位の長さと，活断層の長さや震源断層の長さが
必ずしも同じとは限らないことから，活断層のデータに基づく，震源断層長さの解釈
に違いが生じる可能性がある。【附属書AL(参考）参照】

4）プレート境界での大地震の場合にも，過去の溌源断層の推定結果が複数提案されて
いることがあり，必ずしも一義的には決められない。

c)セグメンテーションの区分及び連動セグメンテーションの区分とその連動の判断及
びモデル化には，不確実さが含まれることに留意する。

特に，長大な活断層の場合に，どの区間を－つの特定膜源として考慮するかの判断，
若しくは,連動のモデル化などには不確実さが含まれる。セグメント区分とその連動の
不確かさの評価に関する資料としては,地震本部,布田川一日奈久断層帯のセグメント
の評価や糸魚川-静岡構造線の地震規模に関するロジックツリーの応用事例，カリフォ

ルニアの活断層における連動性の評価事例等の検討例が参考となる。

d)地霞規模の評価地震規模の評価においては，以下の事項に留意する。

1）活断層の長さから地震規模を評価する方法（松田式，武村式)，地震時の断層変位量
から評価する方法,過去に発生した地震規模に基づく方法など,複数の評価手法を候

補とする。

2）孤立した長さが短い活断層については，断層位置や活動度は，地表・地質調査等の
結果に基づいて設定する。

3）地震規模については，評価地域の地震発生層の厚さや重力異常の急変帯等を考慮し，
断層の広がりを考慮して設定することが望ましい。

4）島崎（2008）“は，鏡模に見合った長さの活断層が地表に出現しない場合における
地震規模の検討を行っている。この知見に基づき規模を設定しても良い。

e)最新活動時期活断層の最新活動時期の評価においては，以下の事項に留意する。

1）最新活動時期に関する歴史地震との対応が明確な場合を除き，不確実さが存在する
こと，トレンチ調査などに基づいて最新活動時期を推定する場合には,活動時期の推

定に不確実さが含まれることに留意する。

2）プレート境界の大地震の評価においては，過去に発生した地震のデータの解釈の仕
方で評価結果が異なることに留意する。

i)地塁発生頻度又は平均活動間隔

1）地震時断層変位量と平均変位速度から発生頻度を算定する場合には,変位量の推定と

9地震発生頻度の設定

1）活断層で発生する地薩のモデル化の場合評価の対象とする活断層において，過去に

繰返し発生した地震の年代が評価可能なトレンチ調査結果などが存在する場合には，

調査結果に基づき地震発生頻度を直接評価する。この方法が適用できない場合には，

式(6.3.4-1)に示すように，活断層の年平均変位速度と地震時の断層変位(すべり量）と

の比より平均的な発生頻度を設定する。

日本では，松田（1975）の関係式（断層変位とマグニチュードとの関係）に基づく

次のものが広く用いられている。この式を用いる場合，地震時の断層変位は地表の最

大変位を示していることに留意して年平均頻度を求める。

''=S/D=(101．'.S)/L(6.3.4-1)

109,0D=0.6M-4.0(6.3.4-2)

ここで,vは地鰹の年平均発生頻度(回/年),sは活断層の年平均変位速度(m/年),

Mは気象庁マグニチュード,Dは地腰時のすべり量(m),Lは活断層長さ(km)を

表-爽

計蝉によって求められた年発生頻度は，その値の妥当性を確認する。妥当性が十

分に確認できない場合は，評価方法（評価式）の不確実性やばらつきをロジックツ

リーで十分に考慮することが望ましい。

また，他の式を用いてもよいが，松田(1975)の関係式と同様に妥当性を示す。

対象活断層の平均変位速度の値が不明で,活動度のクラスのみが既知の場合には,"新

編日本の活断層"<‘)で定義される活動度に対応する平均変位速度の範囲で一様分布と

するか，奥村・石川“)に基づき，活動度ごとの平均変位速度の確率分布を設定して

もよい。マグニチュードの確率分布を設定する場合には，式(6.3.4-2)に代表的なマグ

ニチュード（平均値や中央値）を与えて式(6,3.4-1)により発生頻度を算定するか，式

(6.3.4-1)及び式(6.3.4-2)に確率分布をそのまま適用し，マグニチニードに関して積分

して発生頻度を評価する。

2）プレート境界の大地歴のモデル化の場合歴史地震データの繰り返し情報を用いて，

地震発生頻度を設定してもよい。なお，近年歴史地震データによるもの以外に．液

状化の痕跡や津波堆積物の検討など地質学的成果もあるので留意する。【附属書AK

（参考）参照】
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’
平均変位速度の両方に不確実さが含まれる。また，トレンチ調査などに基づいて算定

する場合には，過去の活動時期の推定に不確実さが含まれることに留意する。

2）プレート境界の大地震評価においては，過去に発生した地震のデータの処理の仕方で
評価結果が異なることに留意する。

g)誘発地涯の取扱い対象サイト周辺の特定震源でM9級巨大地震の誘発地震となる可

能性がある場合は発生確率を高めに設定するなどして可能性を適切に考慮する。
h)その他

1）特定震源モデルについては，地形・地質等の調査，物理探査，地下構造調査及び地震

観測記録，震源断層と歴史地震との対応等から推定可能な震源を評価対象とする。

2）空中写真判読等による変動地形の評価では，専門家による判読及び解釈が震源断層の
位置や地震規模の評価に大きく影響することに留意する。

3）セグメントの連動及び孤立した長さが短い活断層については，“､4.5特定屋源モデル

におけるロジックツリーの分岐として考慮する項目の設定の中で，不確実さの取扱い
方に留意する。

4）海溝型地震については，過去の観測地震や歴史地震におけるプレート境界で発生する
固有地震（プレート境界での大地震及び巨大地震）を評価対象とする。

6‘3.5領域震源モデルのパラメータの設定
6,3.5,1一般事項領域震源モデルの設定は，次の項目について’手順に従い実施する。
①領域溌源モデル設定のための地嬢関連情報の選定(6.3.5.2に記述）
②領域震源モデルのパラメータの設定手順（“･5.3に記述）
③領域霞源モデルにおける認餓論的不確実さ要因の分析･選定（6.3.5.4に記述）
領域震源モデルのパラメータの股定では，まず，5．2．2で整理・分析した情報を用いて’
領域腰源モデル設定のための地溌地体構造区分，過去の地震，余震関連情報を選定する。
次いで,選定した情報を用いて，偶然的不確実さ要因として，震源の発生領域地震規模，
地震発生頻度のパラメータを設定する。さらに，偶然的不確実さ要因に係わるパラメータ
の設定におけるモデル化の方法や評価方法を参照して，認謙論的不確実さ要因を分析し対
象要因を選定する。

以下に，これらにおけるパラメータの具体的な設定手順を示す。

1

】

』

6.3●5．2領域震源モデル設定のための地陵関連情報の選定

a)地震PRA実施基準(2007年版)策定前の地漫関連情報領域震源モデルのパラメータ設
定では’5．2．2で整理●分析した情報を用いて’領域震源パラメータ設定のために必要
な情報（対象とする領域に係わる地震地体栂造区分，モデル化に必要な過去の地震，
及び余震に係わる情報）を選定する。

1）地歴地体構造区分精報の選定領域震源モデルのパラメータの設定では，地震地体構
造区分図（又は地涯地体構造マップ）を用いて’震源の発生領域を設定するので,地

震地体構造区分図を選定する。

地震地体構造区分図（又は地震地体構造マップ）とは，地質構造が共通している

地域ごとに区分を行って，各地震域で発生する地震の特性を評価したものである。

日本列島を対象として’地形・地質学的知見,過去の地震の震源分布，活断層分布，
重力異常などに基づく種々 の区分図が提案されている。

地震地体構造区分図としては，最新の知見を反映した図6．10に示す萩原ら(‘刀によ
る区分図，及び図6．11に示す垣見らによる区分図がある○両区分図は独立して作成
されたものでなく，前者について見直しを行ったのが後者である。これ以外にも区

分図はあり，それらの適用を排除するものではない。

垣見他(2003)(18)以降には，客観的な地震地体構造区を作成するために，塚田他
(2010)('9)によって’観測地震’活断届分布，重力異常’地震発生層の厚さの各種

パラメータを用いた多変量解析を行った統計的考察がなされている｡【附属書AM(参

考）参照】

地震地体構造区分図としては,簸新の知見を反映した区分図を選択することが望
ましい。

6‘3．4．5特定震源モデルにおけるロジックツリーの分岐として考慮する項目の設定

特定震源モデルの設定に当たっては,上述6.3.4.3a)から9の偶然的不確実さ要因を対象と

したパラメータの設定を参照し，それらによって評価しきれない項目を認識論的不確実さ

要因として分析し，ロジックツリーで考慮すべき具体的な項目を選定する。

プレート境界における巨大地震発生の可能性についても分岐として考慮するかどうかを
検討する。そのとき，その項目が専門家の問で意見が分かれる，若しくは専門家も判断が

難しいものであるかについての情報を参考にすると共に，その情報の質や量を勘案する。
特定震源モデルの設定では，震源モデルの断層形状，地震規模及び発生頻度の各評価に

おいて認織論的不確実さが存在する可能性がある。そこで，ロジックツリーの作成におい
て，これらの要因を適切に考慮する。

上述の6.3.4.4a)からh)の項目を参考に認議論的不確実さ要因を分析し,ロジックツリーで

考慮する要因を選定する。しかし，これらの要因は，対象とする地震ごとに異なるので，
注意して取扱う。【附属書AG(参考）参照】

なお，選定した要因に対する情報の質や量が乏しいと判断される場合には，不確実さの
幅が大きくなるようにロジックツリーを構築するよう努め，その旨，報告書に示す。

1

1

1

’

1

fl

１
１

Ｉ
Ｉ
Ｊ

Ⅲ
叩
Ｈ
１
鑓

ｌ
川
１
Ｎ

二I



~可■■

）’
１
１
１
川

） 51

POO6:2015
50

POO6:2015

Ｉ
１
ｉ
ｌ

０
‐
Ｏ
Ｄ
Ｐ
７
ｊ
■
Ｂ
－
６
４
Ｂ
■
■
８
日
ｑ
・
Ｄ
ａ
ｏ
０
９
４
Ｑ

’
８
■
’
１
４

B,RFM

2）歴史地歴情報の選定領域震源モデルのパラメータの設定では,歴史地震情報として
の歴史地震カタログを用いて，過去の地震の地震活動特性に基づき地震の規模と発

生頻度を設定するために，歴史地震カタログを選定する。

歴史地溌カタログとは，ある地域において任意の期間に発生した地震の発生位置

（緯度，経度，深さ)，発生時間，マグニチュードなどの震源パラメータを一覧にし

たものである。歴史地震カタログとして，次のものが用いられている。

①宇佐美カタログ(8)：歴史年代(416年)から2001年までの被害地震を収録。

②宇津カタログ(加)にI）：1885～1980年の主にM6以上の被害地震を収録。

③気象庁カタログ’1885年から地震資料を公表しているが，一般には1926

年以降のカタログが用いられている。

上記カタログの収録期間に重複があるため，次の年代について適用してもよい。

①宇佐美カタログ(8):416～1884年

②宇津カタログ(20X21):1885～1925年(1980年）

③気象庁カタログ:1926年(1981年）以降

歴史地潅カタログには，地域によって収録されている年代が異なっていたり，年

代により収録されている地震規模の下限に違いがあるなどの不均質性・不完全性が

存在するため，使用に当たってはデータの信頼度に注意する。特に古い年代の地震

カタログを用いる場合は，地震動ハザード評価に及ぼす影響を充分吟味して用いる。

1885年以前のデータ，殊に安土・桃山時代以前のデータは不完全さの度合いが高い

ので注意する。なお，評価対象サイト周辺で発生した過去の地震については，原子

炉設置許可申請書の記載内容を採用してもよい。【附属書AM(参考）参照】

3）余農傭報の選定領域震源で発生する地震の規模及び頻度の設定では,b値モデルな
どの確率･統計モデルを用いて設定するが，基本的には,本震を対象として評価し，

余震と考えられる地震や特定震源として考慮される過去の地震を取り除く。

歴史地震カタログから余震を取り除く方法としては，個々 の地震に対して，余震

であるか否かを判断しながら除去しても良い。余震の定義を，“余震の震央が本震の

震央からある範囲内（余震域）に存在し，本震の発生からある期間以内に発生した

地震"として，この定義に該当する地震を機械的に取り除いてもよいが，どのような

地腰を取り除いたかを必ず確認し，明らかに余震でないものを取り除いていないか

確認する。

余霞域の設定方法としては，本震のマグニチュードと余震域との関係式として，

UtSu式や荒川・川島式(22)が提案されている。次にUtsHI式(羽)を示す。

log,oS=〃－3．7(海陸平均)(6.35-1)

logloS=〃－4．1(内陸地震のみ)(6.3.5-2)
ここで,Sは余震域面積qqIf),Mはマグニチュードを表す。
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次に浦ll･川島（建設省土木研究"(22)式を示す。

余震範囲＝､/m(Cm)をl辺とする正方形の範囲

log,0""1=M+6.8(6.3.5-3)

ここで，本渡はマグニチュードM6以上で震源深さ60km以浅と定義する6また，本

藤は必ずしも余震域の中心となるわけではないので,そのような場合には余震域の位

置を適切に移動させることとしている。なお，余震域の面積Amをkm2単位で表せば

式(6.3.4-3)は次式のように表せる。

loglo4"1=皿－3.2(6.3.5-4)

地霞調査研究推進本部ではマグニチュード6以上の地溌の発生後90日以内に，震

央を中心とする上式による面談Amの円内で発生する地鰹を余震と見なしている。

余震の発生期間については，本来，本震のマグニチュードに応じて変動すると考

えられるが,余震発生の地域的特徴が明確でない場合には一定値(例えば100日程度）

としても良い。【附属書AC(参考）参照】

大地震には前震を伴う場合もあるが,数が少ないので,取り除く対象外として良い。

b)地屡PRA実施基準(2007年版)策定後の地震関連情報

1）ひずみ集中帯に関する知見領域震源モデルの不確実さの設定においては,各地域の

地下構造や活断層の特性，地震活動を考慮する。特に，ひずみ集中帯に対しては，

GPSによる地表変位の分布からその領域を示した文献や，領域震源モデルとして地

震動ハザード評価に取り込んだ例が示されているので，参考としても良い。【附属香

AN(参考）参照】

2)M9級巨大地塵による余醒東北地方太平洋沖地震に伴う余震の規模は，上記

6.3.5.2a)3)における余震と異なり，過去の歴史地震の記録や観測記録にもない｡そこ

で，後述6.6.5に示すが，このような余震の炉心損傷頻度への影響を見るため，独立

に地震動ハザードを評価する。【附属書AC(参考）参照】

3)M9級巨大地屡による誘発地震対象サイト周辺の領域震源でjM9級巨大地震の誘

発地震活動として活動度が商まると想定される場合には，活鋤度を高めに設定する

ことが望ましい。

4）対象サイト極近傍の地霞動の断層モデルによる評価対象サイト極近傍の領域震源

モデルに対して，断層モデルを用いる方法に基づく場合，震源モデルによる短周期

地震動，長周期地震動及び永久変位を説明できていることを確認する。

b

F

I

｣

I

“.5.3領域歴源モデルのパラメータの設定手順

:9霞源の発生領域の設定領域震源の発生領域は，地震地体構造区分図に基づき，平面的
な領域と深さを設定する。

平面的な領域の設定では,その形状について,各領域の地震活動特性を十分表現でき
るものであれば特に制限はない｡傾斜を有する平面や曲面であっても，自由に設定して
もよい。ただし，設定の根拠を明示する。

深さの般定では，領域内で発生した過去の地震の震源分布に基づき設定する。プレ
ート境界地鰹，及びスラブ内地震を対象とする領域震源の深さについては，図6．12に
示すように，プレートの沈み込み形状を考慮して設定する。また，領域震源の深さを
任意の範囲で確率的な分布として設定してもよい。

特に，対象サイトを含む領域の深さの設定に当たっては，設定の仕方によって，サ
イトに対する影響を過小又は過大に評価する可能性があるので，十分注意しなければ
ならない。時代が古くなるほど地震の震源位瞳の不確実さが増し，特に深さについて

は不確実さが大きいので，対象とすべき地震の震源を領域外と判断して領域内での活
動度を低く見積もることがないように配慮する。
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Ｉ b)地震規模(マグニチュード）と地愛発生頻度の設定領域震源で発生する地震の規模及

び頻度の設定は,b値モデルなどの確率･統計モデルに基づいて行う。これは，領域震
源では規模と頻度を事前に特定することができない地震を対象とするためである。b値

モデルなどの確率統計モデルは余腰を削除した地震データに基づいて評価する｡また，

重複した評価を避けるため特定震源として考慮される過去の地藤を取り除く。
GUtenberg-Richter"24)(以下G=R式という｡）に基づくb値モデルは，マグニチュー
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10

モデルでは，最小及び最大マグニチュードを設定しなければならない。b値は，地震デ

ータとして用いる地震のマグニチュードに応じて算定されるので，設定する最小マグ

ニチュードとは関係なく，用いる地鰻データに欠落がないと考えられるマグニチュー

ドの範囲で求めなければならない。b値は1より小さい値を示すのが一般的であるが，

データが少ない場合，それから大きく離れた結果が出ることがある。このような場合

にはより広い範囲のデータからb値を評価し，そのb値を固定して各領域の分布を求

める方がよい。

最小マグニチュードとしては，地震被害が想定されるマグニチュードの最小値5．0，

最大マグニチュードとしては，評価対象領域における過去の地震の最大値又は地震地

体構造区分上の最大マグニチュードを採用してもよい。その場合，特定震源とした活

断層に対応する地腫を除く一方，地震地体構造図作成上で最大マグニチュードを決め

るために抽出された過去の地震が地震活動に関する最新の知見に照らし合わせ，確か

に設定した領域に対応する地震の種類に対応しているかどうかを確認する。

地震調査研究推進本部・地震調査委員会では，2000年鳥取県西部地震(M73)及び

2008年岩手・宮城内陸地腰(M7.2)を踏まえて，確率論的地震動予測地図のうち，各

領域の予め震源を特定しにくい地震における最大マグニチュードの上限値及び下限値

の見直しが行われているため，これらの情報も参考にするとよい。

領域震源モデルのうち，内陸地殻内地震に対応する領域で最大マグニチュードを決

める問題は，活断層データからどの程度の規模の地震まで特定できるかという問題に

帰着する。このため単に活断層に対応しない歴史地溌データの最大マグニチュードか

らそれを評価すると，過小評価となる可能性もある。このような場合は，最大マグニ

チュードをマグニチュード毎の活断層の出現率データなどを参考に確率分布として与

えてもよい。

最大マグニチュードcを考慮したG-R式(切断G-R式,Riznichenko(1964)(zs))として，

次式を用い得る。

log"(")="-z'M(M≦c),''(")=0(M>c)(6.3.5-5)
ここに,Mはマグニチュード，nはﾊf+dMの地震の数がn(M)dMとなる値であり，a

及びbは係数である。

また，宇溺26)はマグニチュードの上限cを含む式として次式を提案している。

'og"(ﾙ『)=n-M+'og(c-M)(M<c),''(M)=0(咽≧c)(6.3.5-6)
ただし，式(6.3.5-6)のcの値は，通常不安定であり，データから機械的に決めるのは

危険であるため，式(6.3.5雲6)を用いる場合は，専門家の判断を取り入れることが望まし

い。切断G-R式及び宇津のマグニチュードの上限cを含む関係の概念図を図6.13に示

す。【附属書AN(参考）参照】

また，領域腰源のサイズが大きく，その内部における地震活動度が一様でないこと

を考慮する場合には，領域震源の内部において地震発生頻度及びb値の空間分布を考
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図6.13-切断G-R式及び宇津のマグニチュードの上限cを含む式の関係（模式図）
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慮したモデル化を行ってもよい。空間分布の設定方法としては，領域震源を等間隔の経

緯度線により格子状の小領域に分割し，この小領域ごとに地震発生頻度及びb値を設定
する方法が取られる。この場合，それぞれに対して適切に平滑化を行う必要があり，一

般には地震発生頻度よりb値に対する平滑化の程度が大きく設定される。

ひずみ集中常においる領域潅源モデルの不確実さの設定においては，各地域の地下構
造や活断層の特性’地震活動を考慮する。特に，ひずみ集中帯に対しては,GPSによる

地表変位の分布からその領域を示した文献や，領域腰源モデルとして地震鋤、ザード評
価に取り込んだ例が示されているので，参考とすると良い。【附属寄AO(参考）参照1

6．3．5．4領域霞源モデルにおける認識論的不確実さ要因の分析．設定

領域震源モデルの設定に当たっては，各震源モデルの偶然的不確実さ要因を対象とした
パラメータの設定を参照して,認餓論的不確実さ要因を分析し,具体的な要因を選定する。

【附属書AG(参考）参照】【附属書4m（参考）参照】

領域鰻源モデルの設定では，地震発生領域の区分と各領域で発生する地鰻の規模及び発

生頻度の各評価において，認識論的不確実さが存在する。そこで，ロジックツリーの作成
においては，これらの要因を適切に考慰する。

次に，認識論的不確実さ要因となり得る主なパラメータを挙げる。

①対象とする領域の区分モデル（萩原(17)マップ，垣見マップ<18)など）の設定

②地震規模と地震発生頻度関係のモデル(b値モデル,宇津の上限cを含む式など）
の設定

③最大マグニチュード（地潅地体構造マップでの値，歴史地震データでの最大値，
活断層から特定できる内陸地殻内地震の最小値）の設定
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9サイト内の対象号機毎に地震動観測記録が得られていないならば，サイト内の地震動
の違いを否定できないとして，認職論的不確実さの考慮として，地震動強さの確率分
布のばらつきを大きくとるなどの配慮を行うことが望ましい。

d)地震動伝播モデルの設定としては，サイトの地震観測記録を充分に活用する。地震観
測記録の役割としては，サイト内の地震動の違いを把握できること，特定の条件のも
とで特定の位置で地震動が大きくなるような現象を把握できること，距離減衰式に対
する地点補正やばらつきを評価できることなどがあるので，これらに留意する。
9サイトの地震観測記録に関して下記の項目を整理する。
1)観測計器の配置，観測記録が得られた地震
2)解放基盤波形の推定方法，推定結果
3）距離減衰式との比較と特徴
6.4.3地震動伝播モデルの選択

a)一般事項地震動ハザード評価では，対象サイト周辺で発生する地震による対象サイ
トの地震動強さを求めるため,震源と対象ｻｲﾄ間の地震動伝播特性をﾓデﾙ化した地
震動伝播モデルを設定する｡設定した地震動伝播モデルを用いて,特定位置において特
定規模の地震が発生した場合に対象サイトで生じる地震動強さの確率分布を求める。
b)地震動伝播モデルの手法地渡励伝播モデルには，次のものがある。
①距離減衰式に代表される経験的方法（以下，“距離減衰式を用いる方法”という）
②断層モデルを用いる方法に分類される半経験的方法,理瞼的方法,半経験的方法
と理論的方法を組み合わせたハイブリッド法(以下,“断層モデルを用いる方法”
という）

の地震動伝播モデルの選択における留意事項

1）地震動伝播モデルとしては，水平動と上下動の両方を評価する。上記b)の方法のう
ち，断層モデルを用いる方法は，両地震動の評価が可能である。しかしながら，距
離減衰式を用いる方法は，水平勤だけのものがあるので注意する。
ただし，一般に上下動の主要鋤部分は対象サイト地嬢基盤にS波として入射した
ものから発生したものと考えられることから,上下動と水平勤の加速度応答スペクト
ル比は地震によらずほぼ一定であることに留意する。【附属喪AP(参考）参照】

2）地震動伝播モデルとしては，地鯉のマグニチュードと震源深さ，震源と対象サイト
間の距離などに応じて対象サイトに生じる地震動強さの分布を既往の地震観測記録
に基づき経験的に評価する距離減衰式を用いる。ただし，対象サイト近傍に想定す
る震源に対しては，断層モデルを用いる方法で複数のシミュレーションを行う。
3）断層モデルを用いる方法は，次のように，東北地方太平洋沖地鰻の現象解明に活用
され有用性が確認されている。また，津波波源モデルとの違いを明確にする上でも
有用である。

3.1）東北地方太平洋沖地震では,原子力施設への影響が大きい短周期地震動において，

6．4地震動伝播モデルの設定

6.4.1一般事項地震動伝播モデルの設定では,次の項目について,手順に従い実施する。

①サイ}､周辺及びサイト内号機周辺の地震動伝播特性の把握（6.4.2に記述）

②地震動伝播モデルの選択（6.4.3に記述）

③距離減衰式を用いる方法におけるパラメータの設定（6.4.4に記述）

④断層モデルを用いる方法におけるパラメータの設定（6.4.5に記述）

⑤地震動伝播モデルにおいてロジックツリーの分岐として考慮する項目の設定

（6.4.6に記述）

地震動伝播モデルの設定では，まず，サイト及びサイト内号機周辺の地震動伝播特性を

分析し，地震動伝播特性の違いの有無を把握する。次いで，同伝播特性の違いの有無のい

ずれに対しても，特定位瞳で特定規模の地震が発生した場合に対象サイトで生じる地震動

強さの確率分布を評価し得るモデルを作成する。評価モデルとしては，対象サイトに生じ

る地震動強さの分布を経験的に評価する距岡鰄衰式を用いる。若しくは対象サイト近傍に

想定する震源に対しては，断層破壊過程を詳細に考慮し得る断層モデルを用いる。

そして，評価モデルの選択や確率分布のパラメータなどに関する認識論的不確実さをロ

ジックツリーの分岐として考慮する。地渡励ハザードの評価位置は,基準地震動の定義位

置である解放基盤表面とする。ただし，地鰹動を適切に評価できる場合には，地震動ハザ

ード評価位置を，基準地震動の定義位瞳とは異なる位置（例えば，地霞基盤）とすること

ができる。

以下に，これらの具体的な設定手順を示す。

“､2サイト周辺及び対象号機周辺の地屡勤伝播特性の把握

地震PRA実施基準(2007年版)の策定以降の新潟県中越沖地震や駿河湾の地震では,同一

サイト的の各号機で観測された地震動が大きく異なった。これらの要因として，深部地下

構造の影響によって地溌動伝播特性が異なることに留意する。【附属書AP(参考）参照】

地震動伝播モデルの設定に当っては，まず，サイト及びサイト内号機周辺の地震動伝播
特性を分析し，地震動伝播特性の違いの有無を把握する。

地震動ハザード評価においては，次の項目に留意してサイト内の評価対象号機ごとに，

6.4.3に示す地震鋤伝播モデルを選択する｡モデルの選択においては,次の事項に留意する。

a)サイト内の特定の位腫で特定の条件のもとで地溌勤が大きくなる現象が見出された場

合には，その要因となる地下構造を調査・推定し，地下栂造モデルを作成の上で，解

析的手法により地震動への影騨を検討する。また，観測記録の分析結果との整合を確
認しておくことが望ましい。

b)サイト内の地震動ハザード評価の対象号機ごとに地震動観測記録が得られていたなら

ば，特定の条件（地溌の分類，腰源の位瞳・方向など）に分けて，観測地震動と距離

減衰式による地震勤の大きさとを比較した結果を，地震勤強さの確率分布の中央値や
ばらつきに考慮し，対象号機ごとの地震動ハザード評価を行う。
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6.4.4距離減衰式を用いる方法におけるパラメータの設定

a)一般事項地瘻観測記録に基づいた嘩鍼衰式は，近年，断層面の大きさを考慮した
も

のや観測地点による地震動強さの系統的な違いを考慮して回帰したものが一般的にな
っている。また，地震の種類を考慮したものも提案されている。原子力発電所への適
用を考慮し，地表又は地中の地震動観測記録に基づく応答スペクトルとしての距離減
衰式が提案されている。【附属書AR(参考）参照】

b)距離減衰式の選択

1）距離減衰式の種類

1.1）地震動強さの指標は，最大加速度，最大速度，最大変位，加速度応答スペクトル等
とし，必要に応じて選択する。

1.2）距離減衰式としては，断層面の大きさを考慮できる式，観測地点による地震動強
さの系統的な違い(地点特性)を考慮した回帰によって得られている式を用いる。

1.3）断層面の大きさを考慮できる式を用いる場合，断層最短距離又は等価渡源距離を
用いることが望ましい。

1.4）観測地点による地震動強さの系統的な違いを考慮した回帰によって得られている
式には，地盤条件が類似した観測地点の記録だけを用いて得られた式も含まれる
ことに留意する。

2）地点補正

2.1）地震動強さは対象サイト下の深部地下構造を含む地盤条件の影響を強く受けるこ
とから,対象サイトで得られた地震動観測記録を用いて選定した距離減衰式に対す
る地点補正を設定することが望ましい。

2.2)地盤の硬さやサイト特性の評価・不確実さを考慮する。

3）マグニチュードの変換

3.1）マグニチニードについては，気象庁マグニチュードをパラメータとしていること
が望ましい。

3.2）我が国の地震データにおける地震規模は,気象庁マグニチュードであり，歴史地震
については,それに準ずるように決められていることが多いために,他のマグニチ

ュード，例えばモーメントマグニチュードを用いた距離減衰式を用いる場合には，

データ側ないしは距離減衰式側で気象庁マグニチュードへの変換を行う。ただし，
その場合，新たな誤差を含むことに留意する。

3.3）特に，内陸地殻内地震においては，両者の値は大きく異なるので注意する。
4）地震の種類による影響がある場合は，それに応じて距離減衰式を変更する。【附属
書AR(参考）参照1

’宮城県沖，福島県沖，茨城県北部沖の沿岸域に近い震源域で，複数の領域から強

い地腰動が放出されたことが指摘されている。

3.2）これらの領域は，強震動生成領域（従来，アスペリティと呼ばれていた名称を変

更）と呼ばれており，大津波の波源となった海溝軸に近くより浅い大すべり領域

と区別されている。

3.3）大すべり領域の地震動への影響は，海域側の地震動観測記録が得られていないた

め十分解明されていないが，陸から遠方であり,破壊伝播の方向に対してバック

ワード側に位歴することから，短周期地震動への影響は小さいと見られている。

3.4）東北地方太平洋沖地震の知見から，巨大地震に対しては，原子力施設における地

盤，構造物，椴器・配管等の固有周期を考慮し地震動生成領域と津波生成に寄与

する大すべり領域を区別した震源特性をそれぞれモデル化し，地震動が評価でき

る可能性がある。

3.5）大すべり領域と強霞動生成領域は，震源域全体として評価されるべき領域である

が，解析技術の限界もあり，主に長周期帯域地震動による震源インバージョン解

析では，大すべり領域が評価されている。

3.6）より広帯域の観測地腰励を用いた解析で，海溝軸付近の大すべり領域と沿岸域に

近い強震勤生成領域の双方を評価した例(Yoshidaetal.(2011)(27))もあるので参考

とすると良い。

3.7）地鰻動と津波の重畳を考慰した地震動ハザード評価は6.10.2に示す。
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6.4.5断層モデルを用いる方法におけるパラメータの設定

a)一般事項断層モデルを用いる方法では，震源特性（巨視的震源特性’微視的震源特
性,その他の震源特性）に関する多数のパラメータを用いて時刻歴波形を算定し，地震
動強さ（最大加速度，最大速度，最大変位，加速度応答スペクトル）を推定する。この
方法でも，距離減衰式の場合と同様に，推定値の誤差(観測値と推定値の違い）を確率
分布として考慮する。また，それと合わせて，同じ位極で同じ地震が繰り返し発生する
場合の鰹源特性に関するパラメータの変動による地震動強さのばらつきを考慮する。
【附属誉AT(参考）参照】

断層モデルを用いる方法は,極近傍溌源を対象とした地震動の評価に活用し得る手法
の1つである。この場合には，サイト近傍の3次元深部地下捲造モデルを用いて評価

することによって信頼性が高くなる。

b)サイト極近傍歴源以外の地屡勤評価の場合

1）強歴動生成領域の留意事項
1.1）地震動への影響が大きい強震動生成領域及び破壊点位置の設定に当っては，サイ
｝､内または周辺地域で観測された地震動観測記録及び距離減衰式による評価結果
との整合性に留意する。

1.2）断層モデル（特性化震源モデル）と距離減衰式（司・翠川式(28)）による地震動評
価結果とを比較し，強震動生成領域を断層中央付近に設定した結果が整合的であ
るとの結果が報告されているので留意する。【附属書AT(参考）参照］

2）個々 の地震における推定値の誤差の設定断層モデルを用いる方法は,一般に，距離
減衰式を用いる方法よりも多くのパラメータを用いることから，個々 の地震の観測
値を距離減衰式よりも精度よく再現できると考えられる。ただしダ観測値を完全に
再現することは難しいので，距離減衰式の場合と同様に，推定値の誤差を確率分布
として考慮する。推定値の誤差の確率分布は，既往の地震に対して観測記録に基づ

き評価することが望ましい。

3）歴源特性に関するパラメータの変動によるばらつきの設定対象とする地震に対し，
同じ位種で同じ地震が繰り返し発生する場合の震源特性に関するパラメータの変
動範囲を設定し，それによる地震動強さのばらつきを評価する。震源特性に関する
パラメータの変動範囲は，過去の地震のパラメータの変動範囲を考慮して設定する。

c)距離減衰式による地霞動強さの確率分布の設定

1）距離減衰式による推定値の誤差（観測値と推定値の違い）を確率分布として考臘す
る。

2）距離減衰式による地震動強さの確率分布は，距離減衰式によって求めた値を中央値
とする対数正規分布として設定する。

3）地震励強さのばらつきの大きさは対数標準偏差として設定する。

4）地震動強さは現象的に有限である。そこで，対数正規分布の成立範囲を有限として

設定する必要があるので，打ち切り範囲を設定する。なお，打ち切り範囲の設定に

ついて十分な根拠が得られない場合には,炉心損傷頻度に影響を与える地震動の加

速度レベル範囲を考慮して，十分大きな値(たとえば標準偏差の5倍まで）として
設定してよい。

旬対数標準偏差は,対象サイトでの地震動観測記録に基づき設定することが望ましい。

･の地震動観測記録が得られていない場合，又は十分なデータがない場合は，一般の距

離減衰式に対して評価されている対数標準偏差は不特定多数の観測点の記録に対

して求められている場合が多いため,ばらつきを過大評価している可能性があるこ
とに留意する。

7）対数標準偏差のマグニチュード依存性や地震動強さ依存性，地震タイプ依存性など
を考慮してよい。【附属書AS惨考）参照】

｜

｜
’

1

1

｜
｜
’

９

コ

■

Ｉ

１

１

Ｕ

ｏ

１

４

０

‐

４

４

‐

ｑ

０

列

。

■

Ｕ

ｑ

ｄ

ｄ

０

９

▲

ｆ

■

白

０

０

口

守

り

，

ザ

０

Ⅱ

■

１

凸

１

日

６

０

■

‐
１
１
１
‐
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ト
ー
ｉ
‐
ト
ー
１
１
１
，
‐
１
１
１
障
屑
Ｉ
ｌ
ｒ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｈ
ｂ
Ｐ
Ｌ

4I

1

４
４
１
１
岡
’
１
０
Ⅱ
１
１
１
１
卜
０
‐
１
１
１

１
１
１
１

Ｉ
Ｉ

1

’
１
１
唾
盛
『
ぽ
・
１
淵
０
４
９
０
１
●
１
日
Ｉ
ｒ
Ｆ
Ｄ
１
過
Ｊ

Ｌ
Ｉ
ｌ
Ｌ
Ｐ
ｆ
ｌ
Ｉ
ｌ
卜
ｒ
Ｆ
ｌ
・
ｌ
ｂ
Ｉ
ｌ
Ｌ
ｐ
１
ト
ド
Ｂ
Ｂ
Ｂ
■
９
Ｆ
も
９
９

１
１
１

ｉ
１
１

’
1’

_坐I

ｌ
１
ｌ

ｌ
Ｆ
Ｆ
ｒ
ｒ
Ｈ
Ｂ
ト
ー
Ｌ
Ⅱ
卜
■
Ｆ
１

■I



重
冊
幽
冊
也
‐
Ｉ
暇
‘
・
’
’
’
１
’
’
’
１
１
１
１
１
§
ｌ
川
訓
咄
訓
！
‐
瓢
Ⅱ
小
１
１
１
‐
’
’
１
１
１
１
１

）

『
）

ｐ
■
‐
■
司
咀
●
。
■

63

POO6:201562

POO6:2015

6.4.6ロジツクツリーの分岐として考愈する項目の設定

a)一般事項評価モデルの選択，確率分布のパラメータなどに関する認職輪的不確実さ
をロジックツリーの分岐として考慮する。

b)距離減衰式を用いる方法の塙合【附属書AV(参考）参照】
1）距離減衰式は，データが十分にある範囲での適用性は高いが，断層近傍のようにデ
ータがまだ十分でない範囲では，式の形に基づく外挿となる傾向がある。この不確
実さを考慮するために断層最短距離を用いる方法による式と等価震源距離を用いる
方法による式をロジックツリーの分岐で考慮することが望ましい。

2）距離減衰式は，一般的に，複数の地点における様々な観測記録に基づき評価された
ものが多いため，不確実さ要因としてはサイトの違いや震源の違い，地震種別の違
い等によるものが含まれる。そこで，地震種別ごと，若しくは震源の位憧がサイト

から見て同一方向の地震観測記録のみを対象として地点補正値を評価することによ

って，このような不確実さを除去することもできる。ただし，地震動観測記録の数
が少ない場合，地点補正値の推定誤差は信頼度が低いと考えられるため，地点補正
値の推定誤差の扱いについては十分注意する。

3）地震動観測記録を活用して地点補正値を求めた場合でも推定誤差はある。推定誤差
が大きい場合には地点補正値の推定誤差をロジックツリーの分岐で考慮することが

望ましい。

4）評価対象サイトで地霞観測記録が得られていない場合,S波速度などの地盤条件に
基づく距離減衰式に対する地点補正値の不確実さは小さくない。その場合には，地
点補正値をロジックツリーの分岐で考慮することが望ましい。

5）対数標準偏差及び分布の打ち切り範囲の設定では，不砿実さの大きさが無視できな
いことから，ロジックツリーの分岐で考慮する。

○断層モデルを用いる方法の墹合

1）断層モデルによる地霞動評価方法は各種提案されている。評価に用いる方法をロジ
ックツリーの分岐として考慮してよい。

2）断層モデルを用いる方法が同じでも，震源特性に関するパラメータの設定方法が違
う場合がある。震源特性に関するパラメータの設定方法をロジックツリーの分岐と
して考慮してよい。【附属番jW(参考）参照】

c)サイト極近傍歴源の地農勤評価への適用断層モデルを用いる方法によるサイト極近

傍震源の地溌励評価への適用においては，次の項目に留意する。

1）評価地点近傍に存在する強震勘生成領域における応力降下量などの特性に係る最

新の科学的・技術的知見を踏まえる。特に，生成強度に関するパラメータ，強震動

生成領域同士の破壊開始時間のずれ,破壊進行パターンの設定等,破壊シナリオの

不確かさを考慮する。

2）地表に変位を伴う断層全体（地表地震断層から震源断層までの断層全体）を考慮し

た上で，震源モデルの形状及び位置の妥当性，敷地及び評価サイトとの位置関係，

並びに震源特性パラメータの設定の妥当性について詳細に検討する。

3）サイト近傍の3次元深部地下椎造モデルを用いて評価する。【附属書AU(参考)参
照】

d)断層モデルを用いる方法における地震動強さの確率分布の設定

1）断層モデルを用いる方法による推定値の膜差が評価できる場合は，それと震源特性

に関するパラメーダの変動による地震動強さのばらつきを合わせて，地震動強さの

確率分布を設定することが望ましい。

2）震源特性の不確実さについては，ロジックツリーの分岐として考慮して地震動強さ

の確率分布を評価してもよい。

3）ただし，現状では断層モデルを用いる方法による推定値の誤差に関するデータが少

ないため，確率分布の設定においては，断層モデルによる評価結果と観測地震動又

は距離減衰式との対応について確認する。
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6.5.3専門家活用水準の設定

a)一般事項ロジックツリー作成に当たっては，対象とする認繊論的不確実さ要因の影
響の大きさ及び技術的な難易度を判断し,次の3段階の専門家活用水準のいずれかを設
定する。専門家活用水準ごとに作業手順が大きく異なるので,作成するロジックツリー
に関する信頼性・説明性に留意してその水準を設定する。【附属醤AW(参考）参照】
b)3段階の専門家活用水準
1）専門家活用水準1地霞動ハザードの不確実さへの影響が比較的小さい水準を想定
し,TIが文献レビュー及び自らの経験に基づきコミュニティ分布(科学者集団が総
合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）を評価し，ロジックツリーを
作成する。

2）専門家活用水準2地震動ハザードの不確実さへの影響が比較的大きく，重要項目
に対する専門家意見が分かれることを想定する。そして,TIがモデル提案者や関連
する専門家と接触して，その見解や根拠を聴取するか，又はそれらの専門家を一同
に集めての討論などを通じて，モデルの改善や絞り込みを行い，コミュニティ分布
を評価して，ロジックツリーを作成する。

3）専門家活用水準3地震動ハザードの不確実さ要因が広範囲で多岐に渉り，重要か
つ複雑と判断され，その評価に関して多大な時間・費用・人的資源を要し，場合に
よっては各種調査が必要となることを想定する。そして>TFIが専門家によるパネ
ルを編成し，専門家をモデル提案者でなく不確実さの客観的評価者として活用し，
パネルが評価したコミュニティ分布を公平に集約して，ロジックツリーを作成する。
○専門家活用水準設定における留意事項
1）専門家活用水準1及び専門家活用水準2におけるTIの役割を,地震動ハザード評価
者自らが担ってもよい。

2）専門家活用水準3においてロジックツリー適切に作成するのに困難が生じないよう
TFI及び専門家の選定においては以下の点に留意する。
2-1)利益相反により中立性を損なわない。

2.2）多忙で時間がとれない。

1“ロジックツリーの作成

6.5.1-般事項ロジックツリーの作成では，次の項目について，手順に従い実施する。

①ロジックツリーで考慮すべき不確実さ要因の選定（6.5.2に記述）

②専門家活用水準の設定（“､3に記述）

③専門家活用水準ごとのロジックツリー作成手順（6.5.4に記述）

④TI,TFI,専門家の選定基準(6.5.5に記述）

⑤TI,TH,|専門家の責任の範囲(6.5.6に記述）

ロジックツリーの作成では，まず，6.3及び6.4において選定した認織論的不確実

さ要因から地震動ハザードの不確実さに大きな影響を及ぼす要因を選定する｡次いでj

選定した要因を対象として,技術的な難易度を判断し,作業手順の異なる3段階の専

門家活用水準のいずれかを設定する。そして,TI(.IbcImicainltcgrator:ロジックツ

リーの技術的な纏め役）又はTFF1(TEchnicalFacilitator/Integrator;ロジックツリーの

技術的な纏め役であり，専門家の意見統合の世話役）を選定し,設定した専門家活用

水準における作成手順に従い，ロジックツリーを作成する。

ロジックツリー作成に当っては,現状での不確実さを十分考慮して,分岐を限定し

すぎないように注意する｡データが十分でないと分岐が少なく，十分であると分岐が

多くなるというような傾向が生じないように注意する｡ロジックツリー作成における

TT,TFI,専門家の責任の範囲も明記し，科学的合理性のある判断に影響を及ぼさな

いように注意する。

以下に，これらの具体的な手順を示す。

6.5.2ロジツクツリーで考慮すべき不確実さ要因の選定

地震動ハザード評価者は，特定震源モデルの設定について6.3.4.5,領域霞源モデルの設

定について“､5.4,地震動伝播モデルの設定について6.4.6において,それぞれ選定した認

議論的不確実さ要因を対象として，ロジックツリーを作成しなければならない。

対象とする認織論的不確実さ要因は，震源モデル及び地震動伝播モデルを設定する過程

において，判断が分かれる項目，評価方法が複数存在する項目等とし，感度解析を適宜実

施して，地震動ハザードに大きな影響を及ぼす項目をロジックツリーで考慮すべき認識縮

的不確実さ要因として選定する。
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b)専門家活用水準2での作成手順専門家活用水準2のロジックツリー作成手順を次に
示す。【附属書AW(参考）参照】

1)TIの選出地溌動ハザード評価者は，ロジックツリーで考慮すべき不確実さ要因の
技術的内容に応じて，専門家の意見を抽出・統合し，ロジックツリーを纏める役割
を担うTIを選出する。

2）ロジックツリーで対象とする項目の選定専門家活用水準1と同じ取扱いを行う。
3）モデル提案者や関連する専門家の選定と情報の収集TIは'対象項目に関する分野
の専門家を6.5.5に従って選定し，専門家の意見を抽出することによって関連情報
を収集する。専門家の意見を抽出する方法は，アンケート，インタビュー，専門家
間の意見交換又はこれらを併用する方法とする。

4）関連情報の紋込み
TIは,3)で収集した情報に基づき，モデルの改善や絞込みを行う。

5）ロジックツリーの作成
TIは,4)で絞込んだ結果に基づき，モデル提案者や関連する専門家からの意見を反
映して，対象項目ごとに不確実さを分岐とその重みで表した暫定ロジックツリーを
作成する。そして，その暫定ロジックツリーに関して専門家によるレビューを受け
ロジックツリーを完成する。また，対象項目の難易度が高く，分岐の重み付けが困
難な場合には,重みを等しくしてもよい。

6.5.4専門家活用水準ごとのロジツクツリー作成手順

a)専門家活用水準1での作成手順専門家活用水準1のロジックツリー作成手順を次に

示現【附属書AW(参考）参照】

ユ）ロジックツリーの技術的な纏め役(TI)の選出地震動ハザード評価者は，ロジック

ツリーで考慮すべき技術的内容に応じて，ロジックツリーを纏める役割を担うTI

を6.5.5に示す基準に従い選定する。

2）ロジックツリーで対象とする項目の選定nは，震源モデル及び地震動伝播モデル

設定における認識論的不確実さ要因のうち，ロジックツリーで対象とする項目を最

終的に選定する｡対象項目の選定に当たっては，我が国における過去の地震の収録

期間（約千年）や活断層データの有する数十万年の時間情報に対応する超過頻度10

-3'､M10-5程度(回/年)のハザードレベルに着目し,感度解析を適宜実施して地賎励
ハザードに大きく影響する重要な項目を選択する。

3）ロジツクツリーの作成TIは，図6.14に示すように，対象項目ごとに不確実さを分

岐とその重みで表し，それらを組み合わせてロジックツリーを作成する。
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c)専門家活用水準3での作成手順専門家活用水準3のロジックツリー作成手順を次に
示す。【附属醤'.AW(参考）参照】

1）ロジックツリーの総合な纏め役(TFI)の選出地震動ハザード評価者は，ロジッ
クツリーで考慮すべき不確実さ要因の技術的内容に応じて，専門家間の相互交流や
意見統合を手助けし，ロジックツリーを纏める役割を担うTFIを6.S.5に示す基準
に従い選定する。

2）ロジックツリーで対象とする項目の選定専門家活用水準1と同じ取扱いを行う。
3）専門家の選定とパネルの霜成TFIは，対象とする項目に関して客観的評価を行う
専門家を選定し，それら専門家からなるパネルを編成する。課題が極めて複雑で難
易度が高い場合は複数の専門家パネルを編成してもよい。
4）対象項目に関する専門家の意見の抽出TFIは，専門家パネルでの意見の抽出に当
たって，専門家が評価に必要な情報やデータを共有し共通認識を持った上で，専門
家意見を抽出するよう配慮する。また，専門家の相互交流を促進し幅広く意見を抽
出することが望ましい。【附属書mF(参考）参照】
5）対象項目に関する専門家の意見の統合TFIは,4)で抽出した対象項目に関する専門
家の意見が十分かつ正確に収集されていることを確認するとともに，専門家パネル
の多様な情報を意思決定に活用できる形式に統合する。

c2(y2)

L－－B3(83)

●●●■

αjβjγ火は各分嘩目の重みであり、
2α戸1･0,2β戸1.0,Eγ庁ﾕ.oとする。 Z22Qjβﾉγ戸1.0

図6.14-ロジツクツリーの対象項目の組み合わせと各パスの重み付けの例（模式図）
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5)討論に参加して真繁に評価や解釈を披鱈し,プロジェクトに参加する他の専門家と
の情報交換において，技術的な立場を公に餓明かつ擁謹する能力を有する
6)商いコミュニケーション能力，対人能力，融通性，中立性を有し，解釈や技術的な
立場について明確かつ簡潔に説明する能力を有する

7）上記1)～6)のような個人的な能力に加え,組織としての見解の範囲を超えて’科学
的な意見の多様性を確保することができるような専門家が選ばれることが望まし
い。

6.5.6ロジツクツリー作成におけるTI,TFI,専門家の糞任の範囲
ロジックツリー作成におけるTI,TFI,専門家は，提案した技術的内容については責任
を負うが，その結果作成された地震動ハザード評価結果及びその結果に基づく原子力発電
所の安全性，並びにリスク評価結果の活用に関する責任は負わせないものとする。

6）ロジックツリーの作成TFIは，専門家パネルより提示された不確実さの各分岐と

その重みについて，その時点における科学者集団の傭報や見解が網羅され正確に反映さ

れているかを確認し，それらを集約して暫定ロジックツリーを作成する。そして，その

暫定ロジックツリーに関して専門家によるレビューを受けロジックツリーを完成する。
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6.5.5TI,TFI,専門家の選定基準

a)TIの選定基準TIの選定においては,TIが不確実さ評価の過程について，技術課閣

に関する専門的技術･知識を有し,それらを踏まえて以下の役割を担うことに留意する。

1）技術課題の抽出及び選定

2)専門家の選定

3)技術課題に関する情報の収集と＝ミュニテイ分布の作成

4)専門家による検証への対応

5)文書作成

b)T虹の選定基準'IF1の選定においては,TFIが不確実さ評価の過程について，以下の

知識・見醗が必要であることに留意する。

1）対象とする技術課題に関する専門的知識

2）確率論的地震動ハザード解析に関する知識

3）意見の抽出方法に関する専門知識

4)専門分野の科学＝ミュニテイを把握し，広範な技術的解釈を行うための見職

また,TFIは,上記の知識及び見識を踏まえて,以下の役割を担うことに留意する。

5)技術課題の抽出及び選定

の専門家の選定

7)技術課題に関する討論と焦点の絞込み

8)確率論的アプローチに関する専門家の訓練

9)専門家パネルの討議の促進及び個別意見の抽出

10)専門家意見の集約及び不一致点の解消

11)文書作成

以上の観点から;TFIは個人ではなく一つのチームとして編成されることが望まし

い。
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9専門家の選定基準専門家は，次に示す資質を有していることが望ましい。

1)専門家としての学織，経験，発表論文などより評価される高い専門性を有する

2)特定のモデル,仮説,理論の提案者としてではなく，すべての仮説や理論を客観的

に検討する専門家として,データに基づいてそれらの相対的な信頼性を評価できる

3)技術課題を評価する時間の確保とそれを実行する気概を有する

4)対象地域に関する震源特性，又は地震動特性に関する具体的な知識を有する
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る‘次の3通りの方法が挙げられるので,評価者は評価の目的に応じて，いずれかの方
法を選択する。

①評価時点後t年間の平均発生頻度に基づく超過頻度から等価な年超過頻度を求め
る方法(更新過程に基づく方法）

②評価時点の地震発生頻度に基づく年超過頻度を用いる方法(更新過程に基づく方
法）

③ポアソン過程による平均的な地震発生頻度に基づく年超過頻度を用いる方法

【附属書AX(参考）参照】

炉心損傷頻度を求める場合は年超過頻度を,フラジリテイ用地震動を求める場合は年
超過確率を用いる。（附属誓AX(参考）参照】

6.6地震動ハザードの評価

“.，一般事項地震勘ハザード評価では，次の項目について，手順に従い実施する｡

①地震動ハザードの概略評価及び内訳表示とスクリーニング（“'2に記述）

②炉心損傷頻度評価のための地震動ハザード評価（“･3に記述）

③フラジリテイ評価用地鯉動作成のための地鰻動ハザード評価（“･4に記述）

④M9級巨大地震の余震の地藤勤ハザード評価(6.6.5に記述）

地蔑動ハザード評価は，炉心損傷頻度評価とフラジリテイ評価用地鰹動作成のために必

要な地震鋤ハザード曲線を求める役割を有する。

炉心損傷頻度評価のための地震勤ハザード評価では,‘･5で作成したロジックツリーを用

いて不確実さ評価を行うものとするが，次の手順を踏まえる。地震動ハザード評価の手順

としては，まず，概略のハザード評価を行い，これらの内訳から全震源のハザードに寄与

する嬢源としない震源に大別し，スクリーニングを行う。そして，寄与するハザードを対

象として，震源モデル及び地震動伝播モデルの設定を詳細化する。

フラジリティ評価用地震動作成のための地震動ハザード評価では，不確実さ評価結果を

用いて，フラジリテイ評価用地震動作成のための目標応答スペクトルを作成する。

次に，これらの具体的な設定手順を示す。

6.6.2地歴動ハザードの概略評価及び内訳表示とスクリーニング

地震動ハザード評価に当っては，震源モデルの股定に多くの時間をかけることを避け，

効率よくハザード評価を行うことに留意する。そのための手順として，まず，概略のハザ

ード評価を行い，ハザードを特定震源及び領域震源に大別した上で，更に，特定震源及び

領域震源のそれぞれに含まれる震源の内訳を明示する。次いで，これらの内訳から全鯉源

のﾊザー ドに寄与する震源としない震源に木別し，スクリーニングを行う。そして,ハザ
ードに寄与する震源を対象として,震源モデル及び地麓励伝播モデルの設定を詳細化する。

また，理学的観点から震源モデルの設定を検討している段階において，工学的観点から

地震動ハザードの概略を明示し，ハザードに寄与する震源について，理学の知見を菰極的

に活用する。

6.“炉心損傷頻度評価のための地震動ハザード評価

a)一般事項炉心損傷頻度評価では，炉心損傷頻度を炉・年当たりの発生頻度（回ﾉ炉・

年）として求めるため，まず，評価対象期間の設定に係わる手法を選択する。次いで’

地震動の大きさを求めるために,地麓動伝播モデルを選択する。さらに，評価対象期間

と地震動伝播モデルの組み合わせの選択を行う。そして，各組み合わせを対象として，

ロジックツリーを用いて地涯励ハザードの不確実さ評価手順に従い,不確実さ評価を行

う。

b)地農動ハザード評価における評価対象期間の設定地震動ハザード評価では，地震動

の強さとその年当たりの超過頻度との関係を地震動ハザード曲線として求める｡年当た

りの超過頻度の求め方には‘図6．15に示す地震発生頻度の算定期間のとり方に対応す
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図6.15-年当たりの超過頻度を求めるための地霊発生頻度の算定期間の取り方（模式
図）（35）

’

c)地震動伝播モデルの選択地震動ハザード評価では，地震動の強さを次の地震動伝播

モデルを用いて求める。評価者は，評価の目的に応じて，いずれかの方法又はそれら

の組み合わせを選択する。

①最大加速度距離減衰式

②応答スペクトル距離減衰式

③断層モデルを用いる方法

d)評価対象期間と地涯勤伝播モデルの組み合わせの選択地震動ハザード評価では，上
述b)の対象期間の設定手法で選択した手法とc)の地震動伝播モデルで選択した手法を
組み合わせる。

9地震動ハザードの不確実さ評価手順地震動ハザードの不確実さ評価では,6.5で作成
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｜’ “･4フラジリティ評価用地震動作成のための地震動ハザード評価

a)一般事項フラジリテイ評価用地震動作成のための地震動ハザード評価では，次の手
法について，手順に従い実施する。

①一様ハザードスペクトル(UHS)を用いる手法

②地震動ハザードの再分解によるマグニチュード●距離を用いる手法

③断層モデルを用いる方法

フラジリテイ評価用地鰻動は'フラジリティ評価において応答解析に基づく手法を適

用する場合に用いる。また’地震動は’フラジリテイ評価における必要性に応じて水平
地震動及び上下地震動を作成する。フラジリテイ評価用地震動の評価手法として,①一

様ハザードスペクトル(UHS)を用いる手法,②地震動ハザードの再分解によるマグニ
チュード．距離を用いる手法，③断層モデルを用いる手法を用いることができる。上記

①及び②の手法に用いる一様ハザードスペクトル及び地震動ハザードの再分解による
マグニチュード．距離は'地震動ﾊザー ド評価結果を用いて作成評価する。

b)一様ハザードスペクトルの評価手順

1）関連摘報の収集。選択一様ハザードスペクトルの評価においては，評価条件とし
て応答スペクトルを算定するための減衰定数，評価する周期及び超過確率の設定が

必要となる。それらの情報は，箇条7に示すフラジリテイ評価の対象とする建物．

構築物及び機器の評価条件から設定する。

2）評価手法一様ハザードスペクトルは’図6.16に示すように，応答スペクトル距離
減衰式によって求めた周期ごとの地震動ハザード曲線を用いて，任意の年超過確率

に対する応答スペクトル値を連ねてプロットし求める。

3）評価手順一様ハザードスペクトルは，次の手順に従い評価する。【附属書AZ(参
考）参照】

3.1）評価対象とする地震動ハザードの信頼度(平均値又はフラクタイル1画を設定す
る。

3.2)対象とする減衰定数を設定する。

3．3）対象とする周期の範囲と評価点を設定する。

3.4）フラジリテイ評価に必要な地震動強さに対応する超過確率を設定する。
3.5）加速度応答スペクトル距離減衰式を用いて評価対象周期ごとの地震動ハザード
曲線を求める。設定した超過確率に対応する評価対象周期ごとの応答スペクト

ル値をプロットして，一様ハザードスペクトルを求める。

3.6)3.2)-､a.5)を繰り返し,対象信頼度ごとに一様ハザード加速度スペクトルを求める。
3ﾕ)で設定した信頼度によらず応答スペクトルの形状がほぼ類似の場合は,50％
信頼度の応答スペクトルで代表させてもよい。

したロジックツリーを用いて，不確実さ評価手順に従い，不確実さ評価を実施する。

以下に，不確実さ評価手順を示す。

1）感度解析による不確実さ要因の絞込みと地涯動ハザードの概略の把握地震動ハザ

ード評価では，まず，次の項目の各モデルにおける認識論的不確実さ要因の選定結

果から，ハザードの不確実さに有意な影響を及ぼすことが想定される要因を選定す

る。

①6.3.4特定震源モデルのパラメータ設定

②6.3.5領域震源モデルのパラメータ設定

③6.3.5.2b)M9級巨大地震による余震を対象とした領域震源モデルのパラメータ

設定

④6.3."b)M9級巨大地震による誘発地震を対象とした領域震源モデルのパラメ

ータ設定

⑤“地震動伝播モデル設定

次いで，選定された要因を対象として感度解析を行う。そして，感度解析結果か

ら地震動ハザードの不確実さに対して影響が大きな要因を抽出するとともに，地震

活動域ごとの寄与などの地震動ハザードの概要を把握する。

2）ロジックツリーの作成1)で絞り込んだ重要要因を対象として，それらの要因それ

ぞれの技術的な難易度を分析するとともに，分析結果に基づき6．5のロジックツリ

ー作成レベルを判断し，各作成レベルの手順に従い，各評価項目の分岐及び重みを

考慮して，ロジックツリーを作成する。

3）地震動ハザード曲線の評価手法の選択と定量評価地震動ハザード曲線群の算定方

法には，次の2つの手法がある。作成したロジックツリーの分岐の性質（離散量，

連続量）や分岐の総数を考慮して適切な手法を選択する。

①ロジックツリーの全分岐について地震動ハザード曲線を求める手法

②モンテカルロシミュレーションによって地震動ハザード曲線を求める手法

選択した手法を用いて，ロジックツリーの分岐ごとに地震動ハザードを評価し，

ハザード曲線群を求める。【附属書AY(参考）参照】

4）不確実さの定量評価3)で評価した地震動ハザード曲線群を基に，フラクタイルハ

ザード曲線群を評価し，地震動ハザード評価における不確実さの分布形状を求める。

中央ハザード曲線又は平均ハザード曲線については，得られた分布形状を考慮し

て，地震動ハザード曲線群の代表値としての妥当性を検討する。妥当でないと判断

された場合には，複数のアグリゲートハザード曲線をもって地震動ハザード曲線の

代表値としてもよい。附属響AY(参考),附属害AZ､(参考）に評価例を示す。
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図6.17-地雲動ハザードの再分解によるマグニチュード・距蕊の評価方法（概念図）
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3）地霞動ハザードの再分解によるマグニチュード・踵離を用いた目標スペクトルの評
価手順地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離を用いた目標スペク
トルは次の手順で評価する。

3.1）評価対象とする地溌動ハザードの信頼度(平均値,又はフラクタイル値)を設定す
る。

3．2）フラジリテイ評価に必要な地震動強さに対応する地震動ハザードの再分解によ
る適合マグニチュード・適合距離(溌央距離又は震源距離)を震源ごとに求める。

3.3）3．2)で得られたマグニチュードと距離を基に，全地震による適合マグニチュード
と適合距離を求める。

3.4）対象とする減衰定数を設定する。

3.5）対象とする周期の範囲を設定する。

3．03．2)又は3.3〕で評価したマグニチュードと距離を用いて，応答スペクトル距臘鰄
衰式によって評価対象周期ごとの応答スペクトル値を算定して，目標スペクト

ルを求める。

3．7）3.2)～3.6)を繰り返し，対象信頼度ごとの目標スペクトルを求める。3.1）で設定
した信頼度ごとの目標スペクトルの形状がほぼ類似の場合は，50％信頼度の目
標スペクトルで代表させてもよい。【附属書BA(参考）参照】

TATBTCTDTE周期T(s)

図“6－－様ハザードスペクトルの作成手順（概念図）
（加速度応答スペクトルの例） ,|

’
■
ｂ
ｌ q地屡動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離の評価及び目標スペクトルの評

価手順

1）関連傭報の収集・選択地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離の評
価においては，評価する地震動強さを設定する。また，評価したマグニチュードと

距離を用いて，地震動作成のための周期特性(目標スペクトル)を作成するために，

減衰定数と周期を設定する。それらの情報は箇条7に示すフラジリテイ評価の対象

とする建物・構築物及び機器の評価条件から設定する。

2）地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離の評価手法地震動ハザード
曲線の評価では，対象サイト周辺で発生する可能性のあるすべての地震を考慮する。

地震動ハザード曲線上のある年超過確率の点に最も寄与するマグニチュードと震

源又は震央距離を，年超過確率に対する寄与率（同時確率密度関鋤として再分解

することにより評価する図6．17参照)。このマグニチュード・距離を用いて，応答
スペクトル距離減衰式から目標スペクトルを求める。
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6.7フラジリテイ評価用地震動の作成
6.7.1一般事項

フラジリティ評価用地震動の作成では，次の項目ついて，手順に従い実施する。
①地震動強さの設定(6.7.2に記述）
②地震動作成手法の選択（6.7.3に記述）
③目標スペクトルの設定（6.7.4に記述）
④時刻歴波形の作成（6.7.5に記述）
⑤免震型原子力発電施設を対象とする場合の留意事項（6．7．6に記述）
フラジリティ評価用地震動の作成では，まず，フラジリテイ評価に必要な地震動強さを

設定し，選択した地震動作成手法に従って，設定した地霞勤強さごとに目標スペクトルを
設定する。次いで，フラジリテイ評価における現実的応答を応答解祈に基づき評価する場
合には，地震動の時刻歴波形が必要となるので，設定した目標スペクトルに適合した時刻
歴波形を作成する。

免震型原子力発電施設を対象とする場合には，地震動におけるやや長周期領域の影響に
留意する。

免震型原子力発電施設を対象とする場合の地震動ハザード評価では，対象免艘構造物の
支配的な周期がやや長周期になることを考慮し,．やや長周期裕城に影響を及ぼす要因とし
て，サイト近傍の震源断層による長周期パルス，遠距離の大地窪による表面波及び深部地
下構造による伝播経路特性に留意する。

6.6.5”級巨大地霞の余霞の地震動ハザード評価

の一般事項M9級巨大地震の余震に対するの地震動ハザード評価は,東北地方太平洋沖

・地溌における余震の発生状況に基づき提案された評価手順を用いてもよい。また，大

規模余震の取扱いに関する留意事項を参考にするとよい。【附属書AC(参考）参照】

b)余震のハザード評価手順M9級巨大地震の発生確率はBPT分布などを用いて評価さ

れ，本震による地震動の超過確率分布が評価される。

既往のデータに基づき,M9級巨大地震の余震のマグニチュード頻度分布を設定す

る。これにより検討対象とする範囲(たとえばマグニチュード5.0以上)の余溌数N

個が設定される。余震が発生する領域（本震の震源域若しくはそれより少し大きい領

域）を設定し，その領域内では余震は一様に分布すると仮定する。

マグニチュード頻度分布と余震発生領域を用いて余震が1個発生した場合の地震動

の超過確率分布を評価し,それを用いてN個の余震が発生した場合の地震動の超過確

率分布を評価することで，余震によるハザード曲線（地震動強さと超過確率の関係）

を求める｡また,本震と余震をあわせた地震動の超過確率分布を求めることも出来る。

余震数の時間変化の性質を考慮することにより，本震発生後の任意の期間における

検討対象とする範囲（たとえばマグニチュード5,0以上）の余震数を設定することが

出来る。これとマグニチュード頻度分布，余震発生領域を組み合わせることにより余

震のサンプル群を発生させることが可能になり，必要に応じて，余震による時刻歴群

のサンプル群を作成することができる。

c)M9級巨大地霞の余漫の地震動ハザードの取扱いの留意事項

1）地震PRA実施基準(2007年版)の地震動ハザード評価では，余震の取扱いにおいて，

M8級以下の地震による余震の地震動はさほど大きくなく，地震動ハザードヘの影騨

が小さいとして除外した。

2)M9級巨大地震による余震について地震動ハザードヘの影響を考慮する。東北地方太

平洋沖地霞の最大余震のM7.7であり，余震による地震動は基準地渡動Ssを上回っ

たものも観測された。

3）巨大地震による余震を考慮して地震動ハザードを評価した結果,本震による地溌動ハ

ザードより影響が大きくなければ，リスク評価に考慮するかどうかを判断すれば良

い。
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篭 6.7.2地震動強さの設定

a)一般事項フラジリテイ評価用地震動は，建物・構築物又は機器が影響を受ける地震
動の成分や損傷モードに対応して水平地震動及び上下地震動を作成する｡水平地震勅と
上下地震動は,基本的に同じ手順で作成することができるが,それぞれの地震動強さは

b)及びc)に従い設定する。

b)水平地涯動建物・構築物及び機器のフラジリテイ曲線は，複数の加速度レベルにつ

いて離散的に損傷確率を評価し,それらを補間して算定する。フラジリテイ評価用の水
平地震動強さとして,損傷確率を算定する最大加速度の離散点と，その上限値を設定す
る｡最大加速度の離散点は,フラジリテイ曲線の算定条件又は地震動ハザード曲線の超
過確率に対応した加速度レベルとして設定する。また,最大加速度の上限値は,地震動

ラ

ノ､ザード評価における地震動のばらつきの大きさを考慮し’地震動の物理的な限界から

設定する。

c)上下地震動上下地震動の地震動強さは，上下地震動に対する地震動ハザードにおい

て，水平地震動の超過確率に対応したものとして与える。（図6.18参照）
なお,上下地震動に対する地震動ハザードを用いずに,対象サイトに支配的な地倭に
対する水平地震動強さと上下地震動強さの比を,6.7.2b)で設定した水平地嬢動強さに乗
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6,7.4目標スペクトルの設定

劇）一般事項フラジリティ評価において，建物・構築物又は機器の現実的応答を，応答
係

数を用いて評価する場合には，地震動の時刻歴波形が必要とされないので,b)からd)
に示すいずれかの方法を用いて，地震動の目標スペクトルのみを設定すればよい。
ここで，6.5によって得られる異なる信頼度に対するスペクトル形状のばらつきに関
しては，フラジリテイ評価用地震動の認識的不確実さとして考慮する。ただし，7.6に
示すフラジリテイ評価対象物の現実的応答評価に支配的な周期範囲において,信頼度ご、
とのスペクトル形状がほぼ相似であるとみなせる場合,又は,異なる信頼度に対するス
ペクトル形状のばらつきが6.7.5に示す模擬地震波の適合度に係る誤差に含まれる場合
には，フラジリテイ評価用地震動の認識的不確実さは考慮しなくてもよい【附属書BB
（参考）参照】。

b)一様ハザードスペクトルを用いる場合水平地震動，上下地震動ともに,6.7.2で設定し
た地震動強さごとに,6.6.4b)に示した方法で一様ハザードスペクトルを作成し，それを
目標スペクトルとする。

なお,上下地震動の目標スペクトルは，対象サイトに支配的な地震に対する水平地震
動の応答スペクトルと上下地震動の応答スペクトルの比を,水平地震動の目標スペクト
ルに乗じることによって評価してもよい。【附属鍵BB(参考）参照】
c)地霞動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離を用いる場合水平地震動，上下
地震動ともに,6"‘2で設定した地震動強さごとに,6.6.4c)に示した方法で地震動ハザー
ドの再分解によるマグニチュード･距離に対応する応答スペクトルを作成し,それを目
標スペクトルとする。

なお,上下地震動の目標スペクトルは,対象サイトに支配的な地震に対する水平地震
動の応答スペクトルと上下地震動の応答スペクトルの比を,水平地震動の目標スペクl、
ルに乗じることによって評価してもよい。【附属獲BB(参考）参照】
d)断層モデルを用いる方法の場合水平地震動，上下地震動ともに,6.7.5d)で評価され
た地震動の時刻歴波形の応答スペクトルを評価し，それを目標スペクトルとする。
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地震動強さ

上下動の地震ハザード

地震動強さ

水平動の地震ﾉザード
I

図6.18-上下地震勵の地愛動強さ（模式図）

ずることによって上下地霞動の地震動強さを評価してもよい。
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6.7.3地震動作成手法の選択

地震動の作成手法として，次に示す①～③の手法のうち，いずれかを選択する。選択に

当たっては，フラジリテイ評価の目的，要求精度，及び評価サイト周辺の震源の分布又は

地震発生状況を考慮して選択する。

①一様ハザードスペクトルによる地震動作成手法

②地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離による地震動作成手法

③断層モデルを用いる方法による地震動作成手法
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6.7.5時刻歴波形の作成

a)-般事項フラジリテイ評価において，建物・構築物又は機器の現実的応答を，応答

解析に基づく方法で評価する場合には,6.7.4に従い作成した目標スペクトルに対応し

た地震動の時刻歴波形を,b)からd)いずれかの方法を用いて作成する。

b)一様ハザードスペクトルを用いる場合C.7.4b)に従い作成した目標スペクトルを地
震動の周期特性とし，位相特性及び経時特性を設定して，正弦波合成法を用いて地震

動を作成する（図6.19参照)。功から4)に地震動の作成手順を示す6

1）周期特性の設定方法6.7.4b)で示した方法に従い設定する。

2）位相特性の設定方法

2.1）位相特性は，一様乱数,観測記録における位相又は群遅延時間による位相のいず
れかを用いる。

2.2）フラジリテイ評価における現実的な応答に対して非線形性が強い場合には，位相
特性が建物･構築物などの応答に与える影響を無視できない場合があることから，

異なる位相特性を有する時刻歴波形を複数作成して用いる。ただし，フラジリ

テイ評価において対象とする建物･構築物若しくは機器の現実的な応答が線形範

囲に収まると考えられる場合,又は位相特性の違いが応答に与える影響を別途考

慮する場合には,平均的な応答を与える位相特性を有する単独の時刻歴波形を用

いてもよい。【附属書BC(参考）参照】

3）経時特性の設定方法時刻歴波形の経時特性は，対象サイトの地震動ハザードに支
配的であると考えられる震源によって得られる地震動と整合するように設定する。

【附属書BC(参考）参照】

なお，対象サイトの地震動ハザードに支配的な震源は,6.6.4c)に示した方法でマ

グニチュードと距離を評価してもよい。ただし，位相特性として，観測記録におけ

る位相又は群遅延時間による位相を用いた場合には，経時特性を設定する必要はな

い。I附属書BC(参考）参照】

4）周期特性への適合方法正弦波合成法を用いて作成する｡【附属書BC(参考)参照】
c)地涯動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離を用いる場合作成した目標ス
ペクI､ルを地腰動の周期特性とし,位相特性及び経時特性を設定して,正弦波合成法を

用いて地震動を次の1)～4)の手順に従って作成する（図6.19参照)｡【附属誉BC(参考）

参照】

1)周期特性の設定方法6.7.49で示した方法に従い設定する。

2)位相特性の設定方法6.7.5b)2)と同様の取扱いとする。

3)経時特性の設定方法6.7.5b)3)と同様の取扱いとする。

4)周期特性への適合方法6.7.5b)4)と同様の取扱いとする。

一様ハザードスペクトル又
一は想定地霞によるマグニチ
ュード・距離に対応するス
ペクトル|→’周期特性の設定

|I ！ 対象サイ1､に支配的な
地溌規模及び距離’

位相特性の設定

霞蕊11-認蕊I･実観測記録
･群遅延時間

！

一様乱数

↓

躍露 雲翰ﾄー時特性
時間，１

１

１
’

｜

｜

’

-｜適合度判定条件~一
凸
Ｈ
１
Ⅱ
１
０
日

1

1

時刻歴波形

図6.19-一様ハザードスペクトル又は地登動ハザードの再分解による

マグニチュード・距離を用いる場合の地震動の時刻歴波形の作成フロー
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6.7.6免震型構造物，排気筒等を対象とする塙合の留意事項

a)一段事項免震型構造物や排気筒を対象としたフラジリティ評価の場合には,耐震型
構造物を対象とした場合と同様に地震勤ハザード評価を行えばよい。しかしながら，こ

れらの溝造物の支配的な周期がやや長周期になることを考慮して,やや長周期帯域に影

響を及ぼす要因として,サイト近傍の震源断層による長周期パルス,遠距離の大地陵に
よる表面波及び深部地下構造による伝播経路特性に留意する｡そして,不確実性の設定，

ロジックツリーの構築，感度解析におけるスクリーニングを実施する。

これらの捗造物は,高減衰磯構や制振装極を取り付けるなど,長周期地震動に対する

応答を小さくするよう殻計されている場合が多く，フラジリティそのものが小さい可能

性が高い｡そこで,やや長周期地震勅を対象としたハザード評価に対して行う震源のス

クリーニぞグは,対象とする構造物のフラジリテイ評価結果も考慮し,最終的な影響度

を勘案した上で行うことが望ましい。

b)構造物・機器の種類ごとの取扱いの留意事項

1）免震型構造物原子力発電所施設内の免震型構造物は，応答変位を抑えるために，
一般的な免震型構造物と比べると，比較的免震周期が短く設計され5秒以下になっ

ている場合が多い。また，上下免震については実施例がほとんどないものの，仮に

設計されたとしても免霞周期は1秒程度である。

Z)擬器免震機器免震としては，水平動免震，上下動免震，水平･上下動両用免震が想
定される。水平動免震は，上記1)と同様の扱いとする。しかしながら，上下動免震
は設定周期が約1秒前後と周期設定の範囲が限られている。その理由は,約1秒以下

では加速度低減効果が少なく，約1秒以上では自重支持が維持できないためである。

このように上下動免麓においては,入力動の周期特性の免震効果への影騨が特に大

きい。そこで，地震動ハザードからの上下動作成に留意する。

3)排気筒排気筒もやや長周期地溌励の影響を受けやすい構造物であるが,制振ダンパ
ー等を設置し，応答を低減させている場合も多い。

4）スロッシングスロッシングは長周期地震動により発生し易いが,スロッシングが発
生した場合の構造物や施設に与える影響度を考慮することが重要である。また,長周

期のスロッシングが発生しないよう間仕切りを設ける等が行われている場合がある。

c)一様ハザードスペクトルの設定一様ハザードスペクトルの設定は，一般的には周期5
秒以下を対象にして評価される場合が多いが,5秒以上の長周期帯域に対しても一様ハ

ザードスペクトルを評価する場合には，地震動評価において，5秒以上の長周期まで考

慮した断層モデルによる結果等を用いるのが望ましい｡ただし,周期5秒までの一様ハ

ザードスペクトルに対して，別途，断層モデルによる結果等を参考にして，一様ハザー

ドスペクトルそのものに対して，速度一定若しくは変位一定等の仮定に基づき，5秒以

上のスペクトルを直接設定しても良い。

d)断層モデルを用いる方法の場合対象サイトの地霞動ハザードに支配的な震源を複数

設定し，断層モデルによって地震動の時刻歴波形を直接評価する。求めた地震動の時

刻歴波形は，6.7.2で設定した地震励強さごとに分類して用いる。本手法では，地震動

ハザード評価において，特定震源に対して断層モデンレで評価した地震動をフラジリテ

イ評価用地震動として用いることができる。

また，地震動ハザード曲線を区間に分割し，区間ごとに貢献度の大きさに応じた比

率でシナリオ地震を割り当て，生起確率と断層破壊メカニズムを考慮した地震動波形

群をフラジリテイ評価用地霞動として用いることができる。【附属番BC(参考)参照】

なお，本手法によって，水平地震動と上下地霞動をそれぞれ評価することが可能で

あるが，上下地震動の評価については，評価モデルを十分検討し，評価サイトにおけ
1

1

る観測地震動を用いて評価結果を補正するなど十分な吟味する。
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6.9断隔変位及び地殻変動のハザード評価
6.9.1一般事項断層変位及び地殻変動のハザード評価では，次の項目について，手順に
従い実施する。

①断層変位ハザードの評価（6.9.2に記述）
②地殻変動ハザードの評価（6.9‘3に記述）
断層変位のハザード評価では，まず，断層変位ハザード評価における対象活断層
の定義を明確にする。対象活断層は，主断層・副断層を考慮する。次いで，断層変

位ハザードの評価手順に従って，断層変位ハザードを評価する。
地殻変動のハザードは，断層変位ハザードのようなハザード曲線で評価する方法

は現状で提案されていないので，必要に応じ，個均の地震動・津波モデルに対して
隆起・沈降，傾斜等を評価する。

6.8複数プラントにおけるハザード評価の留意事項

複数のプラントにおける複数の建物・構築物を対象とする場合の地震動ハザード評価に

おいては，以下の項目を考慮する。

a)全ての対象建物・構築物に対して同一の距離減衰式を適用する場合，観測記録から対
象建物．構築物地点の地震動が同程度であることを確認する。観測記録が不十分等の

理由から確認できない場合や地点により揺れが異なる場合は，認識論的不確実さとし

て考臓する。

b)観測記録により対象建物・構築物地点の地震動に明確な違いが認められる場合には，
違いが認められる地点ごとに異なる距離減衰式を適用してもよい。

c)フラジリテイ評価で複数の対象建物・構築物を評価する場合は，観測記録から地麓に
対する揺れの相関性を確認することが望ましい。地震動強度の相関は，震源特性，伝

播特性，サイト特性のそれぞれにおける不確実性の分離，地点間の距離による相関の
定逓化など適切に評価する。
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6.9.2断層変位ハザードの評価

a)評価手法の基本的考え方ここで評価する断層変位とは，断層による変位，即ち食い
違いのことであり,確率論的地震動ハザード評価における加速度を2回積分して得られ
る変位ではないことに留意する｡このような定義に基づく断層変位ハザードの評価手法
としては,Youngs他(2003)(29)や高尾他(2013年)(30)の手法が提案されているので，

これらを用いてもよい。

高尾他“)の手法では，まずiYoungsら(2，)確率論的断層変位ハザード解析手法を参
照し,日本国内の逆断層および横ずれ断層のデータに基づき評価式を策定し,次いで，

同評価式を用いて，確率論的断層変位ハザードの評価例を示している。そこで，断層

変位ハザード評価手法としては，基本的に高尾他の手法を用いることとするが，海外
のデータに基づく評価手法も参照してもよい。

b)評価手順断層変位の評価手法は，次の通りとする。

1）断層変位の年超過頻度は,図6.20に示すように地表面での主断層及び副断層の2種類の
断層による断層変位の頻度の和として評価する。【附属書BD(参考）参照】

2)主断層による断層変位の年超過頻度の評価

2．1）主断層とは，地震断層のうち，震源断層と密接に関係している断層と定義する。
2．2)震源断層との位置づけは，以下とする。

2.2.1)歴史地震に対まる震源断層モデルとの対応を重視し，断層変位の連続性およ
び変位の大きさを考慮する。

2.2.2)評価地点が活断層の直上に立地している場合は,主断層による断層変位の年
超過頻度を考慮する。

2.2.3)評価地点が活断層の直上に立地していない場合は考慮しなくてよい。
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断層変位ハザード評価における留意率項

1）主断府の断層変位ハザードの評価条件の設定としては，例えば，表“に示すもの
を参照してもよい。表中の条件に基づき評価した断層変位ハザード曲線を図6,21に

参考に示す。このような評価結果を参照することが望ましい。

2）上記b)の評価手順においては,認識論的不確実さが考慮されていないので，同不確
実さの考慮の場合は地震動ハザード評価の手順を参照してもよい。

3）断層変位ハザードに対する構造物・機器フラジリテイ評価においては，断層変位ハ
ザード曲線からはスカラー量の変位を与えるだけとなる。そこで，フラジリティ評

価では,スカラー盆の変位が与えられた場合の評価手法を検討することが望ましい。

c)
州
Ｉ ③主断層が評価地点を通る場合(b)主断層が評価地点を通らない鳩合

～一一へ鹿 ～－－－麺
一、~一号

参一一eわ

滝／:量÷遺副

●；評価地点〃
〃、狸：活断層

一：活断層の活動に.にろ主断層

一一一：活断層の活動による別断層

図‘20-主断層と評価地点との位置関係の概念(30）
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ｌ 表6.1-断層変位ハザードの評価条件(”

case他）

評価地点から活断層までの臣離

再来期間

発生する地疲の規模

震源断層域の長さ(活断層の長さ）

2.3)主断層による断層変位の年超過頻度は，次の頻度又は確率の積として評価する。
①活断層が活動する1年あたりの頻度

②活断層が活動した時に，主断層の断層変位が地表で発生する確率

③主断層による断層変位が地表で発生した場合に，その断層変位が評価地点で発生

する確率

④主断層による断層変位が評価地点で発生した場合に，その断層変位がある値を超

過する確率

3)副断層による断層変位の年超過頻度の評価

3.1）副断層とは，地震断層のうち，震源断層と密接に関係しているとは言えないが，地表
に断層変位を生じさせたものと定義する。活断層から離れた場所で，副次的又は従属

的に生じる断層変位である。

3.2）副断層による断層変位の年超過頻度は，次の頻度又は確率の積として求める。
①活断層が活動する1年あたりの頻度

②活断層が活動した時に，主断層の断層変位が地表で発生する確率

③活断層が活動した時に，活断層から離れた場所で副断層の断層変位が地表で発

生する確率

④副断層の断層変位が評価地点で発生した場合に，その断層変位がある値を超過す

る確率

3.3）副断層を生じさせ得る活断層が評価地点の周辺に複数存在する場合は，評価地点に
影響を及ぼし得る活断層を選定した上で，それらの活断層からの副断層による断層

変位の年超過頻度の総和を評価する。
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6.9.3地殻変動のハザード評価

a)基本方針

’）地殻変動のハザードは,断層変位ハザードのようなハザード曲線で評価する方法は現
状で提案されていない。そこで，必要に応じ，個々 の地震動・津波モデルに対して

隆起・沈降，傾斜等を評価することが望ましい。

2)地殻変動のハザード評価は，基本として,津波ハザード評価の波源モデルを参照とし
て評価する。地霞動・津波評価における基本事項は，以下の通りである。

2.1)地殻変動を津波評価の観点から捉えることの重要性としては,海域の震源断層によ
る海底地形面の隆起・沈降に伴う海面の変形が初期水位分布となることから，両

者の整合性の観点から断層モデルの設定が望ましい。

2.2）巨大地震による地震動解価と津波評価においては,広域な震源の地殻変動や断層変
位は整合性を確保することが望ましい。そこで，その全貌を捉えるためには，地

殻変動量等が直接的に影響する津波の情報を活用することが望ましい。

b)地殻変動のハザード評価の留意事項及び課題

’）地殻変動の計算では，半無限一様媒質を仮定して矩形断層モデルの諸元から変位等
を計算するMansinhaandSmylie(1971))(3I),Okada(1985(32),199203))の式が一般に用
いられている。MansinhaandSmylie(1971)では，地盤のポアソン比を0.25(Lamm

弾性定数仏と入が等しい）とする条件下で得られているのに対し,Okada(1985,

1992)は，丸仏が任意の場合の式を示していることに留意する。

2）多層媒質に対して地殻変動を計算する方法とプログラムがWangetal.(2003)(34)によ
り示されており,2007年新潟県中越沖地霞の断層モデル設定などで用いられている。

3）波源評価及び地殻変動鐘の評価精度を向上させるため，最近では解析手法として3
次元FEM解析等が用いられていることに留意する。

4）津波ハザード曲線の横軸（計算水位）を表現する場合には,T.P.基準（地震前の海面
基準）とするのではなく，地震後に隆起／沈降したサイト側の視点で実際に来襲す

る津波水位(地殻変動盆を考慮した津波水位)で表現する方がよいことに留意する。
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図6.2,-断層変位ハザード曲線のイメージ図(30）
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b)地屡と津波ハザードとの重畳評価の手順地渡起因の津波ハザードとの重畳評価と
しては，次のような手順が提案されているので，これに従って行っても良い。【附属
fBE(;参考）参照】

1）地震動ハザードは，解放基盤における地震動の大きさとその超過頻度の関係を表
す曲線として求める（図6.22参照)。

2）津波ハザードは,海岸地形の影響を受けないある深さの地点における津波(基準津
波と呼ぶ)の水位とその超過頻度との関係を表す曲線として求める(図6.22参照)。
3）地震動ハザードと津波ハザードを評価する地震はすべて共通とし’地歴ごとに地
震動の大きさと津波高さを中央値とばらつきを含めて評価する。ただし，地震動
を評価する霞源モデルと津波を評価する波源モデルは同一である必要はなく，通

常は異なる。

4）地震動と津波のばらつきに相関がないと仮定すれば，地震ごとに特定の地震動の
大きさが生じる場合の津波高さの分布，若しくは特定の津波高さが生じる場合の

地震動の大きさの分布が得られる。それらを，頻度を考慮して全地震に対して足
し合わせれば，全体として特定の地震動の大きさが生じる場合の津波高さの分布‘
若しくは特定の津波高さが生じる場合の地震動の大きさの分布が得られる。

5）上記の結果を用いて，特定の津波高さが生じる場合にその前に地溌勤によってど
のような損傷となっているかを評価し，それらを考慮して津波による損傷が重な
ってどのように損傷するかを評価することができる。その手順を全部の津波高さ
に対して繰り返せば，全体として地震動と津波を重畳させた評価ができる。

‘6,10複合ハザード評価及び地震随伴事象PRAに用いる地震動ハザード

6.10.1一般事項複合ハザード評価及び地震随伴事象PRAで用いる地震動ハザードにつ

いては，次の項目について，手順に従い実施する。

①地震起因の津波ハザードとの重畳評価（6.10.2に記述）

②地震随伴事象PRAでフラジリテイ評価に用いる地震動ハザード(6.10.3に記述）

複合ハザードの評価では，地震起因の津波との重畳ハザード評価を対象とする。①では

周辺斜面，火災源，溢水源のフラジリティ評価に用いる地震動ハザードを規定する。
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Ｆ 6.10.2地震起因の津波ハザードとの重畳評価

a)地震と津波ハザードとの重畳評価の考え方地震と津波ハザードとの重畳評価におい

ては，地震動の影響と津波の影響を全く独立に扱うことはできないことから，両者を

併せて評価する。その際，以下の点に留意する。

1）震源特性によっては，地震動の影響はあるものの，津波の影響はない場合と，津波

の影響はあるものの，地震動の影響はない場合がある。

2）地震動の影響も津波の影響もある場合に，その地震による地震動と津波の重畳を考

慮する。

3）時間的には，最初に地震動があり，その後に津波が来襲する。このような観点から

は，最初に地鯉動による影響を評価し，その結果に基づき，津波による影響を付け

加えることが実際の現象に則している。

4）現実的な評価としては，津波の影響がある地震は限られていることから，津波が来

襲する前の地震動による影響がどの程度かを評価した上で，地震動と津波の重畳の

評価を行うという考え方も成り立つ。

5）ハザード評価としては，地震動強さと津波満さの2次元での確率分布（結合確率）

を評価する。

6）結合確率は，津波高さを条件とした地震勤強さの確率分布，若しくは地震動強さを

条件とした津波高さの確率分布で表現することができる。

7）結合確率は，同一地震に対する地震動強さと津波高さのばらつきに相関がないと仮

・定すれば，容易に求めることができる。【附属番BE(参考）参照1
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6.10.3地震随伴事象PRAに用いるフラジリティ評価用地雲動ハザード

a)地震起因の周辺斜面崩壊による建屋.構造物.機器のフラジリテイ評価用地鰹動ハザー
ド対象サイト周辺斜面は，地震動によって崩壊し，屋外構造物．機器や建屋の損傷に

影響を及ぼす。これらのフラジリティ評価は，地震動ハザードの加速度．速度レベル
毎に対応して評価されるので,“で評価した地震動ハザードを用いる｡【附属書BF(参

考）参照】

b)地震起因の火災源のフラジリティ評価用地霞動ハザード建屋内外の構造物.機器(例
えば,電気機器,変圧器内絶縁油,ｹー ブﾙ等)は,地震動下において火災源となる。

火災源の発火確率は,地震動で損傷する確率と，損傷した場合に発火するかどうかの条

件付き確率を求め,両者を掛け合わせて求める｡地震動による火災源のフラジリティは，
地震動ハザードの加速度．速度レベル毎に対応して評価されるので，6.6で評価した地

震動ハザードを用いる。【附属書BF(参考）参照】

9地歴起因の内部溢水による構造物・機器のフラジリテイ評価用地農動ハザード
地震起因の溢水源のフラジリテイは,･地震動ハザードの加速度.速度レベル毎に対応し

て評価されるので，6．6で評価した地震動ハザードを用いる。

c)津波ハザード曲線を用いた津波水位レベル毎の津波時刻歴群作成の方法津波ハザー

ドは,図6.22に示すJﾐうに横軸の津波水位と縦軸の年超過頻度との関係として求める。

津波ハザードに対する構造物･機器のフラジリテイ評価においては,横軸の津波水位の

レベル毎に‘波長，周期，位相特性などを考慮した津波時刻歴波形を求める。

1)津波水位のレベル毎に波形を設定するためには，津波ハザードの再分解を行い，各

レベルに貢献している波源を抽出し，発生域などに基づきグルーピングする。

2）そして,貢献度を考慮してグルーピングされた波源による代表計算波形を選定する。

3)代表計算波形は一般には複数であるが，1個に限定される場合もある。

4）津波ハザードではばらつきを考慮しているため，一般には，計算波形の津波水位は

抽出に用いた津波水位とは一致しない。

5）そのため,波源のすべり量等を調整し,目標水位に一致するように波源を変更する。

6)津波ハザードの評価位置は；水深がある程度大きい沖合としている。したがって，

評価位置では非線形の影響が小さいことから，波源でのすべり錐をa倍すれば，評

価位置での水位もほぼa倍になる。

7）津波水位のレベル毎に，上記のように調整した波源モデルを用いて津波計算を行う

ことにより，津波ハザードの評価位置での津波時刻歴波形群が得られるとともに，

それぞれの構造物・機器のフラジリティ評価に用いる波形も同時に得られる。
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以上が基本であるが，対象サイト周辺領域だけに計算領域を限定し，境界に入射波

を入力する筋便な手法を用いる場合には，正弦波等を入力する方法を用いてもよい。

ただし,正弦波の周期は上記のような検討に基づき設定する。また,鮪便な手法の有

効性を上記のような波源を含む計算結果と比較して検証することが望ましい。
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附属書D.

（参考）

国内の震害事例

序文

この附属書は，国内で発生した地腰による原子力発電所への影響の事例を示す。

D､1国内で発生した地震による発電所への影響の事例

国内で発生した地震による発趣所への影響として，次に挙げる地震に対し，施設に影響

した地腰規模，安全上重要な設備への影響(AM設備への影響及び波及的影響を含む),外

部電源への影響及び復旧操作へのアクセス性の観点で事例を抽出した。

一宮城県沖地震（2005年8月）による女川原子力発電所に対する影響

一能登半島地震(2007年3月）による志賀原子力発電所に対する影響

一新潟県中越沖地震(2007年7月）による柏崎刈羽原子力発電所に対する影響

一駿河湾の地震(2009年8月）による浜岡原子力発電所に対する影響

一東北地方太平洋沖地震（2011年3月）による福島第一原子力発電所，福島第二原子力

発電所，東通原子力発電所，女川原子力発電所，及び東海第二発電所に対する影響

上記の震害事例を調査した結果，一部の地震において，地震観測記録が発電所設計時に

設定された基準地震動S2若しくは耐震安全性評価で設定された基準地震動Ssを上回ること

が確認されたが，安全上重要な設備に対する地震による直接的な異常は確認されなかった。

また，波及的影響の可能性としては，点検及び仮置き中の重愈物の移動又は遮へいブロッ

ク崩れによる安全上重要な設備への接触，低耐震クラス配管の損傷による溢水，又は津波

による浸水，並びに，電気盤火災による波及的影響が確認されている。

このように，震害事例から得られる結果を今後とも分析し，耐震安全性向上の対応策に

適切に繋げていく取り組みが必要となる。

a)宮城県沖地震(2005年8月）による女川原子力発電所に対する影響地震発生時に運
転中であった1号機，2号機及び3号機は，地震に伴い自動停止。発電所敷地内で観測

した地震データを解析した結果,一部の周期で発電所設計時に設定された基準地震動S2

を上回ることが確認されたが，耐鍵安全性の評価によって健全性が確保されていること

が確認されており，安全上重要な設備に対する影響はなかった。

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について表D.1に示す。

b)能登半島地震(2007年3月）による志賀原子力発電所に対する影響敷地地盤やユ／

2号機原子炉建屋において観測された地震記録を分析した結果，観測した地震動の応答

スペクトルが基準地震動Szを長周期側の一部の周期帯において超えている部分があっ

たが，耐震安全性の評価によって健全性が確保されていることが確認されており，安全

上重要な般備に対する影響はなかった。

施設に影響した地震規模及び原子力発篭所に対する影響について表D.2に示す。

c)新潟県中越沖地震(2007年7月）による柏崎刈羽原子力発電所に対する影響地鍵発
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どの復旧措瞳によって冷温停止状態への移行及び維持が図られた°

また，全燃料が使用済燃料プールへ取り出されていた4号機をはじめとする，各号機
の使用済プール内燃料については，注水又は冷却によって使用済燃料プール水位を確

保し，燃料損傷防止が図られた・

施股に影響した地鰹規模及び原子力発電所に対する影響について表D､5に示す。

2）福島第二原子力発電所に対する影響地賎時，1～4号機は運転中であったが,地震
に伴い全号機自動停止。原子炉建屋及び原子炉建屋に設置されている安全上重要な設

備（原子炉格納容器，残留熱除去系配管など）について，地震観測記録及び基準地震

"Ssそれぞれによる応答解析を比較した結果，基準地震動Ssによる地震荷重より耐

力の方が大きく，地鰹後，各安全機能は保持されていたものと評価されている。

3号機を除く，1号機，2号機及び4号機については，地匪後の津波によって，海水

系設備が被水することでヒートシンク喪失に至ったものの，外部電源及び3号機非常
用ディーゼル発電設備，電源車による趣源確保，海水系ポンプの取り替えなどの復旧

措澄によって，冷却機能を確保することで，各号機とも冷温停止状態への移行，維持

が図られた。

施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について墨D､6に示すb

3）東通原子力発電所に対する影響地震時において1号機は定期検査のため停止中｡発
電所敷地内で観測された地賎加速度は17galであり，地膜による設備への影響はなか

った。また，地腔後に外部電源が全て喪失したが，非常用ディーゼル発電機が自動起

動し全交流電源喪失には至らなかった。

施殴に影響した地鍵規模及び原子力発電所に対する影騨について表D,7に示す。

4）女川原子力発電所に対する影響地震時に運転中又は起励中であった1号機,2号機
及び3号機は，地腰に伴い自励停止。発睡所敷地内で観測した地震データを解析した

結果，観測された地震データによる床応答スペクトルが一部の周期帯において発電所

設計用の基準地震勤Ssによる床応答スペクトルを上回っていたが,地腰観測結果に基

づく原子炉建屋及び耐震安全上重要な主要設備の地鯉時における機能を概略解価（建

屋については最大応答せん断ひずみ及び層せん断力，股備については影響構造強度評

価及び動的機能維持評価）した結果，機能維持の評価基準を下回っていることが確麗

されている。今後は詳細なシミュレーション解析によって健全性を確縄するとともに

主要設備以外の耐震安全上重要な設備を含め股傭の健全性を確認することとしてい

る。

安全上重要な設備への影轡については次のとおりである。1号機において常用系の高
圧電源盤火災によって地絡した同期検定器の出力回路ケーブルから非常用母線と予

備変圧器の連絡しゃ断器投入コイルに電圧が印加され，非常用母線電圧が瞬時低下し

たため，同母線から受電していた残留熱除去系ポンプ2台の自動停止が確鰐された。

2号機において海水ポンプ室に流入した海水が地下トレンチを通じて原子炉建屋の

一部に流入し，原子炉補機冷却水系の－系統及び高圧炉心スプレイ補機冷却水系の機

能喪失が確露された。同冷却水系の喪失によって非常用ディーゼル発電機一系統及び

生時に運転中又は起動中であった2号機，3号機，4号機及び7号機は，地震に伴い自
動停止。（1号磯，5号機及び6号概は定期検査のため停止中）発電所敷地内で観測し
た地震データを解析した結果，耐震股計上考慮すべき地震による地震動の周期帯のほぼ
全域にわたって発電所股計時に殻定された基準地鰻動Szを上回ることが確麗され,機器
によっては構造強度や機能維持に影響を与えると考えられる異常が砲罷されているも
のの，重大な損傷をもたらしたものではなく，原子炉の安全性を阻害する可能性のない
軽微な事象であった。

安全上重要な股備への影響については，点検及び仮匿き中であった重量物の移励又は遮
へいブロック崩れによる安全上重要な股備への接触事例や，地盤に伴う消火系配管の損
傷による一部AM股備の浸水事例が碗鰐されたものの，地展による直接的な異常は確認
されなかった。なお，3号擁の所内変圧器のダクトの基礎が不等沈下したことによって
火災が発生した。

施股に影謬した地震規模及び原子力発趣所に対する影響について表D3に示す。
d)駿河湾の地霞(2009年8月）による浜岡原子力発電所に対する影響地駿発生時に運
騨駕:鰯鰄も灘忘砿に伴い廻墜:12瀞欝震2競
止中。1号擬及び2号機は廃止措腫準備中｡）発趣所敷地内で観測した地震データを解
析した結果，3号機及び4号機については，発電所股計時に股定された基準地震動Sz
による床応答スペクトルを超えるものではなく，股傭の健全性が確保されていることが
確認されている。5号機については，観測された地溌データによる床応答スペクトルが
一部の周期帯において基準地涯動SIによる床応答スペクトルを上回っていたが,主要な
耐賎設計上重要な擬器及び配管の固有周期では下回っていたこと，また床応答スペクト
ルの一部が超えたことについては観測記録による地震応答解析結果侭よって全ての設
備が弾性状態にあったことから，段備の健全性が磯保されていることが確罷されている。
以上のことから，安全上重要な股備に対する影靭はなかった。
蕊に悪醍羅羅面原子力発電所に対する溌匿噛梗雪鷲示す。
の鐡鼠彊革燕"~(20,,¥3月)に轌瞬塗呼塑欝
1）福島第一原子力発電所に対する影響地匪時,運転中であった1号機12号機，3号
機は，地腔に伴い自動停止（4号機，5号機，6号機は定期検査中)。原子炉建屋及
び原子炉建屋に設置されている安全上重要な股傭（原子炉格納容器，残留熱除去系配
管など)について,地鰹観測紀録及び基準地霞動Ssそれぞれによる応答解析を比較し
た結果，基翠地藤動による地賎荷重より耐力の方が大きく，地震直後，各安全機能は
保持されていたものと評価されている。．
しかし，1～5号機については,地陵後の津波によって,非常用ディーゼル発電設備，
遮源股備などが被水，機能喪失したことで全交流電源喪失に至り，1～3号機につい
ては最終的に炉心損傷に至った。5号機及び6号機については，原子炉に燃料が装荷
き嚇熟儲彌認同様,津波による影響に聖篭櫻罐雪尋寄
ったものの，6号機の空冷式ディーゼル発電股備による電源碓保（5号機については，
6号機から電源融通実施）を行うとともに，仮股海水系ポンプによる冷却椴能確保な

｛

I

I
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表D.12005年8月に発生した宮城県沖地鍵による女川原子力発電所に対する影響 一

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の自動停止が確認された。さらに，常用系の高
圧電源盤火災の影響により，非常用ディーゼル発砺機が起励していない状態でしゃ断
器投入が発生し，非常用ディーゼル発電機界磁回路摂傷が確認されたものの，地震に
よる直接的な異常は確認されなかった。
施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影辮について表D.8に示す。
3）東海第二発電所に対する影響地震時に運転中であった東海第二発電所は,地震に伴
い自動停止。発電所敷地内で観測した地震データを解析した結果，観測された地匪デ
ータによる原子炉建屋の最大応答加速度は，設計時に用いた最大応答加速度及び新耐
震指針に基づく耐震安全性評価で設定した基準地溌動Ssの最大応答加速度以下であ
った。また，観測された地震データによる原子炉建屋の床応答スペクトルが－部の周
期帯において発電所設計時に用いた床応答スペクトルを上回っていたが，主要な周期
帯で観測地震記録が下回っていることが確認されている。安全上重要な設備への影響
については，津波対策工事が完了していなかった一部の海水ポンプ室に海水が浸水し
3台ある非常用ディーゼル発電機用海水ポンプのうち1台が停止したこと，並びに，
125V蓄電池2B室のドレンフアンネルからの逆流によって床面に3cmの深さで溢水が
確認されたものの，地震による直接的な異常は確認されなかった。
施設に影響した地震規模及び原子力発電所に対する影響について表D.9に示す。

確認項目 確認結果

l

l

l

女川原子力発電所1，2，3号機は，定格熱出力運転中の

ところ平成17年8月16日に発生した宮城沖を霞源とするマグ

ニチュード7.2（震源深さ72km,震央距離731dn,震源距離

841dn).の地震の影響によって,11"46分に1号機,2号機，

3号機は地震加速度大信号によって原子炉自動停止した｡な

お，観測された保安確認用地震動は，最大で251.2ガルであ

った。

1号機，2号機，3号機の原子炉建屋で観測された地震動

から求めた加速度応答スペクトル(周期ごとの加速度の最大

値）は,機器の設置されていない屋上を除き，全ての周期に
おいて基準地震動S2による応答スペクトルを下回っている

ことを確認した。また,岩盤上で観測された地震データから

上部地盤の影響を取り除いたデータを解析したところ,一部

周期において基準地震動S2を超えている部分があることを

確認した｡今回の地震で,一部の周期において基準地震動の

応答スペクトルを超えることとなった要因分析及び評価を

行った結果，これは,宮城県沖近海のプレート境界に発生す
る地震の地域的な特性によるものと考えられるとの結論が

得られた。

①施股に影響した地震規

模(地鰹観測記録と基準地

渡動の関係）

’
０
１
４
１
１
４
１
１
副
ｊ
ｊ
ｐ
■
ｑ
ａ
■
■
■
Ｈ
田
Ｐ
Ｒ
凶
Ｐ
ａ
Ｉ
．
‐
Ｉ
Ｆ
Ｎ
Ⅲ
１
１
ｒ
ト
ー
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ

１
１
１
１

出典

･(NUCIA)2005東北JWOO5@G8．ユ6宮城地震による女川原子力発電所全プラント停止
について”

http:"Wwwmuciajp/hucia/knﾉKnTroubleVieWbdO?roubleld=9376

．総合資源ｴﾈﾙギー調査会原子力安全.保安部会耐震.構造設計小委員会(第’回）
配付資料配付資料

llttp://wwWmeti.gojp/committee/materials/g60113bj.html

・総合寅源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会（第9回）
配付資料-配付資料

,http:"Wwwmeti.gojp/Committee/materials/g70416ai.himl
巴
■
■
喝
。
ｐ
も
＆

■
‐
，
‐
１
１
０
１
‐
Ｉ
ｌ
ｒ
‐
■
ｌ
■
世
Ⅱ
ｆ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
○
ｔ
Ｐ
凸
し
ｆ
Ｐ
ｈ
ｇ
卜

無し

今回観測された地震データを用いて，安全上重要な設備（建

屋及び磯器)の耐震安全性の評価を実施し,耐霞安全性が確

保されていることを確認した。

無し

②－1安全上重要な設備

への影響（波及影響も含

む）

鰄糎獣鮴’

’
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表D.22007年3月に発生した能登半島地涯による志黄原子力発電所に対する影響

確認項目

①施殻に影響した地震規

模(地震観測記録と基準地

震鋤の関係）

確認結果

【志賀1，2号機】

敷地地盤や1／2号機原子炉建屋において観測された地

震記録を分析した結果,観測した地震動の応答スペクトルが

基準地溌勵'S2を長周期側の一部の周期帯において超えてい

る部分があったが，この周期帯には,安全上重要な施設がな

いことを確認した。

また，1／2号機の原子炉建屋で観測された地震記録に基

づいて原子炉建屋及び同建屋内の安全上重要な機器につい

て検討した結果，各施設とも弾性範囲内に十分収まってお

り，施股の健全性が十分確保されていることを確認した。

タービン建屋内及び海水熱交換器建屋内の安全上重要な

機器及び配管,並びに排気筒について,敷地地盤で観測され

た地震記録に基づいて検討した結果,各施設とも弾性範囲内

に十分収まっており,施設の健全性が確保されていることを

確認した。

さらに,今回の地震において長周期側の一部の周期帯で基

準地震動S2を上回ったことから,長周期側で今回の地震動を

上回る地震励（検討に用いた地震動）を想定し，長周期側の

主要施設であるタービン建屋基礎版上の原子炉補機冷却水

系配管及び排気筒の耐震安全性について確認した結果,耐震

安全余裕を有していることを確認した。

以上,安全上重要な施設や長周期側の主要施設に関する一

連の耐霞安全性確認結果から,能登半島地撰を踏まえても耐

震安全性は十分確保されていることが確認できたと考えら

れる。

出典

・能登半島地震を踏まえた志賀原子力発電所の耐震安全性確認に係る報告について

h叩:"wwwrikuden.cojp/Press/attach/07041902.pdf

・能登半島地震を踏まえた志賀原子力発電所の耐震安全性確認に係る報告について（追

加報告）

http:"Wwwhrilqlden.cojp/Press/attach/07060102.pdf

・能登半島地震を踏まえた志賀原子力発篭所の耐震安全性確認に係る報告について

http:"www6xikuden.cojp/PreSs/attach/07082002.pdf

②－1安全上重要な設備

への影稗（波及影響も含’
【志賀1，2号機】無し

I

I
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確麗結果確認項目
確認結果

確認項目
一

:豈燕両癒蒲冥
の影瑠（波及影響も含む）

■1号機使用済燃料貯蔵プールからの水飛散

使用済燃料貯蔵プールの水約45リットル（放射能量約750万

ベクレル)が使用済燃料貯蔵プール周辺に飛散した。そのう

ち,蕊生シート外には約8リットル(放射能量約130万ベクレ

ル）の水が飛散した。

飛散した水については速やかに拭き取った｡外部への放射能

の影轡はなし。

【志捜1，2号機】無し

’【志役1，2号機】

供用中の3回線すべてが喪失し外部電源喪失となったが，事
象発生の6分後に復旧した。

③－1外部電源への影響

’

【志損1，2号機】無し

【志賀1，2号機】無し
③－2D/Gへの影響

百二~詞羅蒔罰系への影
群

③－4電源融通の可能性

③－5復旧操作へのアク
セス性セ ス性一一坐一一一

出典

・能登半島地震を踏まえた志後原子力発睡所の耐震安全性確認に係る報告について
http:"WWWIikud"､Cojp/pcSSﾉ""Ij/07082002;pdf
･(NUCIA)200&北睦QMOO7Rcvhl$c能登半励地震に伴う水銀灯の落下'’
l'ttp:wwww.nuciajWnuciaﾉkJIIKimoubl'eVicwido?boublcm=9"I
･(NUCIA)2006-北陸-SOO7Rcvbl"能錘半勘地震に伴う個王タービン組み立て中のタービ
ンロータの位匿ず誠，

hi":"w,m%iajp'i"n､ub'･~97"gidf'"2
･(NUCIA)2006-北膳SOO6Rcv,1!#使用済鰔糾貯臓プールからの水飛散について”
|1,!":"wA*cimjp'i---'".?随｡"Id=SZ難ー

■水銀灯の落下

1号機タービン建屋運転階の水銀灯が7個，また2号機原子
炉建屋運転階の水銀灯が2個落下した。

また，2号機で落下した水銀灯の破片は,約97％を運転階床
上から回収したが,残りの破片については使用済燃料貯蔵プ
ールなどへ落下した可能性があったため,これらの箇所での
点検及び清掃を行った。 －－

④その他(安全機能には影
響しないもの，留意してお

く必要のある事項） １
１

百壼葱犀夛=冒殖冠そ"のﾀー ビﾝﾛー ﾀの位置
ずれ

組み立て中の低圧タービンロータを仮止めしていた治具が
変形し，わずかな位置ずれが生じた｡低圧タービンを開放し
点検を実施したところ,動翼に微小な接触痕が複数確認され
た。

画
■
■
四
四
四
■
■
ロ
四
四
噸
面
』
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苗1

,.ス鐘鰯刈羽原子力発電所に対する影響
駐D320〔

０
１
１
ｑ
△
４
．
１
■
■
１
日
１
０
９
１

1

１
１
１
１
Ｉ
１
ｌ
１
１
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｊ蕊

確淫項目 確謬結果
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０
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②－1安全上重要な股備

への影響（波及影響も含

む）

【柏崎刈羽1～7号機】

無し

②－2既存のAM股備へ

の影響（波及影響も含む）

【柏崎刈羽1～7号機】

無し

③－1外部電源への影響 【柏崎刈羽1～7号機】

4回線中，2回線が機能喪失

③－2D/Gへの影響 【柏崎刈羽1～7号機】

無し

③－3補機冷却系への影

響

【柏崎刈羽1～7号機】

無し

③－4電源融通の可能性 【柏崎刈羽1～7号機】

無し

③－5復旧操作へのアク

セス性

･土捨て場北側斜面の一部が崩濯（復旧操作のためのアク

セス性への影響無し｡）

出典

･(NUqA)2007-東京-MO33"新潟県中越沖地歴による柏崎刈羽原子力発電所で発生した

不適合事象(Bグレード以上80件）について”

hm,2"wWnUCia.inhnCiaﾉ師/KnTtcUbleView.do?doublem=10066

④その他(安全機能には影

響しないもの，留意してお

く必要のある事項）

■3号機

原子炉建屋地下2階にあるSIC系注入ライン配管（格納容

器外側貫通部）の近傍に瞳いてあったISI用RPV模擬ノズル

が地震によって移動し,配管の板金保温材に衝突したと思わ

れるへこみを確認配管及びサポートには損傷は無かったも

のの,安全上重要な股備に影響が及ぶ可能性があったことを

踏まえ,室内にて床に固定されていない重量物を固定及び固

縛する対策を鱗じた。

なお,所内変圧器のダクトの基礎が不等沈下したことによ

って火災が発生した。

■1号機

不等沈下によって消火配管が破断し,漏水及び消火系の機

能喪失に至ったものと推定も

地霞による建屋周辺の地盤沈下などのため,消火系配管が

確麗項目
稻騨奉墨

侭設に影響した地震規

(地震観測記録と基準地

功の関係）

出典

旧鋤汎りみ制L～『~専醒』

所潟県中越沖においてマグニチュード6.8の地震が発生，
央躍隣16”，麓源距殴23kmに位置している柏崎刈羽にお
ては,全号椴（’～7号観),にて基準地震動を超える加速
を瀧~涛炉鯉基硬版上での躰皿寧蝿唖鯉
磯での680gal蝉計時の最大加速度応答瞳273sal)であつ
・各号磯で原子炉建瞳基礎版上での没大加速度（観測値，
幽盤豊塑_昌工鑿騨2
観測値

一
擁
一
錘
一
鈍
一
俸
一
》
｜
》
一
犀
－ ~

＊上下方向については，（）内の値を静的殴計で慎用
1～7号機で観測された地震観測記録に基づき,股計時0
騨放基盤表面と原子炉建屋基礎版上の関係を参照し,解放2
盤表面における地震動を推定したところ，基準地震動Sz
(450gal)に対して1～4号機で約2.3～3.8倍,5～7号綿
で1.2～1.7倍の結果であった。‐

設備点検の結果,地鰹の影響による構造強度や椴能維持I
影響を与えると考えられる異常が確認されてはいるが,機
の重大な損傷をもたらしたものではなく,原子炉の安全性
阻害する可能性のない軽微な事象であった。
安全上重要な設備については，1号機において異常が数
確露されているが，点検，仮置き中だったために転倒，損
に至ったこと,地震に伴う消火系配管の建屋接統部の損傷
伴う浸水によって機能喪失に至ったことが原因であり，地
,＝､_乏舂些坐金亜壁時雄理されていない。

･柏崎刈羽原子力発電所1，5，6，

点検・評価報告書

7号機

且．欠品旬Gnnn2L全一型1

新潟県中越沖地震後の設備健全性に偶

観詞

何上

設計

軍

観測

丘

設計

上

観閲

口
守

設計車

最下階 311 274 680 27ヨ 408 似35）

最下畦 304 167 “6 167 282 “5）

赴下階 308 1” 384 193 311 (235）

最下階 310 193 492 194 337 (235）

最下階 277 249 “2
254 205 (235)

赦下階 271 263 3浬 263 488 (235）

最下階 267 263 356 263
355 (235）
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表D.42009年8月に発生した駿河湾の地歴による浜岡原子力発電所に対する影響
確麗結果

’
確震項目 確認結果確謹項目

破断（消火系の椴能喪失)。

さらに，原子炉複合建屋とモニタ建屋（屋外）間のトレン
チの沈下によって生じた接続部の隙間及びトレンチ本体の
ひび割れ損傷部を通じ,淵火系から漏れた水が原子炉複合建
屋内に流入。

その結果,機能要求は無かったものの主蒸気放射線モニタ
検出器が浸水によって損傷するとともに,復水補給水ポンプ
(AM設備）についても浸水による被害を受けた。

【浜岡3，4号機】

地震観測記録と基準地震動S1による応答を比較した結果，

地震観測記録は基準地震動S】による応答を十分下回ってお

り，地溌時に耐震設計上重要な設備が弾性状態にあったこと

から，設備の健全性が確保されていることを確認した。

【浜岡5号機】

耐震設計上重要な設備について,地震観測記録と基準地震

動S1による応答を比較し,原子炉建屋の一部の階において地

震観測記録における最大加速度が基準地震動s】による最大

応答加速度をわずかに上回っている以外は,地震観測記録に

おける最大加速度が基準地震動S【による最大応答加速度を

下回っていることを確認した。
、

原子炉建屋の地震観測記録の床応答スペクトルは,一部の

周期帯において基準地震動SIの床応答スペクトルを上回っ

ているが,主な耐震設計上重要な機器及び配管系の固有周期

では下回っており，地震時に弾性状態にあったことから，こ

れらの機器及び配管系の健全性が確保されていることを確

認した。

5号機については,主要な設備は弾性状態にあり，健全性

は確保されていることを確認していたが,一部の観測記録で

基準地震動'Slによる応答加速度を超えたことから,地震観測

記録を入力とした地震応答解析を行い,設備の健全性評価の

結果は,全ての設備が弾性状態にあったことから,設備の健

全性が確保されていることを確認した。

①施設に影響した地震規

模(地震観測記録と基準地

渡動の関係）

出典

・地震発生後の浜岡原子力発電所の状況について（続報）

建屋地湾現測装置で計測した最大地震加速度記録

http:"www.Chuden.cojp/boIpoIatemublicitJ"Pub_Jelease/press/_icsFiles/afieldnlel2009/08/12/1

shixyoUl.pdf

・浜岡原子力発電所における地露現測記録による設備健全性調面結果の報告について

浜岡原子力発電所3～5号機地震観測記録による設備健全性評価結果の概要

htm:"wwwbChuden,cojp/CoIporate/Publici句巾ub_release/PressI_icMViles/afIeldElenOO9/08/21/08

11hnmao"3・pdf

http:"Wwwbchuden.cojp/Corporate/Publicitymub_JeleasejpressI_icsFnes/afield丘le/2009/08/21/08

11hamaoka4.pdf
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確認結果確認項目
確認結果

確麗項目 動でトリップ接点の接触による保護継寵器の膜動作(リレー

チヤター発生)今より強い耐震性を有する保謹継電器への取

替を検肘･した結果，水平3G,上下1G程度の実力のある保護

継篭器に取替。

■5号機制御棒駆動機構モータ制御ユニットの故障警報点

灯：5号機“補助変圧器過電流トリップ”（常用系）との従

属性。

聯しないもの，留意してお

く必要のある事項）m面両蒜孟珂応壼諏砺而応雨歴亟酉面lc…cldfilc/2009ﾉOS/21,ﾉ1_
081111amaOkn5jpdr

・浜岡原子力識箇所5号機の8月11日に発生した地震における地震応答解析による股備
健全|畠評価瀦果の報告

浜岡原子力発趣所5号機駿河湾の地震における地霞応答解析による設備健全性評価
結果の概要

http:WWWWMChuden.cojP/corpOrateﾉPublici"Ub_release/PressI_JcsFUes/a5eldfileJZOO9/10/02/21
1002a.pdf

－ 三

Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
１
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｉ
ｌ

■
■
ｑ
ｌ
険
ｈ
Ⅱ
■
ｑ
“
■
９
ｄ
ｑ
ｊ
ｇ
Ｈ
Ｊ
■
■
■
■
９
１
■
■
ｑ
ｑ
ｌ
■
■
■
ｑ
Ｉ
■
■
０

’
’■原子炉建屋管理区域区分の変更，原子炉建屋5階（放射線

管理区域内)燃料交換エリア換気放射線モニタ指示の一時的

な上昇:地震の揺れによって,燃料集合体表面の放射性物質

を含んだ鉄鋪びなどが,プール水に遊離し,プール表面から

の放射線線盆率が上昇したものと推定。

園主タービンスラスト軸受摩耗トリップ警報点灯及びター

ビン開放点検:各種接触痕,変形』ネジ損傷などが見られた。

【浜岡3～5号機】無し②－1安全上重要な設備
への影響（波及影響も含

む）
－ 一

ー

【浜岡3～5号機】無し②－2既存のAM設備へ

の影響（波及影饗も含む）
【浜岡3～5号機】

3，4号磯：3ルート6回線すべてが健全
5号機:2ルート4回戦すべ工が鱈全

③－1外部電源への影響

出
帆
Ⅲ
１
Ｆ
陛
脚
即
眠
四
面
■
■
｜
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
吾
■
■
ｑ
佃
屯
咽
１
湘
凹
■
１
咀
可
且
・
０
４
１
４
１
１
４
１
１
１
１
１

【浜岡3～5号機】無し

:三輪慧豐蔦
響

【浜岡3～5号機】無し

【浜岡3～5号機】可能

【浜岡5号機】

タービン建屋の東側屋外エリアの地盤沈下(15m×15m,
10cm程度）を砿認した。

出典

・発電所の運営に関するピックアップ情報
駿河湾の地震における浜岡原子力発電所の状況について
hltp:"ww,眺chu(lcn.(:ojpﾉr己5oUrCe/CncrgymiShin-Sumgn-2.1102(liiSiniyOulWoll3U.Pdf
http:"wwwBchudcn,c｡"~cs/cn"gyjjis!1i~ga_ZllO2qjisinjyoukyo"u."[
httpl//www'chllden.cojpﾉtcsoUrccjencrgylli$11injunlgL21122Sjisinjyoukyou5uIpdf
･(NUGIA)2009d中部SOO700【駿河湾の地溌】駿河溝の地賎により発生した浜岡原子力発
電所における不適合事象等について”
htm:"WwwbnuciajP/nucia/kIlﾉKITImubl<iVicwdd?Imubleld=10749
･(NUCIA)2009･中部"M020@0【駿河湾の地霞】主タービンスラスト軸受摩耗トリップ警
報点灯及びタービン開放点検の結果”
"m",ciaj,"繭ﾊMKxmrpublcVI･WdQ2虹｡ublel竺恥､‐"…壷､忍鱈ﾊ蕊
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表D.52011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震による
、
‐
９
０
↓
Ｌ
ｒ
↑
‐
７
０
Ｉ
Ｊ
Ｂ
Ｉ
８
Ｉ
ｔ
Ｕ
ｐ
８
‐
り
Ｉ
１
１
ｆ
ｆ
０
二

脱
世

鯛査項目 鯛査結果

出典

．“平成23年東北地方太平洋沖地震による福島第一及び福島第二原子力発電所の原子炉建屋等へ

の影響・評価について～中間取りまとめ～（平成24年2月16日経済産業省原子力安全・保

安院）
3J

htm:"Wwwhnslgojp/arChive/nisa/backdlleck/nlesl2409134.pdf

．“平成23年東北地方太平洋沖地震による福島第一及び福島第二原子力発電所の原子炉建屋等へ
の影響・評価について～追補版～（平成24年9月13日経済産業省原子力安全・保安院）

｡

han2"wwwn配po.inm1℃biv帥】isa/baCkehe改伍lesﾉ"0913-6.pdf

”

②－1安全上重要な設備

への影響（波及影響も含

む）

【福島第一1～6号機】

無し（推定）‐

②－2既存のAM設備へ

の影響（波及影響も含む）

【福島第－1～6号機】

不明(消火系配管に損傷が確認されているが,津波(漂流物含む）

による影響と考えられる｡）

③－1外部電源への影響 【福島第一1～6号機】

全6回線中，5回線機能喪失

※1回線は，工事のため受電停止中

③－2D/Gへの影響 【福島第－1～6号機】

影響無し（津波によって喪失。ただし，一部空冷式Mについて

は，津波襲来後も機能維持）

③－3補機冷却系への影

響

【福島第一1～6号機】

影響無し（津波によって喪失）

③－4電源融通の可能性 【福島第－1～6号機】

･影響無し（津波によって喪失）

･5－6号機間については，仮設ケーブル敷設によって電源融通

実施

③－5復旧操作へのアク

セス性

･道路に割れ，段差など有り。

･防災道路ではないが斜面崩落による道路閉鎖箇所有り。

出典

．"福島原子力事故報告書平成24年6月20日
”

hlm2"WwwLteE巴⑪二co.in/cc/Dres"012/1205628_1834.html

④その他(安全機能には影

響しないもの，留意してお

く必要のある事項）

【福島第一1～6号機】

詳細確認不可

鯛査項目
鯛香鐙果

施設に影響した地震規

厚
■ (地鰻観測記録と基準地

鋤の関係）

福島第一1～6号機】

平成23年3月11日， 東北地方太平洋沖地賎が発生， 福島第一原子

発電所1～6号機の原子炉建屋基礎版上において観測された鐙
:加速度と基準地震動Ssから求めた基礎版上の最大応答加速度を
鮫した結果》 2，3， 5号機の東西方向の観測記録が，

1Ssによる最大応答加速度を上回っていた｡

噌版上での
－

観測値
一

俸
一
鈍
一
》
｜
鈍
一
》
｜
》

一

基準地震

各号機で原子炉建屋基

暴犬加涼度観測値，設計時応答値）は下表の通り。

※記録開始から130～150秒程度で記録は中欧

原子炉建屋及び原子炉建屋に設置される安全上重要な機能及び
記管系（主蒸気系配管，原子炉格納容器，残留熱除去系配管，炉'［
支持構造物及び制御棒(挿入性)など)に加え,1号機についてI:
非常用復水器系配管， 原子炉再循環系配管などについて，

記録を用いた応答解析

地震観淵

と基準地震動を用いた応答解析で得られた

地震荷重を比較した結果， ほとんどの機器及び配管系において基對

地震動Ssによる地鰻荷重の方が大きく，

に安全機

一部，

それらについては地震直‘

能は保持可能な状態であったと評価されている．
地震観測記録を用いた応答解析による地震荷重の方が大§

かつた機器及び配管系についても，

物の構造を考慮するなどの解析

適切な応答値を評価するため；

モデルの見直しを行った結果,基i

地震動を用いた応答解析による地震荷重の方が大きく評価された‘
加えて，現場確認が可能な5号機については，

な範囲で損傷の有無など，

ンプなどの機器

目視によって，可#

現場状況の確認を実施し， 幸要な弁，；

及びその周辺の配管などに有意な損傷などは認め

られなかったことから， 地鰹時及び地震直後においても安全機龍
,p4主宕r舘鋒挫龍炉詮へ弾仏のル評価されている。

4

1

南北

観測 設計

東

観測

回

設計

上下

観測 設計

460※ 487 447 489 258 412

348※ 441 550 438 302 420

322※ 449 507 441 231 429

281※ 447 319 “5 200 422

311※ 452 548 452 258 4”

288※ 445 444 448 ”4 415
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1
’｜調査項目 調査結果

表D.62011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震による htlp:"www.nszgojp/arCllive/nisa/backcheck/files/240913-6.pdf
福島第二原子力発電所に対する髭一急ー

【福島第二1～4号磯】

無し

②－1安全上重要な設備

への影響（波及影響も含

む）

調恋結果
調査項目

〔福島第二1～4号機】

平成23年3月11日，東北地方太平洋沖地震が発生，福島第二原子
力発電所1～4号機の原子炉建屋基礎版上において観測された最
大加速度と基準地震動Ssから求めた原子炉建基礎版上の最大応答
加速度は下表の通り。全号機，原子炉基礎版上（最地下階）で得ら
れた最大加速度は，基準地震動Ssに対する最大応答加速度を下回っ

①施設に影響した地震規
模(地震観測記録と基準地
震動の関係）

【福島第二1～4号機】

影響なし（消火系配管に損傷が確認されているが，津波（漂流物

含む）による影響と考えられる｡）

【福島第二1～4号機】

4回線中，1回線機能停止

※1回線は停止点検中。さらに1回線は，避雷器の損傷が確認さ

れたため，被害拡大防止を目的として受電停止の上，復旧作業

を実施も

【福島第二1～4号機】

影響無し（3号雛を除き，津波によって機能喪失）

【福島第二1～4号機】

影響無し（3号機を除き，津波によって機能喪失）

②－2既存のAM設備へ

の影響（波及影響も含む）

力
③－1外部電源への影響

ていることが確認されている。
貢盲I上玉｜南北

観測値 霞評~|観測I設謎詞、~設計｜邇迦

’
｜
池
一
邪
ゞ
、
鋤
一
一

２１５
１
１

｜
癖
一

※
※
※

乖
型
型
Ｉ》

囹
函

４３４１
※
一

國
如

※０
６
３
９
２
１
１
麗
一
“

４３４‐
Ｍ
※

函
函
加

５２畷
一
一
融
離
“

’

③－2D/Gへの影響 ｜

’

③－3補機冷却系への影

響

③－4電源融通の可能性
※記録開始から130～150秒程度で記録は中断
一

影響無し（津波によって喪失）
原子炉建屋及び原子炉建屋に設麓される安全上重要な機能及び’
配管系（主蒸気系配管，原子炉格納容器，残留熱除去系配管’炉心
支持構造物及び制御棒(挿入性）など）について地震観測記録を用
いた応答解析と基準地震動Ssを用いた応答解析で得られた地震荷
重を比較した結果,一部の機器及び配管系を除き基準地震動Ssによ
る地鰻荷重の方が大きく，それらについては地震後に安全機能は保
持可能な状態であったと評価されている。一部，地震観測記録を用
いた応答解析による地震荷重の方が大きかった機器及び配管系に
ついても,適切な応答値を評価するため実物の構造を考慮するなど
の解析モデルの見直しを行った結果,基準地震動を用いた応答解析
による地震荷重の方が大きいことが確認されており，地溌後に安全
機能は保持可能な状態で雌たと評価されているq-－一

③－5復旧操作へのアク

セス性

出典

．“福島原子力事故報告警平成24年6月20日”

htlp:"WwwLtepco.cojp/cc/pressi2012/1205628_1834.html

④その他(安全機能には影

響しないもの，留意してお

く必要のある事項）

【福島第二1～4号機】

特に影響無し

＃

Ｉ
Ｉ

出典

．“平成23年東北地方太平洋沖地震による福島第一及び福勘第二原子力発電所の原子炉建屋等へ
の影響・評価について～中間取りまとめ～（平成24年2月16日経済産業省原子力安全・保
安院)”

hitp:"-"gojpTe'~ckc"lesi2409"pif
・銅平成23年東北地方太平洋沖地震による福島第一及び福島第二原子力発電所の原子炉建屋等へ
あ灘締茨樽聡羅一睡空隼唖且_経済産謹_匿塗全遅安吋一 'li

l
＝

I
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表D.82011年3月に発生した東北地方太平洋沖地歴による

女川原子力発電所に対する影響
表D.72011年3月に発生した東北地方太平洋沖地屡による

東通原子力発竃所に対する影響

’

確麓項目 確認結果
確認結果確認項目

①施設に影響した地震規

模(地震観測記録と基準地

震動の関係）

①施設に影響した地麓規女川原子力発電所は，ユ号機及び3号機が定格熱出力一定運転

模(地藤観測記録と基準地中，また，2号機が原子炉起動中のところ，3月11日14時46分に発

鰹動の関係）生した東北地方太平洋沖地震によって全号機において原子炉が

自動停止した。観測された地震加速度は567.5ガル(保安確認用地

震計：ユ号機原子炉建屋地下2階）であり，全号機とも，原子炉

保謹系が設計どおり作動したことによって自動停止した。

最大応答加速度について基準地震動と観測記録の関係は次の

通り。

原子炉建農の最大加速産値

発電所において観測した地震加速度は17ガルであり,設備へ
の影響はなかった。

I

出典

・東日本大震災後の当社の状況平成24年2月29日東北砿力株式会社
hlip:"WwWhIohoku.epco.cOjp/ICSFilcS/a5cldfilc/2012/02ﾉ291'2022904-"':"
②一'安全上重要な設備|無し
への影響（波及影響も含

|む）
②－2既存のAM設備へ

の影響（波及影響も含む）

③－1外部電源への影響

無し

むつ幹線（2回線)，東北白糠線の停止に伴い，外部電源カヨ

喪失した。

同日23時59分に東北白糠線が復旧した。

外部電源喪失に伴い,非常用ディーゼル発電機が自動起動し
た。

③－2D/Gへの影響

③－3補機冷却系への影

響

③－4電源融通の可能性

③－5復旧操作へのアク

セス性

無し

一

確
一
熱

※1到価炮重針の丑大設定虹K2“0ガル》＝国言ているため哲勇喧
※2累脚F雲蚫亙勘S易に対する丑大応蚕釦笹反箆匿頚えてL堵ごとを希寸

｜
’出典

･(NUCIA)2010-東北-MO12ReM3"【東日本大震災関連】東北地方太平洋沖地震による外
部電源喪失に伴う運転上の制限逸脱他”

出典

・平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震及びそれに伴い発生した津波による原子力

発電所における被害状況について（東北電力㈱女川原子力発電所）平成23年9月29日原子力

安全・保安院

h噂:"WwwnsTzgojp/archive/nisa/Shingikai/800I25/001/1-3-2.pdf

・平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について

（建築物・構造、機器・配椿系の地震応答解析結果）（東北電力（株）女川原子力発電所）

平成23年9月29日原子力安全・保安院

http:"Wwwnsmgojp/archive/nis3/Shingikai/800/25/001/1¥Iq-2.pdf

ワ

0 hⅧ

■8台あるモニタリングポストのうち4台がバッテリ切れに
よって停止した。

④その他(安全機能には影

響しないもの,留意してお

く必要のある事項）E塗
I

’
【女川1号】

●タービン建屋地下1階高圧電源盤火災

②－1安全上重要な設備

への影響（波及影響も含

｜
△

１
１
Ｉ

観測位瞳

1号樋

2号提

3号捷

屋上

進料取智床(5時）

1階

基礎晦上

屋上

鯉料取智床(3雨）

1階

基礎跨卜

屋上

鰹科取唇犀個卿

1階

基礎箇上

観測妃詮

過大狐速度瞳(ガル）

HS方同lEW方向

2”0m

1303

573

540

1755

1270

505

607

1868

95s

657

573

1636

9”

5刺

587

1617

830

569

461

1578

917

692

458

UD方向

1389

1183

510

439

1093

"3

330

3B9

1004

888

鴎7

321

基準地罠動Ssに対する

最大応答加重庵価(ガル）

NS方向IEw方向luD方向
2202

1281

650

532

3023

1220

724

594

クワ59

1201

792

512

22,0

1“3

717

5291451
9

26課

｜’洞019“

"81768
57Z

Z342

1200

872

497

1388

1061

527

1091

490

10図

g3S

777

476
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確認結果確認項目
確麗結果

確認項目 女川1号にて，地震又は火災の影響によって一部しゃ断器に不具

合が生じた。

③－4電源融通の可能性
タービン建屋地下1階において高圧睡源盤6-1Aからの発煙が発生
した。また，高圧電源盤6-1Aの火災の影響によって,S/P水冷却
のために手動起動したRHRポンプ(A)及び(c)号機が自動停止し
た。

無し

弓

む）

③－5復旧操作へのアク

セス性

無し

出典

･東北地方太平洋沖地震およびその後に発生した津波に関する女川原子力発電所の状況につい

て平成23年5月東北電力株式会社

http:"wwwmsngojp/archiVe/niSa/earthquake/files/houkoku230530-2.pdf

I ②－2既存のAM設備へ

|の影響(波及影響も含む）
5回線中4回線が機能喪失

女川原子力発電所には，外部電源として5回線（牡鹿幹線1，
2号線(275kV系),松島幹線1,2号線(275kV系),塚浜支線
(66kV系))が接続されている。地震直後は，当社管内の送電線
事故に伴う系統保護回路の動作によって，松島幹線2号1回線の
みとなったが，3月12日20時12分に牡鹿幹線1号，同日20時
15分に牡鹿幹線2号,3月17日10時47分に松島幹線1号,3月
26日15時41分に塚浜支線がそれぞれ復旧している。
【牡鹿1，2号線避雷器の損傷】
地鰻の揺れによると思われる影響によって，避雷器内部に部分放
電が発生した。（地震に伴う牡鹿幹線1，2号線停止の原因は，
避雷器の損傷によるものと考えられる｡）

③－1外部電源への影饗

④その他(安全機能には影

響しないもの，留意してお

く必要のある事項）

【女川1号】

●高圧電源盤しゃ断器の投入不可

主に定検時に使用する高圧電源盤（1号機所内電源を2号機から

受電する際に使用）において，電源盤内に設置しているしゃ断器

が地震の振動によって傾き，投入スイッチを入切するためのイン

ターロックローラーが正常位置から外れた。

③母連しゃ断器制御電源喪失

火災が発生した高圧電源盤の制御電源回路の溶損による地絡や

短絡の影響によって，制御電源回路が接続されているしゃ断器用

制御電源回路の電圧が変動し，“制御電源喪失”警報が発生した。

②･125V直流主母線盤の地絡（計2件）

高圧電源盤の火災によって，配線に地絡が発生し，地絡警報が発

生した。

【女川1号】

●非常用DG(A)界磁回路の損傷

DG(A)の同期検定器が動作せず，しゃ断器を手動で投入すること
ができなかった。また,DG(A)が起動していない状態でDG(A)の
しゃ断器が自動投入される事象が発生した。
→メタクラ6-1Aで発生した火災の影響によって制御ケーブル
に溶損などが生じ，地絡が発生した。
【女川2号】

●浸水によるDG(B)及びDG"の停止
海水ポンプ室の取水路側から流入した海水が地下トレンチを通
じて原子炉建屋内の一部に浸水し,RCWG)系及びHPCWの二系
統が機能喪失したことによって,DG(B)ならびにDG(H)が自動停
止となった。(DG(A)は健全）

－■

③－2D/Gへの影轡

【女川2号】

特に無し

【女川3号】

砂使用済燃料プールゲート押さえ脱落

使用済燃料プールと原子炉ウール間の通路部に設置している使

用済燃料プールゲート(No.1及ひ､Io.2)を固定しているゲート押

さえ金具計4個のうち3個のスイングボルトが外れていた。

●HPCS圧力抑制室吸込弁自動での全開動作不能

4月7日の余震の揺れによる影響と推定される圧力抑制室の水

位変動時に，本来全開するはずのHPCS圧力抑制室吸込弁が，地

震による弁の開閉指示を行うスイッチなどの誤動作（推定）によ

って，全開にならなかった。（手動での全開は可能）

|‘
I

【女川2号】

●浸水によるDG(B)及びDG(H)の停止

海水ﾝプ室の取水路側から流入した海水が地下ﾄﾚﾝﾁを通
じて原子炉建屋内の一部に浸水し,RCWG)系及びHPCWの2系
統が機能喪失した。 一

I
③－3補機冷却系への影

響｜
I

’

’

【各号機共通】

●制御棒駆動系ハウジング支持金具サポートバーのずれ

制御棒駆動機構ハウジングのハウジング支持金具(グリッド)が，叩’
L I
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表D.92011年3月に発生した東北地方太平洋沖地霞による東海第二発電所

に対する影響

－司
確認結果

1号機で1カ所，2号機で2カ所，3号機で1カ所ずれているこ
とを確認した。これによる制御棒駆動機構ハウジングの落下防止
機能への影響はなかった。

I 確認項目
’

調査結果調査項目

･観測記録に基づく各階の最大応答加速度は,建設時の当初

設計時に用いた最大応答加速度及び新耐震設計審査指針

に基づく耐鰻安全性評価で設定した基準地震動Ssの最大

応答加速度以下であることを確認した。

･原子炉建屋の地震観測記録による床応答スペクトルは,一

部の周期帯(約0,65秒から約0.9秒)で建設時の設計に用い

た床応答スペクトルを上回っているが,耐震設計上重要な

機器及び配管系のうち主要な設備の固有周期では,地震観

測記録が工認設計波による床応答スペクトル以下である

ことを確認した。

①施股に影響した地震規

模(地震観測記録と基準地

震動の関係）

出典

・第1回建築物・構造に関する意見聴取会資料1-3-3@4平成23年(2011年）東北地

方太平洋沖地震及びそれに伴い発生した津波による原子力発電所における被害状況につ

いて（日本原子力発電（株）東海第二発電所)”

h岬:"www.nsmgojp/arChive/nisa/Shingikai/800/25/001/1-3-3.pdf
・第6回福島第一原子力発電所事故に関するセミナー“東北地方太平洋沖地震発生後

の東海第二発電所の状況について'’

http:"WwwhaeSj,oIjpf-safetymI241022semmoIsi可ou4.pdf

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
！
再
■
■
■
■
１
１
甲
！

地震による影響は無し②－1安全上重要な設備

への影響（波及影響も含

む）

地震による影響は無し②－2既存のAM設備へ

の影馨（波及影響も含む）

③－1外部電源への影響 3回線中3回線が機能喪失

（13日12:32154kV系東海原子力線復旧）

地震による影響は無し（津波によってDGSW－2Cが水没し

たため,DG-2Cは手動停止）

地腰による影響は無し

③－2D/Gへの影響

③－3補機冷却系への影

響

③－4電源融通の可能性

ａ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ⅱ
１
１
１
．
Ｉ
ｑ
０
０
１
■
Ｖ
１
８
ｐ
Ｑ
Ｕ
９
■
■
■
■
Ｆ
ｒ
ｈ
・
ｑ
ｇ
９
Ｈ
ｑ
■
■
■
■
ｑ
ｑ
Ｕ
－
ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
１
１
１
１

１
Ｊ
１
ｌ
１
１
４
隅
凹
［
ｌ
・
‐
１

匪

可龍(HPCS-DGから6.9kVの交流電源融通予備充電器

を介して直流電源融通）

’

③－5復旧操作へのアク

セス性

出典



） ）
'一一

189

POO6:2015

188

POO62015

附属書E

（参考）

地震ハザード評価関連情報の収集及び分析

調査結果
調査項目

象（その他情報)”

MPM;:M,,･､-""T"''3%~m'
A%96%7B%91%E5%901c%8D%pq－ー了一一一一一云些===､麺篝

序文
●

この附属書は，地震ハザード評価関連情報の収集及び分析にかかる留意事項を記載する。

１
１

E.1地霊ハザード評価関連情報の収集及び分析

a)地屡ハザード評価関連情報の収集及び分析の観点

1）関連構報の収集及び分析の観点

1.1）広範な地霞ハザード評価関連情報を対象としては,対象サイト周辺地域での地震発

生様式を考慮し，震源モデルの設定にかかる震源特性，及び地震動伝播モデルの設

定にかかわる地霞勤伝播特性に関する情報を幅広く収集する。

1.2）これらのモデル化では，専門家の意見の相違が想定されるので，それをロジックツ

リーとして表すために，異なる見解を持つ複数の専門家から情報を収集する。

1.3）収集に当たっては，対象サイトへの影響が小さいと想定される渡源特性及び地震動

伝播特性の情報についても，対象サイト周辺の震源モデル及び地震動伝播モデルの

設定に参考になる場合もあるので，併せて収集しておくことが望ましい。

1.4）収集の結果，サイト固有の情報の質及び量の観点において，信頼性が十分確保でき

ないことが予想される場合には，関連情報を再度詳細に収集及び整理し，信頼性の

向上を図ることが望ましい。

1.5）向上の仕方としては,サイト固有のデータ量の拡充が望ましいが,難しい場合には，

関連情報を収集し補充してもよい。

1.6）サイト固有のデータには，質と量とに，トレードオフの関係があることに十分留意
する必要がある。

1．7）加えて，地震ハザードに非常に大きな影響を及ぼす可能性のある最新知見などが公

開された場合には，情報の再収集の一環として，各種調査を実施し最新情報を入手

することが望ましい。

1.8）最新情報としては，地震PRA実施基準2007年9月策定以降，国内外において，新

潟県中越沖地震（2008年7月)，ニユージランド・クライストチヤーチ地震(2009

年8月）及び東北地方太平洋沖地霞(2011年3月）などが発生すると共に，物理探

査や地震動観測技術などにかかる多くのプロジェクトが実施されおり，これらにか

かる最新備報も重要であるので，収集及び分析が必要である。

2）地震PRA実施基準制定以降の地雲関連情報地震PRA実施基準は2007年9月に制

定されたが，制定後，耐震設計に影響を及ぼす次のような地震が国内外において発

生した。それらの中で地腰ハザード評価の枠組みに最も大きな影響を及ぼしたのは

2011年3月11日東北地方太平洋沖地震である。、

-2007年3月25日：能登半島地震（地震規模M6.9,震源深さH11kmn)

ｄ
■
可
０
。
■
ａ
Ｊ
ｊ
Ⅱ
９
日
■
■
■
■
１
１
０
‐
１
口
■
０

｜

’

’タービン設備などの一部で，耐震クラスB,Cクラスの設備
一

が損傷を受けた。

【蒸気タービン】

･低圧タービン及び高圧タービンの動翼と隔板の一部に接触
による摺動痕

､高圧タービンと低圧タービンの中間軸受け基礎グラウト部
の割れ，基礎ボルトの緩み（10本中3本）
【主発電機関係1

．主発電機軸受及び励磁機及び副励磁機廻りに接触痕,間隙
拡大などの損傷

④その他(安全機能には影

響しないもの，留意してお

く必要のある事項） 1

I

１
１
I

I

皇 q

を
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斜などの全体像が事前に把握されていなかった。これらの地震では，多くの観測

記録が整備されている。特に，中越沖地震は，柏崎刈羽原子力発電所近傍で発生

し，設計地震応答を約2倍上回った。原因としては，深部地下構造の不規則性や

溌源特性が主な原因であることが究明された。また，同発電所では，多くの観測

地震励データが蓄積されると共に，各種知見が得られた。

2.2.2）駿河湾の地震は，フィリピン海プレート内で発生した地溌であり，浜岡原子力発

電所近傍で発生した。この地霞では，浜岡原子力発電所の各号機で地霞観測記録

が得られており，5号機の地震動強さが他号機に比べて大きかった。この主原因

は，深さ数百m以浅に存在するS波速度が低下した構造と推定されている。

2’2.3）2008年岩手・宮城内陸地震(M7.2)は，逆断層の変位によって生じた地震である

が，その震源断層が事前に活断層として認定されていなかったため，「地表地震

断層が不明瞭な地震」に分類されている（地震本部,2010)。またこの地震は，

領域内における過去最大の地霞とされていた1914年秋田仙北地震(M7.1)より

も規模が大きかったことから，震源を予め特定しにくい地震の最大規模(M7.2)

として位侭づけられた。一方鈴木(2010)は，詳細調査が未了だったために活断層

の存在は率前に不明であったものの，地震後の変動地形学的な調査によって長さ

3～4kmの活断層が認定され，短い活断層に関連した地震であることを指摘して

いる。また島崎c008b)は，上記3～4kmの活断層の一部は地震前にも認定可能と

考えた場合，地質断層である餅転一細倉構造線の分布や北上低地断層帯から分岐

した断層との位腫づけを考慮すると,M7.3を考えることは可能であるとし,2008

年岩手・宮城内陸地震は，短い活断層（あるいは推定活断層）で発生する地震の

最大規模(M7.4程度）の範囲内にあるとされている（島崎,2008b)｡

2.3）海外における地歴

2.3.1）2010ダーフイールド地震(Mw7.1)及び2011クライストチャーチ地震(Mw6.3)

は，日本と同様の島弧一海溝系に位置するニュージーランドにおける逆断層成分

をもつ横ずれ断層の変位によって生じた地震であるが，これら震源断層も事前に

活断層として認定されていなかった(池田ほか,2012)。ダーフイールド地震に伴

って約301m1の地表地震断層であるグリーンデール断層が現れたが，グリーンデ

ール断層の東方延長で発生したクライストチャーチ地震に伴う地表地震断層は

報告されていない(GNSScienceWeb)。

2.3.2）クライストチャーチ地震は，横ずれ断層の地震で，堆積層が厚く，事前に活断層

が十分評価されていなかった地域で発生している。

3）2011庫3東北地方太平洋沖地屋関連情報

3.1）特長

3.1.1）東北地方太平洋沖地震では，地震に伴う津波によって福島第一原子力発電所が炉

心損傷事故を起し，放射性物質が敷地外へ放出された。

3.1.2）同地震及び津波では，超巨大地震に伴う大きな余震や誘発地震の扱い方，地殻変

動の扱い方，断層変位ハザードの評価，地震動と津波の重畳，複数基立地の取り

-2007年7月16日；新潟県中越沖地震（地霞規模M6.8,渡源深さH17km)
-2008年6月14日：岩手・宮城内陸地震（地震規模M7.2,溌源深さH8km)
-2009年8月11日：駿河湾の地震（地震規模M6.5,震源深さH23km)
-2011年2月22日､クライストチヤーチ地震（地震規模M6.3,震源深さH5km)
-2011年3月11日：東北地方太平洋沖地震

一方,2007年9月以降は，物理探査，地震動観測技術等にかかる多くのプロジエク}、
が実施されており，これらにかかる情報も重要であるので，収集及び分析が必要で
ある。

そこで，関連情報の収集及び分析に当っては，次の項目について，手順に従って実
施する。

2.1）地震にかかわる関連情報
-2007年地震PRA実施基準制定前の関連情報

-2007年～2011.3までの地震関連情報

-2011.3東北地方太平洋沖地震関連情報

2.2)物理探査や地震動観測技術などにかかる関連情報
b)地震にかかわる関連情報
1）2007年地農PRA実施基準制定前の関連梢報地震ハザード評価にかかわる主な情報
としては，原子力分野以外の公開された情報と原子力分野の詳細な情報がある。主
な情報を挙げる。

一原子炉設置許可申請書

一活断層及び歴史地震カタログ

一日本の地震断層パラメター・ハンドプック
ー地震地体構造マップ

ー評価サイトにおける地震動観測記録

一文部科学省の地震調査研究推進本部による長期評価結果など
Z)2007年～2011.3までの地震関連楕報
2.1）基本方針

2.1.1）2007年以降に公開された原子力発電所に関連する重要な情報や知見としては，
2006年に改訂された耐震設計審査指針に基づく各原子力発電所の耐謹バックチ
ェックの報告書,2008年以降に開始された旧原子力安全･保安院及び旧原子力安
全委員会における耐震バックチェックにかかる審査資料がある。上記の審査資料
に関しては，現在，原子力規制庁にて公開されている。
2.1.2）文部科学省地震調査研究推進本部・地震調査委員会においても,2007年以降にも
活断層や海溝型地震の長期評価を含め強霞動評価，地震動予測地図などに関する
情報を継続的に更新されており，報告書として公開されている。

2.2)国内における地震

2.2.1）能登半島地震，新潟県中越沖地震，岩手・宮城内陸地鰹は，沿岸域及び内陸に分
布する逆断層により発生した地震である。これらの震源断層は，位置，長さ，傾
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変位及び変形，地震性地殻変動の存在を示唆する海岸地形についても検討対象

とする。

一海域については，調査地域の特性に応じた十分な締度と解像度を有する測深調

査により，詳細な海底地形図が作成され，変動地形学的な検討を行う。

1.3）地質調査

一既存文献の調査及び変動地形学的調査の結果を踏まえ，鯛査地域の広域的な地

質及び地質構造を把握するための調査を実施するとともに，断層近傍と推定さ

れる地域を精査する。

－特に，断層露頭や地層が変形している露頭の発見と，その露頭観察による断層

活動時期の特定が重要である。こうした露頭と変位地形との位置関係，断層や

破砕帯の性状，地層及び岩石の変位及び変形構造を詳細に把握するとともに，

地層及び地形面の詳細な編年を行うことにより断層活動の時期を検討する。

一断層活動の証拠が明確に確認されない地域においては，これをもって直ちに活

断層の存在を否定するのではなく，断層などの存否及び活動性の確認について

追加調査の実施など，特段の注意を払った検討を行う。

一段丘面などに現れた広域的な変位及び変形も調査対象として，これらの地形面

の構成層と堆積物について，堆積年代を明らかにするための詳細な調査を行う。

－将来活動する可能性のある断層などと疑われる地表付近の痕跡，累談的な地殻

変動と疑われる地形については，個別の痕跡などのみに囚われることなく，そ

れらの起因となる地下深部の震源断層を想定して調査を実施する。その場合，

地表付近の痕跡などとその起因となる地下深部の藤源断層の活動時期及び向

きは，必ずしも一致しないことに留意する。

1.4）地球物理学的調査

一調査地域の地形，地質などの特性に応じた適切な探壷手法及び解析手法を用い，

地下の断層の位侭や形状及び摺曲などの広域的な地下構造の解明に努める。

2）内陸地殻内地震にかかる調査内陸地殻内地震にかかる調査については,陸域及び海

域に分けて，次に示す各事項の内容を満足していることを確認する。

2.1）陸域における調査

一広域的な地形面の変位及び変形から，地下に伏在する活断層や樗曲の存在が想

定される場合には，変動地形学的調査，地質調査及び地球物理学的調査によっ

て，その位置及び形状を推定し，その根拠を明らかにする。

－空中写真判読，航空レーザー測量などから，活断層，活摺曲，活澆曲，広域的

な地形面の変位及び変形を認定する場合には，地形発達過程を考慮し，その認

定の根拠を明らかにする。

一陸域で活断層の存在が推定された場合，その存在及び活動年代を確認するため，

トレンチ調査が，また，その位置及び形状を確認するため，ボーリング調査な

どの地質調査を実施する。

一地質構造との関連を捉えるために必要に応じて深層ボーリングや弾性波探査

扱いなど各種知見が得られ，これらを地渋ハザード評価に反映する必要がある。
3.1.3）地霞動と津波の重畳では，両者のハザード評価に用いる震源モデルを整合させる
ことが重要である。

3の地震ハザード評価への反映内容上記3)から，地漉ハザード評価への主な反映内容
は，以下のとおりである。
一巨大地震，巨大余震，誘発地震，地殻変動
一震源と波源の整合

一余震ハザード

ー断層ハザード

ー地震と津波の重畳

一複数立地など

c)調査,探査，観測技術などにかかる関連情報調査，探査，観測技術などにかかる関連
備報としては，次の項目を対象とする。
一断層などの調査手法

一地震種別ごとの調査の留意事項（陸域及び海域の内陸地殻内地震’プレート間地
震，海洋プレート内地嬢）

一深部地盤構造の調査，探盗，観測
一敷地内及び敷地極近傍における地盤の変位に関する調査
以下，これらについて記述する。

1）断層などの調査手法断層などの調査手法としては'既存文献の調査，変動地形学的
調査，地質調査，地球物理学的澗査などがあり，次に示す各事項の内容を満たすこ
と。

1.1）既存文献の調査
一調査地域の地形，地質などの特性及び敷地からの距離に応じて，地震活動’歴
史地震，測地資料，津波，断層など，変動地形，地質及び地質撫造’地球物理
学的調査研究などに関する文献・地図，地震，地震動観測記録などを収集及び
整理し，当該地域で発生した‘あるいは発生する可能性のある地震について，
断層などとの関連,地震発生様式,発震機構(正断層，逆断層'右横ずれ断層’
左横ずれ断層など）及び地質構造との関係などを把握する。
一遠方の巨大地震や長大活断層（群）などによる敷地への影響が考えられる場合
には，これらを含め調査を行う。

一既存文献の調査を踏まえ，調査地域の地形及び地質などの特性，敷地からの距
離や敷地に与える影響に応じ,以下の1.2)～1.4)の調査を適切に組み合わせた十
分な調査を実施する。

1.2）変動地形学的調査
一地形発達過程（地形の成因を含む｡）を重視し，活断層を認定するための根拠
などを明らかにする。変位地形の解析からずれ量や活動年代が詳細に検討する。
－断層通過地点の変動だけでなく，段丘面などに現れている傾動などの広域的な
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司地護動評価のための地下構造の調査,探査,観測地鯉動評価のための地下構造調査

は，以下の手順で行う。

5.1）鯛壷方針

一地下構造鯛査では，敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層，摺曲構造な

どの地質構造を把握するとともに，地震基盤，解放基盤の位鼠及び形状，地下

構造の三次元不整形性，岩相及び岩質の不均一性，地震波速度構造などの地下

構造及び地盤の減衰特性を適切に把握する。

一敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性，既往文献の調査，既存データ

の収集及び分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査，物理探査

など必要な調査を実施する。

一敷地からの距離に応じて，地溌基盤から解放基盤までを対象とした地下構造調

査(深部地下構造調査と,解放基盤から表層までを対象とした地下構造調査〔浅

部地下構造調査）を組み合わせた調査を実施して，地下構造データを適切に取

得する。

一深部地下構造調査及び浅部地下構造調査においては，それぞれ物理探査と地震

動観測などを組み合わせた十分な調査を実施する。

5.Z)深部地下構造調査

－比較的長周期領域における地震波の伝播特性に大きな影響を与える，地震基盤

から解故基盤までの「深部地下構造モデル」を作成するための深部地下構造調

査（概査）を適切に行う。

一深部地下構造調査として，ボーリング及び物理検層,･反射法及び屈折法地腰探

査，電磁気探査，重力探査，微動アレイ探査，水平アレイ地震動観測などによ

る調査，探査，観測を適切な範囲及び数量で実施する。

一震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影響を及ぼす

地殻構造調査として，弾性波探査及び地震動観測など適切な範囲及び数量で実

施する。

5.3）浅部地下構造溺査

一短周期領域の地腰波伝播特性に影響を及ぼし得る解放基盤から地表面までの

「浅部地下構造モデル』作成のための浅部地下構造調査を適切に行う。

一敷地周辺における地層の傾斜，断層，摺曲構造など地質構造及び地下構造を把

握するために，ボーリング調査に加え，地震基盤相当に達する大深度ボーリン

グ，物理検層，高密度弾性波探査，微動アレイ探査などによる調査及び探査，

鉛直アレイ地鍵動観測及び水平アレイ地震動観測などを適切な範囲及び数量

で実施する。

の敷地内及び敷地極近儲における地盤の変位に関する調査

6-1）調査方針

一重要な安全機能を有する施設の地盤には，将来活動する可能性のある断層など

の露頭が無いかどうかを検討する。

などを実施する。

一トレンチ調査などは，断層活動を確認する最も信頼できる手法のひとつであり，
適切な掘削場所の選定を行う。

2.Z)海域における溺査
一海域においては，適切な各種の調査技術を組み合わせた十分な調査が実施され，
広域的な海底地形と海底地質構造から深部の活断層を含め活断層の位置及び
形状を推定し，その根拠を明らかにする。

一反射断面の層序区分が断面の交点全てで矛盾なく行う。
一海底下の地層の年代が十分な信頼性をもって決定する。

3）プレート間地醒にかかる鯛査

3.1）世界で起きた大規模なプレート間地震の発生機構やテクトニクス的背最及びプレ
ート境界の巨視的形状について，日本付近のプレート間地震との類似性を考慮し
た上で既存文献調査を行う｡‐

3.2)世界で起きた大規模なプレート間地震の強震動発生域の分布，応力降下量,破壊開
始点，破壊過程などについて既存文献鯛査を行う。

3.3）歴史記録が存在しない場合でも，古地震学的鯛査や考古学的調査などの資料などを
検討する。

3.4）海溝付近にプレート境界の分岐断層が露出する場合が知られていることから，既存
の海底地形図のEMを含む。以下同じ｡）及び弾性波探査記録を用いて，分岐断層
の分布と形状を検討する。

3.5）プレート形状，すべり欠損分布，破壊伝播速度，破壊の開始点とアスペリティとの
位憧関係などについて既存文献などの鯛査を行う。

3．の震源領域については，断層の三次元形状，海底地質構造，海岸の隆起及び沈降など
の変動地形学的証拠，地殻変動などの地球物理学的データに関し，既存文献など
の調査を行う。

3.7）海溝沿の破壊が比較的狭い震源領域で止まる場合と，隣接の震源領域が連動して破
壊が広範囲に及ぶ場合があるため，敷地周辺における海成段丘面や波蝕台の高度
分布，歴史記録，津波堆積物などに関する調査及び研究結果を慎重に検討する。

4）海洋プレート内地震にかかる鯛査
4.1）沈み込む海洋プレート内の地震（アウターライズ地震）及び沈み込んだ海洋プレー
ト内の地震（スラブ内地震）を考慮する。

4.2)海洋プレート内地震においては，テクトニクス的背景を考慮して適切な発震機構で
あるかを検討する。

4.3）海洋プレート内地震の地震規模や震源領域の推定にあたっては，観測記録に基づく
解析結果などを有効に活用する。

4.4）海洋プレート内地震については,発生機構やテクトニクス的背景が類似の過去に発
生した国内及び世界の事例について鯛査する。

4.5）津波堆積物の調査に関しては，津波堆積物調査により，適切に実施する。
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附属番F

（参考）

耐屡設計審査指針の改訂に伴う原子力発電所の耐震バツクチエツク資料

一敷地内及び敷地極近傍に将来活動する可能性のある断層などの露頭が存在す
る場合には，適切な調査,.あるいはその組み合わせによって’当該断層などの
性状（位置，形状，過去の活動状況）について合理的に説明する。
一将来活動の可能性のある断層とは震源として考慮する活断層の他，地震活動に
伴って永久変位の生じる断層と，支持基盤を切る地すべり面も含むようにする。
敷地内及び敷地極近傍の調査
一致地内及び敷地極近傍澗謹は，上記1)断層などの調査手法’2)内陸地殻内地震
にかかる調査，5)地震勤評価のための地下櫛造の澗査・探査・観測に基づくこ

序文

この附属害では，耐震設計審壷指針の改訂に伴う原子力発電所の耐震バックチェック資

料について説明する。6-2） Ｉ
■
■
■
■
■
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皿耐歴設計審査指針の改訂に伴う原子力発電所の耐歴バックチェック資料について

g')原子力発電所の「耐震設計審査指針の改訂に伴う耐震安全性評価結果報告麹

1）2006年に旧原子力安全委員会によって「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指
針」（新耐震指針）が改訂され，旧原子力安全・保安院の指示に基づき，事業者は，

新耐震指針改訂に伴う各原子力発電所の耐震安全性評価（耐震バックチェック）を

実施し，旧原子力安全・保安院に報告書を提出した。

2）上記報告書には，例えば，地質調査，地形調査，地表地質調査,海上音波探査などを
実施し，敷地周辺の活断層，プレート間地震の震源の見直しなどが行われ，基準地

震動SSが策定されている。

と。

施設に与える影響を正確に評価するための十分な調査密度や精度を保つこ
と。

b)旧原子力安全・保安院及び旧原子力安全委員会による耐震バックチエックの審査責料

1）旧原子力安全･保安院及び旧原子力安全委員会のダプルチェック体制のもとで,耐麓

バックチェックの妥当性の審織が実施された。

2）双方の組織で審議した結果，卒業者の報告書に対して，例えば,敷地周辺の活断層に
おける断層長さなどの変更や，基準地震動Ssの値が変更となったものがある。

3)2011年東北地方太平洋沖地腰に伴う福島第一原子力発電所事故によって，耐震バッ

クチェックの審議が中断されたものの，これらの過去の耐震バックチエックにかか

る審査資料などに関しては,2012年9月に発足した原子力規制委員会のホームペー

ジの「旧組織等の情報」(htm:"WwWensI;gojp/archive/)で公開されている。
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いて儀織の分かれるものは両輪併記されていることなどが評価に当たって留意した点

とされている。具体的には，従来，南海地展と東南海地震が別々に評価されていたの

に対して，第二版では南海トラフ全体を－つの領域と考え，大局的には100～200年間

隔で繰返し大地霞が発生しているとして解価していること，震源域が西方及び南北に

拡張されており，最大クラスの地鰹としてM9.1までの地震の発生に言及されているこ

となどが大きな変更点として挙げられる。想定される震源域としては，東海地震と南

海地霞が連動する場合と2地霞が時間差をおいて発生する場合を合わせて15パターン

が例示されているが，各パターンの発生砿率に関する曾及はなく，地震ハザード評価

に利用するにあたっては，独自に股定する必要がある。

附属書G

．（参考）

地震本部における情報及び新たな知見

序文

この附属番は，地震本部における情報，新たな知見を示すも

G1活断層の長期解価，主要活断層帯の長期解価による地農発生確率
-2010年11月25日，地駿鯛査研究推進本部・地震調査委員会(以下,地震調査委員会と
記す)より「活断層の長期評価手法（暫定版）」が公表された。これは，従来の活断層
の長期解価の見直しの検討に基づき，新たな評価の基本的な考え方及び新たな手法に
よる評価の形式について暫定的な検討結果を取りまとめたものである。
－この報告書には，長期詳価の高度化に向けた課題と今後の長期評価手法に反映する事
項が多岐にわたって紀戟されている。例えば，地表の長さが短い活断層の地下におけ
る断層の長さの呼価，長大な起震断届に対する単位区間（同時に活動する最小の範囲）
の股定，複数の単位区間の連動の可能性の評価，地表の証拠からは活動の痕跡を認め
にくい地震の考慮などである。

-2013年2月1日，地震調査委員会より『九州地域の活断層の長期評価（第一版）」が
公変された。これは,上記の新たな長期評価手法がすべて反映されたものではないが，
評価対象を従来のM7.0以上からM6.8以上としたこと，陸域のみならず沿岸海域の活
断層も対象としたこと，地表に現れている部分のみならず地下の延長部も推定して評
価したこと，個別の活断層評価に加えて地域単位で活断層を評価したことなどが従来
の呼価との主な違いとして挙げられる。

GZ海溝型地震の長期評価

一加年東北地方太平洋沖地震の発生を受けて,地鯉鯛査委員会より2011年6月9日に
「東北地方太平洋沖地震に伴う長期評価に関する対応」が公表された。
一従来の長期解価では，同じ領域で同等の規模の地溌が繰り返し発生するという考え方
で解価していたものを，最も起こりうる地震のみならず，史料や観測記録で発生が確
腿されていない地震についても科学的根拠に基づき想定できるよう，評価手法の改善
を図る，としている。

一その後,2011年11月25日には，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価
（第二版）」が公表され，新たに，東北地方太平洋沖型地溌の評価が追加されたが，
評価自体の枠組みは従来の流れに沿うものである。
-2013年5月24日には，「南海トラフの地震活動の長期評価(第二版)」が公表された。
これは‘南海トラフについてこれまでに得られた新しい鯛査観測及び研究の成果を取
り入れ，長期解価を改訂したものであり，従来の固有地震モデルに基づいた評価では
なく，発生しうる地震の多様性を考慮した評価となっていること，データの解釈につ

I
G3東北地方太平洋沖地震後の活断層の長期評価

一東北地方太平洋沖地溌に関連した注意喚起情報として，『東北地方太平洋沖地震後の

活断層の長期詳価について一地震発生確率が高くなっている可能性がある主要活断

層帯一』を公表した。（日付の記載なし）

一この資料は，3月11日に発生した東北地方太平洋沖地展とそれ以後の地殻変動のデー

タを用いて，静的クーロン応力変化量(ACFF)を推定し，その結果から，糸静線断層

帯（中部牛伏寺断層），立川断層帯，双葉断層，三浦半島断層群，阿寺断層帯（主部

／北部萩原断層）の5断層について『地震発生確率が高くなっている可龍性がある」

と判断したことを公表したものである。ただし｡ACFFの一覧はあるものの，これら5

断層に関して具体的な発生磁率がどのように変化したかについて具体的な値の記載は

無いため，直ちにハザード評価に反映することはできない。

一これが短期的な影騨であるとすれば，ハザード解価にどのように反映するかの議瞼も

必要と考えられる。

一同様に，地鰻調査研究推進本部の事務局資料として，『地震発生確率が高まっている

可能性のある海溝型地展とその予測震度分布」もWEB上で公表されている。

(http:"wwjishm.gojp/mainm_tohku.htm#chuiの中）
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G4過去の地霞及び主要活断層の強歴動解価

一展源断層を特定した地震の強鰻動予測手法（「レシピ」）に基づき，主要活断層帯の

地震についての地鮭動騨価が実施されている。なお，「レシピ」による地震勘予測に

おけるパラメータ設定は，平均的な地鯉動レベルを計算するためのものとなっており，

不確かさを考慮した地震動予測手法の高度化は今後の課題とされている。

一長大な断層に対しては，現行の「レシピ」の適用範囲外とされており，長大な断層に

対しても適用可能な「レシピ」の構築が今後の陳題となっている。
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G5全国地璽動予測地図(2010年版）確率詮的地霞動予測地図

－2005年に作成，公表された「全国を概観した地震動予測地図」は，その後，長期評価

の改訂や地震カタログの更新などを反映させた更新が毎年行われ，さらに2009年には
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1）東北地方陸側のやや深いP内地震:7.1(2003.S.26宮城県沖）

2)南海トラフ沿いP内地震:7.4(20".9.5三重県南東沖）
3）東北地方内陸西側:72(2008.6.14岩手・宮城内陸地鯉）
一確率鑑的なハザード評価における規模の上限値を超える地陵が頻繁に発生することに

対して，股定の基本的な考え方や股定値そのものの妥当性の駿陰は必要と考えられる。

やや大きな改良が加えられて，『全国地竣動予測地図」と名称が変更された。2005年
以降2010年までは毎年公表されていたが，東北地方太平洋沖地震が発生した2011年
版は公表されでいない。

-2009年の改訂は，従来の解価手法と大枠での違いはないものの，表眉地盤による増幅
率を全面的に見直し250mメッシュで新たに評価したこと，主要活断愚帯の震源断層の
形状を標準的なルールに基づき全面的に再評価したこと（主として強霞動評価を念頭
に殴いたもの）などが大きな変更点として挙げられる。
－施挙五虚I-証ほ,地震鯛査養員会より｢今後の地震動ﾊザデ畷価騨背葬
討～2011年．2012年における検肘結果～』が公表された．この報告番は，東北埴方太
平洋沖地震を契槻として，全国地震勤予翻地図について解決すべき多くの観題が指摘
されたことを受けて，地震溺査委員会で検討された内容を中間報告的に示したもので
あり，検討は継続中であるとしている。この報告書には，従来の方法により『仮に』
作成された全国地賎動予測地図2012年版が付録として添付されているが,公式の2012

G8地震ハザードステーション：霊源断層モデル，地下構造モデル

ー「全国地震動予測地図」のデータ及び関連する震源断層モデル，地下構造モデルのデ

ータなどが，（独)防災科学技術研究所が運用する地震ハザードステーションLSHIS

(ht":"Wwwj-shisbOsai.gojpDより公開されている。

GD強屡動予測手法（レシピ),地震ハザード解価方法

震源断層を特定した地霞の強震動予測手法（「レシピ」）は，地壌鯛査委員会において

実施されてきた強震動評価に関する検討結果から，強震動予測手法の構成要素となる震源

特性，地下構造モデル，強濫動計算，予測結果の検鉦に関する考え方をまとめたものであ

り，淫源断層を特定した地震を想定した場合の強震動を高精度に予測するための，「誰が

やっても同じ答えが得られる標準的な方法鯖」を確立することを目指している。

現行のレシピでは，平均的な地震動レベルを計算するための手順が示されており，不確

かさの考慮についての定量的な手法の確立は，今後の検討課題とされている。また，長大

な活断層やスラブ内の地震について適用可能なレシピの構築も今後の腺題とされている。

東北地方太平洋沖地霞の教訓を踏まえ，地震活勵モデルにおいて，科学的に考えられる

最大級の地漣まで考慮する必要性が高まっており，それら巨大地震に対して適用可能なレ

シピ構築が今後の重要な課題となっている。

年版ではないことに注意が必要である。

長周期地震動予測地図

「災周期地震勘予測地図」2”9年賦作版及び2012年拭作版において，過去発生した地
震による揺れの再現をベースとした長周期地震動の解価が公褒されている。東北地方
太平洋沖地震の教訓を踏まえ，過去に発生したことが確認されている地震のみならず，
科学的に発生の可能性がある最大級の地腰までを考慮した場合の長周期地震動につい
て，南海トラフの地震及び相模トラフの地震を対象として検酎が実施されている。

G6

ー

G7震源を特定しに<6蝿震による地域ごとの通大地歴規模の股定
一全国を概観した地霞勤予測地図（20”年卿では，震源断悶を予め特定しにくい地嬢
の最大マグニチュードの設定における下限値（それ以前は“）に以下の変更が加えら
れた。

1）沈み込むプレートの震源を特定しにくい地溌の殿大マグニチュードの下限値を6;5→
7.0に変更（大きな地溌が発生しにくいとされる三睦沖中部などでも弧0地度までの
地腰が発生しているため）

2）海域のうち陸側プレートの地殻内及び伊豆賭島以南の最大マグニチュードの下限値
を6.5→7.0に変更（陸域と異なり活断層が十分に把握されていないため）
3）陸域の最大マグニチュードの下限値を6.5→6.8に変更（モデル化されている活断層
との対応が取れないM6.8の地霞が過去に複数発生しているため）
一震源を特定しにくい地震の最大マグニチュード設定の基本的な考え方は，別途モデル
化している地展（海溝型地霞，活断層で発生する地盤）以外の既往最大の地震規模と
しており，既往最大が小さい場合に，下限値が適用される。
一賦作版も含め，下限値を超える地霞が発生したことによる最大マグニチュードの見直
し事例は以下の通りである。
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検討～2011年･2012年における検肘結果～,平成24年12月21日．

⑥地震調査研究推進本部地匪鯛査委員会（2013）：『九州地域の活断層の長期評価（第
一版）」，平成25年2月1日．
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附属書H

（参考）

サイト・プラントウォークダウン実施の際のチェックシートの例

:南海トラフの地震活動の長期評価(第②地震鯛査研究推進本部地屡鯛査委員会(2013）
二版），平成25年5月24日

序文

この附属書は,サイト･プラントウオークダウン実施の際のチェックシートの例佃)を示すb

mlチエックシートの例

PWRでは，地展W実施に伴うサイト・プラントウォークダウンの状況を踏まえ，スト

レステスト評価を実施している。主に重要擬器についてサイト・プラントウォークダウン

を行っており，結果についてはチェックシートと共に，図面，写真などを含めた文書化を

行っている。サイト・プラントウオークダウン実施の際のチェックシート例を図H1～図

E3に示す。

なお，旧原子力安全・保安院は，高浜3,4号機に対して実施している地展PRAに伴うサ

イト・プラントウオークダウンについては,IAEAの基準(NS-G2.13)と比較した結果，

概ねIAEAの基準を満足する内容であると判断している。また，高浜3,4号機ストレス

テスト（地震）評価にかかるサイト・プラントウオークダウンについてのIAEA要求との

対比の例を表H1に示す。

【参考文献】

(1)原子力規制委員会ホームペーs奉旧組織等の情報>旧原子力安全･保安院関連情報>スト
レステストの進捗状況>関西電力豚)高浜発電所（3号機）＞審査結果取りまとめ（平

成24年9月3日公表）＞○保安院，（独）原子力安全基盤磯構から事業者への質問事項

（審査におけるやりとりを含む）一回答平成24年8月30日（その9）（平成24年5

月7日(9)）

:htm:WwwnSmgOj酢Ⅱ曲ivmisa脂唾sst"Vnleymtoul3･9.pdf
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鍛弱Ip:3PCo4PC_
織器屯称＄-パワーセンク

ク
一
意一

一メラ
．
．

”
唾
諏

犠鶴ID： A)耐愛安全椎の碓竪

対象錨岩木体の醇侭

YNUH／A

エ．鋪称磯曇の国面(外形目・匿震計算書率〉

と外見上相遺点“い田口ロロ
●

2．対独舞と支識識との接合毎に

外見上の異常〔腐食・亀竪等》は無いEロロロ

3‐霞管接鎧と図面】こ外見上の相違点は露いロロロ画

4．醒容接合部に外見上の異常麺食･虹裂等）

は 震いロロロ国

一
一
一 ’

1
+

二次的影轡を考窟する嘘＄

アクセス生（ノート9

系妓図番号91－－－，撰詮窪歴旦善号:一位塗=竺翠生塗璽垂些

工芝ｶー ポﾙﾄ評価

YNUN/A
【チープク射象項目］

A1耐震安全性の蘭雲

B）リカバリー鋼”随恐

C)号デル化の､曜条催の認隠

1．國琵例-形図・匿霞計厚書簿〕と

・外見上の相違は無い

2．外見上の員誰〈窟全・亀裂蝉》は無い

3．締め付け強興土適切に管理されている

（倍理皇須需で椎鱈）

田
口
ロ

ロ
ロ

ロ
ロ

ロ
ロ
国
②

ロロロ②

二次的崖雲について

Y

】‐周辺の耐震クラスが低い醗器の倒壊

により被害を受けないB

2･倒腰により談害を与えうる周旭の撰謡の耐震性は

鰯Iなしも〈対毎識墨本体｡評価に準じた停価〉園

日．無筋のブ画ツク壁が逓冊になず、函

4．屑遡概囲の損闇時、周辺t蝉の保再水に

．よる影響は求い国

s・周迩に仮畳の大災諒はない国

NU開／A

ロロロ

ロ
ロ

ロ
ロ

ロ
ロ

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ芙迩日：

罠歳署：
~

一 ‐一つ~戸‐鐸一●■■●Pー■0s一一

，解：剛〃U：誕壷不可,N/A吋鰯(記号の鴎M)Y:V" 対象外

図H､1－チエツクシートの例（1ﾉ3）（'）

図風2－チエツクシートの例（2好）(】）

モデル化の哉揖条件《リカバリー条件のI面1／ロジック

《
《

●
●

堂舎亟侭『零壼ル…冨姓方怯．取り極いについての誕巌》
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1
一
高
浜
3
,
4
号
機
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
（
地
震
）
解
価
に
か
か
る
ウ
オ
ー
ク
ダ
ウ
ン
に
つ
い
て
の
I
A
R
A
要
求
と
の
対
比
（
例
)
(
1
)

し
／

函 ○ コ

で ○ 口 砕 画 。 』 、

章
番

号

I
A
E
A
ウ
ォ
ー
ク
ダ
ウ
ン
に
か
か
る
要
求
事
項
の
要
旨

今
回
の
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
で
の
対
応

〆
，

5
.
9

-
S
y
S
t
e
m
w
a
l
k
d
O
w
n
は
,
予
備
的
な
成
功
パ
ス
を
検
肘
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
お
り
，
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
，
運
転
員
及
び
耐
震
技
術
者
で
構
成
す
る
チ

ー
ム
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
（
運
転
手
順
書
と
の
整
合
性
や
S
S
C

候
補
の
レ
ビ
ュ
ー
）

-
S
y
s
t
e
m
w
a
l
k
d
o
w
n
の
最
終
結
果
は
,
評
価
す
べ
き
最
終
的
な
成
功
パ
ス
及
び

選
択
さ
れ
た
S
S
C
の
組
合
せ
の
選
定
で
あ
る
。

一
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
で
は
，
運
転
要
員
，
耐
震
技
術
者
を
含
む
様
々
な
分
野
の

技
術
者
が
レ
ビ
ュ
ー
し
て
お
り
，
そ
の
結
果
を
評
価
す
ぺ
き
最
終
的
な
成
功

パ
ス
及
び
必
要
な
S
S
C
の
組
合
せ
と
し
て
い
る
。

5
．
3
2

-
3
0
S
e
l
e
c
t
e
d
S
S
C
S
"
と
は
,
S
e
i
s
m
i
c
M
a
r
g
i
n
A
n
a
l
y
s
i
s
又
は
S
e
i
s
m
i
c
P
S
A
の
目

的
に
と
っ
て
着
目
す
べ
き
S
S
C
を
意
味
す
る
。
S
e
l
e
c
t
e
d
S
S
C
s
は
,
S
M
A
に

関
す
る
安
全
停
止
装
置
の
リ
ス
ト
或
い
は
S
P
S
A
に
関
す
る
耐
潤
幾
器
の
リ
ス

卜
に
配
録
さ
れ
る
。

一
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
対
象
評
価
機
器
を
選
定
し
，
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
報
告
書
に

機
器
リ
ス
ト
を
記
載
し
て
い
る
。

5
.
3
3

-
P
I
a
n
t
w
a
l
k
d
o
w
n
e
W
D
)
は
,
S
M
A
及
び
S
P
S
A
手
法
の
両
方
に
関
し
，
既

股
股
傭
の
耐
震
安
全
評
価
の
簸
も
重
要
な
構
成
要
素
で
あ
り
，
耐
震
安
全
性
解

価
実
施
計
画
の
範
囲
内
で
実
施
さ
れ
る
べ
き

-
P
W
D
は
次
の
よ
う
な
多
く
の
目
的
に
役
立
つ

･
評
価
時
の
実
際
の
デ
ー
タ
収
集
と
検
証

･
工
学
的
判
断
に
基
づ
く
高
耐
力
に
よ
る
S
S
C
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
の

検
歴

･
安
全
停
止
パ
ス
の
選
択
の
検
証
(
S
M
A
の
場
合
）

･
脆
弱
点
の
確
潔
，
特
に
耐
震
時
の
系
統
の
相
互
作
用
の
問
題
（
衝
撃
，
落
下
，

一
高
浜
3
，
4
号
機
に
つ
い
て
‘
地
震
P
R
A
に
関
す
る
日
本
原
子
力
学
会
標

準
に
準
拠
し
，
プ
ラ
ン
ト
ウ
ォ
ー
ク
ダ
ウ
ン
を
実
施
。
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
で

は
こ
の
ウ
オ
ー
ク
ダ
ウ
ン
の
情
報
を
活
用
し
て
い
る
。
こ
の
中
で
，
耐
震
性

の
確
羅
と
し
て
対
象
機
器
本
体
の
評
価
，
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
呼
価
，
2
次
的

影
響
解
価
，
リ
カ
バ
リ
ー
操
作
の
確
認
と
し
て
‘
ア
ク
セ
ス
性
，
現
場
操
作

性
等
に
つ
い
て
現
地
の
'
'
a
s
i
s
O
'
の
情
報
で
確
認
を
行
っ
て
い
る
。

一
プ
ラ
ン
ト
ウ
ォ
ー
ク
ダ
ウ
ン
の
目
的

･
実
際
の
デ
ー
タ
収
集
と
検
証
を
行
っ
て
い
る
。

･
耐
力
に
よ
る
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
の
検
征
。
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IAEAウォークダウンにかかる要求畢楓の豊百
今回のストレステストでの対応

散水，溢水）の評価

､プラント内のその他のハザードの特定

む）

(一時的に股瞳する機器含

.明白な脆弱点を低減させるための簡易補修の特定
-PWDは,停止モードに関連する定検時の配

使用されるべき

-PWD要領書を作成するべき

霞構成を考えるのにも

･炉心損傷を回避する成功パスに対しての猿E止・

･相互作用を含めて脆弱点をチェックしている。

､その他のハザードもチェックしている。

､明白な脆弱点を低減させるための簡易補修の特定は行っていな
い。

一ストレステス

行っており‘

一事業者と

卜においては原子炉の評価として運転中の評価を

停止時の評価は行っていない。

してウオークダウン要領書を作成した上でウオークダ
古、〃左牽愉Lでし、為一

5.34

-PWDは以下を含むべき

･WDのための机上での準備作業

･選択されたSSCs

･WD計画

･詳細WD

、寸霊ｲk

についての予備的WD

一ウオークダウン全体の内容として左記を言んでい＠･
丁蝿口JW皿

と鮮細WDは特段区別なく予備的WDは鮮細WDの準備作業とし
て，メーカー， 発電所と連絡・鯛整しながら実施。

5,35

一オフィスでの事前準備は以下を含むべき。

･発電所の熟知

､選択されたSSCsのレビュー（リストの完全性のチェック）
･最初のスクリーニングの実施（耐震性能に基づく）
･選択されたSSCsに関するデータの収集
･アクャスに閥する雲件の決定

一事前準備として左記を含んでいる。

･解価に必要なデータ等を収集し，

っている。

プラントを熟知する作業を行

･耐震関係者とシステム関係者において， 選定したSSCのリスト

が評価範囲として適切であることについて砿認している｡
､語右、鍋占t,含めて‐ ウォークダウン対象のスクリーニングを

章番

号

IAEAウォークダウンにかかる要求事項の要旨 今回のストレステストでの対応

･選択されたSSCsの予備のWDの実施 行っている。

･避択されたSSCに対して必要な情報をまとめチェックシートに

取りまとめている。

･対象各椴器についてのアクセス性の検肘を行った。

｡上妃の事前準備に基づきウォークダウン計画を立案している。

5.36

一選択されたSSCの予備的WDに関し，接近可鮨な遡択されたSSCは

目視で調査されるべきである。

-WD実施項目。

･選択されたSSCs,それぞれの場所と接近可能性を決定すること。

･機器グループを特定すること。

･スクリーニングの確露，地震時相互作用が影響を及ぼさないこと

の確麗

･提案された簡易補修の実施可能性の検旺，及び他の簡易補修の候

補の特定

･詳細WD計画の確認

一接近可能なSSCに対して,、目視にてウオークダウンを行ってい

る｡

一ウォークダウン実施項目として左配を含んでいる。

･事前の準備において，ウォークダウン対象機器の接近性を検討

し
た

9 機器の接近に必要な運転･保守の支援の必要性を明確化し

｡ 。

･配管，電動弁等をグルーピングし，代表機器を選定し，ウォー

クダウンを実施している。

･系統相互作用の確認について，ウォークダウンの対象としてい

る｡

･5.33に紀載のとおり，簡易補修の特定は行っていない。

･鮮細ウオークダウンの計画を確潔している。

5.37

－詳細WDでは，スクリーニング,予備的WDで砿麗できなかった項

目,HCIPFかフラジリティ計算のために必要な項目が含まれる。

一文謝上は，図面‘写真，ビデオ等であるべき

一ウオークダウンにおいて，フラジリティ，耐震裕度の評価の前提

となる傭報の確麗を行っている。

一ウオークダウン前の準備段階の必要な情報は文書化され，ウォー

クダウンに活用されており，また，ウォークダウンの文書化には



） 刀 2n

POO6:2015210

m062015

附属書I

（参考）

米国正EEEにおけるサイト・プラントウォークダウンの概要

序文

米国FE匪(mdividualPIantEXaninationmrExtemalEVenS:外的事象に対する個別プラン

ト評価）では，地震マージン法(SMA:SeimicMazginAssessment)による地震リスク評価

(EPRINP-6041('))の一環として，サイト・プラントウオークダウンを実施している。この

附属書では，公開されているⅣE配報告密画を鯛査し，ロピンソン発電所(PWR)及びナ

インマイルポイント発電所(BWR)のサイト・プラントウオークダウンの結果の概要をま

とめたものである。

I.1R@bin"n発電所での事例

サイト・プラントウォークダウンの結果は次のようにまとめられている。

a)サイト・プラントウオークダウン対象機器のカテゴリ分け

1）スクリーニングアウトされたもの

2）ハウスキーピング又は軽微な保守上の問題(例，中央制御室のアンカーされてない本

概ファイルキャビネットが非安全系の制御盤と干渉する可能性がある｡）

3）保修又は改造が必要なもの

り高信頼度低損傷確率(HCIPF:HighCOnnmdenceLowP[obabiliWofFailure)評価を行

うもの

b)カテゴリの見直し

1回目のサイト・プラントウォークダウンでスクリーンアウトされなかった擬器，サブシ

ステムは再度サイト・プラントウオークダウンし，次のようにカテゴリが見直された。

1）33項目は作業票ベースで処理できる軽微な問題であった。（ハードウェアの交換,ボ

ルトのトルクなど）

2）17項目は計算で処理できる問題であった。

3）22項目は計算で処理できず，保修又は改造が必要と確潔された。

一原子炉補助建屋の水素ガス排気ヘッダー(HVH:HydrogenWntCadcI)エアハン

ドリングユニットに固縛又は横方向サポートがなく，自由に変位する可能性があ

る。また，剛な取付配管のため溢水の可能性がある。

対策：水平方向プレーシングを設置し，横方向の剛性(rigidi恥を上げる。

一非常用DG制御パネルが非常用DGの鉄スキッド上に置かれ,バネ式アイソレータ

上にサポートされている。

対策：サポート形状を変更し，バネ式アイソレータへの底付けによって生じる衝

撃荷重を除去する。

4）20項目（弁，熱交換器，タンク，ポンプなど）はHCLPF手法による耐力評価を行

った。
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5）電気的ケープルルート(raceway)の設置に関連する16件は作業票'保修又は改造が
必要とされた。

1.ZNineMilePoint発電所での事例

サイト・プラントウォークダウンによってo.5gスクリーニングアウト基準に影響するも
のとして指摘された主要な項目は次の通りである。

a)制御建屋廊下の消火水ヘッダは,0.5JIclEFを示すため，追加の評価又は補強が必要
である。

b)すべての窒素（計装用空気）配管は0.5"CLPFを確潔できなかった。
c)外置高圧窒素タンクについては,近隣の縦腫タンクの鱈倒による悪影響の可能性を確潔
するために,追加解析が必要である｡高圧窒素タンクを逃がし安全弁(SRV:SafbWReUef
Valve)へ長期的に連結する手順密に,SRVに連なる原子炉建屋内非安全系への供給配
管を評価対象部位破断時に隔離する項目を追加する必要がある。
d)高圧窒素タンクのHCIPFは，追加解析によって0.23gとなったため‘低圧注入系によ
るサクセスパスを0.5JICIPFサクセスパスから削除した。
e）安全関連機器のアンカーに関する弱点は確認されなかった。

【参考文献】

(rgfr:AMeih｡d｡"-nent｡f"~P!｡~m~'"''｡
NP-6041-SIR1,TもclmicalRCport,01-Augl991

(2)iJSNRC,FinalReporti.reKspectin'"Oaincdrromthemdividi"-minationof
ExUmalEvents｡EEE)Pmgram,''NUREG-1742,April2002
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アクセス性の確認方法の例

213

P”6:2015

序文

この附属番は，サイト・プラントウオークダウン実施の際のアクセス性の確認方法の例

を示すb

J､1アクセス性の確麗方法の例

PWRでは，ストレステスト実施に伴うサイト・プラントウオークダウンの一環として，

アクセスルートの成立性に関するサイト･プラントウオークダウンを実施している｡高浜3，

4号機におけるアクセスルートの成立性に関するサイト・プラントウオークダウン概要(】》を
図J､1に示すb

[ストレステスト時の現堪”榎要】

（1）地璽、津波時における防湿拾盆に係る段但の設置堪所およびアクセスル
ートの崖立性に図する現焔砿浬

O実箆時期

平成聖年3月

Oメンバー

関西電力技術君

0飼萱内容

防匿柵置に際る設側の設肚増所およびｱｸｾｽルートの成立性に関し

て、以下の観点から現堪にて随浬を行っている．

。四辺斜面のすべりによる道路面への土砂等の蕊れ込み

周辺斜面のうち切土劇においては､法面保圃工の鰻孟状況を現地にお
いて筆T図上鰯らし合わせながら砿認Lた．また、自悠斜面伽について

も勾毘が急な箇所については現地踏丑を行い.浮石や軽石の有離といっ

た地表面の状現を砿配した。

h遁箆画の息壇

峻王国により麺岸形式.前面水露写から埋立地の侭方黄動が睡念され

る箇所を栓出したうえで､迫錨と墨岸の位置関係を現地で平面図と顛ら

し合わせながら磁極した.また､路壁補強箇所や段蓮発生因所について

も軍前に平面図や竣工図により砿かめたうえで､現地で状現を随鯉した｡

邑津護による退鶴面へのがれきの敗乱

津波の浸入が予想される方向を恕定し､その方向に殴包されている捜
韓.建物を現地において確浬したうえで､津強によってアクセスルート

上にがれきが欧風する伏睡を想定Lた｡

図J.1－サイト・プラントウォークダウン方法の例（1）

【参考文献】

(1)原子力規制委員会ホームページ>旧組織等の情報>旧原子力安全･保安院関連情報>スト
レステストの進捗状況>関西電力(株)商浜発電所(3号機)〉審査結果取りまとめ（平

成24年9月3日公表)>O保安院,(独）原子力安全基盤機構から事業者への質問事項

（審壷におけるやりとりを含む）一回答平成24年8月30日（その9）（平成24年5

月7日(9)）

:http:Www.nSml.gOjp/aJ℃hivddnisa/stresstes廿価lesﾉkaitoUl3-9.pdf

I
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2）屋外設備の損傷安全機能を有するSSCs以外の屋外設備を対象とし，炉心損傷に繋

がる可能性のある二次的な事故シナリオを選定する。この事故シナリオには，原子炉

施設周辺斜面の崩壊による炉心損傷への二次的影響も含む。

2.1）スタックの転倒による原子炉建屋又は周辺構造物への影響

2.2）斜面崩壊による原子炉建屋又は周辺構造物への影響

2.3）送電網の鉄塔などの損傷に伴う外部電源系への影響

2.4）安全上重要な設備の冷却に使用可能な工業用水などの原水供給停止に伴う冷却水

枯渇への影響

b)地涯時特有の現象による運転操作の阻害及び地涯時の安全機能への人的過誤の影響

地震時の安全機能に影雲する可能性のある人的過誤及び地震時の現象による運転操作

などの阻害によって，間接的に事故に繋がる可能性がある事故シナリオの例を挙げる。

1）施設の計画，設計，材料選定，製作，組立，完成検査までのミス

2）地震時，地震後の従業員など（送電関係など）の操作ミス

3）変圧器などの碍子類の損傷によるサイト電源の停電に伴うバックアップ操作の支障

4）地盤液状化，段差形成，よう壁損傷による機内通行支障

5）二次部材の損傷などの操作員など従業員などへの影響

附属害K

（参考）

事故シナリオの概括的な分析及び設定における広範な事故シナリオの例

序文

この附属書は，事故シナリオの概括的な分析及び設定における広範な事故シナリオの例
を記載する。また，燃料プールにおける重大な燃料損傷の分析及び設定を行う場合にも参
考にできる。

K.1事故シナリオの概括的な分析及び設定における広範な事故シナリオの例
この解説の例としては，経年変化を考慮する必要のない設計時におけるプラント状態を
対象として，安全機能を有するSSCsの損傷による事故シナリオだけでなく，周辺設備の損
傷など，炉心損傷に至るまでの事象進展が必ずしも十分に同定し得ない事故シナリオ，又
は漂価技術が必ずしも十分でないため，炉心損傷頻度評価の不確実さが大きくなることが
想定される事故シナリオについても示･ず。
次に，本腰による事故シナリオを，炉心損傷事故に直接的に繋がりうるものをK､2に，
間接的に繋がりうるものをK.3にそれぞれ大別して示す。 K.4複数基が立地するサイトにかかわる事故シナリオの分析及び選定

平成23年3月11日に発生した東日本大震災において,東京電力福島第一原子力発電所の

事故調査報告書(1)によれば,複数基が立地するサイトにおいて留意すべき事故シナリオに関

する情報として，次の項目が想定される。

a)安全系を共用することの適切性

1）安全系を共用することによる安全性の向上基本的に安全系については,当該ユニッ

ト専有であるべきものであるが，適切に独立性が確保されている場合は，必要に応じ

てユニット間で機能を共有とすることで全体の安全性向上につながる。

特に同一原子力発電所内であっても，ユニットに応じて炉型や設備が異なることによ

って多様性が図られ，一層の安全性向上につながる可能性もある。

例ユニット間で共用している設備又は機能の考恵福島第一原子力発電所では，地

震後，外部電源喪失に至ったものの．1～6号機の全ての号機において非當用デ

ィーゼル発電設備によって交流電源は確保されていた。しかし，その後の津波に

よって電源盤や非常用ディーゼル海水ポンプなどが被水し，6号機の空冷式非常

用ディーゼル発電設備を除き，機能喪失に至った。その後6号機と隣接してい

る5号機については，仮設ケーブルを敷設することによって被害を免れた6号機

の非常用ディーゼル発電機から電源融通を実施し，復水補給水系によって原子炉

の水位維持を図ることができた。

2）設備を共用することによる弊害基本的に安全性の向上に寄与しない限り,安全系を

共用することは許容されないが，安全系を共用する場合，様々なプラント状況，事故

シナリオを考慮し，事故シナリオの分析を行うことが重要である。

K.2本震による炉心損傷事故に直接的に繋がりうる事故シナリオの例
安全機能に従属するSSCsの損傷が直接的に炉心損傷事故に繋がる可能性がある事故シナ
リオの例を次に挙げる。

1）耐鯉重要度Sクラス機器の扱傷
Z)耐愛重要度Sクラスの非常用発電機用の蓄電池の過放電に伴う立ち上り不能

K.3本震による炉心損傷事故に間接的に繋がりうる事故シナリオの例
安全機能に従属するSSCs以外のものの損傷と運転員の操作の阻害が間接的に炉心損傷事
故に繋がる可能性がある例に分けて述べ愚。
a)安全機能を有する.SSCs以外の設備の換侮安全磯能を有するSSCs以外の屋内外溌備
の扱傷は、亜接的に炉心柧慨に繋がらないものの，それらの損傷が安全上重要なSSCs
の損傷に直接影響を及ぼし，炉心損傷に繋がる可能性があるので，このような二次的
な事故シナリオの例を挙げる。この事故シナリオには，設備間の空間的相互作用によ
る炉心損傷頻度への影響も確認する。安全機能を有するSSCs以外の屋内設備と屋外設
備の損傷に分けて述べる。

1）屋内設備の損侮

1.1）天井クレーンの転倒及び落下による原子炉圧力容器,格納容器への影響
1．"耐艘重要度B,Cクラスの擬胸に伴うSクラス機器の概綴
1．3）主クーピンの軸受けなどの扱修に伴うタービンミサイルによる隣接原子炉建屋内
従属設備への影響
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事象収束に必要となる安全機能が単一建屋内に設置されている機器のみで確保可能な場

合，建屋間相対変位による影審は考慮不要であり，建屋自体の健全性や機器自体の耐震評

価のみを考慮すればいいと考えられる。

それに対し安全機能碓保のために必要となる機器が複数建屋に設置されている場合につ

いては，建屋及び機器の健全性確認に加え，各建屋間を貫通している系統の健全性確認を

行う必要があり，各建屋の相対変位量と当該系統の配管系及びケーブル類の許容変位量と

の比較から機能健全性評価を行う必要がある。

なお，いずれの場合についても，地盤変状の影響として建屋貫通配管の損修に伴う溢水

の影響，建屋境界の損傷並び配管及びケーブル類貫通部の損傷に伴う建屋止水性能低下に

よる外部からの浸水の影響が懸念される。また，電源母線の損傷による変圧器火災なども

例ユニット間で共用している設備の系統分離機能喪失福島第一原子力発電所4号
機は，3号機の原子炉格納容器ベント時に水素ガスを含むベント流が4号機に回
り込み，原子炉建屋に蓄穣，爆発に至ったものと考えられている。具体的には，
4号機の格納容器ベント配管は，非常用ガス処理系配管に接続し，排気筒へ導か
れているが，排気筒付近で3号椴の非常用ガス処理系配管と合流している。ただ
上,撚産嘉躍羅丸た空気式の弁によ?了,3群否?櫓密議墓
流が4号機側へ逆流することはないものの，全交流電源喪失によって4号機非常
用ガス処理系が待機状態で停止し，この系統の弁は開状態となったことが重なり，
3号機の絡納容器ベント流が4号機側に逆流したものと考えられている。

b)複数基同時被災による事故対応シナリオへの影審複数基同時被災を想定した場合に
考慮すべき事項としては，復旧作業の干渉，復旧作業への影響を考慮しなければなら
ない。

1）復旧作業の干渉複数基同時被災を想定した場合,複数基の復旧作業を同時並行して
実施する必要があり，必要となる資機材や人員がより多く必要となることを踏まえ，
事故対応シナリオの成立性確認について資機材及び人員の十分性について確認を行
う必要がある。

2）復旧作業への影響あるユニットがシビアアクシデントに至るような場合において
は，上記K.4b)1)とは別に復旧作業への影響も考慮しておく必要がある。
例隣接ユニットがシビアアクシデントに至った場合の復旧作業への影響福島第一
原子力発電所2号機では電源車による給電を行うべく復旧作業が行われていたが，
1号機での水素爆発の影饗にて敷設したケーブルが損傷，受電困難となった。3
号機の爆発時には，運転していた原子炉隔離時冷却系の停止に備え，海水注入の
ために準備していた消防車やホースが損傷し，使用不能となった。まだ，1号機
及び3号機の爆発に伴う瓦礫が散乱した結果，現場の放射線盆が非常に高くなり，
復旧作業の妨げになった。

q許容時間内に意志決定が遅延することによるSA対策の有効性低下複数基同時被災時
においては，各ユニットの事象進展速度や事象の深刻度が異なるため，ユニットによ
っては意志決定し指示命令するのが遅れ,SA対策の有効性が低下する可能性がある。
そのため様々なケースを想定し,実施しうるSA対策の優先順位を含めた実施手順を明
確にしておくことが必要である。
損傷の相関の取扱いについては本体7.7.1及び本体8.5.7を参照のこと。

I

懸念される。

’

１
１
１
１

【参考文献】

(1)東京電力“福島原子力事故調査報告書”平成24年6月20日

’
『

K.5地殻変動及び断層変位に起因する地盤変状の影響
地殻変動及び断層変位に起因する地盤変状による影響としては,建屋間相対変位による
建屋間を貫通する配管などの損傷,建屋躯体の損傷及び建屋傾斜によるSSCsの損傷又は機
龍喪失が想定される。
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附属書M

（参考）

炉心損侮に対する事故シナリオのスクリーニングアウトの考え方の例

附属書L

（規定）

原子炉施設周辺斜面の崩壊による炉心損傷への影響評価
序文

この附属書は，炉心損傷に対する塞故シナリオのスクリーニングアウトの考え方の例を

記載する。

序文

この附属書は，原子炉施設周辺斜面の崩壊による炉心損傷への影響評価について規定し
たものである。また，燃料プールにおける重大な燃料損傷への影響評価を行う場合にも参
考にできる。 M.1基本的考え方

事故シナリオのスクリーニングアウトは，複数の取扱いが可能であり，評価の目的など

に応じてその扱いを変えることができる。基本的考え方としては，定堂的な手法と定性的

な手法がある。

a)定垂的手法対象設備の損傷確率を定量評価し,従属する他の設備の損傷確率と比較し’
十分に小さい場合にはスクリーニングアウトできる。

b)定性的手法次のような手法で行い，その内容を記録として残すことが考えられる。

1）決定論的な評価に基づき判断する。例えば,対象設備の損傷時に影響を及ぼし得る建
屋・機器などとの分離性から判断する。

2）対象設備の損傷時の影響が,運用面での対策及び対応に基づき低減されているか判断
する。

3）対象設備の損傷時の影響に関して，サイト・プラントウォークダウンによって得た情
報に基づき判断する。

L.1原子炉施設周辺斜面の崩壊による炉心損傷への影響評価
原子炉施設周辺斜面の崩壊が炉心損傷頻度に与える影響は次の手順で確認する。
a)斜面の高さ及び重要施設と斜面との距離から,斜面崩壊による炉心損傷頻度への影響の
有無を工学的判断に基づき決定する。

b)上記a)の誌果に基づき斜面剛壊が炉心楓傷頻度に影響を与えると判断した堀合は，斜面
の瑚獅磁率を評価し，影蒋を与える可能性のある述屋・椴器などの摂膳碓串と比べるこ
となどによって，スクリーニングアウトが可能かどうか判断する。【附属害Y(参考）
参照】

0斜面崩腰碓率の評価によるスクリーニングアウトができない場合は，斜面崩壊後の土塊
又は岩塊が鈩心損筋頻度に及ぼす影騨を確認する。（附屡書N(参考）参照)(附属書Z
（参考）参照） １

１
M･Z本醒による炉心損傷事故に直接的に繋がりうる事故シナリオのスクリーニングアウ
ト

安全機能に従属するSSCsの損傷が直接炉心損傷事故に繋がる事故シナリオのスクリーニ

ングア・ウトの例を述べる。

耐震重要度Sクラス機器の損傷を含む事故シナリオのスクリーニングアウトは原則とし

て行わないで，箇条8の対象とする。これは，箇条5の段階でスクリーニングアウトする
と重要なものを落とす可能性が高いためである。

ｌ
Ｉ
ｉ
、
１
１
１
１
１

M.3本霞による炉心損侮事故に間接的に繋がりうる事故シナリオのスクリーニングアウ

ト

安全機能を有するSSCs以外の建屋.機器の損傷と運転員の操作の阻害が間接的に炉心損

傷事故に繋がる可能性がある例に分けて述べる。

a)安全機能を有するSSCs以外の建屋，機器の損慨

1)屋内設備の損傷

1.1）天井クレーンの転倒及び落下による原子炉圧力容器，格納容器への影響
1.1.1）定量的評価天井クレーンの転倒及び落下による影響で原子炉圧力容器，格納容

､

1

1
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ウトが可能かどうか判断する。

2.4.2)定性的評価決定論的な評価に基づき判断する。

b)地漫時特有の現象による運転操作の阻害及び地歴時の安全機能への人的過誤の影響

上記a)のように安全上重要な設備の操作にかからないが，誤操作などによって間接的

に察故に繋がる可能性がある事故シナリオの例を挙げる。

1）施設の計画，設計，材料選定，製作，組立，完成検査までのミス

Z)地震時，地震後の従業員など（送電関係など）の操作ミス

3）変圧器などの碍子類の損傷によるサイト電源の停電に伴うバックアップ操作の支障

4）地盤液状化，段差形成，よう壁損傷による構内通行支障

b.1)定量的評価上記b)1)については,定盆的評価の手法は確立されていないので定性的

評価による。

上記b)2)からb)4)については,人的過誤に影響を及ぼす地盤又は構造物の損傷モード

に関する損傷確率及び人的過誤確率を評価できる場合は，事故シーケンス評価の対象

とするか，若しくは同様の支障をもたらす可能性のある機器などの損傷確率と比べる

ことなどによって，スクリーニングアウトが可能かどうか判断する。損傷確率の評価

によるスクリーニングアウトができない場合は，フラジリテイ評価又は事故シーケン

ス評価の対象とする。

b,2)定性的評価上記切1)については，安全上重要な機器については制作,組立,検査な

どの各プロセスで厳しい品質保証活励が行われている。そのことを考慮しても，地鯉

励の影響を受けて顕在化し,スクリーニングアウトできないと判断する場合には，そ

の旨報告書に記載するとともに,必要に応じ,事故シーケンスの不確実さ評価で考慮

する。

上記b)2)からb)4)については,これらによって影響を受ける可能性が定性的に否定で

きないと考えられる操作を抜き出した上で，それらの操作が失敗すると仮定した場合

にPRA評価結果に大きい影響を及ぼすかを定性的に検討する｡大きい影響を及ぼさな

いと考えられる場合はスクリーニングアウトし，そうでない場合は，フラジリテイ評

価及び事故シーケンス評価の対象とするか，又はそれを報告書に記載し，必要に応じ

て感度解析によって影響を確認する。

器が損傷する確率と，それ以外の原因も含めた原子炉圧力容器，格納容器の損傷
確率の大きさを検討することなどによって，スクリーニングアウトが可能かどう
か判断する。これらの評価でスクリーニングアウトができない場合は，事故シー
ケンス評価の対象とする。

1.1.2）定性的評価運用面での対策及び対応で判断する。通常運転時においては原子炉
などの安全機能を有する設備の直上に位置させない運用とし，転倒した場合にも
原子炉などの安全機能を有する設備の上には落下しないよう距離をとっている
ことをもって判断する。

1.2）耐霞重要度B!Cクラスの損侮に伴うSクラス機器の損傷
1.2.1)定量的評価上記1.1)と同様の取扱いとする。
1.2.2)定性的評価サイト・プラントウォークダウンによって得た情報に基づき判断す
る。空間的相互作用の有無を確認することによって判断する。
1.3）主タービンの軸受けなどの損侮に伴うタービンミサイルによる隣接原子炉建屋内
従属設備への影響

1.3.1）定量的評価上記1.1)と同様の取扱いとする。
1.3.2）定性的評価決定論的な評価に基づき判断する（飛来物が安全上重要なSSCsを破
損する可能性を“タービンミサイル評価について（昭和52年7月20日，原子炉安
全専門審査会”を参考とする)。

z)屋外設備の損侮安全機能を有するSSCs以外の屋外設備を対象とし,上記a)1)と
同様の分析を行い，炉心損傷に繋がる可能性のある二次的な事故シナリオを選定する。
この事故シナリオには，原子炉施設周辺斜面の崩壊による炉心損傷への二次的影響も
含む。

2.1）スタックの転倒による原子炉建屋又は周辺構造物への影響
2.1.1）定量的評価上記1.1)と同様の取扱いとする。
2.1.2）定性的評価決定論的な評価に基づき判断する。影響を及ぼし得る建屋・機器な
どとの距躍から判断する。

2.2）斜面崩壊による原子炉建屋又は周辺構造物への影響
2ﾕ.1）定量的評価上記1.1)と同様の取扱いとする。
Z･2.2)定性的評価決定輪的な評価に基づき判断する。影響を及ぼし得る建屋・機器な
どとの距離から判断する。【附属書N(参考）参照】

2.3）送電網の鉄塔などの損侮に伴う外部電源喪失への影韓
2.3.1）定量的評価送遮網の鉄塔などの損傷に伴う外部電源喪失に対する影響を確率総
的に評価し’スクリーニングアウトが可能かどうか判断する。なお,BWRでは
保守的に外部電源喪失が必ず起こるものとして評価している場合がある。

2.3.2）定性的評価決定論的な評価に基づき判断する。
2.4)安全卜重要な設備の冷却に使用可能な工業用水などの原水供給停止に伴う冷却水
の枯渇への影響

2.4.1）定愛的評価冷却水の枯渇に対する影響を確率論的に評価し,ｽｸﾘーﾆﾝグア
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附属書o

（規定）

余涯による炉心損侮への影響評価

附属書N

（参考）

斜面崩壊が炉心損傷に及ぼす影響の確認方法

序文

この附属番は，余震による炉心損傷への影響評価について規定したものである。また，

燃料プールにおける重大な燃料損傷への影響評価を行う場合にも参考にできる。

序文

この附属密は，斜面崩壊が炉心損傷に及ぼす影響の確認方法を記載する。

N.1斜面崩壊が炉心損傷に及ぼす影響の確認方法

斜面崩壊が炉心損傷に及ぼす影響を精度よく算出する方法については，十分に確立され
ていないものの，次の各種手法及びそれらの組合せを用いて，工学的に判断することが可
能である。

a)斜面及び壁(建屋などの壁)を不連続体によってモデル化し，崩落してきた岩塊と壁の衝
撃荷重を直接算出するか，衝突直前の岩塊の速度から衝撃荷重を算出することによって，
壁が崩壊するかどうかを判定する。

b)Newmark法によってすべり量を算定し，限界すべり量との比較又はそれから想定され
る崩壊岩塊による衝撃荷重を推定し，壁が崩壊するかどうかを判定する。
c)落石対策検討に用いられている計算法によって，壁が崩壊するかどう力判定する。

なお，上記a)の不連続体解析においては，落石形状をはじめとする比較的多くのパラメ
ータの設定が必要になるが，これらについて一般的な設定方法が確立していないものがあ
り，その設定に当たっては十分な検討が必要となる。
また，上記b)で算定したすべり量の取扱いについても，一般的な限界すべり量の設定方
法が確立されておらず，すべり量取扱い方法の妥当性の検証が必要となる。
上記｡については落石対策便覧(日本道路協会)が参考にできる。

0.1余震による炉心損燭への影響評価

余震による炉心損傷への影響評価においては，評価サイト周辺の活断層及びプレート境

界地震などの特定霞源，過去の地震について，本震と余震の発生状況を考慮して余鯉によ

る地震ハザード評価に基づきSSCsの損傷に対する影響を評価する。

なお，余溌によるハザード評価又はSSCsのフラジリテイ評価の結果について，次に示す

いずれかの条件を満足し，本震と比べて余震の影響が十分小さいと判断される場合は，そ

の影響を無視してよい。

a)評価サイト周辺の特定鰹源及び過去の地震における本震及び余震の地震情報などに基

づいて余震のハザードを評価した結果，超過頻度（超過確率）が本震と比較して十分

小さい場合

b)評価サイト周辺の震源及び過去の地震などの情報に基づき,本震と余震の種々 の発生パ
ターンを考慮して作成した地震動について，本震と比べて余震の地震動が小さい場合，

又は余震の地震動が本震を上回る可能性が十分小さいと判断される場合

0炉心損傷に影響が大きなSSCs,について，基準地震動を上回る高いレベルの地震動を
繰り返し受けても耐力低下又は損傷に至らないことが，試験又は解析などで確認され

ている場合【附属書P(参考）参照】

本霞と比較して，余震のハザード又はSSCs,の損傷に対する影響が無視できない場合，

本震と余震の地震動を連続し受けた場合の事故シナリオを分析して炉心損傷頻度を評価す

る。余震の影響評価が困難な場合は，炉心損傷頻度の評価において，余震の影騨が考慮さ
れていないことを報告霧に記載する。【附属醤Q(参考）参照】
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附属書P

（参考）

SSCsに対する余震の影響について
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‘序文

この附属書は,SSCsに対する余震の影響を記載する。また，燃料プールにおける重大な
燃料損傷への影響評価を行う場合にも参考にできる。

RC造耐震壁の仮動的試験で，終局せん断

ひずみを上回るせん断変形角2×10-3~
7×103程度までの3レベルの試験を実施。

各試験では，ほぼ同じ振幅レベルを2～3回

程度繰返した応答を示しているが，履歴特

性及びスケルトカーブの劣化は見られない。

鐙

１１■
■
国
蛋

撫
雛
職
櫛
目
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塞
識

R1原子炉建屋における地霞動の繰り返しによる影響（加力蕊験及び振動試験例）
原子炉建屋の主耐震要素である鉄筋コンクリート(RC:ReinfbI℃edConcrete)造耐震壁，
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器(RCCV:ReinfbrcedConcreteContainmentVessel),及び
プレストレスト・コンクリート製原子炉格納容器(PCCV;PTe-stressedConcretcContainment
vessel)について，最大耐力あるいは耐力低下後の破壊に至るまでの静的試験又は振動台な
どによる動的試験はこれまで数多く実施されている。正AG4601-追補版(1)には，それらの
試験結果を反映してRC造耐震壁の復元力特性の評価法が纏められており(例えばせん断応
力一せん断ひずみの履歴モデルとしては最大点指向型が提案されている)，原子炉建屋の応
答評価では，それらの復元力モデルが用いられている。静的試験で履歴特性を評価する場
合，一つの加力振幅で2～3サイクルの加力を繰り返し，徐々に振幅を増大させて，最大耐
力さらには耐力低下に至るまでの特性を評価する。それらの試験結果から，荷重の繰り返
しに対して，各振1幅の最大荷重はほぼスケルトンカーブに一致し，繰り返しによる劣化は
認められない。

さらに，地震時の耐震壁などの挙動を確認するための動的試験又は仮動的試験c〕で>RC
造耐震壁の耐力に相当するせん断変形角4～5×10ﾖ程度までは,地霞力の繰り返しに対して
最大点を指向する復元力特性が維持され，スケルトンカーブの低下が見られないことが確
認されている。したがって，本震あるいは余震による応答が，耐力以下であれば，本震と
余震の地震動の大きさにかかわらず，原子炉建屋は健全性を保つことができる。
次に,RC造耐震壁,RCCV及びPCCVの仮動的試験あるいは動的試験例を示す。
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R2配管系の終局強度及び現行耐歴設計の安全裕度の評価（配管系の終局強度試験例）

a)評価概要現行の原子力発電施設の配管系の耐震設計は,基本的に材料の弾性挙動範囲

内の設計となっており，配管系の機能喪失に至る終局強度は大きな安全裕度を有して

いると考えられる。原子力発電技術機構では，平成10年より，現行の耐震設計法で設

計された一般的な配管系の弾塑性応答挙動及び終局強度を把握し，許容応力に対する

安全裕度を把握するための試験及び解析を実施している｡安全裕度の確認では，特に

設計許容応力を超えた弾塑性領域での配管の応答挙動で問題となるラチェット変形を

伴う低サイクル疲労に着目して評価を実施しており，本涯と余震による地震動を繰り

返し受けた場合の配管系への影響を検討する上で有用な知見が得られている。

それらの結果によれば，現行耐震設計法によって設計された配管系は，設計用基準地

震動S2に対する許容応力度(3Sm)の10倍以上の応力強さにおいても塑性崩壊又は疲

労による破損は生じないこと，低サイクル疲労強度は設計疲れ線図を上回る強度を有

していることなどが確認されている。したがって，配管系は，破損に対して非常に大

きな安全裕度を保有しており，余藤による地震動の影響は小さいものと考えられる。

次に，それらの試験及び解析概要を示すb

b)実規模配管系モデルの終局強度試験(司実機配管系の耐震信頼性の実証を目的に,耐震
上霊雲な配管系の一般的特徴を有する実規模配管系モデルの振動試験を実施し，設計許容

応力を超える高い応答レベルで配管終局強度（破損限界）を把握するとともに，現行耐震

設計の安全裕度を確認している。その試験概要及び結果を図E4に示す。

同図に示すようにS2の1.7倍(振動台の加振限豹の入力地震動に対して,最も応力が大き

なエルボ部分の1次繰り返しピーク応力は5.8Smとなっており，地霞等価繰り返し数を60

回とした場合，設計疲労線図による疲労係数は0.1s程度となっている。また，共振波試験

で62Sm(設計疲労線図の繰り返しピーク応力の上限値の約2倍）に相当する繰り返しピー

ク応力まで加振し，疲労による破損及び配管内の漏洩が見られないことを砿認している。

c)実機配管系の安全裕度の評価⑤現行設計法に基づき設計された実機配管として，耐震

設計条件が厳しいBWRとPWRの給水系配管モデルを選定し，基準地震勅S2に対する地

震応答解析及び非線形有限要素解析を行い，材料試験及び要素試験で評価した低サイクル

疲労に対する疲れ線図から安全裕度を評価した｡その評価概要と結果を図F.5～E6に示すb

1回の地震動で配管が疲労破損（等価繰り返し数60回）する入力地震動の大きさと，設

計上許容される入力地震動（一次応力が許容応力3Smに達するか，繰り返しピーク応力強

さが，疲れ線図の繰り返しピーク応力強さに達する地震鋤）を比較した結果，前者の地震

動の大きさは後者の地震動に対してBWRで約27倍,PWRで約13倍となり，非常に大き

な安全裕度を有していることが確認されている。
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E3動的機器の耐力に対する地霞動の繰り返しの影響（耐力試験例）

原子力安全基盤機構では，地震PRA上重要度が高い横型ポンプ及び電気品の耐力把握す

ることを目的として，部分品及び実機に対して設計条件を大きく超える加速度を入力した

加振実験を実施している(⑪。

実磯試験では，試験横型ポンプの代表機種として原子炉補機冷却ポンプ(RCWポンプ）

を対嬢に斌大約6×9.8m/"の加速度による振動試験を行い，ポンプの運転状態，外観など

に異常が見られないことを確認している。また，電気品の実機試験では，原子炉補助盤，

中央制御盤，計装ラック及び論理回路制御盤などについて最大約6×9.8m/s2の加速度によ

る振動試験を行い，電気的に異常がないことが確認されている。

これらの振動試験では，図R7の試験実施フロー及び表E1の試験ケースー覧に示すよう

に,1試験体に対して加振レベルを上げながら繰り返し加振試験を実施して，最終的に機能

維持が確認された最大加速度を地震PRAにおける現実的耐力値として採用している。した

がって，これらの耐力評価結果において，余震による地震動の繰り返しの影響はないもの

と考えられる（あるいは繰り返しの影響を含めた耐力評価結果となっている)。

霜’
”
一
蝦
一
ｍ
一
鋤

１
１

》
一

】

【参考文献】

(1)（社）日本電気協会電気技術基準調査委員会，“電気技術指針原子力編原子力発電所
耐震設計技術指針"JEAG4601-1991追補版

(2)（財）原子力発電技術機構，耐震安全解析コード改良試験，“原子炉建屋の弾塑性試
験動的復元力に関する報告書”平成5年度，平成6年3月

C)(財）原子力発電技術機構""平成11年度原子炉発電施設耐震信頼性実証試験に関す

る報告書その1コンクリート製原子炉格納容器耐震実証試験（第二分冊)"，平成

12年3月

(4)（剛原子力発電技術機構，“平成11年度原子炉発電施設耐震信頼性実証試験に関す
る報告書そのユコンクリート製原子炉格納容器耐震実証試験（第一分冊)"，平成

12年3月

(5)（財）原子力発電技術機構“原子力発趣腫設耐震信頼性実証に関する報告書，配管系

終局強度"，平成10年度～平成15年度

(6)（独）原子力安全基盤機構，“原子力発電施設耐渡信頼性実証に関する報告書,機器耐
力その1（横型ポンプ，電気品)"，平成16年7月
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表R1－耐力試験ケース例

〔横型ポンプ試験ケース－覧〕
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－
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停止状態
’ポンプ軸直角方向
1!"-(><方向）

0.4

ランダム波予備試験
上下方向

(Z方向）
同上0．42

運転状態

停止状態
211

同上32

ポンプ軸直角方向

(X方向）
模擬地震波耐力試験 同上43

同上54

同上65

【電気品試験ケース－覧】
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では，基本的に箇条7に示す方法を適用する。

なお，原子炉建屋とは構造特性が異なるが，一般構造物の本震及び余震による地震応

答への影響について評価した例が文献向に示されている。

の事故シーケンス評価本震を受けた直後に，サイト周辺で規模が大きな余震群が発生し

た場合'SSCsが本震後も機能維持し，炉心損傷を回避する事故シーケンスに対して’

余震による緩和系の機能喪失及び新たな起因事象の発生による影響の発生確率を評価

し，余震による炉心損傷頻度の増加分を評価する｡。

附属饗Q

（参考）

余震を考慮した地震PRA手法

序文

この附属書は，余震を考慰した地震PRA手法の考え方の例を記載する。また，燃料プー
ルにおける重大な燃料損傷への影響評価を行う場合にも参考にできる。

【参考文献】

(1)堤英明他，“余震を考慮した地震PSA手法の開発'',2005年日本原子力学会秋の大会

(2)岡田康男他，“確率論的地震動評価のための余震規模及び時空間発生モデルの構築に関

する研究（その1）モデル化手法の検討'’2005年日本建築学会大会

(3)花村正樹他，“確率論的地震動評価のための余震規模及び時空間発生モデルの構築に関

する研究（その2）シミュレーション解析"，2005年日本建築学会大会

(4)地霞調査研究推進本部・地震調査委員会ホームページ，“余震の確率評価手法について

（平成10年4月8日)''

(5)JmichiSAKAI,Stcphen.AMAInN,"NONLEWEARRESPONSESPECTRAFORSTRONG

GROUNDMOTIONRECORDSFROMTHE2004NHGAIHKENCHUETSU

EARrHQUAKES",JoumalofJapanAssociationfbrEarU]quakeEngineeringW1.5,No.1,

2005

(6)“地震に係る確率論的安全評価手法の整備に関する報告書=PWRの事故シーケンスの

試解折＝(平成17年度)",(独)原子力安全基謹機構解析評価部,JNES/SAE06-089,

平成19年2月。

Q.1余震を考虐した場合の炉心損侮頻度の評価の考え方

余震による炉心損傷への影響を評価するためには，余震のハザード評価，本震と余震の

地震動の影響を考慮したSSCsのフラジリテイ評価及び事故シーケンス評価が必要となる(1)｡
これらの評価技術は研究段階にあり，評価方法の詳細及び評価例などに関する情報は非常

に少ないため，余震による炉心損傷への影響評価の方法を，系統的に示すには至っていな

い。次は，現段階で得られている情報又は知見から，各評価過程の基本的な考え方を纏め

たものである。

なお，余震による炉心損傷への影響評価の方法については，評価技術が研究段階にある

ものの感度解析を実施する場合の考え方，感度解析の例，今後の評価手法の改良の可能性
を附属書DI(参考）にまとめている。

I
■

Q.2余震を考恵した地屡PRA

a)余霊のハザード評価余震のハザード評価では,本震発生以後の余震発生数の経時変化
及び規模別発生頻度，最大余震の規模，余震の空間分布などをモデル化し，箇条6に

示す本震のハザード評価と同様に地鯉動伝播解析を行い余震群による地震動の超過頻

度健過確率）を評価する。箇条6では，余鰻を除外した本震のみの情報でハザード

を評価することとしており，除外した余震の情報を用いてハザードを評価する。余震

の評価期間は，プラントがスクラム停止した後，点検可能な停止状態になるまでの期

間とする。

余震のハザード評価にかかわる技術として，余震の発生様式のモデル化及びハザード

評価例⑫)．。)が示されており，また,地鰹調査研究推進本部.地震調査委員会㈹において

も余震の確率評価手法の考え方が示されている。本震に対する余震の発生位置の分布
のモデル及び最大余霞の設定方法などについて課題があるが，これらの考え方を用い

て余震のハザード評価は可能である。

b)フラジリテイ評価フラジリテイ評価では,本腰と余震の地震勅を連続して受けた場合
のSSCsの損傷確率評価が必要となり，そのための入力地震動の評価が重要である。評

価サイトに影勢を及ぼす特定の鰻源及び過去の地震を対象に，本震と余震の発生位置

及び規模について種々 のパターンを設定して，本渡と余震の地震動の組合せを作成す
るなどの方法が考えられる。また，評価対象機器などの特性に応じて，本震と余震に

よる地震力の繰り返しによる応答及び耐力への影恕を考応する必要がある。応答評価

坐 Ｊ
ｐ
８
■
■
Ⅱ
■
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応答の観点で十分な耐震裕度（フラジリティ）を有しており，経年変化事象による

地震応答特性及び耐力への影響を考慮しても炉心損傷頻度への影響が小さいと判断

される場合。

6）上記a)～d)のスク.リーニングアウトを経て，評価対象として残った経年変化事象のうち‘

現状の知見では評価が困難，又は過度に保守的となるなど合理的に炉心損傷頻度の評

価へ反映することが難しい場合には，感度解析で影瑠の度合いを確認し，評価対象事

象がリスク要因となり得ることを報告書に留意事項として記載する。

なお，炉心損傷に直接影縛を及ぼさないSSCsであって，その損傷による変形などに起因

して，炉心損傷へ影響のあるSSCsへの衝突などの二次的影響を及ぼすものについて経年変

化事象の影響を考慮する場合にも，上記のスクリーニングアウトの考えに基づいて判断し

附属婆R

（規定）

経年変化事象を考虚した堀合の炉心損侮への影響評価１
１
１
１
１

序文

この附属書は，経年変化事象を考芯した場合の炉心損傷への影騨評価について規定した
ものである。また，燃料プールにおける重大な燃料扱傷への影櫻需価を行う場合にも参考
にできる。

凡1経年変化率象を者虚した蝿合の炉心損侮への影響評価
経年変化副f象を考慮した堀合の炉心扱傷への影蒋評価においては,SS"･の経年変化によ
る地籏応答特性の褒化又は耐力の低下を,SSCsのフラジリテイ評価において考准する。た
だし，新設プラントのように護年喪化那熱を考I蝉-る必要が無い場合は．フラジリティ評
価において経年変化辨象を譜感する必要はない。
また，フラジリティ評価において経年変化蛎象を考慮することで新たな事故シナリオが
生じる場合は，事故シーケンス評価に反映する必要がある。
なお，フラジリテイ評価に当たっては次の観点によってスクリーニングアウトを行って
もよい。【図R.1参照】

a)有意な謹年変化率象が発生しないものは好蕊外とする．
b)経苧変化事象がある場合でも，維持及び犠理，リプレースなどの保全によって，耐震上
大きな影蕃が生じないように笹理及び対処されるものについては対象外とする。ここ
で,経年変化到聡である棚器承び記藤系に発生するき製については，日本椴獄学会"発
芯用原子力設鮒規格維持規瀞(JSW正SNA1.2004)に基づき安全性が砿隠されれば，
上記，繕寺及び管理が適切に行われているものと解釈し対象外とする。
cウ経年変化到嘩の発生部位(強度部材でない部位又は応答評価上影聯のない部位)，形態
（金凧部材の表面の鍬，コンクリーi､構造物のヘアクラックなど）などの観点から評
価対象物の地震応答特性又は耐力に影響がないと定性的に判断できる場合は対象外と
する。

d)経年変化事象が評価対象物の地震応答特性又は耐力に影響があると判断される場合に
おいても，次の場合については対象外としてよい。

’）股計上,腐れ代の考蝉とどによって経年変化事象による耐力の低下に対する余裕が確
保されており，かつ，それらの余裕をブラジリティ評価上無視している場合。
2）経年変化事象によって地鮭応答特性への影課が考えられる嶋合でも,フラジリティ評
価上支配的な扱侮部位における応答に影響がない（応嬢が礎化しない，又は応答が
低減する）と考えられる場合。

3）経年変化事象によって耐力が低下する部位よりも,他の部位がフラジリテイ評価上支
配的な損傷部位となる場合。

4）経年変化事象の発生していない状態で,既存の耐震性評価結果などを参考に耐力又は

てもよい。
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（参考）

経年変化の取扱い
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序文

この附属書は，炉心損傷に至る経年変化の取扱いを記載する。また，燃料プールにおけ
る重大な燃料損傷に至る経年変化の取扱いについても参考にできる。

S.1経年変化の影響

定期検査及び予防保全計画を考慮してもSSCsに耐霞設計上要求される性能の低下がある
場合は,経年変化事象の影響を考慮して炉心損傷に至る事故シナリオを選定する。

SZSSCsの経年変化に対するプラント保守からの対応

a)建物及び構築物建物及び構築物の主要構造材料としては,コンクリートと鋼材がある。
コンクリートの経年変化には，温度環境下の強度低下が懸念されるが,CCV規格0)に
示される温度制限値以下の顔境が確保されていることによって原子炉施股の供用期間
中の強度低下の可能性は小さいと考えられる。また，アルカリ骨材反応に関しても，
反応性骨材は事前の検査が実施されており反応現象は発生の可能性は小さいと考えら
れる。さらに，鋼材に関しては，コンクリートの中性化並びに塩分侵入による腐食が
考えられるが，原子炉施設のかぶり厚さは一般の構造物より大きめに股計されている
ことより，供用期間中の鋼材腐食の可能性は小さいと考えられる。しかしながら，温
度環境下のコンクリート強度低下などに関してはPRAのための評価データが十分でな
いことから，当面経年変化による評価は分析などによる判断が必要であると考えられ
るが,今後デーﾀが収集された段階で,地震P"に皮映するものとする。
b)機器及び配管系機器及び配管系については,安全上の重要度に基づき定期事業者検査
による点検，機器の取替えを実施している。経年変化にかかる対象としては，原子炉
再循環系配管などのき裂発生のの問題があるが，日本機械学会"発電用原子力設備規格
維持規格''(JSMESNA1.2008)によって5年経過を目途として破壊強度を確保するよ
うになっている。また，配管の減肉側の問題については，事業者によって減肉配管に対
し日本電気協会“原子力発電所耐匪股計技術規程"(JEAC46012008)に基づく応力評
価が実施され設計強度を確保するようになっている。これら局部的なき裂，減肉など
は，機器及び配管系の損傷確率に及ぼす影響を評価する必要がある場合は確率飴的破
壊力学手法を用いて評価することができる。

s,3経年変化にかかる賦験事例

経年変化にかかる試験による評価例としては，原子力発電技術磯構が国の委舵を受け実
施した耐溌僧頼性実証試験⑧)及び鯉)防災科学技術研究所が実施しているもの(4)．⑨があり，
いずれも酎震股計審査指針が改訂される前の事例である。耐震信頼性実証賦験は，減肉配
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管要素賦験，減肉配管系賦験及び解析評価がなされており，結果として減肉配管の耐震性
評価手法の検討，実機減肉配管の耐展性の評価及び耐嬢僧頼性と耐賎裕度の検征を行って
いる｡減肉配管の耐震信頼性実征賦験のモデル図を図S､1,減肉配管のひずみ分布図を図S・Z
に示す。また，減肉配管要素賦験における減肉配管のき裂貫通状況を配管エルボについて
図S3,配管テイについて図S､4に示すb減肉配管系拭験においては，減肉配管の持つ強度
上の裕度は，設計値の10倍前後であるとの結果が得られている。き裂の発生した配管の賦
験は,鯉)防災科学技術研究所が配管について，さまざまなき裂形態及びき裂の大きさを想
定して実施している。それに基づき評価を行えば，肉厚の50%深さで全周き裂を考慮して
も，配管の応答性状に影騨を与えず，かつ，き裂配管の持つ強度上の裕度は，般計値の6
倍前後であるとの結果が得られている。

S､4日本樫械学会“発電用原子力設備規格維持規格"(JSMESNA1-zOO8)の解脱
原子力発唖fは経年変化事象によって必ずある程度は劣化する。その劣化が将来的に原
子力発電所の安全性に影響を与えるかどうか，設備の健全性を判断する基準が“維持基準”
である。従来は，“股計・製造基準”のみで，新規プラントへの適用基準を運転中の原子力
発電所へ適用していた。このため機器などにき裂，ひび割れなどが発見された場合，安全
上の問題の有無にかかわらず，“股計・製造基準”に基づいて修理を行っていた。しかし，
原子力発電所は，もともと“劣化”を見込んで設計されていたが，その劣化を判定する基
準がないため，新品の状態を保って運転しなければならないとされていた。しかし，欧米
の維持基準では，使用する機器にひび割れなどが発見されても，安全性にかかわるか否か
を評価し，安全性に問題がなければ，状態を監視しつつ，継続使用を認めている。これら
の状況を考慮して，1”3年頃から（財）発電設備検査技術協会で維持基準の欠陥評価が審
鮭され，原案が作成された。1998年頃（社）日本機械学会で，この原案を基に維持規格が
審雛され，2000年に日本機械学会発電用原子力股備規格維持規格として発行された後，改
定及び追補版発行が行われ，現在の2008年版(2011年追補版）に至っている。

この維持規格では，原子力発電所の機器及び配管系などにき裂又はひび割れなどの劣化
が定期事業者検査などによって発見された場合に，そのき裂又はひび割れが一定期間後に
どの程度大きくなる（進展する）かを予測し，その予測されたき裂又はひび割れを考慮し
て評価された強度が，安全率を見込んだ許容限界強度を上回り余裕がある場合，継続使用
が可能と判断されるが，下回る場合は，修理又は取換えが必要とされている。

S.5確率酷的破壊力学解析手法による配管系のフラジリテイ解価

経年変化が配管系の損傷確率に及ぼす影響を考慮して，フラジリティを評価する必要が
ある場合は，確率賎的破壊力学などの手法を用いることができる価％

a)磁率麓的破壊力学確率瞼的破壊力学は経年変化事象によるき裂や減肉などの存在及
びその進展を考慮して，影響因子の影響効果に関する統計処理に基づく確率モデル及

び破壊力学などを用いて，機器や配管系の損傷確率を解価する手法である。軽水炉配
管系を対象にき裂の存在を考慮した地震時損傷確率を評価することを目的とした確率

li

難
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鶴的破鰹力学解析コードとして，米国ローレンス・リバモア国立研究所で開発された

PRATRFが挙げられる｡。その一例として，溶接部に存在する初期き裂を考慮した損傷

確率の計算流れを図S､5に示す｡初期き裂の存在率及び寸法分布,疲労及び応力腐食割

れ(SCC)などの経年変化事象によるき裂の進展,超音波探傷試験などの非破壊検査に

よるき裂の検出，貫通き裂による配管の漏えい，き裂を有する配管の破壊などに関す

る計算モデルやそれらにかかるパラメータの確率分布を考慮し，モンテカルロ法によ

り配管の損傷砿率が計算される。近年，国内にも複数の確率論的破壊力学的解析コー

ドが開発,竪備されており㈱の,低炭素系ステンレス鋼応力腐食割れによるき裂の発生

や進展，超音波探傷賦験によるき裂の検出率，地震動による応答波形などにかかわる

国内の知見を反映して，経年変化事象によるき裂の存在を対象とした配管の損傷確率

が評価できるようになっている。破壊力学などの演鐸的手法を用いて地賎荷重の影響

効果を考慮しているため，異なる地震動による応答波形や本震，余震の影密を踏まえ

た損傷確率を求めることができる。また，配管減肉を対象とした損傷砿率評価も実施

されているQ

b)確率醗的破壇力学によるフラジリティ評価事例配管系としてBWR型軽水炉の再循

環系配管，経年変化事象として応力腐食割れによるき裂の存在，並びに応力腐食割れ

及び疲労によるき裂の進展を考慮して,300ASch.80低炭素系ステンレス鋼配管のフラ

ジリティ曲線の評価事例(“)を図S.6に示すb通常のフラジリティ曲線は地霞動レベル

の増加に対して，1本の曲線となることに対して,経年変化事象を考慮したフラジリテ

ィ曲線は複数の曲線となり，供用年数の増加に伴う経年変化事象の進展により上昇す

ることが示されている。
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附属書T

（参考）

燃料プール内燃料の損傷に対する事故シナリオの
スクリーニングアウトの考え方の例

序文

この附属書は,BWR及びPWR燃料プール内燃料の損傷に対する事故シナリオを対象
として，スクリーニングアウトの考え方の例を配載する。

、然料プールの冷却機能喪失のシナリオのスクリーニングアウトの考え方
このシナリオは燃料プールの冷却機能が喪失し，燃料プール内の冷却水が蒸発あるいは

漏洩によって失われ，燃料プール内の燃料が露出し，その後崩壊熱によって過熱され燃料

損傷に至るものである。

a)BWRの鰺料プールの冷却樫能の概要BWRの燃料プールは,+分に耐震股計がなさ
れた構造物として，原子炉建屋の最上階に設腫されている。図mlに示すように，通常

運転中は燃料プール冷却浄化系によって除熱（循環冷却）されている。プール水はプ
ールからスキマせきを通り，スキマサージタンクを経てWCポンプで加圧され，燃料

プール冷却浄化系の熱交換器で冷却され，燃料プールのディフューザ配管からプール

に戻る。このデイフューザ配管にはプール水がサイフォン効果現象で逆流し，燃料が

露出することを防止するために逆止弁が設けられている。また，燃料プールの低位置
にはドレン配管を股けておらず，燃料プール内に保管された燃料位直以下には漏洩経

路が存在しない股計となっている。

メンテナンスなどによって炉心燃料を全て燃料プールに取り出す場合など，燃料プー

ル冷却浄化系では冷却能力が不足する場合には図皿1に示すように,残留熱除去系の燃

料プール冷却モードによって除熱（循環冷却）される。燃料プールにかかわる循環経

路，すなわちスキマサージタンクを介してプール水を取水し，デイフューザ配管から
プールに戻る経路は残留熱除去系を使用する場合も同じである。

上記の除熱機能（燃料プール冷却浄化系，残留熱除去系）が機能しない場合において

も表亟1に示すように多数の燃料プールへの注水機能が電源,水源を含めて股けられて

おり，綴銃した注水を可能とする設計としている。

ただし，これらの機能は全て手動で起動する必要がある。また，消防車による注水は

現場での操作が必要となる。

mPWRの使用済燃料ピットの冷却機能の概要PWRの使用済燃料ピットは,十分に耐震
設計がなされた構造物として,原子炉補助建屋に設置されている｡図亟zに示すように，
通常は，使用済燃料ピットポンプ及び使用済燃料ピット冷却器などから構成される使

用済燃料ピット冷却系によって除熱（循環冷却）されている。ピット水は，使用済燃
料ピットの上部に取り付けられた配管から，使用済燃料ピット冷却系を経由して使用
済燃料ピットに戻るが，この注水配管には，ピット水がサイフォン現象で逆流し，燃

図S.5－初期害裂を対象としたRAISEの解析流れ

0．05
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図S.6－経年劣化を考愈としたフラジリテイ曲總事例岡
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料が露出することを防止するためにサイホンブレーカーが股けられている。また，使
用済燃料ピットの底部には排水口は設けない設計としている。このように，使用済燃
料ピット内に保管された燃料位腫以下には，漏えい経路が存在しない設計となってい
る。

また,使用済燃料ピット冷却系による除熱ができない場合には,燃料取替用水ピット’
二次系純水タンクなどを水源とした補給を行うことができ，そのための手順書が整備
されている。

さらに，福島第一原子力発愈所事故を受け，万一，全交流電源喪失などによって使用
済燃料ピットの冷却機能が喪失し，通常の系統を用いて使用済燃料を冷却できなくな
った場合の対応として，消火栓膣内外）による淡水の補給や消防ポンプでの海水の
補給など，多様な方法によって，使用済燃料ピットへ水の補給を行い，使用済燃料ピ
ット水量を確保することができるような手順の整備並びに必要な資機材の配備がなさ
れている。【図睡3参照】

ただし，これらの機能は全て手動で起動する必要がある。また，消火栓などによる水
の補給は現場での操作が必要となる。

9スクリーニングアウトの考え方この例では決定鏡的評価の情報に基づき，燃料プール
の冷却槻能喪失のシナリオをスクリーニングアウトするための評価手順を示している。
評価によって，“時間的余裕があり，かつ，機能喪失の可能性が小さい冷却手段が準備
されていること”により本シナリオの発生確率が無視できると工学的に判断できる場
合は，スクリーニングアウトすることが可能と考えられる｡

1）時間的余裕について燃料プールの冷却機能喪失のシナリオにおいて,運転中の燃料
プールの除熱擬能（循環冷却）が地震によって機能喪失した場合には，後備の燃料
プール冷却機能の設備は全て手動起動する必要があるため，地震後の混乱や高スト
レス状態，炉心冷却への対応が優先されることなどを考慮すると，十分な時間的余
裕が必要である。

BWRの燃料プールではプール自体が損壊しない限り，デイフューザ配管からのサ
イフォン効果現象の逆流以外には，漏洩経路は存在しない。デイフューザ配管の上
流側は耐震Bクラス配管であるため，このサイフォン効果現象による逆流を防止す
るために逆止弁が股けられているが，逆止弁自体が機能喪失する可能性は否定でき
ない。しかしながら一般的に逆止弁は地震に対して十分な耐性を有している（フラ
ジリテイが小さい）ため，逆止弁のみが機能喪失する可能性は小さい。また逆止弁
のランダム故障率は他の股備の地震による機能喪失確率と比べて小さいため，ラン
ダム故障によって機能喪失する可能性も小さい。あるいは逆止弁の機能喪失によっ
てサイフォン効果現象が発生しても燃料露出までに十分な時間余裕があることを示
せば，十分な時間余裕が碗保されていると判断できる。
この逆止弁が地霞に対してもランダム故障に対しても機能喪失する可能性が無視
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できると想定される場合，すなわち漏洩経路が無い場合の余裕時間について，次の

ような評価例がある。

1.1)BWRの酔価例｡）“東通原子力発電所第1号機における安全性に関する総合呼価

（一次評価）の結果について（報告)”では地震時に燃料プールに現実的に考えら

れる限り最も燃料の崩壊熱が大きくなるように燃料が貯蔵されている場合を想定

し，さらに地震によって燃料プール水がスロッシングで失われ，かつ一切の燃料プ

ール冷却擬能が喪失した場合を想定した場合の燃料プール内の燃料露出までの時

間が解価されている。

この結果，プラント運転中では緊急時に炉内燃料取り出す余裕（1炉心分の燃料分

のラックが空）があるため約15日，メンテナンスのために炉内の全燃料を取り出

している場合で約3．3日と十分な時間的余裕があると評価されている。

また,PWRについては，漏えい経路がない場合の余裕時間に関して，次のような評

価例がある。

1.2)PWRの解価例移M3》“東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故を踏ま
えた大飯発電所3号機の安全性に関する総合評価（一次評価）の結果について（報

告)”などでの評価では，プラント運転中では，水温が100℃付近に到達するまで約

41時間，プラント停止中にメンテナンスのために炉内の全燃料を取り出している場

合で約12時間の時間的余裕があると評価されている。さらに，遮へいの股計基準

を超えないと評価される水位に低下するまで(約3mの水位低下に相当),プラント

運転中では約6．3日，停止時でも約2．6日の十分な時間的余裕があると評価されて

いる。なお，この時点でも燃料頂部まで4m以上の水位があり，燃料が露出するま

でにはさらに大きな時間的余裕がある。

2）樫能喪失の可能性が小さい冷却手段について燃料プールの冷却機能には多数の手
段が股けられているが,一部の股備は耐震Sクラスで股計されていないこともあり，

地震時の燃料プール冷却に使用する股備についてはフラジリテイを評価する必要が

ある。また地震前からの運転を継続しない限り手動起勤となるため，人的過娯に起

因する機能喪失の可能性も考慮する必要がある。

特に消防車による直接的な注水などの現場作業が必要となる場合には，環境条件が

時間と伴に悪化すること（プール水の沸騰に起因する蒸気の充満，蒸発によってプ

ールの水位が低下することに起因する遮へい効果の低減による放射線ひばくの増

加）によって余裕時間が短くなり，人的過誤確率が大きくなる可能性があることに

留意する必要がある。

以上のような決定篭的評価の情報，運用面での対策及び対応に関する情報に基づき，

次の手順で分析及び評価を行う。この結果，燃料プール内燃料の損傷する確率は無

視できる程度と工学的に判断されれば，スクリーニングアウトが可能である。

2.1）地震によって燃料プールの冷却機能が喪失した場合に期待される多数の手段を整
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理し，これらの手段が，適切な信頼性（耐震性の高い股備の利用，あるいは地賎に
よる影響が配慮された可搬設備の利用）で実施可能となるまでに要する時間を概略
評価する。この際，外部支援に期待できることなどに基づき股定される炉心損傷頻
度評価における使命時間が適用可能であれば参照してもよい。
2.2)評価された時間が，燃料プールの冷却機能が全て喪失した場合に燃料の健全性が損
なわれるまでの時間に対して十分に短い時間であることを，定量的’あるいは定性
的に評価する。

なお，スクリーニングアウトの判断が難しい場合には，バウンデイング解析のよう
な簡易的な定危評価の利用も有効である。

、2爆料取扱い設備落下による燃料プール内燃料損傷シナリオのスクリーニングアウトの
考え方

このシナリオは燃料取扱い設備（燃料交換機，原子炉建屋天井クレーンなど）が地賎に
よって損壊し，燃料プール内の燃料上に落下することによって，燃料プール内燃料損傷に
至るものである。

この例では決定瞼的評価の情報に基づき，“燃料取扱い設備が落下する確率が小さいこ
と'，あるいは“破損燃料からの放出放射能盆が判断基準以下に限られ，被ばく影響が無視
できること'，により，燃料取扱い股備落下による燃料プール内燃料損傷シナリオが発生す
る可能性は無視できると工学的に判断しており，本シナリオはスクリーニングアウトが可
能と考えられる。

a)耀料取扱い股備が落下する確率が小さいことについて燃料取扱い設備の損壊につい
て，これらの股備が地霞によって変形などが発生し場合においても，構成する材料の
塑性化によるエネルギー吸収によって応答が低減するため，大規模な損壊に至る可能
性は小さいと判断される。

また，燃料取扱い股備の落下について，設備自体が浮き上がりや脱線を防止する構造
となっており，これらの構造が上記と同様に大規模な損壊に至る可能性は小さいと判
断される。

さらに，これらの設備が燃料プール上に存在する期間は原則として定期検査中の限ら
れた時間であり，この間に地漣が発生する可能性は小さいと判断できる。
b)破損耀料からの放出放射能量が判断基準以下に限られることについて燃料取扱い股
備が落下した場合に損傷する燃料集合体数を解価することによって，損傷する燃料集
合体数に，燃料取扱い事故の評価などにおける燃料集合体1体からの放射性物質の放
出堂を乗じて放射性物質の総放出量を算出する。これと燃料取扱い事故の評価などの
合理的な判断基準と比較し，判断基準以下であることを示すことによってスクリーニ
ングアウトすることが可能となる。

以上の決定践的解価の情報，運用面での対策及び対応に関する情報を総合することによ
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って，燃料取扱い股備が燃料プールに落下する確率は無視できる程度と工学的に判断され，

スクリーニングアウトすることが可龍と考えられる。
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図工3－全交流電源喪失時の使用済燃料ピットへの水補給織能(PWRプラントの一例）

表浬1－燃料プールへの注水機能(BWRプラントの－例）

対象殴備

燃料プール補給水系

復水補給水系

消防車

駆動源

直流電源（蓄電池）

電源車

大容量電源装画

軽油（軽油タンク）

水源

復水貯蔵槽

純水タンク

ろ過水タンク

防火水楯

原水槽

河川水

海水
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（参考）

起因事象をもたらすSSCs損傷の明確化の例

序文

この附属書は，起因事象をもたらすSSCs損傷の明確化の例を記載する。
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ul起因事象をもたらすSSCs損煽の明確化の例

地鰹Wでは，分類した起因事象をもたらすSSCs損傷を同定し，それらに対するフラ

ジリティを評価する。起因事象をもたらすSSCs損傷の例を次に示す。

a)原子炉建屋損傷

1）事象の内容原子炉建屋が損傷すると,同時に建屋内の格納容器又は原子炉圧力容器
などの椴器及び構造物が大規模な損傷を受ける可能性がある。これを踏まえ，原子

炉停止及び炉心冷却が不可能になるものとして直接炉心損傷に至る事象と仮定する

ことも考えられる。

2)解価対象の考え方原子炉建屋の損傷によって,原子炉建屋内にある設備の安全機能
を期待しない場合には，損傷部位として耐藤壁などで代表させることも考えられる。

b)格納容器損傷

1）事象の内容格納容器の損傷としては,発生の態様に応じて次のような影響が考えら
れる。

1.1）格納容器内の機器又は原子炉圧力容器などの構築物が大規模な損傷を受けて原子
炉停止及び炉心冷却が不可能になり炉心損傷に至る。

1.2）格納容器の耐圧機能が劣化し，格納容器圧力が上昇する事故シーケンスにおいて格
納容器が過圧破損して炉心損傷に至る可龍性がある。

1.3)BWRにおいて格納容器が損傷することによって長期的にはサプレッシヨンプール
水が利用できなくなり炉心損傷に至る。PWRにおいても，格納容器の損傷に伴い同

時にIDCAが発生した場合には,格納容器再循環サンプ水の沸鴎によってやがて炉

心損傷に至る。

1.4）格納容器の構造的損傷又は機能喪失時には保守的に直接炉心損傷と格納容器損傷
の同時発生に至ると仮定することも考えられる。また，炉心損傷と格納容器損傷の

同時発生をもたらすその他の機器の損傷(PWRにおける全蒸気発生器の損傷など）

を包含させることも考えられる。

"酔価対象の考え方事象の内容を発生の態様に応じて区別する場合には,評価対象も
それぞれの内容に対応するように区別することも考えられる。また，損傷による影

響を厳密に解価することが難しく，格納容器の大規模な損傷に至る可能性のある事
象に包含する場合には，発生した場合に格納容器の大規模な損傷に至る可能性が高

く，かつ損傷の可鮨性も高い評価対象で代表させることも考えられる。

一
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設定することが考えられる。

2.1）主蒸気配管(主蒸気隔離弁より上流側)又は主給水配管(主給水隔離弁より下流側）

の破損によって二次系破断が発生することが考えられる。

2.2）主蒸気隔離弁より下流の配管については，主蒸気隔離弁による隔離に成功すれば，

二次系破断とはならないため，各ループの主蒸気隔離機能のいずれかが機能喪失し

た場合に，二次系破断の発生が考えられる。ただし，主蒸気隔離弁より下流の配管

は耐震クラスが低いため，結果に有意に影響しない場合には，地震時には損傷する

ものとして解価する場合もある。

23)主給水隔離弁より上流側での配管破損は，主給水隔離弁による隔離に失敗した場合

二次系破断の発生が考えられる。また，隔離に成功した場合には，主蒸気・復水・

給水系(PCS:Pow"Conv圃冒ionSyStem)機能喪失と想定することも考えられる。た

だし，主給水隔離弁より上流の配管は耐鍵クラスが低いため，結果に有意に影響し

ない場合には，地霞時には損傷するものとして評価する場合もある。

⑳原子炉補機冷却水設備(CCWS:ComponentCoonngWterWstem)槌能喪失

1）事象の内容地震動によって原子炉補機冷却水股備(CCWS)配管などが損傷して，

炉心冷却に必要な各種機器の冷却機龍を喪失する事象として定蕊することが考えら

れる。

2）評価対象の考え方このような事象の発生要因となる評価対象部位は,原子炉補機冷

却水(CCW:ComponentCoonngWater)ポンプ廻りの主配管などが考えられる。

なお，専用の隔離弁が設けられ配管破損時に中央制御室からの隔離操作が可能な場

合，当該弁の隔離に成功した場合には原子炉補機冷却水設備(CCWS)機能喪失は発

生しないと考えてもよい。

b)外部電源喪失

1）事象の内容外部電源喪失は,外部電源股備の地鰹動による損傷によってプラントへ

の外部からの電源供給が途絶える事象である。なお,BWRでは保守的に外部電源喪

失が必ず起こるものとして評価することも考えられる。

2）評価対象の考え方このような事象の発生要因となる外部電源喪失の評価対象は施

設外を含め広範に想定されるとともに，損傷確率を厳密に評価することが困難な耐

鰹クラスの低い擬器が対象となるため，海外の先行例又は専門家判断に基づく知見

などを参考に，対象部位を選定し，その耐力を保守的に設定し代表させてもよい。

例えばNURZ-1150の地震PRAでは，高圧開閉所内の電気設備の碍子（セラミック

インシュレーター）部の耐力が特に小さく，それが外部電源喪失の評価対象機器と

されている。

，初期にPCSが使用不可能な過渡事象／初期にPCSが使用可能な過渡事象過渡事象の

うち初期にPCSが使用不可能な過渡事象は，地匪動によってPCSを構成する機器が損

傷を受け，起因事象の発生と同時にPCSが使用不可能となる過渡事象である。初期に

PCSが使用不可能な過渡事象の評価対象擬器／構造物としては，主蒸気系，復水系及び

給水系の各系統を構成する配管，配管のサポート部及び付帯機器が考えられる。

，原子炉圧力容器損傷

1）事象の内容原子炉圧力容器が損傷すると，原子炉の制御が不可鮨となり,ECCSに
よる炉心冷却効果にも期待できず，直接炉心損傷に至ると考えられる。
2）爵価対象の考え方このような事象の発生要因となる圧力容器の大規模な損傷に至
る可能性が高く，損傷の可能性も高い解価対象部位で代表させることも考えられる。
‘)ｲｼﾀーﾌヱｲｽｼｽﾃﾑLOCA(ISLOCA:1n"dqgWPI1gE2
,〕漁の内容ISIDCA",格納容器バｳﾝダﾘ内外の窟唖管と唾里管?鏡2三
フェイスの隔離機能が喪失することによって，格納容器外の低圧配管，弁などに一
次冷却系の高圧負荷がかかり配管，弁などの損傷を生じ，格納容器外への冷却材流
出を引き起こす事象である。

2）評価対象の考え方このよ勃な事象の発生要因となる可能性のある部位は,BWRで
は低圧配管である低圧炉心スプレイ系(IPCS),残留熱除去系(RIm)などがあり，
PWRでは余熱除去系(RIm)がある。これらの系統において高圧股計と低圧設計を
隔薩している各種の弁（隔躍弁，逆止弁など）が地震動によって隔薩機能を喪失す
るような損傷が考えられる。

9LOCA(大LOCA｡中LOCA,小LOCA及びE-LOCA)
1）事象の内容大LOCA,中mCA及び小IDCAは，地霞勵によって格納容器内の一
次系配管又はそのサポート部，ポンプ，弁などが損傷し，原子炉冷却材喪失を引き
起こすものである。

なおDE-IDCAを炉心損傷に直結する事象として設定し，保守的に包含する場合も
ある。

2)評価対象の考え方格納容器内の一次系配管には,BWRでは再循藻系，主蒸気系，
給水系,ECCS系（高圧炉心スプレイ系（又は高圧注入系),低圧炉心スプレイ系，
低圧注水系及び原子炉隔離時冷却系（蒸気抽出ラインを含む)）の隔離弁より原子炉
圧力容器側の配管などがあり,PWRでは一次冷却材系配管(加圧器回り配管を含む),
ECCS系（高圧注入系，低圧注入系）及び充てん，抽出系配管の隔離弁より原子炉圧
力容器側の配管がある。したがって,LOCA発生時の評価対象SSCsとしては，上記
各系統の配管，配管サポート及び付裕機器（加圧器，ポンプ，弁など）などが挙げ
られる。大LOCA,中IDCA及び小IDCAに分類する場合には，これら評価対象と
なる機器などを損傷によって生じる破断規模に応じて分類する。

0二次系破断

i)事象の内容PWRプラントでは,地震勘による起因事象の一つとして二次系破断が
考えられる。二次系破断は，地震動によって主蒸気管，主給水管などの二次系の配
管が破損及び機器が構造的に損傷し，二次系からの蒸気流出又は蒸気発生器の冷却
能力の喪失を招く事象である。なお，二次系の配管は，耐霞クラスS_クラスとCク
ラスの配管を有しており．この境界上に隔隆弁を股け分離できる股計となっている。
Z)酔価対象の考え方このような事象の発生要因となる二次系破断の評価対象部位は，
二次系の配管破損及び異クラス接続部の隔離弁の損傷確率を考慮して次の考え方で１

』!､
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初期にPCSが使用可能な過渡事象は，耐震クラスの低いPCSの椴能喪失碗率を計算す
るのが通備困難であるため,初期にPCSが使用不可能な過渡率象(又は主給水喪失）と
して一まとめで取扱ってもよい。

なお，内的事象PRAでは，一般には過渡事象を次に示すようにPCSが使用可能か荏
否か

で大きく分類している。

1）初期にPCSが使用不可能な過渡率象次の1
1．1）主蒸気隔溌弁の閉鎖(BWR)
1.2）全給水流量喪失伯WR)

13）復水真空度喪失(BWR)

1.4）主給水流量喪失(PWR)

2）初期にPCSが使用可能な過渡事象次の過
2．1）負荷の喪失(BWR/PWR)

Z."再循環系の故障(BWR)
23）一次冷却材の流遼喪失(PWR)

2.4)逃がし安全弁の膜開放(BWR)
2.5）制御棒クラスタの異常な引き抜き(PWR)

次の過渡事象が考えられる。

次の過渡事象が考えられる。
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砿1坤露励蕊さに着目した内的事象PRAとの関係の整理

地震PRAでは，地震動による機器などの損傷によって，起因事象の発生又は緩和系の機

能喪失を生じて炉心損傷に至る事故シナリオを対象とすることで，地震時のリスクを評価

する。したがって，地歴PRAで対象とすべき事故シナリオには，地震動による機器などの

損傷と，ランダム要因による故障の組合せで炉心損傷に至る事故シナリオもモデル化する。

このとき，地震動による損傷によらないランダム要因による故障のみの事故シナリオは含

まれないようにモデル化すべきであるが，厳密に差別化することが難しいことなどによっ

て，地震時のリスクに含まれてしまう場合もある。一般にはこのような事故シナリオの炉

心損傷頻度への影馨は無視できる程度であるが，種々の保守的な解価条件とあいまって有

意に影響してしまい，評価すべき地震時のリスクを適切に把握できなくなる可能性もある。

そこで，地震動強さに着目した内的事象PRAとの関係を整理し，ランダム要因による故障

についてその取扱いの例を次に示す。

a)事故シナリオにおける機能喪失要因の組合せによる整理

一般的に炉心損傷シナリオは，

“起因事象発生×炉心損傷防止に必要な緩和系機能喪失の組合せ”

を，想定されるすべての組合せを考慮して評価する。

内的事象PRAの場合，基本的にこれらはランダムに発生する（従属故障は別途考慮す

る）が，地震PRAではD"地腰の発生”による“地震鋤による起因事象発生及び緩和系

磯能喪失”を考慮する。また，地震動による起因事象発生は，地震動による擬器など

の損傷で起因事象が発生する場合と，地震動を検知した直接原子炉停止（以下、地震

加速度高”という）信号で過渡事象相当の起因事象が発生する場合が考えられる。こ

れらの組合せを整理すると次のようになる。

①地鰹の発生×地霞損傷による起因事象発生×地賎損傷による緩和系機能喪失

②地震の発生×地震損傷による起因事象発生×ランダム要因による緩和系機能喪失

③地震の発生×地鍵加速度高による起因事象発生×地溌損傷による緩和系機能喪失

④地震の発生×地鰻加速度高による起因事象発生×ランダム要因による緩和系機能喪

失

⑤地鯉の発生×ランダム要因による起因事象発生×地霞損傷による緩和系機龍喪失

⑥地震の発生×ランダム要因による起因事象発生×ランダム要因による緩和系機能喪

失

注湿複数の緩和股備に期待できる場合には，地震損傷による緩和系機能喪失とラン
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象の発生が重畳する可能性が低いことにより，⑥は内的事象PRAの範囲であることに

より，それぞれ地震PRAの範囲からは除外している。

地渡加速度高による原子炉停止の設定点を地震PRAの対象範囲の下限とする具体的な

評価方法としては，起因事象の階層化処理において考慮する最も影響の軽微な起因事

象として過渡事象を想定し，その発生確率を“1－（他の起因事象発生確率の合計)”

とする方法などが考えられる。

c)耐震クラスの低い設備を保守的に簡易評価する塙合の留意点起因事象の要因となる

耐霞クラスの低い設備（外部電源系，主給水系など）の損傷の可能性を厳密に評価す

ることが難しい場合には，評価対象とする地震励強さの範囲ではこれらの設備は損傷

するものと想定して保守的に評価し，階層化処理において過渡事象を外部電源喪失，

主給水喪失などの過渡事象として評価する場合も考えられる。

なお，このような保守的な想定が過度に重なり合った場合には,図V61に示す領域にお

いて，事故シナリオ④に相当する炉心損傷頻度が過度に保守的に評価されてしまい，

全地霞励強さに亘る炉心損傷頻度の合計値に有意に影響する可能性も想定される。こ

のような場合には，耐震クラスの低い股備の損傷の可能性をより詳細に評価すること

によって，より現実的な地震時のリスクを評価することが望まれる。

ダム要因による緩和系椴能喪失の組合せもあるが，ここでは“地震損傷による
緩和系椴能喪失”で代表して表記する。また，炉心損傷に直結するシナリオは
シナリオ①に含めて整理する。

このうち地震PRAで対象とすべき範囲は旗のように考えるこどができる。
事故シナリオ①‘②,③ば明らかに内細F象PRAの対象範囲外であり，地震PRAの対
象施囲である．

率故シナリオ④は地震肋による傑器などの楓防がないため．評価手法としては内的郡
"PRAで取扱うことが可能であるが，起因鞭熱の発生要因が地震時に特有の'ものであ
ることから.地震PRA･の対象範囲と考え,ここでは事故シナリオ④を地渡PRAの対魚
とするものとして考える｡ただし,.地震PRAの対象範囲とする鰯合には,内的率難PRA
で瀞価する過渡副F猿の発生頻産を評価する鰯合に地震加速度高による原子炉停止辮象
が含震れないようにするか，重複による彫櫻が有意でないことの確認が前提となる。
また，地震時には地震動強さが地鰻加速度商による原子炉停止信号の投定点に到達す
る前Iに，他の信号で原子炉自動停止となる場合も考えられるが，これらの起因鞭象は
兇生葵綱に蓬づき蕊生頻度を評価する内"".PRAで取扱う方が現実的である。
蝿ｼ.ﾘｵ⑤は内的鞭象PRAの対象範囲外であり,繩には地震PRAの対擬施囲と
考えられるが，現実には，地震の発生とラングム婆因による起因聯象の発生が重腿す
る可能性は低く，地震捜傷による起因則IF象が発生していないような地震勤強さにおい
て級痴系が地渡によって槻偽することも考え難いことから，蒜与小として除外するこ
とができる。

事故シナリオ⑥は内的."象PRAで想定する炉心損傷シナリオが発生した溺合に，さら
に地賎の同時発生を想定したものに相当するものであり.地麓PRAで対象とする必要
はなく，内的事象PRAとの愈複を避けるために，除外するのが適切である。
以上のことから，地震PRAで対象とする範囲を整理すると表乳1のようになる。地震
PRAではこれらの事故シナリオを適切に取捨できるように‘地震伽強さに着目して瞳
理することが合窪的である。次では，地溌励強さに蒲目した整理による合理的なモデ
ル化の考え方について解脱する。

b)地震動強さによる整理前述の盤理において,地撰肋強さが大きくなるほど地溌の発生
頻度は低くなるが，地震動による起因那象発生，及び地辰掻侭にふる緩和系機能喪失
の発生の可能性は,低地震動の領域では無視できる程度である鋲、地賎励強さが蝋す
とともに有意となるため，ある地浪馳強さ以上の範囲で炉心劉傷頻度の解析結果に梅
意に影癖する。蓑た、地震加速度商で原子炉を自動停止させる設計は．地溌動によっ
てプラントの安全性を扱なわないことを目的としていることから，この識定よっても
小さい地震勅において安全上並要な設術が損傷して炉心狐傷シナリオ（辮故シナリオ
①，②）が発生する可満生は低いと考えられる。これらのことから，地震PRAの対象
範囲の下限を，地霞加速度高による脈子炉自動停止の殻定点を目安にそれ以下とする
ことで，率故シナリオ①j②を適切に考雌しつつ．事故シナリオ③，④を諭実に対慧
範囲とすることが霜きる。'砺故シナリオ⑤は地震の発生とランダム要因によ･る起因鞭

表M1一事故シナリオの組合せ整理による地屡PRAで対象とすべき範囲

地震損傷（ランダム要

因との組合せを含む）に

よる緩和系機能喪失
一一

ランダム要因による緩

和系機能喪失

緩和系機能喪失要因

煙離蕊躍錘溺戦｜
－■一－一一一一一

煙翻騨ｼ茅測選鋤
一一一一一一

一一一一．←一一一心一一q

地震損傷による起因事象発生

一
麺
一

一
リ鞍
一

一
》
｜

に
。

地震加速度高原子炉停止信号に

よる起因事象発生

１
４
夕
１１

ランダム要因による起因事象発
×（事故シナリオ③ ×（事故シナリオ⑥）

生

ｊ
叩
Ｉ

注＊：内的事象PRAに含めることもできるが，ここでは地震PRAの対象範囲とした。

1

。
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W.1起因事象の分類の考え方

起因事象分類の基本的考え方を図w1(BWRの例）及び図Whz(PWRの例）に基づき述

べる。図W1及び図WZに示すように，まず，地震PRAで評価対象とする地霞勵強さの範

囲及び地鍵特有な要因による事象分類に大別する。

地震動強さに対する安全上重要な機器の損傷の程度に着目して，地震PMで解価対象と

する地霞動強さの範囲に対応する起因亭象を選定する。いずれの評価例においても，原子

炉が自励停止する地震動強さ以上を地匪PRAの評価対象とするとともに，損傷時に起因事

象が発生するSSCsの地震動強さに対する損傷の程度を考慮して，地震PRAの評価対象と

する地鯉動強さの範囲を股定している。図W1には外部電源喪失事象を，図W2にはPCS

機能喪失（主給水喪失）を例として示している。

地展特有な要因による事象分類については，さらに，次のa)jb)のように分類する。

a)大型静的樫器の損傷が要因となる起因事象

1）原子炉建屋の損傷

2）格納容器及び原子炉圧力容器の損侮

3)LOCA

4)PWRに特有なSG損傷又は二次冷却系バウンダリの損傷

このうちSG損傷については，損傷部位，及び損傷の規模に応じて，例えば以下のよ

うに分類する場合も考えられ,PRAの目的に即した取扱いに留意する必要がある。

一一次冷却系バウンダリが損傷した場合：IDCA

一二次冷却系バウンダリが損傷した場合：二次冷却系の破断

-SG細管が損傷した場合：

①損傷の規模が小さく（破損したSG及び細管本数が限定的等),炉心が健全な

状態で破損SGの隔離（主蒸気隔離弁の閉止、作動した主蒸気逃がし弁、主蒸

気安全弁の再閉止等により、破損SGの二次側から格納容器外への放出経路を

隔離）に期待できると評価した場合:SGTR

②損傷の規模が大きく，早期に炉心損傷し,破損SGの隔離にも期待できないと

評価した場合：格納容器バイパス事象

-SGの倒壊等の大規模な損傷により，一次冷却系バウンダリと二次冷却系パウン

ダリが同時に損燭して，早期に炉心損傷し，さらに格納容器外への放出経路が

形成されると評価した場合：格納容器バイパス事象

b)安全樫能への広範な影響があるサポート系擬器の摂傷が要因となる起因事象サポー

:＜－－t一一
地霞発生頻度(ハザード曲線）
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〆
●

●
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:鑿:駕懸小←地震動強さ→大
図M1－地塵動強さに着目した地展PRAの対象転囲モデルの概念
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影響が広範囲にわたるサポート系については，保守的に炉心損傷に直結する事象として評

価してもよいが，評価の保守性が解析結果に大きく影響を与えないことを確認することが

重要となる。

地震動によるサポート系機能喪失を起因事象とはせずにサポート系の損傷としてモデル

化する場合には，従属性を有する緩和系（フロントライン系）の機能喪失の原因として当

該サポート系の損傷を適切にモデル化することに加えて，当該サポート系の機能喪失によ

るシナリオ展開（例:PWRにおける補機冷却水喪失によるR⑰シールLOCAなど）を適

切にモデル化することが重要となる。

ﾄ系機能喪失としての起因事象以外に，サポート系機能喪失による緩和機能への影響と
して，ブロントライン系への影響を考慮する。

これらのうち,上記a)3)の分類について国内での分類例の概要及び米国の例をWZに,
上記b)の留意事項についてWB3に示す。

WZLOCAの分類

a)国内での分類例の概要地藤励による原子炉冷却材圧力バウンダリ配管などの破損に
よって生じるLOCAの分類は,LOCA時に必要な緩和系の成功基準に着目して，破断
の規模で，大，中，小LOCAに分類し，さらに,ECCS性能を上回る一次冷却材の流出
を生じるE-LOCAを炉心損傷に直結する事象として個別に分類する。また，地震動に
よる損傷の相関性を考賦すると破断の規模による分類が厳密には難しいことも考慮し
て,炉心損傷に直結するE-LOCAで代表させてもよい。

W4起因事象の簡略化及びスクリーニングアウトの考え方

事故シナリオを詳細に区別したとしても評価結果に有意に影響しないことが明確な場合

には，保守的にグルーピングするなどの簡略化を行う。また，損傷の可能性が非常に小さ

く，起因事象の発生確率が無視できると判断される場合にはスクリーニングアウトするな

どの処理を行う場合もある。原子炉冷却材小漏えいに対する取扱いの例を次に示す。

a)国内での取扱い例の概要原子炉冷却材小漏えいを独立の起因事象として分類して評

価する方法が最も厳密であるが，該当する配管の損傷の可能性及びLOCAに分類した

事象の成功基準との比較などを検討する，又は，感度解析を実施することによって，

影響が軽微であることが確認できれば，起因事象から除外することも可能である。ま

た，地震動下において保守的に原子炉冷却材の小漏えいが必ず発生するとして充てん

機能を必須とする評価も可能であり，その場合には，評価の保守性が解析結果に大き

な影響を与えないことを確認するなどの対応を行う。

b)米国での取扱いの例ANSI標準規格では，地震動による原子炉冷却材の小漏えいにつ

いて言及している。また，米国のIPEEEでは次のような評価例が示されている。

1)Sur'y炉

1.1)1J2in以下の破断として考慮している。

1.2）事象固有のイベントツリーを展開しているが，定量化内容は記載されていない。

1.3）高圧注入系(HPI)注入モードの期間が長い。

1.4）運転員が減圧操作をして漏えい流量を低下させれば,再循環モードに移行する前に

冷温停止状態に到達すると示されている。

2)DiablOCnnyon炉

2.1）充てんポンプの補給能力（約150g)m)を超えるLOCAの発生確率の計算には極小

の原子炉冷却材ｿくウンダリ配管（破断時の漏えい量が充てんポンプの補給能力の範

囲内）の損傷確率は含まれていない。

2.2）原子炉冷却材の小漏えいを保守的に評価するために，地震動による起因事象は，炉

・心水位の維持に充てんポンプを必要とするものとしている。

2.3）充てんポンプのFV重要度は1.3E-2となっている。

b)米国の例LOCAの分類は，米国規格協会(ANSI:Ame面canNationalStandardlnsnmte)
標準規格によると，原子炉圧力容器などの大規模機器の損傷各種規模のLOCAなど
が考慮すべき起因事象のリストの例として挙げられている。また，起因事象の階層構
造の中で，大規模LOCAを小規模IDCAより上位に位置づけることの必要性が指摘さ
れている。

さらに,正EEEなどの米国の地震PRAにおけるLOCA関連起因事象の取扱いの状況の
概要を表W1に示す。これらは次のように整理される。

DiabloCanyon,DCCook,Seabmokでは,配管破損によってECCS性能を上回る一次冷
却材の流出を生じるLOCA(E･LOCA)を考慮している。ただし,Seabrookは感度解析
で考慮している。

Sumy,DCCook,Scabrookでは，大中小LOCAを考慮している。ただし,Seabrookは
感度解析で確認している。

上記4プラントのほとんどでは，原子炉圧力容器などの大規模機器の損傷による炉心
損傷直結事象を考慮しているとともに，これと格納容器機能喪失が同時に発生するも
のとして評価している。

WB3サポート系機能喪失の取扱いにおける留意事項

地震動によるサポート系の機能喪失は，起因事象として独立に分類する方法と，起因事
象とはせずにサポート系の損傷としてモデル化する方法がある。また，サポート系の機能
喪失による事故シナリオ及びフロントライン系への従属性を適切に考慮することによって’
いずれの方法も適用可能である。

地震動によるサポート系機能喪失を起因事象として分類する場合には，起因事象として
定義することに加えて，全起因事象に対して当該サポート系の機能喪失が緩和系（フロン
トライン系）の機能に影禅する従属性を考慮してモデル化することが重要となる。また’

以上のことから,Sunyのように原子炉冷却材小漏えいを独立の起因事象として分類して

▲I I
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地霊動強さによる

鯛整
地震時特有の要因による事象分類

地震荷重による安全機能へ重大

(広範)な影響を及ぼす機器など

の損侮による分類例
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事象をもたらす
建屋･構築物･機器の例

地霊荷重による趣物･梢策物.大型静的機器の損侭
による分類例

地霞恥の対象範囲

とする事欽

･その他過謹事象＊1

･鯉WS＊3
*1:原子炉が地露によって自動スクラムする地
震動強さ以上を対象に,その他過渡事象を
起因事象とした場合の例｡PCS(主給水系）
が損偽する地震動強さを対象範囲として想
定し.PCS機能喪失(主給水喪失)で代表す
る場合もある。

Yes

サポート系
など健全

Yes
･外部砿源喪失＊2

･CCW機能喪失＊2
N◎

二次冷却系な
どの破断無し

･二次冷却系の破断

･SGm(破損SG隔醒による格納容器

バイパス回避に期待できる坦合）

海 8
NC

LOCA無
し

重ダ
･E･LOCA(炉心損傷直結）＊3

．大破断LOCA

･中破断IpCA

･小破断IDCA

･極小リーク＊4

YGsダ
．
、

“
〃
〃
６
０
０
、

N◎

格納容器
バイパス無し *2:安全埋瞳のサポート系などの損侮とし

て考慮する墹合もある．

*3:炉心損協に直結する事象で包含する

璃合もある．－‐
*4:評価がら除外する堀合もある

泥s

N◎
･格納容器バイパス事象(SG倒壇、

SGm(破損SG隔鐙に期待できない虹

合)）

･ISLOCA＊4

建物･構造
物など健全

NC

･原子炉容器破損＊3

･制御建屋破損＊3

.原子炉建屋破損＊3

．格納容器破損＊3

図WZ－起因事象分頚の例(PWR)

鐙

表W.1－正EEEなどにおけるLOCAの分類の取扱い(1ﾉ2)

(注)SImyはNURmfR4550,他はYPFRFによって調査
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発電所名 原子炉容識損ﾉE-LOCA LLOCA WIDCA CDF寄与割合B’
Shrry
(南東部）

皿ループ中2ループ以上で

蒸気発生器(SG)又は原子炉
冷却材ポンプ(RCP)の同時
損傷で原子炉容器破損。
E-IDCAはなし。

②1ループでの蒸気発生器

(SG)又は原子炉冷却材ボン
プ(R")の単独損傷

原子炉冷却系(RCS)関連配

管の損傷砿率に基づき計算
(SSWPのZion解析を引用）
③中IDCA(2～6in)
④小LOCA(1尼～2in)

全CDF81816B4/炉年

(LINLハザード),
2.50E-5(匪RIハザード）
％
％
％
％

３
７
○
１
６

①
②
③
④
最ドミナントは外部電源
喪失シーケンスの73％

DiabloCan

（西部）
”、 ①蒸気発生器(SG)サポート

と原子炉冷却系(RCS)及び
蒸気発生器(SG)接続配管の
損傷（炉心損傷かつ格納容器
機龍喪失）
②原子炉冷却系(RCS)大規
模破損によるE-LOCA

考慮せず ･中LOCAは考感せず

･小LOCAとして以下を考慮
③加圧器逃がし弁の地震損傷
によるPOWLOCA

④RCPの地震損傷によるシー
ノレIDCA

全CDF:4.OE-5/炉年（プ
ラント固有ハザード)b)
･CDF上位100シーケン

ス(4.5EP8/炉年以上）内
は，③の2つのシーケン
スのみ。

①1.93％
最ドミナントは全交流電
源喪失シーケンスの40％

DCmDk

(中部北）
①格納容器擬龍喪失又は蒸気

発生器(SG)破損（炉心損傷
かつ格納容器機能喪失）
②原子炉圧力容器(RPV)破
損又は原子炉冷却系(RCS)
配管損傷（全ループでの両嶋
ギロチン破断‘炉心損傷で格
納容器健全）に上る頂_Tn便A

③加圧器b同サポート及び原

子炉冷却ポンプ(RCP)サポ
－卜の損傷による大LOCA

④中ICm,⑤小LOCA:SuITy
と同様

全CDF:3D7B4/炉年

(LLNL･ハザード） 、

1.83E-5/炉年(プラント固
有ハザード）の‐
“%,②＝0%,③～⑤：
記載なし。
最ドミナントは外部電源
喪失シーケンスの約90％
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附属番X

（参考）

フラジリティ評価対象の建屋・機器リストの記戦内容例

I序文

この附属書は，フラジリテイ評価対象の建屋・機器リストの記載内容例を配載する。

X.1フラジリティ評価対象の建騒・槌盤リストに妃敏する情報

a)股計情報

一槻器名及び磯器番号

一耐震股計情報健屋，配置，耐霊クラス）

町特記事項及び関連情報

一スクリーニングアウト結果及び考え方

一相互依存性（電源，信号，トレン）

一損傷による影響

9フラジリテイ評価関連憎報

一機器種類／機器カテゴリ（必要に応じ）

一損傷モード

ーフラジリティ評価結果（中央値，β喝βu,.HCIPF)

d)事故シーケンス評価関連情報

一起因事象名及び緩和系統名

一フォールトツリー基事象名
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XZ具体的なフラジリティ評価対象の建屋・樫器リストの例

具体的な事例として，事故シーケンス評価側からフラジリティ評価側に要求する建屋・

機器リスト，及びフラジリティ解価側から事故シーケンス解価側に提示されるフラジリテ

ィの紀戟された建屋・機器リストを次に示すも

a)フラジリティ酔価側への建屋･槌器リスト事故シーケンス評価側がフラジリティを必

要とする擬器を摘出した建屋・機器リストのことである。フラジリティ評価に必要な

機器番号，設置場所などの情報を含んでいる。

プラジリテイ騨価側への建屋・機器リストの例を褒X.1に示す。
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2)．耐力評価結果の例フラジリテイ評価側から率故シーケンス評価側へ提示される耐

力評価結果の例を表X3及び表X.4に示す。耐力評価結果の建屋・機器リストには，

機器ごとに評価される場合及び機器カテゴリごとに評価される場合がある。

表X.1－フラジリティ評価側への建屋・機器リストの例
設置場所柵成機器

出典
NC

藤藷号｜備考｜建屋｜階｜高さ
AO'-PIIRﾉBI&階IFL'0(

｜
燕
一
脛

’機器種類
一

電動ﾎ゙ﾝﾌ‘
’
１
’

1階IFL1000
１
１
１

表X.3－耐力評価結果の建屋・機器リスト例（機器ごと）
手動ｽｲｯﾁDO1

を格納
2階 FL2000 耐

一
陣
一
叩
一
伽

R旧 ｸﾘﾃｨｶﾙな対

象要素

ｷｬﾋ゙ﾈｯﾄ BO1-EIPCS2
損傷ﾓー ﾄ゙ 備考機器系統NC

｜
叩
一
ｍ

ｕ
ｎ
ｐ中央値

10G

3OG

卜 両■IwBI｢~ず辰盃丁逆止弁|coLvI格趙識画
熱交換器｜ｻﾎ゙ ﾄー(脚）

配管一|'ﾚｽWｲﾝﾄ部材

組合せ応力

曲げ剴器 １
１b)フラジリティ評価側からの入手リストフラジリテイ評価側から事故シーケンス評価

側へ提示される建屋・機器リストは，応答解析結果及び耐力評価結果が含まれている
ことが必要である。応答結果及び耐力結果を入手することによって機器の損傷確率を
計算することができる。

応答解析結果及び耐力評価結果の代わりに，損傷硫率計算結果が記載されている建
屋・機器リストを入手してもよい。

次に，これらの建屋・機器リストの例を示す。

1）応答解析結果の例ブラジリテイ評価側から顎故シーケンス評価側へ提示される応
答解析結果の例を表X.2に示す。

応答解析結果の建屋・機器リストには，事故シーケンス評価に使用する地震勅レベ
ルごとに応答中央値及び不確実さが含まれている必要がある。事故シーケンス評価
に使用する地震動レベルとフラジリテイ評価側によって提示される地震動レベルが
異なる箇所があれば，事故シーケンス評価を行うに当たり適切な内外挿を行う必要
がある。

表X.4－耐力評価結果の建屋・機器リスト例（機器カテゴリごと）

碗
一
位
一
ｍ
一
ｍ

備考

(出典など）
機器カテゴリ 適用機器名

横形電動ﾎ゙ ﾝﾌ゙

NC
》
一
犯
一
“

即
一
ｍ
｜
鯉

電動ﾎ゙ ﾝﾌ゙
－

大型弁
－
２

１ 可

SRV,逆止弁

Ｉ
Ｉ

3）損傷確率計算結果の例フラジリテイ評価側から事故シーケンス評価側へ提示され

る損傷確率計算結果の例を表X5に示す。

損傷確率計算結果の建屋・機器リストには，事故シーケンス評価に使用する地震動

レベルごとに損傷確率中央値及び不確実さが含まれている必要がある。事故シーケ

ンス評価に使用する地震動レベルとフラジリテイ評価側によって提示される地震動

レベルが異なる箇所があれば，事故シーケンス評価を行うに当たり適切な内外挿を

行う必要がある。

|｜
’

■
■
■
■
○
Ｐ
１
Ｉ
Ｉ
１
ｌ
別
Ｉ

表X.2－応答解析結果の建屋・機器リスト例

撫成機器一備考｜地震動ﾚべﾙ’中央値|Brl8u
応答

機器磁煩｜椴器番号
電動ﾝﾌ゚ |AO1~P300gal0.4G0.30．2

1500gal0.6GO40.1

｡l1000gallLIGI0．31O.21‘；

表X.5－損傷確率計算結果の建屋・機器リスト例応答機成機器 備考地震動レベル 》
｜
伍
一
“
一
“
｜
“

構成機器

系統｜機器種類｜機器番号

NC

系統 備考地震動レベルNC

》
｜
皿
一
睡
一
皿

帥
一
”

0．2
－

0．1

“
一
Ｍ

電動ﾎ゚ ﾝﾌ゚ AO心PIPCSI

配管 LPCS-01 300gal

500gal

1000gal

LPCS1

0．1
－

0．2

1

’
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鰻時にすぺり面上に働く滑勵力（せん断力）を算定する。また，同時にすべり面に

作用する垂直応力を算定してすべり抵抗力を求め，耐力と応答比（耐力／応答）の

確率分布を算定する。ただし,建屋基礎地盤においては,建屋を適切にモデル化し，

建屋の地鰹応答によって地盤に作用する慣性力を考慮する。

4）上記の砿率分布に対して，耐力と応答比が1以下の場合（応答が耐力を上回る砿率）

を斜面の損傷とし,損傷確率を算定する。【附腐書CC(参考)参照】,【附屈書:CI(参

附属書!Y

．（規定）

地盤崩壊確率の算定方法

序文

この附属書は，地盤崩壊確率の算定方法について規定したものである。
者）参照】

私1地墾魍壊確率の算定方法

建屋基礎地盤や周辺斜面などの地盤のすべりによる崩壊確率は，蛾も危険（設計安全率

が小さい）と考えられるすべり面について，すべり面上に作用する滑動力（せん断力）が

すべり面のせん断抵抗力を上回る条件付確率として算定する。その場合，せん断抵抗力の

評価については，地霞時にすべり面に作用する垂直応力の変動を考慮する．地盤崩壊確率
の一般的な評価手順を次に示すb【図M1参照】

||晨爵
翌し画従来の囿血混閥
j庫婆躍宜翻L－4

毎画彌睡J1砥圃弓

郵価手法を胴L
－P＝＝垂寸Z

図E1－地盤崩壊確率の一般的な瀞価手順

1）危険（すべり安全率が小さい）と考えられるすべり面を設定する。

2）地盤物性のばらつきなどを考慮し,モンテカルロ法などのサンプリング法を利用して，
地震応答解析に用いる地盤モデルのデータセットを作成する。

3）水平及び上下勘を考慮した動的FEM解析などによって，各データセットについて地



ｉ
Ｉ

刀
275

POO6:20ﾕ6刀
274

POD82m5

の個別要素法による落石挙動解析の例z建設省土木研究所などが行った落石実験のシミ

ュレーション解析例を示す。実験は，岩石の形状を変えて岩盤斜面上に投下し，その

運動を包絡線として整理している。解析は，落石挙動が実験に合うように，パラメー

タを変えて多ケース行い，解析結果を包絡線として整理している。解析結果は，概ね

実験の落石挙動と一致している。【図ZZ参照】

附属書z

（参考）

斜面崩壊による二次的影響評価の参考例

序文

この附属害では,斜面崩壊による二次的影騨呼価の参考例について示したものである。

z1斜面崩壊による二次的影響解価の参考例

即個別要緊法による土塊及び岩塊の転落範囲の推定方法

1）斜面崩壊確率評価で設定したすべり面から斜面の崩壊領域を股定する。

2)個別要素法によって崩壊領域の斜面が滑落した場合の岩塊の大きさ及び滑落条件を
推定する。

3）岩塊の大きさ及び形状,斜面と岩塊の摩擦抵抗などをパラメータとする多ケースのパ
ラメトリック解析を行い，岩塊の滑落範囲を推定する。

b)個別要素法による落石挙動解析の例1落石防災対策において,想定される落石規模に
対する防護工を設計するために，想定される落石規模鱈石がどのような経路，跳躍高

さ,及び速度を持って道路へ到達するか)は,個別要素法によって解析している【図zl

参照】。

塵 ｓ
枢
剥

〆鱒諭一§
251

落石実験の概略図 。西・麺TBTn．昼r

水平距離(m)

図ZZ－個別要素法による落石挙動解析の例Z(1)

一

d)不連続変形法による岩盤崩壊解析例向

1）解析概要岩盤崩壊の予知を行うために，数値解析による岩盤挙動の再現と予測は，

工学上有用な手法である。しかし，現場状況及び賦験結果をどこまで数値解析に反

映させれば崩壊挙動が再現できるかは不明確である。この例では，全国の岩盤遡壌

（自然崩壊）モニタリングのうち，岩盤崩壊に至ったケースの実測データを不連続

変形法で再現することによって，岩盤崩壊のプロセスの再現において，岩盤をどの

ようにモデル化すればよいか，及び岩盤崩落予知に関する数値解析の有効性を検討

した。

2)解析条件岩盤崩壊解析の対象となる斜面の崩壊前の状鰻を図Z3に示すb岩盤斜面

をa～eのブロックに分割し，さらに各ブロックを要素分割した2次元の解析モデ

ルを図乙4に示す。解析モデルの物性区分は，図ZS～図Z6のブロック部分の物性

区分A,Bと不連続面部分の物性区分とする。また，崩壊過程のモニタリング結果

によると，まず，ブロックa～dが転倒崩壊し，遅れてeブロックの転倒崩壊してい

ることから，不連続変形法による不連続面部分の物性値を変えた岩盤崩壊の試行解

析を行い，上記の崩壊過程を模擬することを獄みた。墨Z1～豪ZZには，この試

行解析によって最終的に求まった物性値を示す｡
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3）解析結果図Z7～Z.8に実際の岩盤崩壊のイメージと解析結果の比較を示すbこれ

らの図は，a～dブロックの崩壊後にeブロックが崩壊する過程を再現できており，

岩盤強度及び要素分割など入力パラメータを適切に設定することによって，岩盤斜

面の崩壊過程を再現できることが確認できた。

I

|’ ‐い~這
＄争冤9

図Z4－解析モデルc〕
イ

◎宅

$
ロ

ワ

ブロック物性区分

＝＆
函，

g崎帽嘩2"｡T'"鋤＆

鴎 …
1Ea

［ とで

図Z3－対象斜面(崩域前)｡） 図Z,7－実際の崩壊イメージ（上段）と解析結果（下段）の比較(a～dブロック）②
’’一
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〆
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図Z5－ブロック部分の物性区分(2)

表ZZ－解析に用いた物性値C)(z)

不迎娯面物性区分
一l
－X

－m

《
■
■
■
■
■
』
■
■
８
Ｖ
▲
町
。
■
■
■
■
凸
■
Ｐ
一
口
■
ｐ
■
■
二
■
■
畦
、
五
日

の
凸
１
８

０

■

■

■

Ｕ

‐

一
一
一
一
一
一
一

工
画
工

’ 項目

許容変位比
一一一

バネ剛性･P(ml/m)
一

ステップ歓’
解折｜
パラ

メー

タ

１
１侭

ﾉ9《
0昼

ｊ
ｊ
Ｊ 蝋間
も
．｡

8000
－

300飾的解折ス受ツプ教
妥
哩
一
秘

動的解祈の時間ステップ幅(s)

区分‘鰐裟鰐一 ’薑蘆｜
ブロ

ック

～-. － 可

ポアソン比シ(-）

弾性係数E(GPa) ､；
唾

‐
１
１
０
．
ａ
ｂ
－
■
『
。

●
■

図Zb6－不連続面の物性区分＠）

表Z.1－解析に用いた物性値(1)(2)

訳アソン比y(-)
‐

摩擦角巾（。）

粘若力c(Wa)

引張強度α･(Wa)

0．3．’

32．41
0

0

32．4

0．056

0

145．7

－’3．90
13.18

’’
区分I

4
区分Ⅱ

〈。）摩擦角｡
不連
続面

(MPa)|粘着力c（MPa〕

厩願強度｡m(Ira)

図Z｡8－実際の崩壊イメージ（上段）と解析結果（下段）の比較(eブロック)(2)

e)実験及び個別要素法による落石挙動の評価例p）

1）実験の概要建設省土木研究所などでは,落石防護柵の安全性の検鉦などを目的とし
I区分皿’’ ）

坐 Ⅱ
ロ
ｒ
Ｂ
■
Ｄ
Ⅱ
０
Ｆ

岩 石

不連続面

一軸圧諸強度“(MPa）

毒憲二マー〃.，<MPa）

弾性係数(GPa）

ポアソン比

摩擦角巾(｡）

粘若力c（脈a）

63.9

10.6

245

0．2

’32．4

0.056
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て，多数の落石実験及び実験のシミュレーション解析によって落石運動のメカニズ

ムの解明を試みている。

実験は,岩石の形状を変えて表Z.3及び図Z.9に示す岩雛斜面上に200ケース程投下

し，その運動を動画として撮影して‘落石の軌跡を図Z.10のように整理することに

よって，落石の挙動はある程度の範囲内にあることを示している。

表Z.3－実験ケース(1）

胴
．
．
ざ
０
３
扣
膳
》
、
酒
犯

巳

（
＆
扣
虹
衿
縦
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３
０
３
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噛
塾
謹
泌

Ｂ
ｐ
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ｐ

●

官
浦
億
隆
謹
韻

羽
０
５
加
階
加
西
訓
塞
●

官
朽
栖
呼
腰
浪

I

0国 101520ZSao3540051piszo"303540'03』01§釦認麺師r鋤43.邦舞釣

水平IE雌【”．．．・・水車厘煎【”．‐・水平妬珊〈ロウ，

図Z.10-実験の落石挙動を追跡した線の例(j）．

実験状況実醗目的翻頚l投石録I投石而さ

3，，6m、9，1落石の運動エネルギーに関す
る実験．

I零
１

蕊ﾃ息，．

I解析の概要この実験に対する解析においては，図Z.11の解析の流れに従い，次の

ような目的で解析を実施した。

一岩盤斜面におけるパラメータ推定方法の検討及びパラメータの推定

一解析に影響する要因及びばらつきを与えるための方法の検討

一個別要素法の現場落石実験への適用性の検討及び今後の課題の抽出

図Z.2に示すように実験と解析の落石挙動の比較では,両者は概ね一致している。こ

のことから，個別要素法のパラメトリック解析によって，実験における落石挙動を

概ね模擬できたと判断している。

1．勺

2）蒋石の回転エネルギーに閥す

る実験
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図Z.9－実験斜面全景(1）

|職:鱒麓塗’
このときのパラメータを
推定パラメータとする

図Z11-解析の流れ（1）
【参考文献】

(1)“落石対策便覧に関する参考資料一落石シミュレーション手法の調査研究資料一"，
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平成14年4月，日本道路協会編

門間敬一，千田容嗣，馬貴臣，進士正人，大西有三，侭岩盤崩壊メカニズムを評価する

ための不連続変形法の適用に関する研究",土木学会論文集No.757/m-66,45-55,2004-3

附属霧:AA

（参考）

地湧、ザー ド評価における予備解析の重要性

(2)

1

序文

この附属書は,箇条6における予備解析の重要性を記載する。

AA・地醗ハザード師価における予髄解析の重要性

地涯ﾊザード評価は,“地腫，という自然現象を相手にするため各種パラメータを確定的
に設定することは難しく，この標準では地震ハザード評価において，各種パラメータの不
確実さをロジックツリーとして表わし，地震ハザードの不確実さを評価することを基本と
している。

ロジックツリーを用いた不確実さ評価を実際に行う場合には，不確実さ要因に係る各項
目について’多くの予備的な検討を行うことが必要となる。予備検討として，一般に設計
用地腰励を評価した場合のサイト周辺の地震関連情報などから設定した基本的なパラメー
タで地震ハザード曲線を算定し，各震源が評価結果に与える影響度合いや，特定のパラメ
ータを変動させて評価結果に与える影響を把握するなどの感度解折が必要となる。
予備的検討の結果などから，評価結果に影響を与えないパラメータについては不確実
さの考慮はそれほど重要ではなく，結果に影響をあたえるパラメータについて，その不
確実さの詳細な検討を行うことが重要となる。

【本体6.1】
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附属書AB

（参考）

炉心損傷頻度評価のための地霞動ハザード

＞

序文

この附属書は，箇条6における炉心損傷頻度評価のための地震動ハザードを妃載する。

AB・炉心損傷頻度評価のための地屡動ハザード

地震勘ハザード曲線は，炉心損傷頻度(CDF)評価のために与条件として用いられ，

CDFは年超過頻度で定義された地震動ハザード曲線HItﾘと炉心損傷碗率曲線CDP③か

ら次式によって求められる。(CDP:COreDamagePmbability)

cDF-1[-¥LcDP(41傘 AB-1)

ここで,αは地霞動の大きさの指標であり，銀(α)/”は地霞動ﾊザー ド曲線の勾配
を表す。

【本体6.1】

刀

附属響AC

（参考）

巨大地震等による余震の取扱い
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序文

この附属書は，箇条6における巨大地震による余震の取扱いに係わる次の6つの項目を

記載する。

･AC.1巨大地醒の余震に関する知見

･ACユ巨大地震における余屡の取扱い

･AC3余歴情報の選定

･AC4巨大地震による余震のハザード評価手順

･ACS地醒動ハザードで大地窪の余震を考慮する1つの方法

･AC､6巨大本震に伴う余震や他の外乱を考慮した地歴ハザードの評価方法

AC.1巨大地歴の余震に関する知見

大規模地震の最大余震は，一般的に，本震よりもマグニチュード1程度小さいとされる

が，本霞に匹敵する規模の余震が発生することもある。2011年東北地方太平洋沖地震が

Mw9.0の超巨大地震であったことを考慮すると,M8クラスの巨大余震が発生する可能性

がある。スタイン等は，震源周辺の広い部分にひずみがたまっており，震源域の北や南側

で大きな余震が起きる可能性を指摘している。

東北地方太平洋沖地震後の余震発生頻度や余震域，最大余震(Mw7.7ノ2012.11月現在)の

規模等は，これまでの海溝型大地鯉と同犠な性状を示しており，時間と余霞発生個数との

関係は改良大森公式で，余鰹の最大マグニチュード(中央値)は，宇津のモデルで推定し得

ると考えられる。

蛯穏他（2011年)(')によれば，同地震後の余震の地震発生モデルは,Gutenberg-Richter

式(以下G-R式)で評価できることが示されている｡余震は'本震のほぼ震源域内で発生
している。

AC､2巨大地震における余歴の取扱い

巨大地震後の余震の発生状況は，2011年東北地方太平洋沖地躍の知見から，最大余震の

規模，発生頻度，発生領域等の性状に基づき，推定できると考えられる。ただし，同地震

は，日本周辺の海溝型地震で観測地匪や歴史地霞でこれまで経験がない巨大地震であるこ

とから，評価サイトへの本賎のハザードと余展のハザードを比較(内駅を示す等)し，余溌

の影響の度合いを示す。余震の影響が十分小さければ，最終的な地震ハザード評価に含め

なくても良い。なお，東北地方太平洋地震後は，今後十年程度余震活励を注視し，特に，

規模の大きな余震やその発生位置に留意する必要がある。
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AC､4巨大地震による余歴のハザード騨価手順

巨大地震による余震のハザード評価手順としては,2011.3東北地方太平洋地震における

余震の発生状況を検討し，評価手順が提案されている。また同余煙の取扱いの留意も示さ
れている。この内容を用いてもよい。

a)20113東北地方太平洋地震による余屡の発生状況(2011年時点）

図AC.2．に同地賎の余鯉分布を､図AC､3⑱にマグニチュードと断層面積の関係を示す。
1）余震の積算回数は，6月以前の5月6日現在,Mj5以上が444回,M6以上76回，
M】7以上5回であり，最大余震は3月11日15時15分の地震規模MJ7.7であった。

2）その他の主な余展として，3月11日15時08分のMj7.4,同日15時25分のMJ7.5
（宮城県はるか沖，深さ約34hn),4月7日23時32分のMJ7.1(宮城県沖，深さ約
4MIj,4月11日のMj7.0がある。

3）4月7日の余震は，牡鹿半島の束約40hnで発生し，女川原子力発電所で大きな地震
動が観測された。

4）6月以後のMD7以上の余展は,7月10日の三陸沖におけるMj7.3の地震のみである

（最大霞度4)。この地震では津波が観測され，最大の津波の高さは仙台港で12cm
であった。

巨大地震後の余震に対する地震動ハザード解価は，①本腰とその後の余震の発生を合わ

せたG-R式で評価する【AC.4参照1,②本震の発生頻度の条件付き砲率として，余霞発生

モデルを評価する等の方法を用いることできる【AC5参照】。

AC3余醒傭報の選定

大地鰹は余鰻を伴う場合が多く，特に地震観測網が発達した近年では数多くの余展が観

測され,地震カタログにも記載されている。1995年兵庫県南部地霞の余鮭の例を図AC.1｡

に示す。一方，地涯の発生をポアソン過程に従うとした場合，余麓を含めて地震活勵特性

を評価すると地震発生頻度を過大に評価することになるため，余霞を地震カタログから除

いて地溌活動特性を評価しなければならない。

余震を除いて地震活動特性を評価する場合，炉心損傷頻度(CDF)の呼価においては，

評価対象とする地震イベントを一連の地震活動において最も規模の大きい本展で代表させ

ることになる。

展央分布図

(mll年3月11日12時00分～8月4B"時”分､深さ90師1以浅､M≧5p）

丸の大きさはﾏゲﾆﾁｭー ドの大きさを饗す．
M7p以上の地厩に吹き出しをつけている．

l唖

1噸

図AC､1-1995年兵庫県南部地震の余震⑥

上左：本震後3日以内の震央分布(M≧2.5)

Mは本震DAは最大余霞

上右：本震後3～1000日以内の鍵央分布

左：余震活動の減衰状況（発生率）

曲線は大森改良公式，記号は同式の

パラメータ

【本体6.34】
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c)巨大余農ハザードの取扱いの留意事項

1）原子力学会の地震PRA実施基準の地震動ハザード評価では,余震の取扱いにおいて，

M8級以下の地震による余震の地震動はさほど大きくなく，地震勤ハザードヘの影響

が小さいとして，除外した。

2)3.11東北地震の余震の最大MIX7.7であり，余震による地震動は設計地震動Ssを上

回ったものも観測された。

3)M9級の巨大な余霞による地震動のハザードヘの影響を考慮する必要がある。

4）もし，巨大余震を考慮して地震動ハザード評価した結果,本震による地震動ハザード

より影響が大きくなければ，リスク評価に考慮するかどうかを判断すれば良い。
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AC.5地農動ハザードで大地歴の余震を考慮する1つの方法

安中，矢代(1998)(z)は，地震勤ハザードで大地震の余震を考虚する1つの方法を提案し

ている。

大地震の余鰻のマグニチュード頻度分布にはGutenbelg-Richterの関係式を適用し,b値

は,宇津･他(1987)｡)による余渡のb値の頻度分布から,平均的な値として0.8sとし,余
震数は，宇津・他(1987)(3)による本震と最大余震のMの差の分布に基づき，本霞のマグニ

チュードより1.3小さいマグニチュード以上の発生期待値が1個となるように決定してい

る。

余溌は大地震（本震）に付随するものとし，活動域内で一様に分布するとしている。

地腰動ハザードの計算では，1つの本震一余震系列全体による地震動特性値の確率分布

（系列全体の中での最大値の確率分布）を，通常の地震1個に対する確率分布と同様に扱

っている。

本震と余震をあわせたマグニチュード頻度分布モデルはYbmgsandCOppersmith(1985)

(のの固有地震モデルと同じ形で表現している。

4s6789

マグニチュード

（原版に2011.3地鮭の断層面菰とマグニチュードの関係等を加筆（縦軸：断層面積，図中黒丸）

図AC.3－地屡規模(マグニチュード)と断層面穣の関係(7)

b)巨大余達のハザード評価手l順

1)M9級による巨大な余震による地震剛ハザードの評価では，まず，本震のM9が，

従来のG-R式に従うかどうかを確認する。

2）もし従うならば,M9級の本震を含むG-R式を求める（図AC.4.A)｡

3）2)のG-R式を用いて,M9の発生頻度f(M9)を求める。

4)M9級の余震の回帰式を求める（図AC.4.B)。

5）3)のf(M9)下での条件付き確率として")の回帰式を求める（図Ac.4.C)。

6）5)を用いて，余震の地震動ハザードを求める（図AC.4.D)｡
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余震ユ個でaを超える確率をP1とすると，余震N個でaを超える確率は
Ⅳ

Pa=1-n(1-P')
疵＝ユ

本震1個でaを超える確率をPmとすると，本震と余震N個でaを超える確率は

P=1－(1-Pm)(1-Pa)
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c)巨大木震発生後の余薩を含めた地震動の時刻歴群

巨大本腰による地震動の時刻歴は,適切な震源モデルから，距離減衰式による目標スペ

クトルに適合した時刻歴波形を作成するか，断層モデルにより地震動を直接評価する方法

により複数作成する。

余渡（敷地近傍の勝発地震を含む）による地震動の時刻歴は，規模と発生頻度の関係の

時間変化（本震直後の頻度の上昇とその後の低下）を考慮して，2)の巨大本震のT時間後

からAT時間内の規模別発生頻度と最大マグニチュードを用い，発生位腫と発生時刻につ

いてはランダムサンプリングする等により震源をモデル化して，本震と同様の方法を用い

て断続的な地震波形の連なりとして複数作成する。

これらを組み合わせて本震と余震の地震動が断続的に連なった時刻歴波形(またはそれ

を簡略化した時系列のパターン）を複数作成し，フラジリテイ・事故シーケンス評価にお

いて，図AC.9に示すように巨大本震に伴う他の外乱（津波および地殻変動・断層変位）

との組合せについて様々な時系列のパターンを設定し，施設の損傷や事故シナリオの分析

に用いる。

AC.6巨大本屡に伴う余屡や他の外乱を考琿した地震動ハザードの評価方法

a)巨大本霞に伴う余鰹や他の外乱を考慮した地震動ハザード評価の必要性
M9級の巨大地震の場合には，本震による強震動だけでなく，広域な地殻変励や大規模

な断層変位が生じる可能性がある。その後，余震・誘発地震による地震動等が断続的に続
く可能性もある。

特に，海域の地震の場合には，本震による津波が繰返し来襲し，プラントが浸水や波力

によって影響を受け，これらの外乱の時系列が巨大本腱発生時の炉心損傷確率を増加させ

る可能性もある。余震及び誘発地震による津波も考慮する必要がある。
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b)巨大本震発生後の余震の地醒勤ハザード評価

余震は，巨大地震が発生した場合の条件付き確率として，本腰のT時間後から△T時間
内における余震の規模別発生頻度を,改良大森公式(宇津1957)⑤を用いて設定する｡余濫は，

本震の震源域にランダムに発生するとし，最大マグニチュードは，宇津のモデルから最大
余震規模分布として推定する。図AC.8に評価方法を示す。
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図AC.9－巨大本震に伴う余農。他の外乱（津波および地殻変動・断層変位）の組み合わ

せにおける時系列パターンの設定

図AC､8－余漫を考腫した地涯動ハザードの評価方法
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附属誓AD

（参考）

地震応答評価用入力地霞動を設定するための地歴動ハザード
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序文

この附属番は，箇条6における地震応答評価用入力地震動を設定するための地震動ハザ
ードを記戦する。

AD.地震応答評価用入力地霊動を設定するための地霞動ハザード

炉心損侮確率(CDP(a))は，イベントツリーと緩和系の機能喪失確率mAs(b)を用い
て求められる。混り4s"はフォールトツリーと機器の損傷確率P笹。"'〃を用いて求められ，
このPむo'"”は,機器の現実的応答Rが耐力cを上回った時の条件付き確率として次式で
算定される。

Pco'"(q)雲膨ul:"2)")", AD-1)

八(q,xI):地震動がαのときの現実的応答の確率密度関数

九“）：耐力の確率密度関数

ここで,現実的応答の確率密度間数糸(α,x,)を求めるときの地藤動の応答スペクトル設
定には，応答スペクトル距離減衰式を用いた各周期の地震勤ハザード評価結果より，年超
過確率の等しい加速度値を結んだ一様ハザードスペクトルを用いる。
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巨大地涯における醗発地渡の取扱い
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1乱序文

この附属書は，箇条6における巨大地震による誘発地薩の取扱いを記戦する｡
･AE.1巨大地涯における露発地獲の取扱いの考え方
･AE､2巨大地震後の誘発地渡及びクーロン応力の変化の評価例
･AE.3誘発的に発生した地護や活動した活断層の例

巨大測

地盆発

I

図AE.1－鰭発地護の発生頻度及び発生確率の考え方の例

AE.1巨大地涯における誘発地震の取扱いの考え方

誘発地震は，巨大地震に誘発されてその震源域から離れた場所で発生する地震である。
巨大地震による大規模な地殻変動は広範囲に影響を及ぼすことがあり，プレート内やプレ
ート境界で，これまで加わっていた応力の急激な変化や大きな歪みを与えている可能性な
どが考えられている。

巨大地震の発生に伴い，原子力発電所周辺で誘発地震が発生する可能性がより高まる領
域（震源）の条件と，そうした震源の誘発地震に対する地震ハザード評価の一つ考え方を
以下に示す。

①誘発地震の発生が高まる領域の条件
・評価サイトに，過去に起きた地震の発生履歴の調査結果から’次の地獲の活動時期
が迫っていると判断される震源が存在する領域。
、解析等による対象地域のクーロン応力の変化仏CFF)の評価結果が’評価対象震源の
活動を助長する方向に作用している領域。

②誘発地震に対する地震ハザード評価の考え方
・上記領域に位置する原子力施設周辺に分布する特定震源や領域震源による誘発地陵
の地震発生確率は，短期的(数年～数十年程度)に地震発生頻度が高まっていること
に留意して，地震ハザードを評価する。
、地震発生確率の設定方法として，巨大地震後の評価対象地域周辺の地殻のAC彫の
相対的な大きさ，ひずみの蓄稜度合い及び対象震源の活動時期の切迫性等に留意し
て，平均活動間隔や発生確率を設定する（図AE.1参照)。
、震源の活動間隔や最近発生した時期が判明している震源は，更新過程を用いて評価
すると良い。

、上記の震源による誘発地震の発生頻度や発生確率等は，不確実さ要因としてロジッ
クツリーの分岐と重みで扱う。

AE､2巨大地震後の誘発地震及びクーロン応力の変化の解価例

遠田（2011）(1)により，東北地方太平洋沖地霞による15地域のACFFの増減や地震活動

に対する助長の度合いと，観測された地震活励度の傾向（増減）が示されている（図AE.2

及び図AE.3参照)。こうしたデータを参考に，巨大地震後の各原子力施設周辺地域におけ

る地殻の△CFFやひずみ等の変化を考慮して，原子力発電所周辺の特定震源および領域震

源における誘発地震評価の参考とする（図AE.2参照)。
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図AE.2-2011年東北地方太平洋沖地麓後の震発地屡の発生状況(,）
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AE.3誘発的に発生した地霊や活動した活断層の例

原子力施設の周辺で,2011年東北地方太平洋沖地震後に誘発的に発生した地震や活動

した活断層の例を以下に示す。

①2011年4月7日に発生した宮城県北部のスラブ内地腱や過去の同様な地震の知見から，

プレート境界で巨大地震が発生する可能性がある領域では，原子力発電所近傍で，短

期的にスラブ内地震発生の可能性が高い領域震源を設定して，地震ハザードを評価す

る。スラブ内地腰は，その発生域が深いことや地域性に加え，断層破壊形式及び地鰹

動の伝播特性(HighQ領域）により，地震規模の比して強い地震動が発生しており，

留意が必要である。

②2011年東北地方太平洋沖地震後に誘発的に活動した活断層として,福島第一原子力発

電所に付近の井戸沢断層や湯ノ岳断層があげられる。nnanishietal.(2012)(功によると，

井戸沢断層，湯ノ岳断層周辺は2011年地震以前から引張応力場にあり,2011年地鯉

後に生じた分岐断層旧ranchingfBul0の正断層運動によって局所的に引張応力力功pわ

り，両断層の活動が誘発されたと推定されている。井戸沢断層は，トレンチ調査の結

果，2011年地震イベントと過去のイベント（1.3～1.7万年前）の間に活動は認められ

ていないため（堤･遠田,2011)(3),やはり活動時期が迫っていた可能性がある。蕊
Figure2･CoUlombstressChangeSresolvedon
fhenodalplanesofsmallearthquakesas
proxiesfbrsmallactivefaults.(a)Ebcal
me曲急nfR㎡冨分⑪mtheFnet
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した場合には主断層も同時に活動したものとみなすとする解釈（地震本部,2010)(8)可能

である。

c)断層から生じる地霞の規模

20081MEQ震源断層のセグメンテーションについて，本断層は北上低地西縁断層の南端

から鳴子火山まで一続きの断層面であることが破壊過程により示されている(Suz'ldeta1.,

2010)(9)｡20081MEQ震源断層の地震規模評価式の選択について，断層の深部すべりが浅

部すべりに比べて著しく大きい伏在断層に対して適用できる評価式は整備されていない。
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震源を特定せず策定する地震動の取扱い
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序文

この附属書は，箇条6における震源を特定せず策定する地震動に関する次の3つの項目
を記載する。

･AR1.霞源を特定せず策定する地霊動に関する2008年岩手・宮城内陸地愛の知見
｡AE2渥源を特定しにくい地霞による地霞動の超過確率評価手法の高度化

Anz溌源を特定しにくい地震による地蔑勤の超過確率評価手法

本文献('0)は，「震源を特定せず策定する地震動」に関して，各原子力発電所で策定する

地震動レベルを検討し，「震源を特定しにくい地震｣の確率論的地震動ハザードを評価した

事例である。以下に，その概要を示す。

a)評価対象地漫の位置付け

震源を特定しにくい地震は，地震本部による地震の区分の中で，「陸域のプレート内で

発生する地震のうち震源を予め特定しにくい地震」を対象とし,活断層調査等を行っても，

地表に断層変位等の明瞭な痕跡が見られない潜在断層による地震で，その位置．規模が予

め特定しにくい内陸地殻内の地震を対象とする。断層長さ及び地震規模は，①詳細な調査

を行っても，地表・地形に断層変位等の明瞭な痕跡が見られない地震，②痕跡の判定が難

しく，専門家間で意見が分かれる地露地震規模等から痕跡が現れない可能性がある地震

（グレーな地震）を対象としている。

b)評価の流れ

本評価手法では，地震の活動性の違いを考慮し，糸魚川一静岡構造線を境界として，日

本全国を東日本と西日本に区分し,Mi5.5～Mj7.3の地震発生確率をG-R式により求めた。

さらに，震源を特定しにくい地震の規模評価に関しては，地表最大変位（ひずみ）の閾値

を設定し，断層による痕跡の地表の非出現率を評価し，地震発生確率の評価で考慮した。

また，種々の震源パラメータの地域性とばらつきを考慮して，モンテカルロ法により震

源断層モデルを設定して，統計的グリーン関数法を用いて地震動を評価している。最終的

に，地溌の発生確率と地震動の不確実さを考慮した超過確率から，震源を特定しにくい地

震による地震動の超過確率別スペクトルを評価している（図A凪1参照)。

9地表地震断層の非出現率の評価

本研究では，背景領域を考慮して断層すべりによる変位量を地表変位量で判定した。実

際の地表地震断層の地形調査と整合させて非出現率を求めるため,断層の出現.非出現は，

国内外の地震の観測記録から得られた最大地表変位と，これら地震に対して，くい違い弾

性論によるOkada(1992)の解析で求めた最大地表変位とを比較して判定した。その際，既

往の調査結果などから，地震による地表地震断層や地表変位が確認されている地震と確認

されていない地震を判別し,Okada(1992)の方法による解析結果との整合性から，閾値は，
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A風1謹源を特定せず策定する地震動に関する2008年岩手・宮城内陸地鯉の知見
2008年岩手・宮城内陸地震（以下2008IMEQという）は，事前に活断層が認定されてい
ない地域において逆断層運動によって生じたMi7.2の地震であった。地震PRAにおける
2008IMEQの新知見として,Ijr項目に対応した(1)断層の規模(LTの「活断層か否かの判
断｣，「断層位置・形状の設定｣)，②断層の運動（｢最新活動時期｣，「地震発生頻度または
平均活動間隔｣),G)断層から生じる地震の規模(｢セグメンテーションの考慮の有無｣,｢地
震規鐸平価式の選択｣）に分けて整理する。

a)断層の規模

2008mIEQの震源断層の長さは，余震分布の広がりから30～40kmに達すると推定され
る。一方，地震後に行われた空中写真判読によると，変動地形学的に長さ3～4kmの活断
層が認定されたため（鈴木，2010）（1），2008年地震は短い活断層に関連した地震に位置づ
けられており,Mj7.5未満の地震では地震規模に見合った長さの活断層が地表に出現しな
い場合があるという指摘（島崎b2008a)(2)と整合的である。地震前に得られる情報から推
定される地震の最大規模は,2008IMEQ震源断層に沿って分布する地質断層である餅転一
細倉構造線（片山・梅沢，1”8）(3)の長さからMj70,さらに北上低地西縁断層帯からの分
岐断層と考えればMj7.3とされている（島崎,2008b)")｡2008IMEQ震源断層の傾斜は，
断層そのものが事前に活断層として認定されていなかったため，地震後に観測された情報
のみからの推定に態る｡余震分布(岡田ほか,2008)(5),GPS観測による広域地殻変動(Ohta
et.a1.,2008)(0によると，本断層の傾斜は西方傾斜40度程度と推定される。
b)断層の運動

20081ﾊ肥Q震源断層の最新活動時期は観測事実から2008年であり，断層の深部すべりが
浅部すべりに比べて著しく大きい伏在逆断層による固有地震であると推定されている
(MatSu'ura&KaSe,2010)(7)｡2008IMEQ震源断層の地震発生頻度は，岩手県一関市厳美町
柧木立でのトレンチ調査により最近5千年間に複数回のイベントが検出されたことから数
千年程度と推定されている（鈴木,2010)。トレンチ調査の対象となった断層は，西傾斜の
主断層に付随して副次的に生じた東傾斜のバックスラストであるが，副次的な断層が活動
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地表地盤の最大ひずみで0.5×10~;(最大地表変位20cmに相当)としている(図AF.2参照)。

d)璽源断層モデルの設定

本評価手法では，震源断層モデルをa)～c)のように股定している。a)地鰻本部の地震地

体構区分に基づき地域を4つに区分（東日本，中部・近畿，西日本，九州地方）し，断層

の走向方向，傾斜角及びすべり角の分布を検討する。b)地震規模Mj6.5からMi7.3の過去

の地震を対象に，アスペリテイの位置・面積比及び破壊開始点のばらつきを検討（図A”

参照）し，モンテカルロ法でそれらの震源パラメータの分布やばらつきを考慮する。c)

応力降下量,高周波遮断周波数に関しては,従来の手法と同様に平均{建cの複数ケースの

組み合わせを設定する。

また，地震動の解析手法として，香川（2004）5)による長周期帯への適用性を拡張した

統計的グリーン関数法を用いている。地震動解析は，評価点を中心に半径約30kmの範囲

内に対し，4分の1の対象条件を仮定して評価領域を設定し，この領域に，モンテカルロ

法によりMj5.5からMi7.3(0.1刻み）の震源断層各1000ケースを設定している（図Am4

参照)。

の評価結果

地震動の超過確率別スペクトルのレベルは,新指針における『震源を特定せず策定する地

震動jで参照している加藤・他(20”7)による地震動と比較すると，4地域で若干の違いが

生じているが，0.1秒以下の短周期成分でlx10卦～10-5,0.1秒以上の長周期は1×10判～10j

となっている（図AE5参照)。
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附属書AG

（参考）

地震動ハザード評価における不確実さ要因
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序文

この附属書は，箇粂6における地腰動ハザード評価における不確実さ要因を記載する。

AG地涯勤ハザード解価における不確実さ要因

地陛PRAでは不確実さを偶然的不確実さと認識輪的不確実さに分類して評価する必要

があるが，現実には地震・地震動に関する不確実さを科学的根拠に基づき厳密に分類する

ことは難しい点が多くある。

評価に当たっては，評価サイトにおける地震関連情報の内容に応じて不確実さの扱いを

決定しなければならないが，明確な基準があるわけではない。表AG1に震源モデル及び

地震動伝播モデルに係わる不確実さの分類の一例を示す。
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附属毎AH

（参考）

地震動ハザード解価の有効性と評価方法の問題

序文

この附属書は，箇集6における地震動ハザード評価の有効性と評価方法の問題を記載す

る。

AHb地鰹動ハザード解価の有効性と評価方法の問題

日)地醒動ハザード醇価の妥当性の呼価

・石川･他(2011)(')は,時間軸原点を過去に遡って作成した砿率践的地震動予測地図と，

対応する期間内に実際に発生した地震による揺れとを対比し，以下の結果を示した。

1）全国の地震動ハザードの絶盆（鯰文では，膜度6弱以上に見舞われた面積割合）

は，予測と実績で概ね整合

2）沈み込むプレートで発生する地震（固有地震，震源不特定併せて）の影響が支配

的な地域では，事前の超過砿率が高い地点ほど震度6弱以上を経験した割合が多

く‘確率瞼手法の有用性を支持

3）陸側プレートの地殻内の地霞（活断層，震源不特定併せて）の影響が支配的な地

域は，そもそも事前の超過確率が低い地点が多く，健度6弱以上を受ける具体的

な地域を事前の超過砿率の高低から予測することは困難

・確率賎的な地震動ハザード評価の問題点の一つに，その妥当性の検証が困難（あるい

は不可能）な点が挙げられることが多い。現実には，ハザード評価を構成する個々の

モデルや仮定の妥当性の検征を一つずつ積み上げる以外に，有効な方法は少ないと考

えられる。

・石川・他の妥当性評価例における上妃1)を以ってr妥当でない」と指摘することに対

して，科学的な反鴎は容易ではない。ただし，これ自体は，ハザード評価への批判よ

りも確率鯖（あるいは碓率）の否定と言えるものと考えられる。

b)東北地方太平洋沖地歴に関する浬餓

・東北地方太平洋沖地屡を例にとれば,マグニチュード9.0の地霞が元のモデルに含まれ

ていなかったこと自体は明らかな問題であり，少なくとも『不確実さ」の中では考慮

されているべきものであったと考えられる。ただし，地震本部の地震動予測地図には

偲職瞼的な不砿実さが考慮されていないことは，原子力施股を対象としたハザード評

価において地溌動予測地図を参照する上で注意すべき点の一つである。
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I附属書AI

（参考）

特定詮源モデル又は領域霞源モデルと対象地震との対応付け
参考卜考文献

(1)石川裕・奥村俊彦・藤川智・宮腰淳一・藤原広行・森川信之・能島暢呂CO11):確率

瞼的地震動予測地図の検鉦，日本地匪工学会麓文集,第11巻,第4号,”.68-87.

り

r

’序文

この附属書は,箇条6における特定震源モデル又は領域震源モデルと対象地震との対応

付けを記戦する。
I

AI.特定農源モデル又は領域歴源モデルと対象地鐙との対応付け

日本列島周辺で発生する地腰は主に内陸地殻内地震,プレート境界地震及びスラブ内地震

の3つに大別することができるが,既知の活断層を震源とする内陸地殻内地霞とプレート境

界で発生する大地震については,同一の涯源でほぼ同じ規模の地震が繰返し発生することが

知られている場合がある。このような場合,将来発生する地震の想定破壊領域などの位匿情

報に加え,地震の規模や発生頻度に関するパラメータの範囲をある程度特定することが可能

であり，特定震源モデルを適用することを原則とする。ただし，サイトへの影霧が小さいこ

とが明らかな地羅については,あえて特定鰻源モデルを適用せず,領域震源モデルの中で取

り扱うことも可龍である。

一方,現在の地震学,地質学などの知見からは事前に震源として特定できない領域でも地

震が発生する｡例えば,内陸地殻内地震やプレート境界地震のうち比較的規模の小さい地震

やスラブ内地震については,将来発生する一つ一つの地震の位置,規模,頻度を特定して取

り扱うことが困難であるため,地震活勤特性がある程度均質であると考えられる領域内での

地震群としての特性を確率モデルで記述する必要がある。このような地屡に対しては,領域

鰹源モデルを適用する。

特定震源モデルと領域震源モデルは,ほぼ同一の規模の地震が繰り返し発生する場合を対

象としたものかどうかで区別される｡現時点において特定震源ﾓデﾙでﾓデﾙ化をすること
が可能な地震は,上記のとおり，陸域の活断層で発生する固有地霞と，海域のプレート境界

で発生する大地歴に限定されると考えられ，これら以外は,領域震源モデルで取り扱うこと

になる。

特定潅源モデルは,必ずしも一つの固有地震だけを対象とするものとは限らない｡例えば，

隣接する特定震源の間の連動をモデル化するなど,対象とする地震に関する知見に応じた柔

軟な対応を妨げるものではない。

特定震源と領域震源を，モデルを構成するパラメータ（位置・規模･頻度）に関する事前

の特定性の程度との関連で比較したものが表AI.1である。また，特定腰源と領域震源の対

象地震の例を図AI.1に示すb

Ｊ
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１
１
趣
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ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ

表AI.1－屡源モデルの取扱いに関する考え方

プレート境界地震、、 スラブ内地震内陸地殻内地震 プレート境界地震
.

●将来発生する地涯の震源として，事前に位霞，規模頻度を特定し

て震源ごとに個別に取り扱う。
内陸の地殻内地

８

大
↑
位
置
・
規
模
・
頻
度
の
特
定
性
↓
小

･同一領域において繰

返し地震が発生す

ることが既知

,モデル化に必要な情

報が存在

･各種関連情報によっ

て活断層の存在を

確認

･同一領域において繰
返し地震が発生す

ることが既知

特定震源

’
１
１
１

）

｜

’
●将来発生する地鰹の震源として，地震活動特性がある程度均質であ

ると考えられる領域内での地輝兼として取り扱う。
｜

I
･特定の領域で同一規
模の地震が繰り返

し発生すると判断

する根拠がない

．位置や規模を事前に

特定することが困
難

･特定の領域で同一規

模の地震が繰り返
し発生すると判断

する根拠がない

．位腫や規模を事前に
特定することが困

難

･活断層の知られてい

ないところでも発

生し，位匝を事前に

特定することが困

難

･規模を事前に特定す
ることが困難

図虹.1(b)一噸域涯源」設定の考え方

領域震源 １
１
１
１

参考文献

（1）中央防災会議‘東海地震に関する専門調査会”（第6回）資料，平成13年6月19日

(2)地震調査研究推進本部地震調査委員会,"三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期

評価について"，平成14年7月31日
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附属書AJ

（参考）

活断層資料を用いた震源パラメータの取扱い

刀

序文

この附属書は，箇条6における活断層資料を用いた震源パラメータの取扱いに係わる。

次の3つの項目を妃戦する。

･AJ.1活断屠資料の選定について

･AJユ砿実度による解価対象活断層の選定

･AJ3活断層のセグメンテーションに対する考え方

AJ.1活断層資料の週定について

原子力発電所施股では,サイト周辺の活断層に関する鮮細な鯛査が実施されており，その

内容は設置許可申謂審に記載されていることから，股腫鮮可申賄書の参照は必須である。

一般的な活断層資料としては,日本とその周辺海底での活断層分布とその賭性質を記戦し

た『新編日本の活断層u)が代表的なものであり，活断層の地溌活励特性評価上も有用な資

料である。ただし，「新繧日本の活断層」は1990年時点での知見の集大成であり，その後

の各種鯛査の知見が反映されていないこと,陸上活断層については確実度と活励度が記載さ

れているものの,海域断層については主に位鯉情報のみしか妃載されていないことに注意が

必要である．この他，兵庫県南部地震以後に刊行された「活断層鮮細デジタルマップ《劫も全

国を網羅した資料として有用である。ただし,利用に当たっては,活断層の定譲が新編日本

の活断層とは異なっていることに注意が必要である｡さらに,作成地域は限定されているが，

国土地理院の「都市圏活断層図」ロ)や，地域によっては活断層や活術造に関する知見をより

詳細に解説した文献（例えば，(4),(5)）もあり，併せて利用することが可能である。また，

最近では主要な活断層に対するトレンチ鯛査結果が公表されており，これらの成果に基づい

て，地震鯛査研究推進本部向では主要な活断厨の解価を公表していることから，これらを利

用することも可能である。

資料によって活断層の定義が異なっていることがあり,いずれの資料を利用する場合も活

断層の定羨を明示したうえで利用しなければならない。

AJ.2確実度による酔価対象活断層の選定

地震ハザード評価では,将来評価サイトに影響を与えると考えられる地震発生領域を評価

対象とすることを基本方針としていることから,活断層についても，将来の地震発生領域で

あることの確実さの程度が評価対象として選定する判断基準となる。

例えば，「新編日本の活断層」では，活断層の存在の確かさ（硫実度）をIからⅢに区分

しており，それぞれ次のように定蕊している。
｜
｜

錘

汐
313

POO6g2015

確実度I:活断層であることが砿実なもの。

確実度Ⅱ：活断層であると推定されるもの。

確実度Ⅲ：活断層の可能性があるが，変位の向きが不明であったり，他の原因，たと

えばjilや海の侵食による崖，又は断層に沿う侵食作用によってリニアメン

トが形成された疑いが残るもの。

従って，同資料の定蕊によれば，確実度I及びⅡが評価対象とすべき活断層となる。

ただし,確実度ⅡとⅢの境界は｢皿は活断層でない可能性が大きいということでⅡと区別

され,一応その境を活断層である可能性が半ば以上であるか,それ以下であるかにお<」と

されているため,解価対象の選定に当たっては,股置許可申鯖替に記戦された詳細な鯛査結

果や最新の活断層調査に基づく評価結果を考慮することも重要である。

なお，海域断層については「新編日本の活断層」に『砿実」と「推定」の2分類しか存

在しないため,地腰ハザード評価に考慮する場合は,解価サイトへの影響度に基づき適切に

判断する必要がある。

AJS活断層のセグメンテーションに対する考え方

活断層で発生する地震の規模は,断層長さ(破壊領域)が長いほど大きくなることが経験

的に知られており,活断層の長さは地震ハザード評価結果に大きく影響する重要な評価項目

である。ところが,有史以来繰返し発生した地震が紀録として残り，また近年の観測技術の

向上によって破壊領域の推定がある程度可能となったプレート境界地匪とは異なり,活断層

の場合は一度の地震で破壊する領域を厳密に推定することは難しい｡特に,長さが数百キロ

メートルに及ぶ中央構造線のような長い断層が,一度の地匪でどの位の範囲が破壊するのか

については確たる評価方法が存在しない。

また,活断層マップ上では独立した活断層として妃餓されている複数の断層が,一度の地

震で連動して活動する可能性も考えられる。この場合,連続する短い断層をどの程度まとめ

て一つの断層として評価するのかが難しい。

このように,活断層の地震活動特性評価においては単に活断層マップに示される情報だけ

では判断できない問題が存在するが,近接する活断層については,両者の性状及び断層間の

地形･地質を鯛査結果によって砿認したうえで,グルーピングを行うかどうかを判断するこ

とが重要である。また,近年数多く実施されているトレンチ鯛壷などによって過去の活動時

期がある程度判明している場合には,複数の鯛査箇所における活動時期が同時期か別の時期

かを,セグメンテーションやグルーピングを行う際の判断材料とすることもできる。いずれ

にしても,評価対象領域にセグメンテーションやグルーピングの解価が必要と思われる活断

層（群）が存在する場合は，必要に応じて感度解析を実施し，セグメンテーションやグルー

ピングの評価による影響を把握しておくことが望ましい。
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附属霊AK

（参考）

地歴発生の周期性の考恵

参考文献

(1)活断層研究会編，‘新縞日本の活断層一分布図と資料"，東京大学出版会01991.

(2)中田高･今泉俊文編,“活断層詳細デジタルマツプ",東京大学出版会,2"2．

(3)国土地理院，都市圏活断層図．

(4)岡田篤正・東郷正美續，‘近畿の活断層"，東京大学出版会,2000

⑤九州活構造研究会縞，“九州の活構造，東京大学出版会，1989

序文

この附属書は，箇条6における地歴発生の周期性の考慮を妃戦する。

⑥http:"wwwjishin・gojp/Tnninrmd蔀hml
AK.地震発生の周期性の考重

確率瞼を震源モデルに適用した地震ハザード評価手法がCOmell(')よって提案されて以来，
地震の発生は時間的にランダムであり地謹の平均発生率が時間に依存しないとするポアソ

ン過程に基づく地震ハザード評価が一般に行われてきたが，近年，プレート境界で発生す

る大地展や一部の活断層で発生する地震を対象として，地震発生の周期性を考虚した地腰

ハザード評価が実施されるようになっている。

評価対象サイト周辺で発生する地健のうち，モデル化に必要な情報が得られている場合

には，地震発生の周期性を考慮した地震ハザード評価を行うこともできる。地震発生の周
期性を考慮する場合には，一般に地震の発生モデルを更新過程又は時間予測モデルとし，
地溌発生間隔を適切な確率分布で表現する．地震発生間隔の砿率分布としてはBPT分布，

対数正規分布，ワイプル分布などが用いられている。(1),③
例えば，最新の地霞発生からT年経過した時点で，その後のdT年間に地震が発生する確

率P(Zd刀は信頼度関数'(r)を用いて次のように定磯される。

z-,'(r+"》
P(r,dT)=1－－(AK-l)

’(”

ここで，信頼度関数とは，ある製品（システムや装置）をある時間使った場合に故障す

る砿率がどの程度であるかを評価するのに用いられているものであり，地展を故障の発生
と考え，前回の故障（地震）からT年の間に次の故障（地霞）が起こらない砿率を表すも
のを信頼度関数とする。参考として,BPT分布及び対数正規分布モデルの場合の信頼度関

数を次に示す。

a)BPT分布の塙合

“)=1－や(鋤,(')+e2'礒畔迦2(#))I(AK･2)

"i(')="-'W'''ﾒZ-1/2-1=i"〆''z}

〃2(‘)=α－1！"2"-'"+'-!''"''2]

〃：活動間隔の平均値α：活動間隔の変動係数

D対数正規分布の塙合
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′(‘)雲1－｡(型到 (AKK-3)

025

":1n(活動間隔の中央値).c:対数標準偏差 /〃

鴬｡ユ
釧

闇"，
暑

；｡』
烏
塑“5
‘r

Z

｡:標箪正規分布の累積分布関数｡(z)=1ﾉ(2")l"le-M'''2@ji'
函

BPT分布のモデルは，一定の速度でたまる応力(歪み)と不規則に変化する応力(歪み)から

なる物理モデルと対応しており，物理的解釈が理解しやすいという特長がある。

一方，対数正規分布は，プレート境界地震などの発生確率を比較的良く表すとされてい

る。BPT分布と対数正規分布の地震発生砿率の密度関数の例を図AK.1に示すb同図に示す

ように両者の確率分布はほぼ一致しており，性質の違いはほとんど見られない。両モデル

について図AK.1の条件から算定した30年間の地震発生確率を図A腿Zに示す｡同図から，

対数正規分布を用いた場合，平均活動間隔の2倍以上の時間が経過すると発生確率が下が

り始めるが,BPT分布ではこうした傾向がみられない｡このような差は，碗率分布の裾の

わずかな性状の違いが原因となって発生していることに留意が必要である。

0

O”1m1”…鐙⑪3m3麺4皿4麺

最新活動からの経過時間(年）

図AK2－経過時間時点から30年間の地歴発生砿串の比較例同

皿2

O”15

１皿

可
能
性

on噸

0

05”1唖1”2”25003噸3麺4噸4“

最新活動からの経過時間(年）

図AK・I-BFr分布と対数正規分布の確率分布の比較例働
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T年経過した時点からdT年間に地賎が発生する硫率zAK.1に繰り返し発生する地震の例を示す。また，図AK3に地鯉発生間隔の中央値を

100年，対数標準偏差を0．おとした場合の,P(Zd刀を図化したものを示す。
1

0．8

騒過年獣T
表AK.1－綴り返し発生する地屡の例

a・プレート間地震である南海地震の発生年と発生間隔
0．6

0．4

02

0U’．
0102030405060708090100110120130140150160170180190200

．T

図Am3－最新活動からの経過時間T(年）と将来dT年間の発生確率の解価例

b、陸域の活断層である阿寺断層の地震の発生年と発生間隔

参考文献

(1)Comell,C.A,@EngineeringSeismicRiskAnalySiS'',BulletinoftheSeiSmologicalSocieWof
America｡Wl.58,No.5,1968

，）地震鯛査研究推進本部地霞鯛査委員会長期評価部会,岬長期的な地震発生確率の評価
手法について",2"l

(3)地霞鯛査研究推進本部地鮭鯛査委員会長期評価部会，‘付録長期的な地屡発生確率
についての解脱（地震閥査委員会事務局作成）”，平成13年6月8日
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附属嬢AM

（参考）

地震の活動性，活断層区分，地涯発生層の厚さ等を考恵した
地歴地体区分の設定における留意事項

附属書AL

（参考）

活断層，地表地震断層，震源断層を考恵した断層長さの設定における留意事項

序文

この附属書は，箇条6における活断層，地表地霞断層，震源断層を考慮した断層長さの

設定における留意事項を記載する。

序文

この附属書は,箇条6における地震地帯区分の設定および歴史地震情報の選定に関する
次の2つの項目を記載する。

･Anm.1地震の活動性，活断層区分，地溌発生層の厚さ等を考慮した地震地体区分段定
｡AM.2歴史地歴情報の選定

AL.活断層，地表地震断層，震源断層を考慮した断層長さの設定における留意事項

活断層，地表地震断層，震源断層の定義は,地震学や地質学分野において必ずしも統一さ

れていないようである。定義によってはロジックツリーの対象項目として，断層長さの取扱

い方が大きく異なる可能性がある。そのため,斯界の多くの専門家からなる原子力安全委員

会耐震指針検討分科会において,上記専門用語について討議し,ほぼ合意が得られた定義を

示す。

原子力安全委員会第19回耐震指針検討分科会（平成17年5月27日）での資料（資料

番号:震分第19-1号，タイトル：｢活断届｣，「地表地震断履j及び｢震源断層jについて（用

語の整理)）上記資料から抜粋して記述する。

活断層：「最近数十万年間に概ね千年から数万年の間隔で繰り返し活動し，その痕

跡が地形に現れ，今後も活動を繰り返すと考えられる断層」と定義した。

活断層の認定に当たっては，後期更新世以降（最近の十数万年間）の断層

変位地形を特に重視して，地表での変位地形の存在の確からしさをもとに

『活断層」と「推定活断層jに区分した。（活断層詳細デジタルマップ（中

田・今泉編,2002年))

地震断層；地賎に伴って地表に変位（ずれ）をもたらした断層のこと。地下の震源断

層の一部が直接的又は間接的に地表に達したもので，地表地震断層と呼ば

れることもある。・

震源断層：地震を発生させた地下の断層のこと。震源断層の一部が直接的又は間接的

に地表に達したものを地震断届と呼ぶ。

起潅断層；活断層は，条件によって単独で活鋤したりいくつかの断層が同時に活動す

ることが知られている。松田(1990)は断層線の位低関係によって，まと

まって1つの地匪を発生させる可龍性が高い断屑のグループを定義し，こ

れを起震断層と呼んだ。カスケード地震モデルに基づけば，同時に破壊し

うる活動セグメントの組み合わせのうちで，最も起こりうる組み合わせと

見なすことができる。

AM､1地震の活動性，活断層区分，地歴発生層の厚さ等を考慮した地震地体区分設定

垣見ほか（2003）(1)の地体構造マップを活用した場合，①活断届による地震も含めた地体
区であること，②地体区内の地震活動や活断層分布に粗密な地域が混在すること，③地体
区の境界上に活断層が位置している等の課題も挙げられている。最近の研究では，地震活
動が活発な地域とそうでない地域を定遼的に区分し，地震ハザード評価に有効な地体区分
も提案されている。領域震源モデルの選定において，不確実さの観点から新しい知見を用
いて，領域震源モデルを設定することが望ましい。

垣見ほか(2003)の地体区では東日本の地体区(地体区8B･8C)の境界は奥羽山脈の東縁
に設定され，境界上に北上低地西縁断層帯や福島盆地西縁断層帯が位瞳している。一方，
塚田・他(2011)(2)による区分では，上記断層より約10～501dn束に境界が設定され，奥羽山
脈の形成に寄与する逆断層帯(北上低地西縁断層帯や福島盆地西縁断層帯)が山脈を挟んで
1つの地体区が設定されている。また，西南日本では，垣見ほか（2003）では，中央構造
線や山崎断層帯の境で地体区が区分されているのに対し，この地体区分では，これらの活
断層帯を内包するように設定されている。
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地震規模を表さず，元々 の実体波マグニチュードとも大きくことなる値を与えることから

mBと区別して表されている。

d)モーメント・マグニチュードMw

金森は1977年に地震モーメント"o)を用い，巨大地震以外の規模が小さめの地震につ

いては.Msと同じような値を与えるようにするために,MoとMsの経験的な関係をそのま

ま用いて，モーメント・マグニチュードを次のように定義した。

MW=(logMo-9.1)/1.5 (AM-4)

地震モーメントMo(N･m)は震源断層の面積Sと平均すくり量りに，媒質の剛性率脾を
乗じた物理量で，震源断層の規模を表すのに最適な量としてよく用いられる。Moは霞源か

ら発生した地震波の極長周期成分のレベルに比例する性質があることから，観測や解析の

技術の進歩とともに世界中どこで地震が発生してもMoが広く決められるようになってき

た。それに伴ってMwはMsに変わって，世界のマグニチュードの標準になりつつある。

e)気象庁マグニチュードMi(2003年9月24日以前）

気象庁が発表しているマグニチュード（気象庁マグニチュード)Mi(本文ではM)は当

初，気象庁の標準地霞計（ウィーヘルト式及びその後継の59型地鯉計）で観測された結果

から,グーテンベルグが決めるMs相当のマグニチュードを決められるように定義(坪井式）

された。1952年のことである。その後1964年に鰻源深さHが深い地震に関してはmBに準

じる定読（勝又式）が考えられ，2003年9月24日までは，両者の組み合わせで評価されて
きた。

H≦Wkmの場合（坪井式）

”＝上唇型4ムチZ.窓わ94-a83(AM･5)

_H>6rMmの場合（勝又式）

”＝姥鋤+K""(AM-6)

AI!は水平動2成分の最大値の合成値（みかけの周期5秒以下,llm単位),△は震央距離

(km単位),Hは震源深さでK仏,旬は表で示される定数項である。

この他に規模が小さく上記の式で規模を決めることが出来ない地震のための補助として

感度が高い速度計の観測結果を用いて決める方式も併用されてきた。

なお,1990年の武村の検討結果を元に震源深さHが60km以浅の地震の気象庁マグニチ

ュード噸とモーメントマグニチュードMwの関係を求めると次のようになる。

プレート境界地震

“＝〃"~a07a〃=""ノ心0≧j"≧風の(AM-7)
内陸地殻内地震

』"舅Z."it¥'弓Z.鐙虚"≧､"≧風の(AM-8)

プレート境界地震では通常の地震で両者はほぼ同じであるが，内陸地殻内地震では，地
震規模が大きくなるとMjがMwよりかなり大きくなる性使がある。

AM.z歴史地護傭報の選定

歴史地渡カタログでは,地展の規模を気象庁マグニチュードで表示していることにも注意

が必要である。気象庁マグニチュード以外のマグニチュード(例えば,モーメントマグニチ

ュード）をパラメータとしている距離減衰モデルを使用する場合,マグニチュードの変換が

必要となるが，変換自体大きな誤差を含むことに注意する必要がある。

次にマグニチュードの稲類と概要Gh卿)を示す｡マグニチュードの評価方法と対象とされる

地震波のおよその周波数を表AM.1,各種マグニチュード間の関係仏)を比較した例を図AM､1

に示す。

なお，地震動ハザード解析に一般的に適用される距離減衰式のうち，耐専スペクトル式

と安中式は気象庁マグニチュードMiが，大野式,AblahamsOn&Silva式及び司・翠川式は

モーメントマグニチュードMwが用いられている。

a)リヒターのローカルマグニチュードハ位‘

リヒター(1935)は，地渡の大きさを表す尺度として「震央距離△=100kmの地点に極かれ

たウッド・アンダーソン型地俊計(固有周期Tb=0.8S,減衰定数h=0.8,基本倍率Vm800倍）

の1成分の記録紙上の般大振幅AをI皿単位で測り，その常用対数で表す｡」と定義した。

振幅を震源からの距離A=100kmのところの値にするための補正項をlogB(A)とすると，

マグニチュードは

ML=109A戸logB(A)(AMP1)

となる。ここで,1ogB(A)は溌央距離Aの関数である。

b)表面波マグニチュードMs

当時の地震計で遠い浅い地濫(△≧6001m')を観測すると周期20秒の表面波がよく卓越す

るので，その最大振幅値を用いて，リヒターのローカルマグニチュード、,と同じような

値となるように，グーテンベルク(1945)は，表面波マグニチュードを

Ms=logAh+1.656109A+1.818+C(151ml≦△≦130km)(AM-2)

で定義した。ここで,Ahは表面波水平勤2成分の片振幅合成(似、単位),△は震央距離(角

度),Cは観測点ごとの補正値である。MSは世界中どこでも同じ基準で決めることができ

るために世界的にマグニチュードの標準となった。

j実体波マグニチュードmB

深い地震では表面波が発生しにくいので，グーテンベルク(1945)は,P波やPP波ないし

はs波など素性が分かる実体波の位相の振幅を用いた実体波マグニチュードを

'"B=JOg"の+9(m,4)(AM-3)

で定義した。Aは鐙大地励振幅bTはそのみかけの周期,q(h,A)は補正項で震源の深さhと

震央距離△の関数である。

USGS(米国地質調査所）は同様の考えで実体波マグニチュードを決めており，それらの

値が広く発表されているが，用いている地震計の固有周期が1Sと短い上に,P波初動から

う秒以内の最大振幅値を読むという制限を付けているために,大地震ではすぐに値が飽和し
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表AM.1－各種マグニチュードと観測周迩数O気象庁マグニチュードMi(2003年9月25日以降）

先に述べたように坪井式によるMiは,元々Msと一致するように決められたものであり，

震源が浅い地震ではMwとの一致度もよい（ただし震源が極浅い内陸地殻内地震では規模

が大きいものについてはやや大きめの値を与える)。一方震源が深い地震に対して用いられ

てきた勝又式はmBの流れを汲むスケールでMwとの一致度はそれほどよくない｡また速度

計による式は坪井式との連続性が悪いという問題をもっていた。このため内陸地殻内地震

も含め，浅発地腰に対し坪井式で決められている値は従来通りの連続性を保つようにして，

また震源の深い地震や規模の小さい地震のマグニチュードはMwと同じよう.な値となるよ

うに評価方法が改定された。その場合，震源の深さに関係なく一元的にマグニチュードが

決められるようにした。用いる式は次のような定義である。

"=I"Aﾉ,+f(Z'"+C(AMh9)

Abは水平励2成分の最大値の合成値(みかけの周期5秒以下，I皿単位）で従来のものと

同じ性質を持つように旧来の標準地震計相当の記録に直してもとめたものである。B(A,m

は腰央距離△と震源深さHに対する補正項,Cは観測網の変化などに対応した補正項であ

る。この他に速度計に対応する式を併用するのも従来と同様である。

2003年9月25日からはこのような新方式を用い,合わせて過去の地震についても震源の

再決定も含めてマグニチニードの見直しが行われている。見直しの結果，過去の地震につ

いて，深さ60kmより浅い地鰻は,震源位置の見直しの影響で多少値が変わったものはある

がほとんど従来のものと変わらず，深い地震や小規模の地震に対しては値が大きく変わっ

たものが多い。

名・称 耀
一
蝿
一
ｍ
一
昨
一
岬

観測周波数 注意事項

日本での標準的なスケール

すぐに飽和するのでほとんど使えない

気象庁マグニチュード

実体波マグニチュード(USGS)

》
｜
岬
一
》表面波マグニチュード

モーメントマグニチュード

基本的なスケー亨ル

数十秒以上|最近基本的なスケールになりつつある
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図AM､1－各種マグニチュード間の関係停津,1982を小修正)③
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附属害;AN

（参考）

b値モデルの概要

1”〕
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序文

この附属書は，箇条6におけるb値モデルの概要を記載する。
哩

r､a
、へ 『

AN|．b値モデルの概要

GutenbergRichter式(G丑式）に代表されるb値モデルは，マグニチュードと地震発生度
数の関係式であり，マグニチュードが小さくなると地震の発生度数が指数関数的に増大す
るとしたモデルである。具体的には，評価対象領域で発生した過去の地震のマグニチュー
ド〃とM以上の地震の累積発生度数NIMの関係を，皿を横軸,"n"を縦軸（対数）とし
てプロットし，最尤法などによってlog,0"(M)=α－6皿のフォーマットに直線近似して
定数｡及び6を評価する。ここで，αは縦軸の切片で発生頻度を表すパラメータとなり,6
は直線の傾きでマグニチュード分布を表すパラメータとなる【図AN.1参照】・地震発生度
数nMとマグニチュードMの関係も同様の式で表さ独log,on")=a'~bMとなる（累積発生
度数に対するaと発生度数に対するa9の関係はa'=atlogi｡(blnlO))(1)｡
他のb値モデルとして，図AN.Zに示す宇津による3パラメータ式
Iog6'(M))=α－6胚+1og(c-M)がある。このモデルは,マグニチュードの大きな地震の
発生数が相対的に少ない領域で，マグニチュードと地震発生度数の関係が上に凸の曲線と
なる場合に適用性が良いとされる。歴史地震データには年代や地域によってその信頼度に
差があることから，歴史地震データとb値モデルの適合性を検討した上でモデルを選定す
ることが重要である。
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図AN.2一宇津による3パラメータ式の例
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附属鍵AP

（参考）

同一サイト内での地窪動伝播特性の違い

附属書AO

（参考）

領域霊源モデルにおけるひずみ集中帯の評価例

｜

|’
序文

この附属書は，箇条6における同一サイト内での地震励伝播特性の違いに係わる次の2
つの項目を記載する。

-AP.1新潟県中越沖地震における柏崎刈羽原子力発鷺所での地襲動伝播特性の違い
･AP.2サイトの地震観測紀録に基づく桂討例(2009年駿河湾の地歴）

序文

この附属書は，箇条6における領域震源モデルにおけるひずみ集中帯の評価例を記載す

る。
1

．

Ⅱ
０
■
Ⅱ
・
ト
ー
「

AO｡領域屡源モデルにおけるひずみ集中帯の評価例

鷺谷(2007)(I》は,GPSによる過去10年の地表変位から，山形県から大阪湾に至る日本海
沿岸地域では，内陸地域と比較して変位堂が大きく，近年その領域内では,Mj6～Mj7の地

震の発生が多いことを指摘し,ひずみ集中帯と関連を示唆している。蛯揮(2011)(z)では，

地震ハード評価において，垣見マップに対してひずみ集中椿を考慮した領域とした領域震

源モデルの考え方を提案している。

A理1新潟県中越沖地震における柏崎刈羽原子力発電所での地震動伝播特性の違い
a)同一サイトにおける地屡動レベルの異なる複数の地震動ハザードの意味合い

日本では，多数基/多数サイト馳域がある。地震動は，広域の施設に影稗を及ぼす（半径
約30-3001drｳ。強震動下において，複数の機器が同時に機能喪失する可能性が高い。
新潟県中越沖地震は，2007年7月に柏崎刈羽原子力発電所近傍で発生した。柏婦ﾘ羽発
電所は，南北約2.5kmの敷地に,7つのプラントが設瞳されている。南側から北側に向かっ
て，1～4号機，7，6，5号機の順であり，南側の1～4号機は大湊地区に，北側の7～5号
機は荒浜地区に設置されている。柏崎刈羽発電所において観測された地鰻動は，次のよう
な特徴があった。

1）1号機～7号機の原子炉建屋基礎盤上で観測された地震動の簸大加速度は，設計基準
地震動の応答を超えた。

2〕大湊地区の1号機での最大加速度は,荒浜地区の5号機の約2倍であり，深部地下稚
造の不規則性等により地震肋が増幅したためと究明された。

3）中越沖地震の知見から，深部地下機造の不規則性による地震動の相関を考慮すること
が重要であると認職された。

このように，同一サイト内のプラントでも，深部地下柵造の違いによって地震肋が大き
く異なることが想定される。そこで，深部地下柵造が大きく異なることが把握された場合
には，複数の異なる地震動ハザードを評価する必要がある。

b)同一サイトにおける複数の異なる地歴動ハザードの解価手順

同一サイトにおける複数の異なる地震動ハザードの評価は，次に手順で行う。
1）同一サイトにおける深部地下構造の違いを把握する。

2）深部地下構造が大きく異なることが予想される場合には，概略の深部地下構造モデル
を作成し，プラント毎に，深部地下構造での地鯉曽幅特性を把握する。
3）地盤増幅特性に基づき，対象プラントをグループ化する。

4）グループごとに地薩動ハザードを評価する。それぞれの地震動ハザード評価の手順は
単一プラントと同様の手順とする。
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AE2サイトの地鰹観測胆録に基づく検肘例(2009年駿河湾の地鰯

20”年8月11日駿河湾の地震では,中部電力浜岡原子力発愈所の各号機で地醗観測紀録

が得られており，5号槻の地震動強さが他号機に比べて大きかった。中部電力が総合エネル

ギー鯛壷会原子力安全･保安部会耐震･構造股計小委員会地震･津波,地質･地盤合同

WGに報告した地腰観測紀録の分析内容を以下に示す。

a)駿河湾の地震（本働の観測配録の特徴

駿河湾の地震（本腰及び余震）の概要および対象地盤観測点を図AP.1に示す。

駿河湾の地震（本展）の観測配録の特徴について図AEZに示す。加速度時刻歴波形を見

ると,S波主要動部では,5Glの揺れは他地点に比べ顕著に大きく0P波部｡Coda波部では，

各地点の揺れは概ね同程度となっている。また，加速度フーリエスペクトルを見ると，周

期0.2秒～0.5秒の短周期では05G1の揺れは他地点に比べ顕著に大きく，周期0.5秒より長

周期では各地点の揺れは概ね同程度となっている．

また,3G1に対する5Glの増幅特性の比率についても整理しており，プラントEW方向
で2.2～2.3倍程度としている。

－，二一.____･菫一一一一一ニーーーーー毒一一且
●釦10…』…淫…②"伽巳細趣且…

図AEZ－駿河湾の地震（本屡）の観測記録の特微｡） ■
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●跡地霊波到来方向毎の増幅特性の塾理

地溌波到来方向毎の増幅特性の整理について図An3に示すb得られた地震観測記録の分

析より，駿河湾の地震の方向から到来する地鰹波については,5G1の揺れは他地点に比べ大

きいが,その他の方向から到来する地震波については,5G1の揺れは他地点に比べ同程度と

している。
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序文

この附属番は，箇条6における上下動に対する地震動ハザード評価手法を記載する。

AQ.上下動に対する地襲動ハザード解価手法

a)地艘動ハザード評価手法の概要

上下動に対する地鰻勤ハザード評価では，震源モデルは水平動と上下動で同じ取扱いと

し，地渡動伝播モデルにおいて，上下動に対する地震動伝播モデルを選択して，地震動ハ

ザードを評価する(図AQ･1)。上下動の評価が可能な距離減衰式として，例えば耐専スペク

トル【附属鍔AR.2参照】がある。耐専スペクトルでは，次のように水平動に対する応答ス

ペクトルに地盤増幅の補正項を乗じて上下動のスペクトルを算定する。

Sy(r)=S6(r)･q"(r)･A,の (AQ-1)

ここで,S"(T)は解放基盤表面のh=%の上下動の応答スペクトル,S&(r)は地震基

鍍における水平動の応答スペクトル(Cml"S2),α；,(T),β灯)は水平動を基準とした上下動
の地盤増幅の補正項である。

また，断層モデルを用いる場合，水平動C成分)と上下動の地震波を直接評価することが

できる。その場合，上下動の評価結果については，伝播経路特性やサイト増幅特性などを

観測地震動などと比較するなどして補正が必要となる。

b)上下動に対するフラジリテイ評価用地震動の作成

上下動の影響が大きな機器などのブラジリテイ評価に用いる地震動は，水平動と同様に

一様ハザードスペクトルを目標スペクトルとして作成することができる。その場合，フラ

ジリテイを評価する各地藤動レベルに対応する超過確率は水平動と同じ値を用い，同一超

過確率の一様ハザードスペクトルから作成した水平動と上下動をセットでフラジリティ評

価に用いる。

フラジリティ曲線の横軸は，代表値として水平動の地震勤強さを用い，事故シーケンス

解析で最終的に炉心損傷頻度を算定する際には，水平動の地震動ハザード曲線を用いる。

＝
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附属書AR

（参考）

距離減衰式による地醒動評価
上下動及び水平動の地歴ハザード評価手法と対応関係(模式図）

一菫|繍延~_』
…デル
(水平動･上下勘共通）

序文

この附属書は，箇象6における距離減衰式を用いた地震動解価に係わる次の4つの項目

を記戦する｡

･AR.1最大加速度・速度露離誠衰式の例

･AR.2スペクトル距離域毒式の例

･AR3地震動観測配録を用いた距離減衰式に対する地点補正の例

･ARA応答スペクトル距離滅衰式による地震動評価法の高度化

０
０

I■～

AR.1最大加速度・速度距離減衰式の例

最大加速度・速度距離減衰式の例を壷AR｡1に示すb

"AR､1－最大加速度・遼大速度の距雛減衰式とその概要(その1)

損傷ﾓー ドに対じ亡上下動の影響が
大きな樫墨のﾌﾗ診ﾘﾃｲ解価

水平動と上下動入力に
よるﾌﾗジﾘテ徳職損

傷
確
率

水平動の地震動強さを指楓
としてﾌﾗ搦ﾘﾃｲ曲線を算定

水平動地震動強さ

図AQ､1－上下動に対する地展動ハザード解価手法及び
フラジリテイ騨価用地震動の作成方法

提案者(発表年） 安中正，山谷敦，桃林治彦，野沢是幸(1987年）

文献
安中正，山谷敦,桃林治彦，野沢是幸，'，関東及び周辺地域の地震観測記録
を用いた基盤における最大加速度推定式の検討'’第19回地霞工学研究発
塞会睡演概要．士木学会。DD､129-132(198"

提案式

109a=06"7MfO.00671H-2.21210"+
D認｡､35"bC6W)

1.711。

a：最大加速度（ダム地点を除く31地点の平均的推定掴
M:気象庁マグニチュード0H:屡源深さW
R:断層面までの最短距鮭“）

データベース

・関東及び周辺地域の41観翻点で得られた記録の内，1971年から1986

年に発生した震源深さが1001rTn未満の45個の地震の配録。
・用いたデータは水平2成分の最大加速度の平均侭データ数は319個。
・表層地壁のせん断波速度が800mん未満の観測点については一次元波動
理践によって推定される基盤波形を用い，その他の観測点については観測
波形をそのまま用いた。
・マグニチュードが大きく震央距離が小さい領域にデータが少ない。最大
加諌摩は部分が数厘al～数+Ealの範囲(100gnl超は1画

回帰の方法
二段階回帰分析を行った。
．第一段階で，距躍係数と個々の地痩の定数項を層別回帰。
･第二段階で，マグニチュード係数と震源深さの係数を求めた。

適用地盤 ･関東地方の標準的段計基盤，せん断波速度VF300～500mﾉB程度

ばらつきの酔価 評価娯差の標準偏差：0.211(自然対鋤0.485(常用対鋤

備考
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表AR.1－最大加速度・最大速度の距離減衰式とその概要(その3)表AR.1－最大加速度・最大速度の距離減衰式とその概要(その2)

｜提案者(発表年）｜福島美光,田中貞二(1991年）
ｌ
’ 原子力発電耐震設計特別調査委員会(耐特委)(1994年）

社団法人個本鉱気協会,"基準地震動の策定方法の見直しに関する調査報告
書!'，（1994年3羽）

福島美光，田中貞二(1991年） 提案者(発表年）

蕊識蕊羅謹蕊雛蕊蕊蕊瀧瀞職繍 文献

文献

縦譜磯蕊鱗繍雲霧背殻とした入力地”の経験的予
logAm"←0.51恥一睡(EfO.006･10""-0.0034R+0.59

M;気象庁マグニチュード
R3.l齢懸而篭での鱸距離砿ni);

ｾ

’
Amm←Sb(0.02)=2F(0.02)

logF(n=a(DM-{bXeqHogXeq)+cC)
地表

提案式
断層面奈での般猿

イ而煎赤),R=100.5M･2.28Xeq=R/
上記地表の式から得られた値の0.6倍

近距離の記録を考慮するために，日本のデータに米国他のデータを加え
た。

繍撫識幾熱臓鮮‘“
・日本のデータ：

．米国他のデータ：

提案式

’基盤
SbmD:地渡基盤における応答スペクトル

Wi雛議識鰻瀦鑛総繍…

l

データベース

･1980年6月～1991年.狸月までI

識騨蕊織織舗。･マグニチュードM,蕊源添さH,
5.5≦班≦7.0

データのマグニチュードと距離の分布に相関があることを考慮して，二

嘩騨蝋鎮静撫数と個鐘の地震の定織項を圃別回帰。
・第二段階では，奇.グニチュード係数と定数頃を求めた。

回帰の方法 データベース

２

０
０
６
２

三
三
一

Ｈ
Ｘ
三
三
０
”

唾
唾

測灘蜜識識懸識繍識蝿麟纈辮での鏡
耀繍識獅溌聯綴溌蝋噌淑蕊猟。

｡

適用地盛
回帰の方法 マグニチュードと距離についての重回帰分析

･せん断波速度VB=2.2km程度の硬質地鍵。
･解放基盤表面における値を求める際には，地鐙増幅の補正項を乗じる。

j雛の観測館蟻と提案ｽぺｸﾄﾙの比のばらつきは，剣数標準偏謹で

ばらつきの評価
適用地盤
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AR.2スペクトル距離減褒式の例

原子力発電所施設に対しての適用性が高いと考えられる距離減衰モデルとしては次のも

のがある。

a・耐専スペクトル式geq)(】ﾙα)'(3)

b・安中他の式(1997,R)")

c・安中他の式(1997,Xeq)(4)

d.|大野他の式(1999,Xeq)(9

e.Abrahf'mgon&Silvaの式侭,1997)U)

注)R:断層面への最短距離@mD

Xeq;等価震源距離(km)

これらの概要の一覧を表ARF2に示す。次に各式の概要を示す。

鋤耐専スペクトル式

耐専スペクトル式('X(2)'p)は,地盤条件がせん断波速度Vs=0.5～2.71dnZmsとなる観測点にお

いて観測されたマグニチュードM5.5～7.0,等価震源距離Xeq=28～202km,震源深さ≦60km

の記録をもとに作成された応答スペクトル評価式であり，別途国内外で発生したM8クラス

の強震記録によってその適用性を確認している。また，本評価式では地震基盤Vs=211rm/s

（鉛直アレー観測記録をもとに,VS=Im/s程度までは地震動の強さはそれほど変わらない

ことを確認している）を基準とし,評価サイトの地盤条件に応じて増幅特性を考慮すること

ができるとともに，内陸地殻内地震に対して乗じる係数やNFRD(NearFaultRUpture

DirectiVity)効果を考慰するために乗じる係数なども提案されている。データベースとした

地震観測記録と本評価式とのばらつき幅は，全周期帯で平均すると対数標準偏差で0．53と

されている。

b)安中式

安中式(4)は，日本の気象庁87型強震計で観測された地震記録（5.0≦M≦8.1,震源深さ≦

200cm,距離≦500km)の妓大加速度，最大速度，最大変位に基づき，最短距離及び等価震

源距離に対して提案された距離減衰式である。

ここで,用いたデータ数は,最短距離の式では388地震77地点2085データであり，等価

震源距離の式では387地震77地点2075データである。最短距離の頭打ちの係数は1979年

インペリアルバレー地震及び経験的グリーン関数法における断層近傍の晟大加速度に適合

するように設定している。

また，日本で観測された地震記録の加速度応答スペクトルに基づき，最短距離及び等価震

源距離の応答スペクトル評価式も提案されている。本式は，日本の気象庁.87型地震計設置

地点の平均的な地盤に対するものであり,S波速度が300～600m/sの地盤に対応するとして

いる。

c)大野式

大野式値)は，米国カリフォルニアで発生した58地鰻における662の観測記録（モーメン

表AR.1一最大加速度｡最大速度の距離減衰式とその概要(その41 －
０
１
１

司・翠川式(1999）提案者(発表年）

騨灘蕊蕊鰭鍾鴬職繍瀧畿溌裳鵜殿文献

文献議卿
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雌大速度)瞬屈地謎の影縛を取り除いた硬縄世盤鐵

{:識麗綱縦識職撫雛鍛擬:瞬唖
A:地震剛の簸弐捜椛

1

-0_OO2X

Mw:モーメントマグニチュード
D:震源深さ(km)

提案式

'断層タイプ
'地震のタイプ別係数

鼈儀内地震

最大加速度“0．00
最大ｶﾛ速度ぼej0,00
・簸大速度“0．00

蕊謹鍔調｡“

Ｓ
ｄ

プレート内地震
022

0．28

0．12

0ユ6

プレート間地震
0．01

0．09

・0.02

0．06

Ｘ
Ｘ

･1968年～1997年に日本で発生した地震における観測データ（モーメン
トマグニチュード5.8≦Mw≦8.3,震源深さ≦120km,震源距離はマグ
ニチュード7以上では300km以内,6.6以上7以下では20"m以内，
“･”二6.5以下では1501tmWW,6.2以下では100km以内）
･鐙失加遡吏は856デーﾀ;.避薙蕊394ヂーﾀ｡最大振幅は水平2成分

データベース
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ARa地醒動観測記録を用いた距離減衰式に対する地点補正の例

a)距離減衰式の関数形

距離減衰式は，評価点から震源までの距離を断層面までの最短距離とした場合，次のよ

うな関数形で表されることが多い。

1094=6-109(R+F)-kR(AR-1)

ここで，

』：最大加速度値,6:マグニチュードに関する項，R：は断層面までの最短距離，

r：断層近傍の振幅飽和特性を表す項,k:距離に関する回帰係数

である。bは短周期成分に依存する最大加速度を対象とする場合は，次のようなMの一

次式で近似することが多い。

6＝ロハff-g (ARF2)

bの項については震源深さや地震の発生様式によって係数を層別化させる研究も行われ

ている。また，右辺第2項のrは幾何減衰を表し，下式で表されることが多い。

)･=C110c2M (ARP3)

ここで,Cﾉ及び画は回帰係数である。右辺第3項は粘性減衰を表している。

b)地点補正の方法

距離減衰式を補正するためには，使用する距離減衰式の適用範囲の地鯉規模，地霞動観

測記録がサイト近傍で複数得られていることが必要となる。例えば，福島式の適用範囲は

M5以上,10Gal以上であり，福島式を補正するためにはこの条件に合った観測記録が必要

となる。また，補正に用いるデータ個数が多いほど，精度の良い補正が可能となる。

上記のような距離減衰式の補正方法として，サイト近傍で”個の地震データが得られて

いる場合，次のように定数項eを補正することが考えられる（図AR.1参照)。

e'=e+Z(log4,-log4)/" (ARJ)
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ここでDelは補正後の定数項,Aiはサイト近傍での個々の観測データの最大加速度値,"

は距離減衰式から推定される最大加速度値である｡定数項eはマグニチュードや距離に依存

しない値であり，サイト固有の地盤増幅特性を表すと考えられる。したがって，距離減衰

式の適用範囲であれば，どのようなマグニチュードと距離の組み合わせの観測記録でも補

正が可能である。一方，定数項以外の係数(距離やマグニチュードに関する回帰係数)を補正

する場合には，新しい式を作成するのと同等のデータベースが必要となる。
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1の擬似速度応答スペクトル価S,EW成分)と，各地震のマグニチュードMと震源距離X

を用いて下式の耐特委スペクトルで求めた地震基盤上での応答スペクトルの差を周期
ごとに求める。さらに，周期ごとの差を平均してサイト特性c)のとした。

Sh("=86(n･q("･"("(AR-5)

log&("=q(刀〃-{6(Y)Xby+logXE,}+co("(AR-6)

"-z=Ie"xh,-2di'/le"" (ARF7)

四劃記録
、

一logA
八

’

1

毒~

I

八●､谷
Sﾙ(刀：解放基盤表面でのh=5%の平均応答スペクトル

86,(n:地震基盤における応答スペクトル(cm/s2)

α(”，β(刀：地盤増幅の補正項

M:気象庁マグニチュード,Xeq:等価震源距離

XIn:観測点から対象とする地震の断層面の各微小領域への距離(km),
~em:断層面上の各微小領域からのエネルギー放出分布(不明の場合は1)

aの,b(1),Co(T):回帰係数

3）補正結果地震観測記録侭o.4)の擬似速度応答スペクトルと地震観測記録から求
めたサイト増幅特性を用いた耐専スペクトルで算定した応答スペクトルとの比較を図
AR.4に示すbまた，地鯉観測記録によるサイト増幅特性clのと，耐専スペクトルによ
るサイト増幅特性ciのの比較を図AR.5に示す6
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表AR.3－サイト増幅特性の補正に用いた地震観測記録の諸元（7）R
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C)地点補正の例

耐特委スペクトル(1993年)に対して，地震観測データを用いて地点補正を行った例(7)を次．
に示す。

1）観測点及び観測データ静岡県修善寺に位世する岩盤上部の観測点において,1979
年8月12日から1988年9月10日までに観測された117地震の中から,M5:5からM7.0

の範囲にある6地震を選択した。選択の基準として，観測記録に異常なノイズが含ま
れていないこと，波形の長周期側の信頼限界周期が極端に小さくないこととした。長

周期側の信頼限界周期は，記録によって多少のばらつきはあるが，5秒以上となってい

る。選択した6地鯉の諸元を表AR.3に，各地震の震央位置を図AR.2に示す。

2）補正方法サイトの地震観測記録を用いたサイト増幅特性(距離減衰式の定数項）
の補正方法を図AR.3に示すb同図に示すように,選択した地震観測記録の減衰定数5％
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』狸‘4応答スペクトル距離減衰式による地溌動評価法の高度化

KIK-net等の地表及び基盤(Vs2000m/s以上）以上）で観測された約500個の地震動観
測記録**を用いて，基盤面上の水平動及び上下鋤の応答スペクトルを評価し，モーメント
マグニチュードと断層最短距離をパラメータとする距離減衰式が提案されている。この式
は，地溌規模，断層タイプ，震源深さに応じた距離減衰式の補正係数が設定され，応答ス
ペクトルの評価精度の向上が図られている。また，2008年四川地震，2011年東北地方太平
洋沖地震等の巨大地鯉の観測記録との整合性が確認されている。
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序文

この附属書は，箇粂6における地震動のばらつきと上限値の取扱いに係わる次の2つの
項目を記載する。

qAS.1地屡勤のばらつきと打ち切りの取扱い

nAS.z文部科学省の地震鯛査研究推進本部における地震動のばらつきと上限値の取
扱い

AS.1地震動のばらつきと打ち切りの取扱い

a)地歴勤のばらつきについて

距離減衰式のばらつき設定の基となった回帰分析には，通常，多数の観測地点の地震観
測記録が用いられているが，同一観測点のマグニチュード，震源距離，発震機構がほぼ同

じ観測記録に限定して回帰分析を行った場合などには，ばらつきが小さくなるという次の

文献もあることから，地震動ハザード評価に用いる地震動のばらつきを設定する場合には，
これらの最新の知見を参考にすることが望ましい。

1）震源近傍における地霞動のばらつき

主に距離減衰式による地震動のばらつきは,データ数の多い中規模地震の震源近傍か

ら離れたデータにウェイトが置かれており,低確率で問題となる大地震動ではなく中規
模地震動のばらつきが反映されている。

実際の地震による距離減衰特性を見ても，図AS､1(1)に示すように中距離でのばらつ

きは近距離の大地震動域に比べて大きい。このような距離に対応する観測点は広く分

布し，地盤増幅特性の差や震源放射特性の差によって，個々 の観測点の地震動に差が
生じ易い。一方，震源近傍の狭い領域では地盤条件や震源放射特性の差が比較的小さ

く，地震動の差も大きくならないものと考えられる。したがって，低確率での大地震

動を評価するためには，震源近傍域における地震動のばらつきを適切に評価すること

が望まれる。日本の強震観測記録を用いたこのような検討が翠川・大竹@003)②によっ

て試みられている。ばらつきも，地震動強さ同様に，マグニチュードと距離の関数で
表現するなど，今後の展開に期待される。

2）サイトを限定した場合の地渡動のばらつき

距離減衰式は地盤条件の異なる複数のサイトにおける記録を統計解析したものであ

るため,地盤増幅の違いによってばらつきが大きくなることが避けられない｡このため，
サイトを限定した地震動評価をおこなえば,ばらつきを低減することが可能である。こ
のような検討も，中村・他(1997)(3)や池浦・八代(2004)@I)によって試みられている。
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AS.2文部科学省の地屡鯛査研究推進本部における地震動のばらつきと上限値の取扱い

文部科学省の地震調査研究推進本部地腰調査委員会「全国を概観した地震勅予測地図報

告番平成17年3月」（以下，“推本"という)では，工学的基盤(S波速度400miWs相当層)での

最大速度の推定において，次式に示す司・翠川(1999)による距離減衰式(断層最短距離)を用
いている。

1ogPGVb600=0.58Mw+0.0038DI･d-1.29-log(X+0.0028'×100･50Mw)-0.005X(AS-1)

ここで，

PGVb6":S波速度600m/s相当の硬質地盤上における最大速度(cm/s)

Mw:モーメントマグニチュード

D:震源深さ仏m)

．：地震のタイプ別係数

地殻内地漣。=0

プレート間地震d=-0.02

プレート内地震d=0.12

x：断層最短距離0mi)

また，奥村・他(2004)(印では,2003年北海遊十勝沖地震の本腰・余震記録に基づ
いて地点が異なることに起因するばらつきを除去した場合の工学的基盤におけるばら
つきの値が求められており，常用対数標準偏差が，速度振幅が小さい純囲では0.2（自
然対数標準偏差で0.46)，大きい範囲では0.15（自然対数標準偏差で･0.35)であるとさ
れている。

b)地震勤の上限打ち切りについて

畑震動ハ､'､--膳豚価においては，地震動評価手法（主に距離減衰式）による予測地震動
のばらつきに対数正規分布を仮定しているため,低確率になるほど地溌動分布の裾野が対
象となってばらつきの幅が大きくなり，低確率で非現実的に大きな地震動が評価されるこ
とがある。

この問題を避けるため，地震動の分布の裾野の評価に上限（例えば，標準偏差の3倍な
ど）を設け，結果として地震動の上限打ち切りを行うことが現実的な地震現象を再現する
ためには，必要となる。

,一一一一HV=7．0

2000.0

超

1000．0

QUI11．．1．､．白■ﾛﾛ

N“暇｡鮒l恥･’
－－－1I私xARADu“ 司・翠川(1999)式のばらつきは対数正規分布に従うものとして，常用対数標準偏差で0.23

と求められている。

推本では，このばらつきについて，『地震動の強さの不確定性は，現在のところこのばら

つきを用いて評価されているが，様々な地涯と観測点の組み合わせからなる観測記録で回

帰されているため，確率論的地震動ハザード評価で考慮すべき不確定性以外の要素が入っ

ており，大き目のばらつきになっていると考えられる｡」としている。【図AS.2参照】

．ー一室ー、c畠
nl侭!A1

郡
回jMA!

－'一'－－筆1
、1

デー塁ﾕ’
［
ｍ
、
い
く
室
口
〕
三
口
冨
吟
匡
鍾
山
望
山
Ｕ
“
唾
ロ
ヱ
コ
ロ
匡
四
￥
α
四
匹

＝鶚簡ノ

謡
A駅AGA5AKI

lELE咽TED

－－

Ｆ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｊ
Ｍ

些
岬

一
峠
叩
．
密

呼

ｒ
－
３
』
。
口

角
』
０
●

500.0

。｡

200.0

100.0

50．0

中
旬

、
餌
■
■
画

、
餌
■
■
画

日日

、、、

B＝B＝

～～
､

■式
､

■式
､I

糟
咽
は人飢AGA5AKI

IELEc

『

Ｉ

Ｈ

Ｉ

。
､■

■

:‘ﾖ灘
一

回

酵臣対象地点において
摩の

ばら
堆
歴
期
の
強
き
『る
さ
れ
強
値

さ
勤
均

20.0
－

鱒
つき

10．0 一
？
了
・
一
部

■

測
璽
平

予
地
の

■一一一 一一｡＝

■●gQI

5．0

0 0.51．02．05．010.020.050．0100.0200.0500
0

0ISTRNCE(KH]

図AS.1－平成7年兵庫県南部地垂の距離減衰特性
[Fukushimaandlxikura(1997)(1)]

酎歎重隈分布》

爵薩忠途蘆
孟肇師睡

図AS.2－距離減衰式で予測される地震動強さの平均値とばらつき(印

１
１

Ｉ
■
４
４
９
．
■
１
０
１
・
凸
１
．
１
幻
１
Ⅱ
４
１
１
１
Ｆ
卜

L
＝一二



了
、
リ

ｈ
夕

352

POO6:2015 353

POO6:2015

I

そこで,2003年十勝沖地震の記録について検討し，従来のばらつき0.23から地点が異な

ることに起因するばらつきを除去して，速度振幅が大きくないところでの工学基盤におけ

るばらつきの値を常用対数標準偏差で0.2(自然対数標準偏差で0.46)とした。翠川・大竹
(2003)を参照して,S波速度が600m/sの工学的基盤における最大速度振幅が25cm/S以上の

範囲においてばらつきの振幅依存性を考慮している。（図AS.3参照）

って適切な不確定性の取扱いに関する知見が得られれば，その成果を導入していくべきも
のである。今回の取扱いが無条件に他にも適用できるわけではないということには十分な
注意が必要である｡」としている。

原子力施設を対象とした地震PRAの地震発生確率のレベルは，推本の「全国を概観した
地震動予測地図」が対象とする発生確率のもの（約1O･3レベル）よりも相対的に非常に小さ
い地震動までも対象としている。従って，原子力施設における地震動ハザード解祈におけ
る地震動のばらつきと上限値について，さらなる検討が求められると考えられる。
今後50年以内に3%の諭獺で一定の藤鹿以上の揺れに見舞われる傾城("As鋤:と，露雄
減褒式のぼら罐の遮いによるﾊザーi患ｶー菰図撒S.句を比較した図〔推本織ﾂを以預I誌
す。図中の「従来のモデル」は，地屡勤のばらつきを常用対数標準偏差で0．23とした場合
で’「今回のモデル」は0．2とした場合である。いずれも地震動の上限値として対数標準偏
差の3倍が考慮されている。
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工学的蕪樫（Vs=600m店）における最大速度の推定価（cmん）
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(4)池浦友則，八代和彦,"MとXが一定の条件のもとで同一地点において観測される地震
動応答スペクトルのばらつき"，日本建築学会大会学術講演梗概集,B-2,p.57532004年8月．

⑤奥村俊彦・渡辺基文・藤原広行(20”‘”03年十勝沖地震の本窪・余震記録に基づく最
大速度のばらつきの検討"，日本地震学会2004年秋季大会謙演予稿集,B26
(6)地震調査研究推進本部地産調査委員会，“｢全国を概観した地震動予測地図」報告書"，
平成17年3月23日

｛
図AS.3－全国を概観した地歴動予測地図で使用するばらつきの値⑤

さらに，対数正規分布の裾については対数標準偏差の3倍より外側を打ち切ることにし

ている。

推本では，地震動強さのばらつきの取扱いについて，「本来ならば，地震Aに対する評価

対象地点の地震動強さのばらつきは，震源と対象地点が固定されることから，震源特性に

よるばらつきが支配的であり，震源から対象地点までの伝播経路特性と評価地点のサイト

特性によるばらつきは相対的に小さいと考えられる｡」としている。

さらに，「現在の距離減衰式を用いた確率論的な地震動ハザードの解析において，超過確

率の小さな地震動の強さは，解析に用いる地震動強さのばらつきの大きさに支配される。

距離減衰式による地震動強さ予測値のばらつきは対数正規分布で評価されており，超過確

率が小さい場合にはその分布の裾で地震動強さが評価されるため，ばらつきの大きさは地

震動の予測結果に大きく影響する。特に，海溝型地震のように発生確率が高くマグニチュ

ードが大きい地震では強い地震動が予測されることから，ばらつきに関する検討は重要で

ある｡」としている。

「地震動強さの上限値に関しては非常に強い地灌動データが乏しいこともあり，現在も

明確な結論が出されていない。距離減衰式によるばらつきは対数正規分布を仮定している

ことから‘分布の裾を打ち切らない限り，地震動強さは無限大まで大きくなる。そのよう

な非現実的な地震動強さを回避するために，専門家の判断によってばらつきの裾を打ち切

る取扱いがなされる例が多い｡」とし，「必ずしも十分なデータに基づいてはいないが，暫

定的なものである｡」としている。「今後，より詳細な検討が必要であり，研究の進展によ

【
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断層モデルを用いた地震動評価の取扱い

|確率幽的地友助予濁地図I I蔑串撞的地重飴予測地図I
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この附属書は，箇条6における断層モデルを用いた地震動評価の取扱いに係わる次の2
つの項目を記載する。

･AII1断層モデルによる地震動評価

･AI:2断層モデル（波形合成法）のパラメータ設定のためのレシピ
･An3涯源を特定せず策定する地震動に関する検討

･AIX4断層モデルを用いた地震動ハザード評価におけるばらつきの取扱い
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A皿1断履モデルによる地震動評価

a)評価手法の概要

近年の解析技術や各種地下構造調査法の進歩によって，地腰動の基本的3要素である震
源.伝播･サイト増幅の各特性を一括して直接的に考慮することができる，断層モデルを用
いた地震動評価が可能となっている。これらの成果を活用すべく，地鰹動ハザード評価にお
いても断層モデルを用いた地震動評価手法の活用が職極的に進められている。
断層モデルを用いた地震動評価手法は，多くの研究者によって様々な手法が提案されて
いる。活用に当たっては，断層面と評価サイト周辺の地下構造に関して距離減衰式よりも
詳細な情報が必要となるとともに，多くの計算時間を要することに留意する必要がある。
断層モデルによる地震動の評価は，図AⅡuに示すように，震源特性，伝播特性及びサイ
トの地盤増幅特性（サイト特性）をそれぞれ個別に評価することが可能で，パラメータが精
度良く与えられた場合,距離減衰式に比べて精度良く地震動を推定することができると言わ
れている。

断層モデルによる地震動評価方法には，理輪的方法，半経験的波形合成法（経験的グ
リーン関数法と統計的グリーン関数法の2種類の方法がある),及び両者の特徴を生かし
たハイブリッド法がある。

理論的方法は’周期約5秒程度以上の長周期領域の地震動を理輪的に推定するのに適
した方法と言われているが’短周期領域の地震動に関しては，対応する周期帯で十分な

~

震源のモデルができないこと，ならびに波動伝播経路の微細な構造に強く影響されるこ
となどから，評価は困難である。

一方，経験的グリーン関数法は，発震機構や波動伝播経路が大地震と共通する中小地
麓の観測波形をグリーン関数として考え，それを断層の破壊過程に合わせて重ね合わせ
ることによって大地震の地震動を評価する方法である。

また，統計的グリーン関数法は・他地点で得られた多数の観測波形を統計処理して求

J“ ■■■■
堀● 稀 一

珊 面‘d四皐p■~& 8禽丁■四唾q■a■堅

… RE月

【 従来のモデル1吟回のモデル1

図AS.4－今後50年以内に5%の確率で一定の腰度以上の揺れに見舞われる領域(6〉
（南海～東南海～想定東海地震のみ）
＊震度6強以上には震度7の可能性が含まれる。

（基準日2005年1月1日）

ハザードカーブ
(南海トラフの地霊のみ）
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4 5 67

計測震度

図AS.5－距薩減衰式のばらつきの違いによるハザードカーブの比較(6)
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めたスペクトルと経時特性を用いて作成した模擬地震波を要素地震波とし，経験的グリ
ーン関数法と同じく断層の破壊過程に合わせて重ね合わせることによって大地震の地震
動を評価し，サイトの地盤特性を考慰して対象地盤の地震動を評価する方法である。
これらの方法では，いずれも震源での地震波のスペクトル特性(震源スペクトル特性）
を加速度フーリエスペクトル上で一定とするいわゆる①2乗モデルの仮定を導入するこ
とによって，理論的な方法によっては実現できない短周期地震動の評価をある程度でき
るようにしている。

b)断層モデルによる地震動評価手順
断層モデルによる地震動評価では，特定震源モデルを対象とし，断層パラメータの不確
実さを考慮して地震動を求め‘地震動ハザード評価に必要な地震動強さの確率分布を求め

敵地

》
｜
輪、一

踵

大地涯断届面 小地凝

る。

パラメータの設定では，まず，断層モデルを用いる手法で評価する地震に対して，断層
の破壊領域を設定し，断層破壊過程の検討，要素地震の検討を行う。断層モデルの検討で
は，震源付近での媒質の定数の設定を行う。断層破壊過程を考慮する手法による地震動計
算に必要な複数の断層破壊パラメータの設定方法として，合理的かつ客観的に設定するた
めの手法（レシピ）が提案されている。

断層破壊過程を考慮する手法を用いて地震動を評価する場合,モデルパラメータの不確実
さを考慮するためにロジックツリーを構築して地震動を複数算出し，それぞれの結果に重
みを考慮することによって，地震動強さの確率分布を求めることができる。この地震動強
さの確率分布と地震発生時系列モデルから評価した地震発生確率と組み合わせてハザード
曲線を算定することによって，地震動ハザードを評価する。断層モデルを用いた地震動ハ
ザード評価手順を図AII2に示す。

小地震の観測妃鋒

・州州､ﾊﾊ～

V小地璽と大地霞の平均食い違い塞実効鐡の蓬の諭正
要素断膚からの鹸睡塗
-.w-

1

▽各異霞断層から発生すると考える

柵w帆
大地孟の断閣の砿填過
考慮して翼駒巷わせる
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図AIM1－断層モデルによる地農動評価の概念（半経験的波形合成法の渇合）
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km2断層モデル（波形合成法）のパラメータ設定のためのレシピ

波形合成法による地震動の評価では，震源断層の破壊シナリオの設定が評価結果に大き

な影響を及ぼす。特に，地震規模と距離のパラメータを用いて地震動を求める距離減衰式

などの経験的手法と異なり，断層破壊シナリオには多くのパラメータが必要である。

そのため，自然現象を適切に表現した断層破壊シナリオを，誰でも同様に設定できるル

ールが必要である。このような断層破壊シナリオを設定する標準的な手順（レシピ）が，

入倉･三宅(2001)(1)f,入倉･他(2002)(2)として提案されている｡後者のレシピは,Somcrville

etal.(1999)(3)が整理した非一様断層モデルのスケーリング則を基本としている。これらの考

え方は，地震調査研究推進本部などでも採用されている(4)。

内陸地震を想定した具体的なレシピを次に概説する。

a)地表活断層などの情報によって断層長さを,微小地震活動情報などによって地震発生層

の上下限深さとメカニズム娠斜とすべり方向）を設定する。これらの情報から，断層幅，

断層面積を設定する。

b)断層面積と地震モーメントは，次式を用いて設定する。

so(肋,2)＝2.23×10-’5×慨辨((jwe･cm)(Mb<1.0×102･)

S6(k7'22)=4.24×10-]1×必I/2(fjI"e･c"')(A">1.0x1026)(附Am1)
c)断層全体の平均応力降下量は，次式によって殻定する。

一一一;II

断層モデルで評価する地震
域または活断層の選定

↓ 一

’’ 破壊領域の設定
】

’

L－T辮
声ル

斗
苣

二万~1

断層モデ
の検討

Ｉ
令

断層モデル
の設定 要素地涯記録の

収集・整理
要素地

収集

震源付近の媒質

Ⅶ

の定数設定
－

巨視的断層パラメータ’
の設定

(断層の位直、走向、傾斜角、
破壊開始点、破壊伝播様式、
破壊伝播速度、S、Mo、D、A)

巨視的断層パラメータ’
の設定

断層の位直、走向、傾斜角、

破壊開始点、破壊伝播様式、
破壊伝播速度、S、Mo、D、A)

一

躍
要素地震記録の．
選定

一

’ 震源付近の
媒質の調査
(8,p)

|声
破壊開始点、

破壊伝播速＄’’ ↓一

↓ 要素地震の

断層パラメータ
の設定
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一ロ△ (附AIL2）

[
d)アスペリティの応力降下量の設定方法としては，地震時の全断面積Soとアスペリテイ

の面積比(R",)から設定する方法と，短周期レベル4から設定する方法がある。

1）面積比からアスペリテイの応力降下量を与える方法

アスペリテイ・の面積比(R",)を設定し(SomerviUeetal.(1999)(3)では平均0.22),次
式によってアスペリテイ部の応力降下量を設定する。

（附AIL3)
Aob=△ヶ×-L

Rc"

2）短周期レベル4からアスペリテイの応力降下湿を与える方法

次式を用いて地震モーメント雌(dyne．cm)を介して短周期レベル且(dyne･cm/S2)を
求める（塩。他（2001）(5))。

4=2.46×10'7×MW' （附AB4)

次式(Boatw㎡ght,1988(6))を用いて,断層の等価半径R(断層面積Soを円形と仮定),

Mb,震源域のs波速度β，短周期レベル4が与えられた時のアスペリテイの等価半径

｝･を求め，応力降下量を算出する（壇・他（2002）（刀)。

，．=陶勧伽6"･R))･βユ

“,=師邸必〃jI)(附繩5).
e)アスペリテイ位置と破壊開始点位趣を設定する｡可能であれば地表活断層の情報を活用

’ 一

↓

例
Ｏ

凡
β
ｐ
Ｓ
Ｍ
，

一可

地盤のせん断波速度

地鐘の密度

断層の面積

地震モーメント

断層の平均すくり量

戸

↓

半経験的波形合成法｜
による地震動評価

I

図AmZ-断層モデルによる地霞動評価手順（半経験的波形合成法の場合）
【本体6.4.3】
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Am3歴源を特定せず策定する地震動に関する検討

原子力安全委員会では，地震動解析技術等作業会における震源を特定せず策定する地震

動に関する検討で,断層最短距離20Irm以内の地灌の最大速度及び最大加速度の観測記録と

距閏鰄衰式(司．翠川式)による評価結果との整合性を報告している⑧。さらに，断層Mi6.8

の逆断層を対象に’断層モデル（特性化震源モデル）による地震動評価結果を同距離減衰

式の結果と比較し，アスペリティを断層中央付近に設定した双方の結果（最大加速度の平

する（活動度の高い場所にアスペリティを，断層分岐を考慮して破壊開始点を設定するな
ど)。ただし，上記の設定法は平均的なパラメータを設定するものであり，それぞれにばら
つきを考慮する必要がある。また，アスペリテイ位置と破壊開始点位趣については，自然
現象としての断層破壊による不確実さも大きく，地震動ハザード評価に当たっては取扱い
に注意する必要がある。

なお，このような震源破壊シナリオ設定法は，「修正入倉レシピ」で対応可能であるが，
その後の被害地震の波形再現による検証を経て，改良が行われているので，このような動
向について，今後の十分なフォローが重要である。

〔アスペリティの補足説明〕

断層面の中で，大地窪発生直前までひずみに耐え，応力を支えていた領域。アスペリテ
イ以外の部分は，小地震を発生させたり定常的に滑ったりして既に応力を解放してしまっ
ていると考えられる。アスペリテイがひずみに耐えきれずに破壊すると，蓄えていた応力
を一気に解放して大きな地震動を放射する。【本体6.4‘3】
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A皿4断層モデルを用いた地醒動ハザード評価におけるばらつきの取扱い

断層破壊シナリオ作成のレシピ［入倉・三宅(2001)(，),入倉・他(2002)('0)]で用いられる
経験的関係は，あくまで平均的なものであり，現実にはばらつきをもった経験量である。

地震動ハザード評価に当たっては，それぞれのパラメータのばらつきを考虚する必要があ

る。

アスペリティの位置及び破壊開始点の位置について明確な傭報が無い場合には，現状の

最新知見を反映して考えらえる範囲で複数の破壊シナリオを設定せざるを得ない。このよ

うな断層破壊パラメータを変化させた場合に，強震動予測結果に及ぼす影響については，

図Am3に示すような大塚・他(1998)('')の検討事例がある。

2007年新潟県中越沖地震においては，腰源特性として通常の地震よりも短周期の地震動

レベルが大きかったとされており，評価結果に与える影響度が大きいと判断される場合に

は，応力降下量の不確かさについて，ロジックツリーの分岐として考慮することが望まし

い。この場合，①アスペリティの面積を変える，②短周期レベルを変化させる，③応力降

下量を変化させる等が考えられるが，地域性や地震のタイプ，深さ依存性等についても検

討を行ったうえで，適切な手法を選択する必要がある。

地震動ハザード評価に当たっては，少なくとも平均士標準偏差の範囲で地震動のばらつき

を評価しておくことが望ましい。統計処理が行われているパラメータについては，このよ

うに標準偏差を考慮することによって，物理的に意味のある範囲でパラメータの設定が期

待される。また，自然現象としてのランダムさが避けられないアスペリテイや破壊開始点

の位置についても，地表断層変位とアスペリテイ位置の対応［杉山・他(2002)('2)]f,活断

層トレースに応じた破壊開始点の設定［中田．他(1998)(13)］などの情報を活用することによ

って，パラメータの設定の範囲を限定することが期待される。

断層破壊シナリオを考慮した地震動評価に用いられる多数のパラメータに不確実さを導

入し,それぞれにばらつきを考慮して解析を実施すれば,結果として評価される地霞動が，

距離減衰式など経験的な手法による評価よりも大きなばらつきを持つことが懸念される。

断層破壊シナリオを考慮した地震動評価は，十分な事前調査によって設定パラメータのば

らつきを小さく評価できる場合に有効であり，情報の少ない場合にはむしろ経験的手法を

用いた方が適切な場合があることに留意すべきである。

地震動評価において，不確実さ要因として扱わざるを得ないパラメータも，自然現象と

して避けられないランダムなものを除いて，さらに高度な物理モデルを構築することによ

って軽減できる可能性があり，今後の研究成果を取り入れることが期待される。したがっ

て，今後の研究動向を十分にフォローし，知識不足による不確定性が軽減される都度，そ

れを地震動ハザード評価に取り入れてゆくことが望ましい。
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図AIX4-断層破壊パラメータの変化が地謹動に及ぼす影響［大塚・他(1998)('')]

【本体6.4.3〕
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この附属書は，箇条6における地震動評価のための地下構造調査及び3次元地下構造ﾓ
デﾙの稲築に関する次の2つの項目を記載する。

･AU.1地震勤評価のための地下構造鯛査における留意事項

･AU.23次元地下構造鯛査。モデル犠築の実施状況’
E

雑誌,W1.107,pp.512-528!1998年

lUAU.1地震動評価のための地下構造鯛査における留窓事項

地震動評価のための地下構造調査は,以下の方針及び手順に留意して実施する必要がある。
a)調査方針

・地下構造調査では，敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層摺曲構造等の地質

構造を把握するとともに，地震基盤・解放基盤の位置や形状，地下構造の三次元不整

形性'岩相・岩質の不均一性，地震波速度椛造等の地下構造及び地盤の減衰特性を適
切に把握できるよう留意する。

、敷地及び敷地周辺の調査については,地域特性,既往文献の調査,既存データの収集．
分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査，二次元又は三次元の物理探
査等を適切な手順と組合せて実施する。

、敷地からの距離に応じて，地震基盤から解放基盤までを対象とした地下構造調査（以

下「深部地下構造調査（概査)」という｡）と解放基盤から表層までを対象とした地下

構造調査（以下「浅部地下構造調査（精査)」という｡）を組み合わせた調査を行い，

地下構造データが適切に取得できるよう留意する。

‘｢深部地下榊造調査（概査)」及び「浅部地下構造調査（精査)」においては，それぞれ

物理探査と地震動観測等を組み合わせた十分な調査を行う。

．「深部地下構造調査（概査)」は，低密度な物理探査と水平アレイ地震動観測等を組み

合わせた調査，一方「浅部地下構造調査（精査)」では，高密度な物理探査と鉛直ア

レイ地震動観測及び水平アレイ地震動観測,物理検層等を適切に組み合わせて調査す
る。

、適切な調査とは，調査により取得された地下構造データに基づき作成された地下構造

モデルを用いて，比較的短周期領域における地震動を高い精度で評価可能な地下椛造
調査を意味する。
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1）深部地下構造謂査（概査）
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造および海底活断層の表層形態と深部構造との関係について解明を進めた。

なお，近年「ひずみ集中帯」では，新潟県中越地震，能登半島沖地震，新

潟県中越沖地震等の大きな地震が頻発している。「ひずみ集中帯」における活

断層・活摺曲等の活構造を解明するとともに，震源断層モデルの構築を目的

として，東京大学地震研究所や（独）防災科学技術研究所等により，自然震

源と人工震源を組み合わせた地殻構造調査等が実施されている。

b)サイト特性評価のための地下構造モデル

原子力施周辺の地下深部の地震基盤の形状，及び地震基盤から地表までの速度構造

等の地下構造の特性を把握して，今後,､精度の商い強震動予測に資する3次元地下構造

モデルを構築し，強震動評価の精度向上や不確かさの低減が必要とされている。特に，

最近，原子力規制による専門家の調査や評価において，敷地内や敷地極近傍の断層が活

断層の可能性が高いと判断される中で，震源の極近傍の地震勤評価は喫緊の課題である。

2007年新潟県中越沖地震では，柏崎・刈羽原子力発電所で基準地震動を大きく上回る

地震動が発生し，荒浜側(1～4号機）と大湊側(5～7号機）の地震動のレベルに大きな

差が生じた。2008年に，旧原子力安全・保安院による耐震設計審査指針の改訂に伴う原

子力発電所の耐震安全性評価において，旧（独）原子力安基盤機構より「2007年新潟県

中越沖地震により柏崎刈羽原子力発電所発生した地震動の分析（合同W9-2-1)」が報告

された。この報告の中で，既往の調査データに基づき作成した震源から発電所周辺の3

次元地下構造モデルを用いて,3次元差分法により震源からサイトの各号機に到達する地

震動の伝播特性を分析し，この地域の地下構造の3．次元的な不整形性の影響を指摘して

いる豚子力安全基盤機構(平成20年)(1)]。

また,中部電力は,2009年8月の駿河湾の地震を踏まえて,詳細な地下稔造特性調査(追

加調査）および地震観測記録の分析を実施し，駿河湾の地震で発電所敷地内の揺れに違

いが生じた要因を分析した。地下構造特性調査結果から，敷地の相良層（砂岩．泥岩に

よる互層）において，局所的に存在する構造として，砂岩の比率が5割を超える砂岩優勢

互層が確認され，5号機の地下300～500mで，砂岩優勢互層より上部に,S波の速度が周囲

の岩盤に比べて3割程度低下している「低速度層」を確認した。また，その「低速度層」

は,~反射法地震探査の反射面の特徴などから，5号機周辺から敷地外の東側に局所的に分

布しているものと推定した。駿河湾地震の本震（発電所からみて北東方向）の揺れにつ

いて，この「低速度層」が駿河湾の地震で5号機の揺れが大きかった主要因であるとして

いる[中部電力(平成22年)(z)]｡

．比較的長周期領域における地藤波の伝播特性に大きな影響を与える，地震基盤から
解放基盤までの「深部地下桝造モデル」を作成するための深部地下構造調査(概査）
を適切に実施するよう留意する。

、深部地下櫛造澗査（概査）として，ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地腰
探査，電磁気探恋，重力探査，微助アレイ探査，水平アレイ地震鋤観測等による調
査．探査．観測を適切な瀧囲及び数量で実施されているに留意する。
、溌源から対象サイトの地腱基盤までの地震波の伝播経路特性に影騨を与える地殻構
造調査として，弾性波探査や地震動観測等を適切な範囲及び数世で実施されるよう
配感する。

2）浅部地献遣測恋(鞘査）
･Mﾖ絞的短間期領域における地震波の伝播特性に影響を与える，解放基盤から地表面
までの「浅部地下柵造モデル」を作成するための浅部地下構造調査（精査）を適切
に実施するよう留意する。

、敷地周辺における地層の傾斜，断屈，摺曲構造等の地質構造・地下構造を把握する
ために，ボーリング調査に加えて地震基盤相当に達する大深度ボーリング，物理検
層，高密度な弾性波探査，重力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直ア
レイ地腰動観測や水平アレイ地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施されるよ留
意する。
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AU､23次元地下構造調査・モデル構築の実施状況
地渡鯛査研究推進本部地震調査委員会では，活断層調査や地下構造調査さらに地震学的
郷恋･･･研究結果が統合的に評価し，聴率購的地膜剛予測値副;や瞬源断照を特定した地
震勅瀞測値図」に活用されている。以下に原子力施股凋遮における諦断厩澗査や地下構造
鯛査の最近の実施状況を示す。
a)活断.簡解価のための地扉構造探査
活斯屑澗迩では，活断鰯の:{ﾘZ腿・長さ・活動履歴・変位堂等明らかにすために，空中
写真判読（活断層予察図の作成)，地形。地質調査や重力探査，地震探査，電気探査，ト
レンチ調査，ボーリング調査等の地下椛造調査を実施し，それらの結果に基づき，地霞
規模，地涯発生頻度，地嬢動の強さを予測している。
海底地形調査は，調査船直下だけでなく側方まで測深できる調査方法が一般的に用い
られるようになり，詳細な3次元地形データを容易に取得できるようになった。その結
果,航空写真の糒度には及ばないが,海底の断層形状を捉えることができる。また，2008
年には，これまで，海洋資源の探査に用いられていた3次元物理探査船「喪源」が，新
潟県中越沖地震で被災した東京電力柏崎刈羽原子力発電所の沖合の海底地層の調査に用
いられた。2吹元・3次元反射法音波探査データと既存の反射法音波探査，海底地形なら
び海底音響データを用い，海底表層付近の海底活断層をはじめとする3吹元的な地質構
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附属誓W

（参考）

地窪動ハザード評価における不確実さ要因の取扱い参考文献

(1)独立行政法人原子力安塁謹盤職橇C42007年新潟県中建沖地濁こより論鯲I羽原子
力発電所で発生した地震動の分析”,総合資源エネルギー調査会畷チカ安全･保安部会
耐涯.穂造設計小委員会地震.津波,地質･地盤合同ﾜーｷﾝググﾙープ,合同|W9-2-1,

＃

序文

この附属書は，箇条5における地震動ハザード評価における不確実さ要因の取扱いに係

わる次の2つの項目を記載する。

・ぶu距離減衰式による地醒動評価における不確さ要因

。』皿2断層破違を考虚した識潭動評価における不確実さ要因の取扱いの例

P

平成20年5月22日

中部電力株弐会社,‘嬢河減畷巡震を踏まえた猿嚇のうち地辮造刷査結果の盤理及び
更なる追加鵬の計画概要にづい鐙』総合資聴手ﾈﾙギー鯛盗会廉力安全"際安部
会耐震．構造設計小委員会地鰹・津波,地質・地盤合同ワーキンググループ，合同W50-

(Z)

2-2,平成22年7月28日
狐u距慈減衰式による地震動評価における不確さ要因

一般的な距離減衰式は，複数のサイトで観測された様々な地震に対する観測記録に基づ

き回帰されている場合が多い。その結果，得られた距離減衰式のばらつきには，①観測地

点の違い，②観測地点からみた震源位置（伝播方向）の違い，③地震種別の違いによるも

のが含まれる。これらの不確実性は，いずれも観測地点や震源が特定されれば，除去され

る「認識輪的不確実さ」に分類されると考えられる。よって，距離減衰式のばらつきとし

て地震動ハザード評価に用いるばらつきは，これらの不確実さを除去したものを用いるこ

とが望ましい。

上記のうち，③の地震種別の違いについては，地殻内地震やプレー:卜境界付近の地震ご

とに観測記録を分類し，それぞれに対応した距離減衰式を回帰することによって対応する

ことができる。一般的な距離減衰式の多くは,地震種別ごとに回帰係数が評価されている。

サイトの観測記録を用いた地点補正を行う場合でも，観測記録を地霞種別ごとに分類し，

それぞれの地震種別に対応した地点補正係数を評価することで対応できる。

一方，上記のうち①および②に対応した一般的な距離減衰式はほとんどないのが現状で

ある。そのため，実際の適用にあたっては，サイトにおける観測記録を用いた地点補正に

基づく評価結果を使用することになる。その際の参考として，既往の研究をいくつか下記

に示すb

図瓜M1は，観測地点ごとにばらつきを評価した場合の一例である。南カリフォルニアで

観測された強震記録に対して，21の観測地点ごとに,PGA,PGV,周期0.3sおよび3sのス

ペクトル加速度値それぞれに対して距離減衰式を回帰して，その残差のばらつきを評価し

ている（●印)。同図には，全観測記録に対する結果（実線は全ての観測記録による距離減

衰式のばらつき，点線は観測地点の観測個数を重みにした平均値）も示されている。いく

つかの地点では，全観測記録によるばらつきよりも大きい観測地点もあるが，多くの観測

地点で，全記録によるものよりもばらつきは小さく評価されていることが分かる。

また，池浦・野田(2005)(2)は，東北地方南部太平洋沖から関東南部の地鰹に対して，マグ

ニチュードと震源距離がそれぞれ等しい2地霞を同一地点で観測した観測記録ペアをもと
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１
１に，観測地点とM,Xを特定した場合のばらつきを評価している。それによると，全体のば

らつきは0．49であるものの，震源地と深さが同一なものだけを取り出した場合のばらつき

は0.僻となり，ばらつきの大きさは若干小さくなる。さらに，観測地点とM,Xを特定した

場合のばらつきの要因を図ぶZ2のように分析している。含なわち,観測点とMXが同一で
あっても地震動はばらつくが，その要因は，成分(EWとNS成分）によるばらつきと地震

（震源)によるばらつきに分類され,それぞれのばらつきを生じさせる要因を挙げている。

このうち，特に「不規則な散乱波による違い」はもっぱら確率論的にしか扱えない，すな

わち偶然的不確実さであることが文献中で指摘されている。このように地震動のばらつき

要因を分析することは，サイトで観測された記録を分析し，そのばらつきの大きさを偶然
的不確実さと認識的不確実さとに仕分けするときに役立つと考えられる。

St8ndarddevlatjono1『e51dualsIo｢IndMduaIs値uons(v760data)

|灘蝋謡斜斗成分によるばらつき:|－ RadiatioDEnt“rnによる違い

地盤応答の異方性による遣い

1不規則な散乱波にﾕる郵司

〒i鎚震Eよるば

斗震源喝励起特性の違いII

-LI霞源ﾒｶﾆズﾑの違い'I 【

1

イ砿埋伝播方向の違い’

図郷陥2－地震動のばらつきの要因（池浦。野田(2005)）（功
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AMZ､･断腰磁壌を溝戯した強震鋤評価におけ群誌爽さ蕊鼠の取扱いの例
礁層椴嬢を考臓した強震励解価における不砿塞さ撫"IW@､の例どし;て,香川の論文
(香川，2004)旧)を引用する。
a)はじ鱒に

ここ括鰯断層破壊過程をモデル化して強震動予測をおこなう際のパラメータ設定方法
を紹介するとともに，それらパラメータの不確実さについて検討する。
均断踊塞調し搾戒鰯レシピ
：想定断繍の長さが畷隷鰯溌議，ま割毫地溌発生扇騨:ざと1噸{§i斜から断隔鞭を祭孟.断掴
面執を韻這#~る6吹に,l懸而識ど地震モーメン･ド鰯経熟式,(S･m6wil'"ta1.,1,"""
簿‘ぷ三宅“噸鳴》がら地涯ﾓーﾒﾝド:錨雛款る､断胴面識と地織_ﾒﾝﾄから掴的
な錨灘下噸轆定き恥霧｡全断臓面識にｱｽベﾘ;ﾃｲ総篭る溌験的籟割誉(Sd"Will"!
靭1．01999)")からア録べ#ティ而鞭物誰定さｵﾙ霞.霜泌に反比例してア露ベリテ縦部の応殉降
下獄が撫窪さ熱塞難，遡溌ﾓーﾒッ睦奔して立ち上が･り時Imが識定され蔵。
･レシピにおける不磯定要因
断津識膜作成"”ピ(入恋'三鎌001)燃識･他,,002);御調い“る経験的關
係I錨迩まで平均的なあの電泌:り,現爽に朧パﾗ:ﾂ幹篭もった謹職錘で溌愚尋奉読で朧篭
れぞ託めパラメータの雛らつきを認弗W-"(Kz""a域副"20"醜ア:式ぺ:リテ･求馴k砥撰
び破測)M始点の位祗について明珈な{癖が無い溌菅戯,現状でI域えらえる範個で穣錐の
識誤ｼずヅ罰~を誤定せざるを斜ないb炊揖､I""モデルを変化さ鐘た場合『モ熱らが強震
動予測結果に及ぼす影響について（大塚．他,1998）⑯)紹介されている。
d)不確定要因軽潔へ鞄醗望：

確率鯛的地霞伽評価庭おいては,バﾗﾒーﾀの経験的関係に対して,少なくとも平均罐
難脇差の識定で地震肋を評価〔蜑で遜迩､こと筑望譲職堵癖蛎篝を麹鰄亨ることに,態つ毛を
物理鍬謹聴"龍藤囲でバﾗﾇー獣添般定されるご態力轆特さ熱る｡‘また.地菱断胴溌
位とｱ武べ珊話維樋‘痢応(杉山･他‘20画榊輔繩ﾄﾚー認羅芯嘩彼鯉朋搾点灘
定.(中田.謬鵬l"8)MIo)験ど『撫赫鱗Iを活用す藩.こ･とによっ展感バラメー勇設篭の範囲を眼
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附属書銅

（参考）

地醒動ハザード評価における不確実さ定量解価手法のロジックツリーの取扱い

塞螂1－ロジックツリーの検肘レペル

序文

この附属番は，箇条6における地賎動ハザード評価における不確実さ定盆評価手法のロ
ジックツリーの取扱いに係わる次の9つの項目を記戦する。
。"1SSHAAC(米国レポートにおけるロジックツリー作成の検肘レペル
・郷Z専門家活用水準1に相当するロジックツリー作成の例
・Aw3専門家活用水準2に相当するロジックツリー作成の例
・Aw4柏崎刈羽原子力発電所地震動ﾊザード瀞価のためのロジックツリー作成例
･MS専門家活用水準3に相当するロジックツリー作成の例
・Aw6糸魚川一静岡構造線活断層系を対象としたロジックツリーの作成例
･"地霞動ハザード評価のための専門家パネルによるロジックツリーの構築
．“8活断層の連動に関するロジツクツリー作成における留意事項
．“9専門家遠見の抽出方法

"1SSHAC味画レポートにおけるロジックツリー作成の検肘レペル
§息症~鼠墨｡Ⅲ息凰.zaxd"dys適量｡､皿賦｡.”ボーﾄ｡,に麺るﾛ"2型韮
成の検肘レベルを示す．同レポートでは，課題の重要性に応じて検討のレベル及び検討方
法(表Aw1参照）を4つの段階に分けている。これら検討のレベルを，コミュニティ分布
（専門家集団が総合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）評価者及び専門家
を活用するレベルの観点から整理すると，検討レベル1においては専門家を活用せずにTI
(rmnicalprzatD庇ロジックツリーの技術的な纏め役)自らコミュニティ分布を解価する。
淡扉玩憂認ﾚべﾙ3では,その検討方法に若干の遣いがみら2垂喫哩篭
家意見を活用してコミュニティ分布を評価する°検討レベル4では専門家パネル内の各解
蔚墓燕玉ﾕﾆﾃｨ分布を評価し,TFI(IechnicalFacmtatDx/Inte厩劃｡雛且ジﾖ2型壹？
技術的な纏め役であり，専門家の意見統合の世話役)はそれらのコミュニティ分布を集約す
る構成となっている。

したがって，本体“で定義した専門家活用水準2は,SSHACレポートにおける検肘レ
ベル2と検討レベル3に相当する。また，検討レベル4での評価は，対象課題が広範囲で
重要かつ複雑と判断され，社会的影響が特に大きな場合に適用される。その実施には多大
な時間．費用．人的資源を要し，場合によっては各種調査が必要となることより，その評
価例は各国においても現在まで2例叫働しか存在しない特殊なケースである。

！

TI方式の場合ピアレピユーが必要TFIgTechni“lFacilit“or/Intcgmt◎r､
(注）より組織的に実施する場合

【本体“ﾕ】

検討レベル 課題の程度 検討方濫

レベル1 ハザードヘの影切度
が小さい場合

TIが文献レビュー、経験に藷づきモデルを評価し、
コミュニティの分布を見租もる．

レベル2 ハザードに影唇、迂

見の違いがある場合

TIがモデル提案巻や関連の専門家と接触し、見解や
､根拠を聞き、コミュニティの分布を見積もる。

レベル3

ハザード.に最も影秤、、
念見の違いあり、複
雑な場合

､TIがモデル提案考や関連の専門家を一同に集めて討
勘をもち、拠案の改善、絞り込みを行い．コミユニ
ティの分布を見預もる．

レベル4 同上（注）

TFIが専門家パネルを組織し、鮭蝕の焦点を絞る。
各解侭老のコミュニティ分布の見積りを引き出し｡
我約する．
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超過発生頻度は,2,000Galの範囲で1桁から2桁以内にある。
mA2専門家活用水準1に相当するロジックツリー作成の例

専門家活用水準1に相当するロジックツリー作成の例として，姥沢・青木の実施例い)，｡
に基づきロジックツリーの作成手法とその応用例を記述する。尚，対象項目のコミュニテ
ィ分布を評価し，ロジックツリーを作成するTIの役割は，これら文献の筆者が行った。
鋤評価手法開発の背景

原研では，原研東海，浜岡及び敦賀の各サイトの地震危険度の感度解析を行い，各サイ
トの地震危険度の特徴や重要因子を明らかにした。重要因子としては，どのサイトにも共
通なものとして，地震動距離減衰式の選択とその不確実さを表す対数標準偏差の設定が挙
げられた。一方，サイト固有のものとしては，浜岡サイトなどにみられるような地震空白
域での地涯の発生頻度を時間経過を考慮して評価するかどうか（更新過程か）などが挙げ
られた。これらの因子の不確実さによってもたらされる地震危険度の認識論的不確実さを
評価する手法を開発する必要があった。

b)不確実さ評価手法

評価手順を図"1に示す。まず，地震危険度の感度解析を行い，不確実さをもたらす重
要因子を同定する。次いで，因子ごとに認識論的不確実さの範囲（物理量で表され得る場
合は上限値，中間値，下限値，そうでない場合は複数の当該事項）を設定し’各因子の組

～

み合わせを図A郷2に示すロジックツリーとして表す。さらに,組み合わせごとに地震危険
度を評価し，各地震動レベルごとの超過発生頻度が対数正規分布すると仮定した上で’中
央値及び対数標準偏差を求める。そして，これらの値を用い，所定の信頼区間の地震危険
度を求める。

｡地屡危険度不確実さ解価で対象とする重要因子の同定方法
不確実さ評価では，地震危険度に大きな影響を及ぼす重要因子を対象とする。重要因子
は，地震危険度評価手順内の種々の因子を対象とする感度解折結果から同定される。評価
手順は，まず，対象サイト周辺で将来発生すると予想される地震の発生位置，マグニチュ
ード及び発生頻度を歴史地愛や活断層データなどを用いてモデル化する（地震発生のモデ
ル化)。次いで，それぞれの地震によってもたらされるサイトでの地震動を距離減衰を考慮
して計算する（地震肋計算のモデル化)。この場合，計算された値のまわりにばらつきを仮
定するが，それが対数正規分布に従うとし，中央値は距離減衰式で計算された値，対数標
準偏差は距離減衰式そのものが有する偶然的不確実さの値とする。
d)評価結果

地藤危険度の感度解析から同定された重要因子とその設定範囲について敦賀サイトを例
として表AW2に示す。地溌発生のモデル化に係わるものとしては，地震域の設定，活断層
の年平均変位速度の設定，地霞の発生頻度の評価手法の選択，活断層長さからマグニチュ
ードを評価する経験式の選択がある。一方，地震動計算のモデル化では，距離減衰式の選
択がある。表M2の設定範囲を対象として，ロジックツリーを作成したところ，すべての
組み合わせは108通りであった｡これらの地震危険度の評価結果を図MB3に示す｡図から，

【本体6.5.3】

■
■
も
Ｂ
Ｄ
ｈ
■
。
■
■
ｐ
ａ
■
■
■
■
ｇ
■
■

(一扉扇願亙;応画一〕

■
化

廸五鋤R+瓦モデル妙画聖牢モデル

’ ’
飼
観
晦
遡
区
の
塾
郡
発
モ

廊間謬蚕式の

通観
対泣慌暇隅茎の
敏定

I息垂噛のl垂

モ襄蚕・一夏毎過囮

電顕周区惇一
毒づく

モ憲…ニーポアソン遜腿

雷恩田区に金井式一
諺づかない一

図銅Z一

各重要因子に基づくロジックツリーの例

I

図辨1－

地屋危険度の不確実さ評価手順

表醐Z2-

敦賀サイトでの重要因子と設定範囲
！

1ぴ

§
－

肢定瞳皿垂要図子

歴史地麓の混源位匠とする】
地蕊峻を1つだけとする
活師画庶に篭づき股定する

1ヶゴ
地霊域の股定

『

。
０１

審
闘
哩
園
畷
釧
配
鋼
頃

／“

全
恥
岬
剖
噸
腿
湧

活断層カタログ中の上限値．
中間値
下限償．

活断層の年平均
変位速度の設定
一

地霊発生頻度の肝
伍手法の廻択

ポアソン過狸

非ポアソン過程

断層長誉とマグニチュ

ードの間係式の迦沢
松田式

髄國式

■恥金井式〈適用限界内は
一定値とする）

lき:研式と表式との組泳合わせ
,安中式

1⑥
■

生
命
恥
山
咽

韓
古

毎
紺
碧

p lOOO 鈎駒

品大風重度(G鋤．

図』鯛L3-

ロジックツリーに基づく敦焚サイト
での各地鍵危険度

距浪減衰式の週沢

Ｉ
Ｉ
ｉ

進 Ｂ
‐
Ｈ
Ｅ
■



丁） ） 毎
冊
心
Ｅ
ｇ
ｑ
０
４
司
呵
９
０
咀
制
Ｖ
心
、
出
ｑ
Ｉ
己
廿
昼
廿
。
■
８
９
４
と
■
ｇ
ｖ
３
２
シ
ｑ
■
由
駄
畔
砂
Ｂ
■
旺
呵
■
■
仔
芭
■
■
“
■
■
区
ｑ
■
■
■
■
Ｆ
■
■
■
■

379

POO6:2015
378

POO6:2015

・地鯉動ハザード実施者が専門家の専門家の意見を参照して行う方法

･nが行う方法

9）暫定ロジックツリーの専門家によるレビュー

8)の暫定ロジックツリーのレビューを受ける。

10）最終に近いロジックツリーの作成

9)の結果に基づき最終に近いロジックツリーを作成する。

11）ロジックツリーの専門家によるレビュー

12）ロジックツリーの完成

b)専門家意見の抽出・統合の例

a)で示したロジックツリー作成手順に準拠し,対象サイトのハザード評価に大きな影響を

及ぼす要因として次の2つの課題を設定し,不確定性評価のための専門家意見の抽出･統合

を試行した。

（課題1）サイト周辺の地震域の分割方法及び活断層の選定条件について

（課題2）距離減衰式の選定及びばらつきの設定について

MB3専門家活用水準2に相当するロジツクツリー作成の例
専門家活用水準2に相当するロジックツリー作成手順と，それに準拠して作成したロジ
ックツリー及び地震動ハザード評価の例｡を示す。なお,この例は(財)原子力発篭技術機構
（以下,‘‘機構"という）において実施されたものである。
a)専門家活用水準2に相当するロジックツリー作成手順
専門家活用水準2に相当するロジックツリー作成手順の例｡)は図"4に示すように11
ステップからなる。作成手順の概要は次のとおりである。
’）対寒勝イトめ地震関遡熱の収梨･分新
対象ｻ.fﾄ:にM"-る溌率門家の脇識な共通なものとするために，地腰関連精報はでき
るだけ広範囲でかつ詳細なものを用意する。

2）重要畷題の特定

1)の関辿悩報の収集･分析結果に基づき,不確定性の要因のうち重要腺題を特定する。
3）専門憲鰯遷定

Z)の愈要牒題に関する専門家を選定する。選定に当たっては特定の専門分野に限定せ
ず，いくつかの専門分野の専門家を選定する。
4)TI(mechnicaIIntegrator)の選定
専門家の意見の抽出・統合する重要な役割を果たすTIを選定する。
句専門家の意見抽由方法耐選択
専門家の窓』L抽出方法と.し壷戯’アンケート，インタビュー，グループ内の意見交換
（少人数のワークショップも含む）などがあるが，アンケート調査方法で実施する。
6）アンケーI苓調壷による専門窯濯尭の諭出：
アンケート潤壷の餓間はi､,具体的な回終が得られる設問とする。素案を示し修正を求
める形式もある。自由回答ができるようにする。専門家の意見を収集する段階で，各
専門家の意見が結果にどの程度影響するか感度解析を行い提示する。また,各項目の重
み付けを依頼する。

7）専門家間の意見交換・
専門家間の意見の相違を明確にするため,議事進行役をTIに依頼し,専門家間の意見
の交換を実施する。意見の相違を整理する上で,nの役割は非常に大きい。6)から7)
を2～3回程度繰り返し，意見を集約する。

8）暫定ロジックツリーの作成
7)の意見集約結果に基づき暫定ロジックツリーを作成する。分岐の重みに関するアン
ケート調査結果から，各専門家がどの意見をどの程度支持しているのかを数字で把握
する。ただし，単に平均をとるだけでなく，技術的な観点から重みを判断するという
認識が必要である。

各専門家の意見を統合して最終的なロジックツリーの分岐と重みを設定する方法
としては，次の2通りがある。
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刀

1）サイト周辺の地震嬢の分割方法及び活断層の還定条件について
地鰹域の分割方法及び活断層の選定条件に関しては,TTと5人の専門家を選定し，次
に示すステップで専門家の意見を抽出・統合した（図MS及び図"6参照)。
①第一回アンケート鯛査

対象とする課題について,専門家に具体的な意見を聴取した｡アンケートの作成に当
たっては，設問の適定理由や前提条件を明確に示した。また，回答がなるべく具体的
なものとなるように股間を工夫する一方，自由回答欄を設けて，設問に対する回答だ
けからでは得られない専門家意見を収集できるようにした。アンケートは，自由な意

図八Ⅷ5－専門家意見の抽出・統合の例（地歴域の分割方法）（帥

刀 88ユ

POO6;2015

|‘咄誤聖■ロ■巳司阿国
碑阜■

一・

図“6－専門窯意見の抽出・統合の例（固有断層の位置と長さ,規模算定式,発生頻圏⑥

②第一回グループ肘膳

専門家5人全員が参加し｡TIが肘議の進行役を務めた。グループ討礒は，実施者に

よる主旨醗明,TIによる討駿の目的と進め方の説明，各専門家による自分の意見の発

表，際題ごとの討議，の順で進められた。課題ごとの討議では，第一回アンケート調

査結果と,抽出された専門家の意見を基に解析条件を定めた地震動ハザードの感度解

析結果を各専門家に配布し,nが各課題に関して重要と思われる具体的な事項を各専

門家に問いかける形で行われた。

③第二回アンケート鯛査

グループ討駿に参加した5人の専門家に，第一回と同じ設問を繰り返し，5人全員が

各自の第一回アンケート調査回答に対して何らかの追加・修正を行った。‘

④第二回グループ肘職

第二回アンケート調査結果と,抽出された専門家の意見を反映した感度解析結果を討

議の資料とした。グループ討議は,TTによる討議の目的と進め方の鋭明，各専門家に

よる自分の意見の修正点の発表TIによる課題ごとの傾向の分析,の順で進められた。

⑤ロジックツリー作成

専門家の意見抽出結果と感度解析結果を基に,実施者がロジックツリーの分岐を設定

し,TIが各分岐の重み付けをした。

鋤距離減衰式の選定及びばらつきの股定について

距離減衰式の選定及びばらつきの殻定に関しては,nと5人の専門家を選定し，次に

示すステップで専門家の意見を抽出・統合した（図“7参照)。

（
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c)地涯動ハザードの不確実さ評価の例

ロジックツリーを用いた地震動ハザードの不確実さ評価の例(8)を図jW8に示す。図中に

は，上記手順における専門家による意見の交換を行う前と後それぞれの地震動ハザード評
価結果を示している。図から，意見集約後に不確定性が低減されていることが示されてい
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｝
解析結果の差の要因
①距躍滅衰式

②深さ方向の地震域
分割及び醒諏深さ
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図』輔48－専門家意見の集約前後の地歴動ハザード曲線の比較(6)

【本体6.5.3】

図ML7－専門家意見の抽出・統合の例（距離減衰式の選定及びばらつきの設定）⑤

①第一回アンケート鯛蚕

対象とする課題について，専門家に具体的な意見を聴取した。アンケートの作成に
おける留意点は，地震発生モデルと同様である。

②第二回アンケート調査

第一回アンケートの一次整理結果と第一回アンケート用紙（既に各自の回答が記入
済みのもの）を各専門家に配布し，回溶の追加・修正の有無をアンケートした。しか
し，一部に追加意見の記入があったものの，ほとんど回答の変更は無かった。
③グループ討藤

第二回アンケート鯛査結果と，抽出した専門家の意見を反映した感度解析結果を各
専門家に配布し討議の費料とした。、が進行役を務め，各専門家の意見の相違点とそ
の理由を確認するとともに，感度解析結果と照らしながら暫定的なロジックツリーの
分岐を設定した。グループ討議は，実施者による討識の目的と進め方の税明，各専門
家による意見の発表，ロジックツリーに関しての意見交換,の順で進められた｡TIは，
アンケート調査には参加せず，討雛の場で専門家としての意見を述べた。
④ロジックツリー作成（第三回アンケート調査）
グループ討議で決められたロジックツリーの分岐に関する重みについて，各専門家に
アンケート鯛査をし，それを基にnが最終的な重みを設定した。
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c)地薩動ハザード解析結果の摂要

上記，モデルやロジックツリーを用いた地溌動ハザード評価結果として，各サイト(荒浜

側と大湊側)の全震源による地震動ハザード曲線図(LTの基本パス)と各主要特定震源におけ
る地震動ハザード評価の分析結果（比較図）を図"13及び図MB14に示す。

’"L4柏崎刈羽原子力発澱所地涯動ハザード評価のためのロジツクツリー作成例

序文

柏崎.刈羽原子力発電所の地震ハードを評価した事例(9)から，ロジックツリーの作成概要
を纏めた。

■その他睡潔
地醒本部の憂期酵価に基づく

恂軍 4－

■ｻｲﾄ逝傍の鰹諏
軍業者の畑蚕結果,地蔵本部の畏期酔価に基づく

a)地霞動ハザード評価の概要
本地震動ハザード評価は，日本原子力学会(2007)の「原子力発電所の地艘を起因とした確
率論的安全評価実施基準｣に準拠して，当該サイトの地震動ハザード解析を行うとともに，
超過確率別スペクトルを算定し，基準地震動Ssと比較して超過確率を評価している。
地震動ハザード評価では，柏崎刈羽原子力発電所を対象とし，震源モデル及び地震動評
価における不確実さ要因について，ロジックツリー(以下,｢Ur｣という。）を作成し，基本パ
スを設定して感度解析を行い，各震源や不確実さ要因の影響を検討してIjrのパスの絞り込
むこととしている。さらに，この例では，基本パスの平均ハザードを用いて超過確率別ス
ペクトル(一様ハザードスペクトル)を評価している。
地震動ハザード解析において，敷地周辺職ね30km以内)の活断層に関する諸元は，事業
者の調査結果に基づき般定し，他の活断層に対しては地震本部の長期評価の資料等に基づ
き設定している（図jml9参照)。また，領域震源モデルは，地溌本部が『溌源を特定しにく
い地震｣の評価モデルを参考として設定している（図MA10参照)。各溌源モデルは，荒浜
側と大湊側で共通としている。

地震動強さは,2007年新潟県中越沖地震で地震動強さが大きく異なった荒浜側と大湊側
のサイトに分けて評価した。各震源の地震動評価には耐専スペクトルを用い，事業者が，
荒浜側と大湊側の地震勤観測記録に基づき評価したサイト補正係数を用いて，地震動の代
表周期(8周期)について応答スペクトルを求めて，代表周期毎の地震動ハザードを評価して
いる。

b)ロジックツリー作成の概要
この事例では，地溌動ハザード評価において，評価の期間や評価内容の緊急性を考慮し
て，本実施標準に記載されたロジックツリー作成における技術的難易度及び専門家活用水
準2に対応するとして評価している。

不確実さ要因として，震源モデル(特定震源モデル及び領域霞源モデノレ)，地震動伝播モデ
ル(スペクトル距離減衰式)の設定における認識論的不確実さをIjrの分岐として展開してい
る。分岐に展開した不確実さ要因さについて，対象サイトの地震動ハザード評価の難易度
と，各不確実さ要因に対する調査内容の詳細度や情報量等（関連文献や調査資料の信頼度，
評価対象への適用性，適用に対する専門家意見）参考に，各分岐に対する重み付を行って
いる。各不確実さ要因に対するロジックツリーを図"L11及び図AML12に示す。
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図ml.11(m)-LT展開図（特定農源モデル例)(8)
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極力なくすためである。どのようなデータが必要かについては，第一回目のワークショッ

プで専門家自らが特定した。

ハザード計算チームは，専門家の予備評価結果に基づくハザードを計算・提示してフィ

ードバックに資するとともに，鍛終のハザード計算を行った。

c)歴源特性の評価のプロセス

震源に関する特性化の対象は，震源の形状，規模と発生頻度の関係，最大マグニチュー

ドであり，それらに関して専門家チームによる不確定性を反映した代替モデルを構築する

ことを目的としている。全体の作業は，図AW.16に示すように，合計6回のワークショッ

プ（内1回は断層変位に関するもの）と1日の情報抽出ミーティングが行われ，各専門家

チームは，重みを付与した代替モデルを作成した。

主たる論点としては，約100の活断層それぞれに関する評価（グルーピングや活断層と

認めるかどうかなども含む），地震活励域の設定とそこでの地震活動度の評価，火山性の

地震の取扱いなどが挙げられた。

EIAW.17にサイト近傍の活断層の分布とそれらに対するロジックツリー('1)を,図AW､18

に地域の活断層の分布とそれらに対するロジックツリー(")の一例を示すもまた，図Aw・'9

に各専門家チームによる活断層及び領域震源の累秋年発生頻度とマグニチュードの関係を

示す。

d)地震動特性の評価プロセス

地震記録が少ない地域であるため，既往の距離減衰式や数値シミュレーションなどを通

じて，「規模」「距離」「断層タイプ」「振励数」のマトリックスに対して，各専門家が

地動の中央値とそのばらつき（偶然的不確定性），及び認職論的不確定性を評価する方法

がとられた｡代替案に対する重み付けの手順は2段階に分かれている｡表AW.3に示すよう

に，まずモデルが5つにクラス分けされ，それらの適用性についての判断に基づき各クラ

スに対して重みの評価を行う。次いで，規模，距離，断層タイプの各範囲に対し，対象地

域への適用性に関する各モデルの強みと弱み評価に基づき，各クラス内の各モデルの重み

付けを行う。したがって，一つのモデルでも，規模や距離によって異なる重みを与えるこ

とが可能となっている。

全体の作業は,図AW.16に示すように,3回のワークシヨップ12回の実務ミーティング，

及び1日の情報抽出ミーティングを通じて行われた。

主たる課題・論点は，当該地域に卓越する正断層型による地動評価，西海岸との減衰の

違いなどであった。

9地農ハザード曲線

震源特性評価の6つの専門家チームと地震励特性評価の7人の専門家によるそれぞれの

認識論的不確定性に関する解釈を踏まえた地溌ハザード曲線を図AW.20に示す。平均値ハ

ザードは中央値ハザードよりも大きく，両者の差異は，地動レベルの増加に伴って大きく

なる。平均値ハザードと中央値ハザードの違いは，不碓実さの分布形状の上側の裾野の影

M65専門家活用水準3に相当するロジックツリー作成の例

専閑家活用水準3に相当するロジックツリー作成手順と，それを用いて作成したロジッ
クツリー及び地震ｼ､ザー腱評価m例を泰撫
ロジックツリーの作成例としてはﾕｯ劣藷ウンテンプロジェクト('りの地震ハザード評価
結果を紹介する。

a)擬要

ネバダ州のユッカマウンテンにおける使用済核燃料及び高レベル放射性廃棄物の処分場
を対象とした確率験的地震ハザード評価のプロジェクトであり,SSHACの定義によるレベ
ル4の手順に準拠したものとなっている。レベル4のPRA研究であることから，認織論的
不確定性の定量化に重きがおかれている。確率論的地窪ハザード評価の期間は1994年から
1998年まで約4年間である。

専門家による最新の実務的抽出プロセス，パラメータや案件に関する共通認鐡の確認，
ワークショップでのデータや情報共有，基本的な解釈の基本となるオープンな情報交換が
実施された。

レベル4が実施された理由として，評価の技術的複雑さ，従来ほとんど例のない確率論
的断層変位可能性評価が必要であったこと，科学コミュニティを代表する稼均かつ十分に
広範な技術的解釈に基づく認繊論的不確定性を反映させる必要があったこと，プロジェク
トの重要性や規制の重要性が挙げられている。

b)組織

図AW.15に示すように，プロジェクト管理組織の下に，①震源特性・断層変位，②地震
動特性，③データ管理，④ハザード計算，の4つの技術チームが設置された。このうち，
①の震源特性・断層変位と②の地震動特性の技術チームはTFIとして機能し，必要なデー
タや情報の特定～フィードバック～簸終的な不確定性の評価という一連の流れにおけるワ
ークシヨップの企画，主催，進行を行った。①のTFIチームは7名，また②のTFIチーム
は3名から成る。

①の震源特性･断層変位に関す’る専門家は，3名で構成される6つの専門家チームに分か
れている。各チームは,SeismcGeology,RegionalTectonicsと当骸地域の地震学の専門家の
3名で構成されており，チームが一人の専門家のように振舞った｡②の地溌動特性の専門家
は，経験的手法と数値計算手法に通じた6名と核燃発による地勤の専門家1名の合計7名
である。

また，参加型のピアレピュー方式が採用され，レピューパネルの4名のメンバーはすべ
てのワークショップに参加し，ワークショップにおいては非公式なコメントを提示し，各
ワークシヨップの後では正式な推奨事項も提示している。

データ管理チームは，それまでの鯛査結果をはじめとする膨大なデータをデータベース
化し，専門家が共通して用いることができるようにした。これは，専門家の意見の相違の
大きな原因の一つが，ベースとなるデータの差異にあることから，これによる不確定性を
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Empiri"IMagzliludc
LargecarthquakescalingGeometJicMOdelCouplingScCnario寅鰄mmlion"6糸魚川一購岡構造綴活断層系を対象としたロジックツリー

専門家水準3によるロジックツリーの作成事例として，隈元ほか(2007)('2)によって，糸
魚川一静岡構造線活断層系を対象とした長大活断層帯から発生する地震の規模予測の不確
定性に着目した検討がなされている。

ロジックツリーの作成手順は，本実施基準と同等の(独)防災科学技術研究所(2004)('3)の
「地震動予測地図の工学利用一地震ハザードの共通情報基盤を目指して一」を則って行わ
れている。ロジックツリーの構築と各Path(経路）の重みの設定は，独立行政法人・原子
力基盤安全機構による委託研究「不確定性評価手法の整備に関する検討」の中で，アンケ
ート調査及びパﾈﾙ(専門家で構成される検討会）によって実施されている。
パネルの専門家(.IEchicalIntegator;TI)は計6名で編成され，専門家の主たる研究分野
は，活断層3名，強震動1名，構造地質1名，地震統計1名である。また，専門家を代表
して1名が取り纏め役(TbchicalFacnitatelntegrator;TFI)としてロジックツリーの纏める
役を担った（今回の検討では隈元准教授・岡山大学がTFI)。なお，パネルでは，日本原子
力学会･標準委員会･発電炉専門部会･地震PSA分科会の手順案(難波私信)での考え方
に参考に，3回のアンケート調査と5回の検討会が行われた。
アンケート調査結果及び検討会での討議の結果，地震の規模予測に関連する認識論的不
確定性の評価項目として，以下の4つの分岐項目を設定してロジックツリーを構築（図
mL22)された。

（1）セグメント形状（分岐設定は2）
（2）連動シナリオ（分岐設定は21）
（3）地震規模推定式（分岐設定は3）
（4）連動時の地震規模評価手法（分岐設定は2）
各ロジックツリーの分岐項目において,TI個人の考え方に基づき重み(PerSonalWeight;
PW),'nが各研究分野の動向を踏まえて推定したコミュニティの重み(Estimated
Cop皿'miWWeighEECW),TIの意見をもとにしたTFIの判断による重み(TFIjudgement)
がなされた。ただし,重み付けの作業過程において，「あくまで現段階の限られた情報に基
づく重みの設定であること｣や｢専門家パネルの進め方や作業時間が十分でなかったこと｣，
また｢他の研究活動との関係からパﾈﾙの匿名性の保持｣など留意すべき意見が付帯され
ていることに留意する。重み付けの例として，「(1)セグメント形状の分岐項目」における
分岐形状の設定と重みの分布を図M23に示す。なお，ロジックツリーのパスは計216で
あり，これを基に松本市を評価地点とした地震ハザード解析結果を図M24に示す。
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mL7地漫動ハザード評価のための専門家パネルによるロジツクツリーの構築
東北地方の原子力発電所計画地を対象として専門家バﾈﾙにより導入した例“を以下
に示す。

a)概要

東北地方の原子力発砿所計画地を対象として事業者自ら日本原子力学会の手順案“の
専門家活用水準3を参考にして専門家パネルにより導入しロジックツリーの構築を実施し
た事例である。

b)組纈

図M25に示すように専門家パネルを設置し,TI(telmicalIntegratox)を選定し,TIの進
行により専門家の意見交換を進めている。地震および地震動に関する2つの検討会を編成
し，地震に関する検討会は4名，地鰻動に関する検討会は5名の専門家で構成している。
専門家は7名で構成され2名は両検討会の構成員となっている。なお，評価者は検討会用
資料作成等の蕊務局としての機能のみをもつ体制としている。

の評価プロセス

図AW26に示すように，三回の検討会を開催している。第二回は地震および地震動の検
討会を個別に開催しているが，第一回と第三回は合同検討会としている。また，検討会で
の議論を効率的に進めるため，事前にアンケートや感度解析を実施している。
最後に’最終的な地震肋ハザード評価結果を専門家に報告し，最終ロジックツリーにつ
いて専門家の合意確認を行っている。

d)ロジックツリーの評価過程

評価者が第一回検討会の事前資料として図"27に示す認識論的不確実さを有する項
目の重要なものに対して感度解析を実施し，影響の大小を示す参考資料として整理してい
る。

ロジックツリーの初期モデルとして1“ケースを想定していたが，第二回の検討会にお
いてロジックツリーは24,768ケース（領域震源288,特定震源1，地震動評価86ケース）
と大幅に増加した。第二回アンケート調査及び感度解析の結果から，地震動ハザードの評
価結果にあまり影響を与えないと判断される分岐を省略したロジツクツリー1376ケース
（領域震源16,特定震源1，地震動評価86ケース）を評価者が提案した。
評価者が提案したロジックツリーを基に，第三回検討会では全ての分岐の最終確認及び
重みを決定し図"M28に示す最終ロジツクツリーである1824ケース（領域震源24,特定
震源1，地震動評価76ケース）が決定された。

の地歴動ハザード評価

図Mb29に最終の地震動ハザード評価結果を示す｡全ケースの地震動ハザード曲線は広
く分布しており，これは認職輪的不確実さを有する項目を可能な限り抽出した結果と考え
られる。一様ハザードスペクトルでは，周期0.5s付近及び2s付近にピークがあり，これ
は観測記録を用いて距離減衰式を補正する方法に重みが置かれた結果と考えられる。

f)専門家パネルを有効に活用するための留意事項

専門家パネルによるロジックツリーの構築例('4)では，専門家パネルを有効に活用するた

め工夫として以下の項目を挙げている。

・専門家パネルでは合同で意見交換を行う方がより充実した議論ができる。

・アンケート調査において，できるだけ具体的な質問を設定することで，専門官の意

見を的確に反映できる。

・アンケート調査については,nもアンケートに回答することで議騰を効率的に進め

ることが可能となる。

・アンケート調査や議論に際し，専門家の確信度を表明することで重みづけの参考と
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M8活断騒の遮勤に醜渉るロジヅ‘クツリー作成における岡潅亭厩
既往の地震剛ハザ画一ざ辮僻価Zおいて,活断届の巡珊に閲して不適切なロジックツリーが
用いられている例がある。その例を図ML30に示す。角田・弥彦断層，気比ノ宮断層，片
貝断届という3つのセグメントから構成される長|間平野西縁断層帯について，6つの分岐
が考慮されており，各分岐が1つの腰源モデルと.してハザード曲線が評価されている。こ
れは，3つのセグメントが連動する場合に発生する6種類の地震をそのまま分岐としたも
のであり，分岐は相互に排他的なものを般定しなければならないというロジックツリーの
趣旨に反している。特に上の3つの分岐は，他の2つの地震の発生がないとしたものであ
り，ハザードが過小評価となっている。
連動破壊モデルとして6種類の地渡が実際に発生すると考えているのであれば，それは
1つの分岐とし,6種類の地渡の発生頻度あるいは発生確率を分岐の中の確率モデルとして
処理しなければならない。そのためには，6菰類の地震の発生頻度を決めるモデルが必要
である。例えば，3つのセグメントの平均破壊間隔が同じとし‘下記の4つのサイクルが
等確率で発生すると仮定すれば，6種類の地俊の平均発生頻度が決まる。
・連動破壊モデル，各種の組み合わせで活励する
サイクル①;倉田･通産逝厘,乞些竺宣逝厘,丘旦逝厘
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図AMZ30-JNESの検討で用いられていたロジツクツリー⑨片貝断層 1

J

サイクル②

サイクル③

サイクル④

サイクル③；角田・弥彦断厨，錘些ﾉ宣逝厘土丘星逝厘
サイクル④;･角田･弥蔭獅綿I埋営断繍鎧監皇埋置
連動破壊モデルに対して分岐になりうるものは，破壊パターンが固定している固定破壊
モデルであり，下記の4つのパターンが考えられる。
固定破壊モデル①：角田・弥彦断届，気比ノ宮断層，片貝断層が別々に破壊
固定破壊モデル②：角田・弥彦断層と気比ノ宮断層が同時，片貝断層が別に破壊
固定破壊モデル③：角田・弥彦断層が別，気比ノ宮断厨と片貝断厨が同時に破壊
固定破壊モデル④：角田・弥彦断層，気比ノ宮断層，片貝断層の3つが同時に破壊
なお，同様の指摘はAbrahamson(2000)(】のでも行われている（図"k31)
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(5)蛯沢勝三，青木琢磨，‘確率輪的地腰危険度の不確実さ評価手法の開発と応用一手法

の応用一"，日本原子力学会1997年秋の大会，予稿集H7,pp.562.

⑥（独）原子力安全基盤機構，“地震ハザードの不確定性評価におけるロジックツリー

の概要",原子力安全基準･指針専門部会耐震設計検討分科会地震｡地震動ワー

キンググループ，平成16年4月28日

(7)蛯沢勝三,:GJNESにおける地震ハザード評価手法とロジックツリーの活用'',(独）

原子力安全基盤機構地震ハザードワークショップ地腱ハザード評価における不確定

性の認職と克服一ロジックツリーの活用一予稿集,p2-1～230,平成16年4月27

日．

(8)Kameda,etal.,"SmdyonMethodoloarofSeismicHamrdEValuationinJapalf',

OECD/NEAWorkShoponSeismicRisk,TbIgro,Augustl999

(9)独立行政法人原子力安全基盤擬構,，柏崎刈羽原子力発遮所の基準地震動Ssに関する

クロスチエック解析報告,,総合喪源エネルギー調査会原子力安全･保安部会耐腰･構

造設計小委員会地震・津波，地衝・地盤合同ワーキンググループ治同W21-2,平成20

年11月6日．

(10)J.CadStepp,etal.,"PrObabilisticSeismicHazardAnalysesfbrGmundModonsandFault

DisplacementatYilccaMountain,NevadaF',EarthquakeSpecda,Vo117,No．1,FcbmaIy

2001

(11)PaulSomeIville,"TreaimentofUnceItam句mEarthquakeSourceandSbongGround.

MotionCllaracteristicsatYilccaMountain?',(独）原子力安全基“機構地鰹ハザードワ

ークショップ地震ハザー'ド評価における不確定性の認職と克服～ロジックツリーの

活用一予稿集,p4-1～4-75,平成16年4月27日．

(12）隈元崇・藤田雅俊・下橋優・栗山雅之（2007）：長大活断層から発生する地震

の規模予測の不確定性に対するロジックツリー評価手法の応用事例一糸魚川一静

岡概造線活断層系を対象として－，活断層研究,27号,95-111．

(13)独立行政法人防災科学技術研究所，2004,地震動予測地図の工学利用一地
震ハザードの共通情報基盤を目指して－，防災科学技掘研究所研究資料,第258号，

htm:"wwwj-shis.bosai.gojpli-map/result/m_258/index・html,2013/10/10.

(14)坂本大輔,仲田満也,石田寛,鳥澤一晃,大塚康弘,池田孝,：，,地震ハザード評価
のための専門家パネルによるロジックツリーの構築'''第12回日本地震工学シンポ

ジウム(2006）

(15）（社）日本原子力学会：原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価手順：

200X(案)､社）日本原子力学会標準,AESJLSC-POOX:200Xj2006

(16)Abrahamson,N.A・4$StateofthePracticeofseismichazardeValuation.''Proceedingsof

GeoEng.2000,Melboume,19-24November2000,vol.1,659-685.

醐砂専門家意見の抽出方法

専門家意見の抽出方法には，「専門家独自の意見の抽出」と「専門家問の意見交換」を組
み合わせた方法が有効である。前者に対しては，アンケート又はインタビュー方式，後者
に対しては，専門家間の討議（少人数のワークショップも含む）が標準的な方法である。

a)アンケート爾壷による専門家意見の抽出
アンケート調査によって専門家意見を抽出するには，次に示す項目に留意して実施する

ことが望ましい。

1)質の高い悩報の提供と回答項目を設定する。

2)適切な文章解説表現によって誤解や暖味回答を回避し,具体的な回答が得られる設
問とする。

3）自由回答欄を設け多様な意見を抽出する。

4)専門家の意見を収集する段階で，各専門家の意見が結果にどの程度影響するかを，
感度解析を行い提示する。

b)専門家間の肘磯による専門家意見の抽出

専門家間の討議を円滑に進め，専門家意見を効率的に統合する方法を次に示す。これら
の観点に留意して，専門家意見を抽出することが望ましい。

1)適切な人数（6～8名程度）で，複数回意見交換を行う。

2）アンケート結果などに基づき要点・輪点を整理した情報と素案を提示する（デル
ファイ法の適用)。

3)感度解析結果による影響の小さい意見を削除し，意見の統合を図る。

4)意見交換において強制を伴わない。

5)理学情報を重視して課題を分析し,最終的に工学判断によってモデルを設定するプ
ロセスについて専門家間の合意を得る。

6)意見交換プロセスの透明性・説明性を確保する。

7）最後まで意見集約しない項目を明禰上する。
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附属饗|AX

（参考）

地震の発生頻度評価手法の取扱い

|①評価時点後r年冊の平均発生釧陵に塾づ蔦‘
字地震発生頻度一

階②胖価時点の地盤発生頻度
:③ポアソン過程による平均的な地鍍尭生餓域
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序文

この附属書は，箇条6における地震の発生頻度評価手法の取扱いに係わる次の2つの項
目を記載する。

｡AX.1評価対象期間の設定の違いに対応する発生頻度の評価手法
･AX.Z超過確率と超過頻度の変換
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AX､1評価対象期間の設定の違いに対応する発生頻度の評価手法
地震ハザード評価では，地涯動の強さとその年当たりの超過頻度との関係を地震ハザー
ド曲線として求める。年当たりの超過頻度の求め方には，図AX|･1に示すように，次の3
通りの方法が挙げられる。

．①評価時点後z年間の平均発生頻度に基づく超過頻度から等価な年超過頻度を求め
る方法

②評価時点の地震発生頻度に基づく年超過頻度を用いる方法
③ポアソン過程による平均的な地震発生頻度に基づく年超過頻度を用いる方法
地涯ハザードは，評価サイト地涯動の強さyが#年間にyを超える確率（超過確率）を
地震ハザード曲線(yとyを超える確率の関係）として算定する。すなわち，評価地点に
おいて，その周辺で発生する地震（又は地震群）によってr年間に少なくとも1回地震動
の強さがyを超える確率を算定することとなるが，これは，評価地点の周辺で発生するい
･ずれの地震(群)によっても地震動の強さがy以下である確率を1から引くこ･とによって，
次式で評価される。

P(Ir>y;f)='-m-JI(Ir>y;z)}(AX-')
上

式(mF1)の右辺の凡(Ir>yit)は,k番目の地震（群）による地震勤の強さが/年間に少
なくとも1回yを超える確率であり，次のように評価される。

1

050100.150Em

経過年数t

図AX.1－年当たりの超渦頻度の求め方嵯式図)(1)

１
１

a)地震の発生間隔を更新過程で評価する堪合(1)(①に対応する手法）

地煙の発生間隔の更新過程によるモデル化では,地震発生間隔を確率分布として評価し，

最新の地腰の発生年から評価の対象とする年までの経過期間(r年)を用いて,今後のj年

間に地震が発生する確率を評価する。易(I'>j';r)は次式で評価される。

a(I'>y;r)=P(Eﾙ:1)P(I'>J'|4)(AX-2)

ここで,P(a:z)はた番目の地震風がf年間に発生する確率で,BPT分布などによって

地震発生間隔の確率分布を仮定して算定する。P(Y>yl4)は,地震Ekが発生したときに

地震勤の強さがyを超える確率で，本体6．4で示した地震動伝播モデルによって評価され

た地溌勤強さの確率分布より算定される。

b)地震の発生間隔を更新過程で解価する培合(2)(②に対応する手法）

評価時点の発生頻度を用いる方法では，上記のa)において,r=1とした上で，式(AX-2)

で地淫活勤モデルを計算する。

c)地涯の発生間隔を定常ポアソン過程で評価する塙合（③に対応する手法）

地震の発生間隔の定常ポアソン過程によるモデル化では，今後のj年間に地震が発生す

る確率を評価する。凡(Y>J';r)は次式で評価される。

JI(r>y;r)=1-exp{-"(Y>jj･r}(AX-3)

ここで,''i(r>刀はk番目の地震によって地震鋤の強さがyを超える年あたりの頻度で，

次式で算定される。

''f(Y>Jj=y(a)P(Y>yla)(AX-4)

ここで,]'(Ek)はた番目の地鰹Ekの年発生頻度である。

上式で算定される地震ハザード曲線は,r年超過確率で算定されることになる。ボアソ
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附属番AY

（参考）

地震ハザード曲線の評価の取扱い
ン過程に基づく平均発生頻度を用いる方法では，すべての地震活動モデルに対して式
(AX-3)を用いて計算を行う。 【本体6画6.1】 ’

I

序文

この附属書は，箇条6におけるハザード曲線の評価の取扱いに係わる次の5つの項目を

記載する。

･"Y.1地歴ハザード曲線群の評価手法

cAMZ地震ﾊザー ド曲線群における任意地歴動強さでの分布形状の特性値(平均
値，中央値）の求め方

･AYb3地濫ハザード曲線の重み手法

qAM4フラクタイル値と地涯ハザード曲線群の総数

･AM5アグリゲートハザード曲總

。
■
■

AX運超過瀧亭と超過遁度の変換
地震FR_AR識淀されるGDF"･1年当たり･の頻度で謝ること癖ら超過録産冒画家梨ljfてい
る。これを趨箇飾皐に蕊撰ずる溌合に朧汰の方法で行う。舞鰄，に鱗式KAX鍬謹定さ
れ為r年超過碗率P(ypP･"),と同じ値を与えあような鄭価爺1""鑓りぬ趨渦瀕度
r(y>y)を次式によって算定寸愚‘ (AX-5)
凡(I'>"0=1-cxn卜祁>y)･r}

これを変換すると次式となる。
(AXF6)

▽(Y>y)=:-"L=型≧型2
。【

絶対値が大きい場合（数百分の1程度）には変換精度に留意する必要がある。【本体6.6.1】

’

,’"1地震ハザード曲線群の評価手法

地震ハザード曲線群の評価手法としては，ロジックツリーの全分岐について地震動ハザ

ード曲線を求める手法とモンテカルロシミュレーションによって地震動ハザード曲線を

求める方法の2つの方法がある。

a)ロジックツリーの全分岐について地震ハザード曲線を求める手法

この手法では,ロジックツリーの全分岐に対応した地震ハザード曲線を求める｡そして，

BeStEst7mgにハザード(各分岐に最良ブランチを股定した場合のハザード),ロジックツリ

ーの分岐内で最も安全側（又は危険側）となる分岐の抽出など，特定のパスの分析が可能

である。ただし，分岐数や各分岐における分岐数によっては，地震ハザード曲線の数が膨

大になり，評価が現実的に不可能となる場合もあることから，評価に先立ちパス数の把握

が重要となる。

ロジックツリーの全分岐について地鮭ハザード曲線を求める場合，ハザード曲線群の総

数が確定しているため，叫未満,及び”"超のフラクタイル値は，信頼性の観点からこの
範囲内で求める必要がある。

b)モンテカルロシミュレーショ逆によって地震ハザード曲譲を求める手法
この手法では，1回の試行において，各分岐の重みに応じたサンプルを発生させて地震

動ハザード評価を行い，この試行を数回繰り返す。そして，分岐におけるブランチが離散

量である必要がなく，分岐を連続量として取り扱うことができる。

また，サンプル数は解析者が任意に設定できることから,多数のパスが発生しうる状況

では実用的な手法である。しかしながら，どのようなサンプルが発生するかは全くの偶然

であることから,所定のパスに対する地震ハザードの分析といった活用には不向きである。

同様の理由で,BeStEstima!eハザード(各分岐に最良ブランチを設定した場合のハザード）

I
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が得られている保旺はないことに留意する。
モンテカルロシミュレーションによって地震ハザード曲線を求める場合には，試行数を
増やすことで，解価可能なフラクタイル値の幅を広げることが可能である。一般には，分
布の外側の確率値を"とした場合,10ﾉ""程度の試行数が必要である。例えば,0.95の
フラクタイルハザードを求める場合,""=0･05となり，試行数は200となる。

【本体6b6.1】

AHz地震ハザード曲線群における任意地霞動強さでの分布形状の特性値（平均値’中央
纈の求め方

地震ハザード曲線における不確実さは，所与の地震動強度における年超過頻度（確率）
の確率分布で表す。確率分布は必ずしも理陰確率分布が当てはまらないため，次に述べる
手順によって，フラクタイルハザーK曲線群で確率分布を表現する。
ロジックツリー解析によって得られた地震ハザード曲線の総数をNとし'所与の加速度
値｡について年超過頻度(確率)の小さいものからﾊザード曲線に番号i,i=1,…'Ⅳをつけ
る。またDi番目の年超過頻度（確率）をPI(Q)とし，その重みを"とする。求めるブラク
タイル値をW/とするならば，フラクタイルハザードの値p=(a)は次式で求められる。
Pj=(a)=pﾉ(Q)(AYel)

ただし，ノは，

w,"=Zf!叫(AfZ)
より求める。

中央ハザード曲線は,'‘粉｡e=0･5として得られるフラクタイルハザード曲線である｡一方，
平均ハザードp･重翻"(α)は次式によって解価することができる。

p…(｡)=風腿×pi(q)](AY-3)
【本体“､1】

Ax3地歴ハザード曲線の重み手法

地震動ハザード曲線iの重みWIの評価は,､地震ハザード曲線群の鮮価法によって異なる。
ロジックツリーの全分岐について地震ハザード曲線を求める場合’1つのパスにおける分
岐の総数を〃Bとし,各分岐での重みを叫&,k=1,…,1咽とすると'重みWは次式で求める。

（齪呂4）
"=ImgMI&

ただし,WIは次式を満たすことが条件となる．
(Ayb5)

郵叫=！

と

刀 413

”ns?”15

一方，モンテカルロシミュレーションによって地震ハザード曲線を求める場合には，賦

行の総数をⅣh侭とするならば，地震ハザード曲線の重みは，すべて1/Nj4毒である。

【本体6.6.1】

M4フラクタイル値と地働､ザード曲線群の総数

フラクタイルハザードの分布から理輪確率分布の適用が可能であると判断できる場合に

は，当咳確率分布を用いてフラクタイル値を評価することもできる。確率分布を用いてフ

ラクタイル値を評価する方法としては次の3つなどがある。

a)重みの累積による方法

各PGAにおいて，年超過確率が小さく算定されたパスから順に重みを累積し，重みの

累積を用いて任意のフラクタイル値を算定する手法である。

b)最尤法

各PGAにおいて，最尤法によって平均値と標準偏差を推定し，全パスの重みの分布が

対数正規分布に従うとして，任意のフラクタイル値をその累積分布より算定する手法であ

る。

c)積率法

各PGAにおいて，積率法によって平均値と標準偏差を推定し，全パスの重みの分布が

対数正規分布に従うとして，任意のフラクタイル値をその累積分布より算定する手法であ

る。

主に距離減衰式の不確実さに関するロジックツリーの全パスのハザード曲線群と重みの

分布を図"1に示すも重みの累積による方法，最尤法，及び積率法によって求めた地震

動ハザードのフラクタイル曲線を図"2に示す。図から分かるように，フラクタイルの

計算法によって評価結果が異なるため，それぞれの計算法の適用性を十分に検討する必要

がある。

【本体“､1】
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附属審AZ

（参考）

地麓動ﾊザー ド評価の例

AX5アグリゲートハザード曲綿

ロジックツリーの作成においては，図AY3に示すように，明らかに特性の違う複数の

ハザード曲線群が存在することがある。このような場合，全曲線を対象として統計処理

して得られた中央ハザード曲綴や平均ハザード曲線は，定量評価した曲線と大きく異な

っている。こうしたハザード曲線群を，特性に応じたグループに分類し，各グループに

ついて代表値を求めるアグリゲートハザード曲線として表すことができる。

なお，アグリゲートハザードで表現された評価結果は，専門家意見の集約が不十分な

可能性があり，その評価過程や要因などについて再度見直す必要がある。
ｌｌＩｌ４Ｊ口日

ｇ
ｒ
１

序文

この附属書は,箇条6における地震動ハザード評価の例として次の6つの例を記載する。
･AZ.1距離減衰式を用いた地震動ハザード解価の例

･AZ2距雛減衰式を用いた地震動ハザード不確実さ醇価の例

"AZ.3モンテカルロ手法を用いた地渥動ハザードの不確実さ呼価の例
。』唾・4断層モデルを用いた地震動ハザード解価の例

qAZ.5距離減衰式と断層モデルを組合せた地震動ハザード評価の例
｡AZ.6一様ハザードスペクトルの評価の例

ノ

巳
Ｉ
Ⅱ
１
面
』
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『

‐
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△
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句
が
■
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五
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Ⅱ
■
。
Ⅱ
■
８
０
１

蓮蓮 AZ1距雄減衰式を用いた地震動ハザード評価の例

a)評価概要

原研東海を評価点として，その周辺地域の歴史地震及び活断層データを用いて距離減衰
式によって地鰹励ハザード曲線を評価した例を示す。本評価例は，原研で開発した地震ハ
ザード評価コードsHEM'(PC版)を使用して地鰹励ハザードを算定した。（なお,本評価内
容の詳細は文献(1)を参照のこと）
b)地醒動ハザード呼価の概要及び評価条件

1）地震域の分割方法

地震域の分割方法を図AZ.-1に示す。同図に示すように評価サイトを中心に約200M
四方を地腰域として，ユーラシアプレート内については活断層区分側に基づき4つの地

震域に分割し，ユーラシアプレートと太平洋プレートの境界部分については，太平洋プ
レートの沈み込みを考慮して2つの地鯉域に分割した。
2）地露発生モデル

評価サイト周辺で発生した歴史地震データを菱AZ.1に示す歴史地震カタログから抽
出し,G-R式(b値ﾓデﾙjに基づいて地震発生ﾓデﾙを設定し,地震域全体を東西方向
27分割，南北方向23分割にメッシュ分割して，各メッシュの中心に潅源を一様分布さ
せて地震発生頻度と地震動の大きさを算定した。

サイト周辺の活断層の分布を図AZ2に，各活断層の諸元を表AZ.2に示す｡活断層に

ついては，地震の規模と発生頻度は最大モーメントモデルに従うとし，活断層を幾つか
に分割した分割点上に震源が一様分布するものとして地震発生頻度と地展励の大きさを

算定した。ただし，歴史地震データと活断層データの重複を避けるために，歴史地震デ

ータに対応する地震断層がある場合は活断層データを用い，歴史地震データから該当す
る地震を除くようにした。
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甲

表AZ.1－歴史地擢データの抽出方法(1）
3）地涯動の推定方法

地震動の推定には福島・田中式(基盤に補正)を用い，ばらつきは対数正規分布を仮定
して，対数標準偏差を0.5とした。

c)地涯動ハザードの算定結果

地溌動ハザード曲線の算定結果を図AZ.3及び図AZ.4に示す。図AZ｡3は年当たりの超
過発生頻度を，図AZ.4は，炉心損傷頻度の算定に必要な年・単位加速度当たりの発生頻
度を示す。これらの図には，全地震域の地震動ﾉ､ザードを足し合わせ結果，ユーラシアプ
レート内の4つの地震域のハザードを足し合わせた結果，プレート境界の2つの地震域の
ハザードを足し合わせた結果，及びサイト周辺の活断層による結果が示されている。これ
らの結果から本評価サイトでは。ユーラシアプレート内の地震域のハザードの影響が支配
的であることがわかる。

k壷
刈凹（年》：

■■■■■■■■■■厘陸國醒
字笠JZ力.クログから抽出、

字沌カヲログから抽出。

マグニチュード

：<淵》
[鹿曳地展データ］
●江戸初期以降のM6以上
：宇佐美･宇津カタログ
●M6未滴:気象庁カタログ

<データ収集期間と信頼性を

考虚して使用デー ﾀを遮択）
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、15km 露地屡域の設定方法

丁ｻｲﾄ周辺の蝋“籍繍適を麺し、
ユーラシアプレート内(15km以浅)を

ザォスミック．フロント4地涯域に､太平洋プレートの境界部
(15km以深)を2地展域に分翻
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図AZ.2－サイト周辺の活断層分布(1）．〔屡源の設定方法〕
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1，にﾒｯｼｭに分割し､､震源
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AZ.2距離誠衰式を用いた地屡動ハザード不確実さ評価の例

a)評価概要

日本海側に位瞳するサイトを例に，その周辺地域の過去の地震及び活断層データを用い

て距侭鰄衰式によって地震動ハザードを評価した例を示すb本評価例では，過去の地震デ

ータと活断層データの組み合わせ方，距離減衰式の選択，サイト近傍の主要活断断層の諸

元についてロジックツリーを構築し，フラクタイルハザード曲線を算定した。（なお，本呼

価内容の詳細は文献側を参照のこと）

b)地涯動ハザード評価の概要及び評価条件

1）地屡域の分割方法

評価サイト及びその周辺の地震域の分割方法を図AZ.5に示すb同図に示すように

評価サイ1,を中心に約200bn四方を評価対象地域として,ユーラシアプレート内につ

いて地震地体椛造区帆)に基づき7つの地腰域に分割した。

2）地歴発生モデル

地震発生モデルの評価条件を表AZ.3に示すb地震カタログとして新宇佐美カタロ

グ，宇津カタログ，気象庁カタログを用い，活断層データとして噺編日本の活断層

I,Ⅱ｣．及び起震断層を用いた｡各地震域における過去の地震及び活断層の分布を図AZ.6

及び図AZ.7に示す。地震発生の時間モデルは，過去の地渡，活断層ともにポアソン

過程に従うものとし，過去の地腰の規模別発生頻度はG-R式(b値モデル),活断層で

発生する地鯉は最大モーメントモデルでモデル化した。

3）ロジックツリー

本評価に用いたロジックツリーと各パラメータの重みの設定を図AZ8に示魂地

震動ハザードに有意な影響を及ぼすパラメータについて数ケースの感度解析を行い，

ロジックツリーで考慮するパラメータと分岐を決定した。その結果，ロジックツリー

で扱う不確実さのパラメータとして，①歴史地霞データと活断層データの組み合わせ

方法(2ケース)，②距離減衰式と対数標準偏差(Qの設定(3ケース)，③活断層の最大地

震規模及び平均発生率(3ケース)を考慮した。距離減衰式は，福島式(噌鋤.483)，耐特委

式(←0.3)，金井式(噌訓.4)をロジックツリーの分岐とし，活断層については，地震勤ハ

ザードに大きな影響を及ぼす活断層5をロジックツリーの対象とした。

c)地態動ハザードの算定結果

地震鋤ハザードの評価結果として，ロジックツリーの全パスのハザード曲線を図Az.，

に，信頼度ごとのフラクタイルハザード曲線を図AZ.10に示すb本評価では，全パスのハ

ザード曲線群に対して，最尤法を用いてフラクタイルハザードを算定した。
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牌価蕊神竺董 組合せ距離減交式断層5パスのⅢみ
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1-4）その他の分岐

(i)南海トラフの駿河湾セグメント平均発生間隔=120年及び180年（等重み）

(ii)三浦半島断層群,神純・国府津-松田断層帯'"1l低地断層帯,富士河口断層帯＝

大地震と連動して発生する場合及び独立に発生する場合(等重み）

AZ.3モンテカルロ手法を用いた地溌動ハザードの不確実さ評価の例

a)評価概要

関東及びその周辺地域を対象とした地震動ハザード評価例を示す。本評価では，判断が
分かれる事項に関して複数の選択肢（不連続的な分岐）又は連続的な確率分布を設定し，
モンテカルロ法を用いて必要な数の地震動ハザード曲線をサンプリングし，それらの結果
からフラクタイルハザードを評価した。（なお，本評価内容の詳細は文献(旬を参照のこと）
b)地震動ハザード詳価の概要及び評価条件

1）大地震活動領域のモデル化
限定された領域で繰り返し起こる大地震については，歴史地震データと活断層に基
づき活動域の分布を設定する。関東及び周辺地域の大地震活動域分布と不確定性の取
扱い方法を図AZ_11に示す。モデル化の概要と不確定性の取扱い方法は次の通りであ
る。

1-1）活動域の形状

大地震活動域は一つ又は複数の長方形で表し，基準点位腫と傾斜の不確実さを考慮
する。

’-2）マグニチュードの分布と発生頻度
ﾏグﾆﾁｭー ドの分布と発生頻度は固有地震ﾓデﾙに基づき設定し,パラメータとし
てマグニチュード分布，平均発生間隔とばらつき，最新発生時期を設定する。地震発

生間隔はBPT分布で表す。不確実さ要因として，マグニチュード分布形状と分布幅，
中央マグニチュードのばらつき,平均発生間隔とばらつき,最新発生時期を考慮する。
1-3）複数の活動域(セグメント)の取扱い

複数の活動域(セグメント)から赫成される場合の各セグメント破壊確率の与え方は
次の2つの方法を分岐として選択した｡房総沖,相模湾内,西相模湾断裂の組み合わせの
平均発生頻度の評価例を表AZ.4に示す。

6)方法1(WGCEPの方法⑥）

a)マルチセグメント=過去の発生の1/2

b)シングルセグメント=発生期待値の1/2

9残りの部分=地震数が最小となる最大地震を配分
(iり方法2

a)c)方法1に同じ

b)シングルセグメント=発生期待値×過去のシングルセグメントでの破壊確
率

長大活断層で，セグメント区分が明確でないが，複数のセグメントから構成
されている可能性がある場合について，次の3つの分岐を考慮した。

6）セグメントごとに活動する場合
(ii)全体が常に同時に活動する場合鯉勤セグメントモデル）
“)各種セグメントの組み合わせで活動する場合(カスケードモデル）
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2）背景的地霞発生活動域のモデル化
2-1）活動域の区分

背景的地震発生活動域(大地震活動域でモデル化した地震以外の中小地震が発生する
活動域)として，大陸プレート,太平洋プレート,フィリピン海プレートの上面などに沿
って連続的に設定した。

活動域の区分として，地体構造区分モデル(1モデル,重み=0.55図AZ-12参照)と機
械的区分モデル(4モデル,重み=4×0,125；図AZ.13参照)の分岐を設定した。
2-2）発生頻匪分布
区分した各活励域のマグニチュード分布は，マグニチュード5以上の地震を対象に
上限を有するGR式(b値モデル)に基づき設定し，不確定性として地震発生数(正規分
布),b値(正規分布)及び最大マグニチュード(打ち切りを考慮した正規分布)を考慮した。
本震-余震系列及び群発地震は，「空間的な近接度」と「時間的な近接度」の積で識別
した。

3）地溌勤推定に関する不確定性評価ﾓデﾙ
地震勤推定モデルでは，距離減衰式の選択,地点補正係数,距離減衰式のばらつきの
大きさと打ち切り範囲について次のような方法で不確定を考慮した。

3-1）距離減衰式の不確定性

複数の式を不連続な分岐として考慮し，断層面の大きさを考慮した最短距離と等価
震源距離を用いることを可能とした｡関東及び周辺地域では,気象庁87型強震計記録
に基づく最短距離式と等価震源距離式の分岐を考慮した(等重み)。

3-2）距離減衰式のばらつきと打ち切り範囲
距離減衰式のばらつきは，対数正規分布で表し，マグニチュードに因らず一定とす
る場合(o,)とマグニチュードに依存する場合《om)を考慮した(図AZ.14参照)｡dLと｡z
は正規分布で表し,対数標準偏差を0.05とした｡対数正規分布の打ち切り範囲は,士2.00
～士4.5cの範囲で一様分布とした。

3-2）地点補正係数の不確定性
地点補正係数は正規分布で表し,評価地点の観測記録がある場合とない場合で不確定
性の大きさを変えた。

9モンテカルロ法による地震動ハザードの叶算
評価サイトを東京とし，上記の不確定性要因について，モンテカルロ法でモデル及びパ
ラメータ値をサンプリングして多数の地震助ハザード曲線を算定し，それらの結果を統計
処理でフラクタイルハザード曲線を評価した｡ﾓﾝﾃｶﾙﾛ法による地震動ﾊザー ド曲線
群の算定手順を図AZ.15に示す。

東京地点を対象として，ポアソン過程を仮定(長期間の平均的な地震動ハザード)した場
合について，モンテカルロ法で200ケースのハザード曲線を算定した結果を図AZ､16に，
それらを統計処理して求めたフラクタイルハザード曲線を図AZ.17に,2002年からの30
年間のフラクタイルハザード曲線を図AZ､18に示す。
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１

AZ.4断層モデルを用いた地躍動ハザード評価の例

断層モデルを用いた碓率論的地籏鋤ハザード評価手法の例として，半経験的波形合成法

を用いた例を示す。

a)評価条件

半経験的波形合成法を用いた評価手順U)を図AZ_19に示す。手順は次の6つのステップ

からなる。このステップに沿って，評価条件を設定した。

1）破壊領域の設定

地震動ハザード評価に影響を及ぼす地震断層は,サイトから近距離にあり，かな

りの規模を有する断層である。したがって，活断層やプレート境界で発生する大規

模な地震のように,震源域が特定しやすく，その規模も比較的特定しやすい地震断

層が対象となる。

2）地盤の発生確率の郭定

地震の発生時系列モデルは，ポアソン過程又は更新過程でモデル化される。

3〕断層モデルの検討

3－'）震源付近での媒貫の定数の設定

断層モデルによって地震動を評価する場合に必要な震源付近の媒質の定数は，せん

断波速度β，密度p,剛性率仏及びQ値である。これらの諸定数については，既往の

文献及び調査結果などを参考として，適切に設定する。

3-2）断層モデルの設定（護源特性）

①巨視的断層パラメー,タの設定

修正強腰動予測レシピ(8)，(鋤などによって，次の巨視的断層パラメータを

設定する。

・断層面積(S=L×〃):推定

、断層の位置：走行，傾斜角，すべり角

・破壊開始点：緯度，経度，深さ

・破壊伝播様式：例えば，放射線状

・静的応力降下量（4c）：例えば，海溝型地震の平均的な値

(30bar)

・地震ﾓーメント(MMo):MMo=(16/(7×x's))×』｡×s】罰

・平均すくり量(D):D=A北／巾sノ

・破壊伝播速度（”；例えば，”＝0,72×β

・立ち上がり時間（て）：例えば,r=PWax”

②微視的断層パラメータの設定

微視的断層モデルの設定方法としては，アスペリテイの面積を与える方法

を用いる。アスペリテイと背景領域において，次の微視的断層パラメータを

設定する。

．アスペリティの個数及び位置；推定

，アスペリテイの総面積(SIz):例えば,8α店の平均値0.248,標準偏差

■

■
■
Ｉ

０
◇
０

１

１

画
曽
名
野

’
1

● f

’’
②活動域毎の地震発生モデルを乱数で､ｹー ｽサンプリン
グし､各モデルと①の地涯動推定モデルを組み合わせて

１
０
Ⅱ
Ⅲ
９
斤n木の地震ハザード曲課を算定する。

'1
畢

I

劃:し

④活動域の区分方法の違い等に関するより上位の分岐と
鉱みに基づき､③の各ﾌｧｲﾙから関連するハザード曲
線を抽出して､各活動域の最終的な地震ハザード曲線を
算定する｡さらに､各活動域の和として全体ハザード曲線
を算定する｡全体としてn本(1本/各ﾌｧｲﾙ)のハザード
曲線が得られる。
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図AZ.15-
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の算定手順
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①全活動域共通の地淫動推定ﾓヂﾙを乱数で､ケースサン
プリングする｡不連続な分岐は一様乱数で､連続分布正
規乱数でサンプリングする。

⑤n本のハザード曲線から､フラクタイルハザード曲線を
算定する。



零
』
Ⅱ
ク ） 431

POO6:2015430

POO62015

|蕊聯撫為鯉"’
断層モデルで評価する地震城
または活断層の選定0.076

．個々 のアスペリティ（半径ri)での変位量(D""I,):プレートの平均収束
率や活断層調査などより推定

，個々 のアスペリティの地霞モーメント:(Mo｡"):Mogr=脾必呼S而呼

，個々のアスペリテイの応力降下量(4oimqjp):4oiw｡"=(7/16)×(ﾊ妬/(RI･2))
．背策領域の断層パラメータ（面積，平均すくり鐘，地震モーメント，応
力降下堂）

ここに,Rは断層全体の面積を円に置換した時の等価半径,'・はアスペリ

テイの総面積を円に置換した時の等価半径である。

4）要素地醒の設定（伝播特性）
要素地腰の設定は，対象サイトでの質､量ともに十分な観測波形の有無によって
選択する。サイトでの中小地震の観測波形を用いる場合には，次の要素地震の断層
パラメータを設定する。

・地匪モーメントMの設定

・臨界円振動数meの設定

・断層面積，平均すくり堂，実効応力の算定

・立ち上がり時間の設定

5）地屡動評価

3)で設定した断層モデルと，4)で設定した要素地震より地震動を算出する。ハザ
ード評価における地震動は,いくつかのシナリオを想定した断層モデルから算出さ
れる。すなわち，断層モデルパラメータの不確実さを考慰して，破壊開始点，各セ
グメントのアスペリテイ個数及び位置,アスペリテイの応力降下量,要素地震波の

種類'高周波遮断特性などのパラメータを対象としてこれらの組み合わせをロジッ
クツリーとして表す。

の地歴動ハザード評価

2)で設定した地震発生確率と，5)で算出した地藤動の最大加速度からハザード曲
線を算出する。算出した地潅動の最大加速度又は応答スペクトルと年発生回数の対応
表を作成し，その年発生回数を累菰して年累積回数を求め，ポアソン近似してハザー
ド曲線を算出する。

燕鯨司’

雲蕊舗
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図AZ_19-断層モデルによる地霞動ハザードの評価手順

b)評価例

上記曲)5)で述べたように,断層モデルパラメータの不確実さを考慮して,破壊開始点，
各セグメントのアスペリテイ個数及び位置,アスペリティの応力降下量を対象としたロ

ジックツリーと，これに基づき作成した評価結果の例を図AZ2nに示す。
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AZ.5距離減套式と断層モデルを組合せた地震助ハザード解価の例

距離減衰式と断層モデルを組合せた地震勤ハザード評価の例を示す。

距離減衰式による地涯動ハザード評価手法と断層モデルによる地震勤ハザード評価手法

を組合せた手法の手順仇を図A7E.21に示すb

まず’サイト周辺の地震蒙境を調迩し，断層モデルで評価する地震とそれ以外の地震に

大別する○次に，それぞれの地震によるサイトでの地震動の最大加速度又は応答スペクト

ルがある値yを超える事象の年発生率yを求める。この時，断層モデルで評価しない地震

に対しては従来通り距離減衰式を用いて地震動を算出する。そして，それぞれの地震によ

る年発生率yを足し合わせて’サイトでの地鰻動ハザード曲線を算定する。距離減衰式と

断層モデルによる地渡動ハザードの組合せの例を図AZ､22に示す。
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AZ.6一様ハザードスペクトルの解価の例

a)欝価祇要

スペクトル距離減衰式による地震動ハザード曲線を用いて一様ハザードスペクトルを評

価した例を示すb地賎動ハザード評価では，スペクトル距離減衰式として安中式と耐特委

式を用い，年超過碓率1×108,1×10．4，1×105に対する一様ハザードスペクトルを評価

した。体評価内容の詳細は文献”を参照のこと）
b)－様ハザードスペクトルの概要及び評価条件

"AZ.23及び図AZ.Z4にスペクトル距離減衰式を用いて応答加速度を指標として算定し

た地震動ハザード曲線の例を示すbこの例では距隆減衰式として,安中式及び耐特委式(と

もに対数対数標準偏差‘＝0.4）を用いた。

一様ハザードスペクトルの評価対象とする周期を次に示す。安中式によるスペクトルは

12周期，耐特委式の周期は14周期とした。

①安中式:00410.1,0203,04b04040a1414243940"

②耐罐式:0"OOa01,02,03,0AOaOqOa1ql"0344Q50"

0－椋ﾊザー ドｽぺｸﾄﾙの鋒定結果
表AZ､5に年超過確率1×103,エ×10-$,1×10-5に対応する一様ハザードスペクトルの計

算周期における応答加速度値の一覧を示すbまた，安中式及び耐特委式による一様ハザー

ドスペクトルを図AZ-2g及び図AZ26に示す。

【本体6.“】
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１ 附属書懇A

（参考）

地震動ハザードの再分解によるマグニチュード。震央距鮭の取扱い

参考文献

（1）山田他，“地震ハザード評価コードSImmeC版〕の使用手引き'',JAERI･-
Data/Code-2002-001,日本原子力研究所,2002.3

の活断層研究会，“日本の活断層一分布図と資料"，東京大学出版会，1981
（3）（財）原子力発電技術機構原子力安全解折所，“平成9年度地腰に係る確率論的安全
評価手法の整備（その1-1）＝地震ハザードの試解析!，，平成10年3月

③萩原尊鯉編，“日本列島の地渡地震工学と地賎地体構造'’1991
⑤安中他，“モンテカルロ法に基づく地濫ハザードの不確定性評価方法"’第11回日本
地震工学シンポジウム

⑥WGmP,"SeismicHmardsinSothemCalimmia",PrObableEarthquakes,1994to2024,
B皿.Seism・Am.,85,379-439,1995

⑦（財)原子力発電技術機構,"平成14年度地震に係わる確率論的安全評価手法の整備に
関する報告響＝地震ハザードの試解析=",DJSMiO2-13

⑧入倉孝次郎,三宅弘恵岩田知孝,釜江克宏‘伺期帯域に応じた強震動評価法の高糊上"，
地震災害軽減のための強震動予測マスターモデルに関する研究第1回シンポジウム，
2002

0)入倉孝次郎他"強震動予測のための修正レシピとその検証|83第11回日本地震工学シン
ポジウム，2002

（10）（鋤原子力発電技術機構，“平成11年度地涯に係わる確率論的安全評価手法の整
備（その1)に関する報告書＝地震ハザードの試解析='',nWSM99-21

I

I
1

1

N

I
I序文

この附属書は，箇条6における地震動ハザードの再分解によるマグニチュード．震央距

離の取扱いに係わる次の2つの項目を記戦する。

･BA､1･地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距駿の作成手法

･BA.2地震動ハザードの再分解によるマグニチュード･距薩の解価の例

ｊ
Ｉ
４
ＦＩ P

I

ｌ
計

ｊ
Ⅱ
１
８
－

BA,1地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距薩の作成手法

地薩励ハザードにおけるマグニチュード、と距離xの寄与率"(alm,力は,年超過確

率に対応した評価サイトにおける地震動の強さαに対して次式で評価できる⑳。

B
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ここで'ybjは震源fにおける地震の年発生頻度,/j"("f)は震源iにおけるマグニチュー

ド，"の確率密度関数,ん②は震源iにおける距離xの確率密度関数,Pr｡b[A>｡|"1,xlは
へ

所与の"rと工に対し地震動の強さがαを超える確率である。

また，ハザード適合マグニチュード・震源距離〃*う,X*は，この寄与事を重み係数とし

て算定したマグニチュードの平均値及び震源距離の平均値であり，地震動ハザードに対応

する地震をマグニチュードと震源距離の代表値（平均値）で表現するものである。
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このように，ハザード適合マグニチュード・震源距離は，参照する年超過確率に応じ

て算定される。さらに，着目する地震動の周期によっても，ハザード適合マグニチュー

ド・震源距離は異なる値となる。
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RA.2地農勤ハザードの再分解によるマグニチュード・距薩の解価の例

a)解価概要

地涯動ハザード曲線に対して貢献度が大きい地震規模(マグニチュードM)と涯央距離

（△）の紐合せを評価するとともに，それらに対応する平均的な加速度応答スペクトルを

評価した。（本評価内容の詳細ば文献(2)を参照のこと）

b)評価擬要及び評価条件

地震動ハザード曲線の年超過確率1×10判に対応する3ケースの加速度(4応)レベルに対

して“以上となるような条件のMと△の条件付同時確率密度t'(i"&4jI4里危）)を評価し，

”!ﾙ4ﾉ|』ヨバ』に従ったM－Aの組合せをモンテカルロサンプリングで作成する。さらに，
M一Aの組合せによってスペクトル距離減衰式を用いて加速度応答スペクトルを作成する。

スペクトル距離減衰式として大崎スペクトルを用いた。

上記M一△の組み合わせの作成において参照した地震動ハザード曲線を図BA.1に示す。

同地震励ハザード曲線から読み取った年超過確率1×104に対応する加速度レベルは，

485Galとなっている。

なお,式田AF3)は涯源距離について評価したものである｡上記と同じ考え方に基づき，

ﾊザー ド適合震源距離の代わりにハザード適合等価涯源距離為拳として評価したり,ハ

ザード適合震央距離A*及び深さ〃*に分解して評価することもできる。
I
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c)地藤勤ハザードの藤定結果

図BA.2に年超過確率1×10.4(485Gal)

に対応する条件付き同時確率密度を，図

BA|､3に条件付き確率密度に従ってモン

テカルロサンプリングで作成した100ケ

ースのM一△の組合せを示す。また，図

BA.4に100ケースのM一△の組合せを用

いて大崎スペクトルによって算定した加

速度応答スペクトルを示すb
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'1 附属誉BB

（参考）

周期特性の段定

参考文献

（1）愈田弘行，石川裕，“ハザード適合マグニチュード・震央距離による地薩危険度解析
の拡張"，土木学会輪文集，第392号L9,".395pp402,1998年4月

(2)原子力発電技術磯総，平成11年度地震に係わる確率論的安全評価手法の整備

’(その1）に関する報告書＝地震ハザードの試解折=,mSKM99-21 序文

この附属書は，箇条6における周期特性の設定を記載する。

BB.周期特性の股定

a)炉心損侮に支函的な年超過確率におけるI唾の形状の例

フラジリテイ評価用地腰動は，炉心損傷に支配的な年超過確率又は地励加速度レベルに

対応したものを用いる。その場合，地震勤の周期特性は，想定する地震動レベルによって

も変化するので，フラジリテイ評価用地震動も，フラジリテイ評価に必要な地動加速度レ

ベルごとに，そのレベルに応じた周期特性を用いなければならない。

ただし,UHSを用いてフラジリテイ評価用地震動を評価する場合,炉心損傷に支配的な

年超過確率範囲で,年超過確率の大きさに係わらずUHSの形状がほぼ相似形になる場合が

ある。例えば，図BB.1は，附属番AZ,6に示す評価例を用いて，年超過確率1U3～10･5に

対応するUHSを,0.02秒の加速度スペクトル値(年超過確率1〆の加速度スペクトル値）

で基調こして重ね書きしたものである。同図によると，周期1秒を超える長周期側で，若

干差が見られるものの，年超過碓率が異なっても，ほとんど相似形になっていることが確

認できる。これは，年超過砿率103～105の範囲で，サイトの地震勤ハザードに支配的な

震源が同じであったためである。

'3．、wflh=0.05
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このように，炉心損傷に支配的な年超過確率範囲において,UHSの形状がほぼ相似形に

なる場合には，代表的な年超過確率に対応するものをひとつ用いれば，それ以外の地震動

レベルに対しては，それを係数倍して用いればよいと考えられる。

b)UHSを用いる塙合の留意点

UHSは,各周期に対する地潅勤ハザードに対して，同じ超過確率に対応するスペクトル

加速度値を取り出して評価したものであるので，確率的な位置付けが明碓であるという利

点がある。それに対して，具体的な震源に対応していないという点で問題があるという議

論もある。

また,【頂Sは，周期ごとに評価された地震動ハザードに基づき評価されたものであるの

で，その中には，すでに震源の違いによるばらつきや距眉鰄衰式のばらつきが適切に含ま

れていることになる。よって，1次振動数における応答が支配的な建屋・機器類のフラジ

リティを評価する場合には，スペクトル形状の偶然的不確実さを考慮する必要はない。た

だし，応答に対して，1次振動数だけではなく複数の周期における影響が無視できないよ

うな場合には，周期間の相関性の影響を受けることになるが，ひとつのスペクトル形状で

与えられるようなUHSでは,そのような周期間の相関性の影響までは考慮できないことに

留意する必要がある。

9地震動ハザードの再分解による想定地屡のマグニチュード・距離を用いる塙合の
留意点

地震動ハザードの再分解によるマグニチュード・距離を用いてフラジリテイ評価用地震

動を評価する方法としては,･年超過確率に対する寄与率（同時確率密度関数）の平均マグ

ニチュード・距離（ハザード適合マグニチュード・距離）を用いる方法【附属寮BA､1参

照】と，年超過確率に対する寄与率に対応したマグニチュードと距離のサンプルを複数発

生させる方法【附属密BA.Z参照】が考えられる。

前者の方法の場合，サイトの地腰動ハザードに対する寄与率が同程度の藤源が複数ある

場合には,ハザード適合マグニチュード･距離として,寄与率が大きい震源とは異なる「平

均的な｣マグニチュードと距離の組み合わせが得られてしまうことに注意する必要がある。

寄与率が同程度の震源が複数ある場合には，それぞれの震源に対してハザード適合マグニ

チュード・距離を求めて，複数の周期特性を設定して用いることが望ましい。

また，後者の場合は，年超過確率に対する寄与率に応じたブラジリテイ評価用地震動が

複数発生することになる。この場合，附属密BA.2の評価例に示すように，得られた複数

のフラジリティ評価用地震動の最大加速度レベルはばらついたものとなり，かつ，想定し

た年超過確率に対応する地震勅ハザード曲線上の地動加速度レベルと一致しない。そのた

め，これらの地震動の最大加速度レベルを，地震動ハザード曲線上の地動加速度レベルと

一致するようにかさ上げして用いることになるが，スペクトル形状の形を変えずにそのま

まかさ上げすると，長周期側のスペクトルは大きくばらつくことになり，地震勤の周期特

性におけるばらつきを過大評価してしまう恐れがあることに注意する必要がある。

d)異なる信頼度に対するスペクトル形状のばらつきの取扱い

UHSを用いる場合でも，地震勤ハザードの再分解によるマグニチュード．距離を用いる

場合でも了ひとつの地鰻励レベルに対して，平均的なスペクトル形状だけではなく，信頼

度ごとのスペクトル形状が得られる。そのため，本体6．5に示すロジックツリーに基づき

評価された異なる信頼度に対するスペクトル形状のばらつきを，フラジリテイ評価用地震

動の認識的不確実さとして考慮する必要がある。

ただし，地震動強さの指標を最大加速度として地震動ハザード評価を実施する場合，前

述のスペクトル形状の認諏的不確実さは短周期側では長周期側と比べて－般的に小さくな

ることが考えられる。また，スペクトル形状の認識的不確実さが大きくなる周期範囲とフ

ラジリテイ評価対象物の現実的応答に影響を与える周期鮠囲が異なることも想定される。

従って，本体6．6に示すフラジリテイ評価対象物の現実的応答評価に支配的な周期範囲に

おいて，信頼度ごとのスペクトル形状がほぼ相似であるとみなせる場合，もしくは，異な

る信頼度に対するスペクトル形状のばらつきが附属密BC.1に示す模擬地震の適合度に係

る誤差に含まれる場合には，上記の認繊的不確実さは考慰しなくてもよい。

【本体6.弧2］
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なる地渡フラジリティ解析のための評価手法及びインターフェイスの考え方については，

本標準の対象施囲とする。

3原子力に係る品質保証に関する基準について

この標準は,原子力発電所のPRAの品質を確保するための方策を規定していることから，

『実用発遮用原子炉の設置，運転等に関する規則」に規定される原子力発電所の保安活励

のためPRAを実施することを想定し#JEAC4111-2009に従うこととした。

引用規格としては標準制定時の簸新版であるJEAC4111-2009としたが，疋AC4111･が改

定された際には遅滞なく改訂版に従った品質保証活動が要求されることが想定され，その

場合には，原子力発電所の保安活動のためのPRAは，引用規格である2009年版ではなく

改訂版の疋AC4111に従った品質保証活勤が必要となる。

この標準の審議時点において,JEAC4111の改定作業も進められており，またこの標準

の審議中に原子力規制委員会から“実用発電用原子炉に係る発寵用原子炉設置者の設計及

び工事に係る品質管理の方法及びその検蚕のための組織の技術基準に関する規則”が平成

25年6月に公布されている。この状況を鑑み，今後この標準を用いる際には，その時点で

引用されるべき肥AC4111との整合性に留意することが必要である｡

ｰ｡

｡□

'零溌笥
爵．

AESJ-SC-POO6:2015

日本原子力学会標準

原子力発電所に対する地震を起因とした
確率論的リスク評価に関する実施基準:2015

鱗

、

寺
ま

藍
韓
呼

吾
争
謹

Ｉ
Ｉ
Ｅ 2015年12月25日初版第1品暁行

ｐ
ｄ
０
■
０
０
日
。
川
旧
’
’
０
１
１
１
‐
０
．
０
１
１
４
０
１
１
１
９
１
Ⅱ
１
１
４

定価（本体34,375円十税）

発行所一般社団法人日本原子力学会

（〒105-0004)WI港区謂砺2･3-7
噺橋第二中ビル3闇

電話①鋤3508-1263;FAX①帥3581･6128
振替00130-5-55932番

印刷大昭工業写真株式会社
(〒141.0031）東京都品川区西五反田6-14-13

ｈ
訂
８
１
１
４
１
１
．
刃
■
■
１
４
１
１
■
Ｏ
Ｉ
ｌ
ｑ
４
‐
Ｈ
Ｉ
ｑ
’
ｄ
ｌ
ｌ
ｌ
１

零‘尋
ザ嵐

蕊I
5悪．み、

｜暑

屡W

I卓

衣
E全

@2015AtomicEnergySociebrofJapan
ISBN978-4-89047-389-2C3058¥34375E

０
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｍ

』

己
。
』

４

↓
・
罰
遼

一
霊
〃
些

言
一
角
冠
蝉
》
一 ’ 1


	８６－１
	８６－２
	８６－３
	８６－４
	８６－５

